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はしがき 
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用検討会議の結果を踏まえ、主要論点の背景、経緯、評価、そして 2020 年の NPT 運用検討会議に向

けた課題等について調査し議論の内容を踏まえて、主に外務省内部で使用する執務参考用に作成した

ものである。 
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た。  
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I. 本 編



第 1 項： NPT 運用検討会議の流れ 

はじめに

NPT は 1963 年に国連で採択され、68 年に調印（当初 62 か国）、70 年 3 月に発効した（日本は 1970
年 2 月署名、1976 年 6 月批准）1。当初から 25 年の時限条約であったため、95 年に NPT の検討・延

長会議が開催され、無期限延長に合意された。そしてその際、「条約の運用検討プロセスの強化に関す

る決定」にも合意され、5 年ごとの運用検討会議及びそれに先立つ 3 年間に毎年 1 回の準備委員会（締

約国が合意すれば運用検討会議の年に更にもう1回）の開催が決定している（会期は基本的に10日間）。

運用検討会議は、2000、2005、2010、2015 年にそれぞれ開催されている（会期は基本的に 20 日間）。 
運用検討会議は NPT の履行状況を確認し、各条文に規定された核不拡散、核軍縮、原子力の平和的

利用について、国際社会の進展を促進するための方策の検討を行う。同会議では、会議での合意内容

等が最終文書として取りまとめられるが、2000 年と 2010 年の運用検討会議ではサブに関する合意が

なかった 2。また、2015 年の運用検討会議は、サブに関する最終文書の議長案が提出されたが、中東

非大量破壊地帯条約に関する会議の開催をめぐる条文で各国の合意を得ることができず、同文書を採

択することができなかった。

このため、最新の NPT の公式なサブに関する成果文書は 2010 年会議の際に採択されたものになる

3。しかし、2015 年の最終文書が採択されなかったとはいえ、最終文書案の内容は 3 本柱それぞれに

関する国際社会のその時点での論点が集約されていると見るべきであろう。

１．NPT 運用検討プロセスの構成 
第 1 回準備委員会の場所や日程については、直近の NPT 運用検討会議の議長国が提出する NPT 運

用検討会議に関する国連総会決議の採択により決定される。その後の第 2 回及び第 3 回の準備委員会

や運用検討会議の日程や場所は、第 1 回又は第 2 回の準備委員会において決定される。 
準備委員会の議長は、第 1 回準備委員会の議長は西側グループ、第 2 回が東側グループ、第 3 回が

非同盟諸国（NAM）及びその他から選ばれることが慣例となっている。運用検討会議の議長は、NAM
（及びその他）の地域グループ（アジア大洋州、アフリカ、中南米及びその他）の締約国の中から持

ち回りで選ばれる。2010 年の運用検討会議はフィリピン（アジア大洋州グループ）、2015 年はアルジ

ェリア（アフリカ・グループ）であり、2020 年は中南米及びその他グループからの選定が想定される。

また、運用検討会議の 3 つの主要委員会の議長は準備委員会の議長が勤めることとなっており、主要

委員会Ⅰの議長を第 3 回準備委員会の議長が、主要委員会Ⅱの議長を第 2 回準備委員会の議長が、主

要委員会Ⅲの議長を第 1 回準備委員会の議長が務める。 
第 1 回準備委員会において、3 回の準備委員会の議題の決定や実質的議論を行い、それ以降の準備

委員会の議論の方向性を規定する。第 2 回準備委員会は、第 1 回準備委員会で合意した議題に基づい

て実質的議論を深め、第 3 回準備委員会は運用検討会議の手続事項案等の決定やサブ面での運用検討

会議への勧告を行うことが期待される。但し、2014 年を含め過去の第 3 回準備委員会においてサブ面

での勧告に合意したことはない。

各準備委員会では、手続き事項の採択の後、一般討論（各国の代表による意見表明）、NGO のセッ

ションを経たのち、3 つのクラスター及びそれぞれの特別時間において実質事項の議論を行っている。

各クラスターで扱う事項は、基本的に以下２．の運用検討会議の議題の割り振りに従っている。また、

2



 
 

議論の時間は、3 本柱のバランスへの配慮から同じとされる。 
同様に、運用検討会議においても手続き事項、一般討論、NGO セッションが行われ、その後各主要

委員会での実質事項の議論が行われる。準備委員会ではクラスター1 から 3 の順で議論されるが、運

用検討会議では、それぞれの議長の下で 3 つの主要委員会において同時並行で議論が進められる点が

異なる。 
 
２．準備委員会・運用検討会議の報告書の構成 
 第 1 回、第 2 回の準備委員会の報告書は、それぞれにおける手続き面に関する決定・合意事項や締

約国や事務局から提出された文書等についての記述が中心となる。また、3 回の準備委員会の結果を

とりまとめる第 3 回準備委員会の報告書は、過去 2 回の準備委員会の決定事項や第 3 回の準備委員会

で議論する、運用検討会議の議事進行に関する手続や、運用検討会議の暫定的な議題や各主要委員会

への議題の割り振りに関する決定案にも言及される。 
各主要委員会への各議題のもとで議論される条文の割り振りは、基本的に以下となる。 
まず、核軍縮については、1995 年の NPT 運用検討会議以降の結論と提言に基づくことに留意し、

まず核不拡散・軍縮・国際的な平和と安定の関連として、第 1 条（核兵器国の核不拡散義務）と 2 条

（非核兵器国の核不拡散義務）、序文の 1 から 3 項、次に第 6 条（締約国による核軍縮交渉義務）と序

文の 8 から 12 項、そして第 7 条（地域的条約）が提起された 4。安全保証（Security Guarantee）とし

て、国連安保理決議 255（1968）と 984（1995）と、非核兵器国に対する核兵器の使用による威嚇が取

り上げられている 5（主要委員会Ⅰで扱う）。 
 また、核兵器不拡散と保障措置、そして非核兵器地帯の関連として、第 4 条（締約国の原子力の平

和的利用の権利）と序文の 6 と 7 項と関係する、第 3 条（非核兵器国による IAEA の保障措置受諾義

務）と序文の 3 と 4 項が取り上げられている。また、第 3 条と 4 条との関係で、第 1 条と 2 条および

序文の 1 から 3 項や第 7 条（非核兵器地帯）にも言及されている 6（主要委員会Ⅱで扱う）。 
加えて、締約国の奪い得ない権利である平和目的での原子力エネルギーの研究、製造、使用に関す

る項目として、第 3 条の 1、2、4 項及び序文の 4 と 5 項に関係する、第 3 条 3 項、第 4 条、そして序

文の 6 と 7 項が取り上げられている。これに加え、第 5 条（非核兵器国による平和的核爆発の利益の

享受）にも言及されている 7（これらは主要委員会Ⅲで扱う）。 
 なお、準備委員会においては、上記の各主要委員会の割り振りが基本的に各クラスターに適用され

ている。 
 
３．2015 年運用検討会議の流れ 
 2015 年 NPT 運用検討会議は、2011 年 12 月 2 日の国連第 66 回総会の決議 66/33 による、NPT 参加

国による準備委員会（Preparatory Committee）開催について留意した（took note）した時点から始まる 8。
この決議で、国連は NPT 加盟国によるウィーンでの準備委員会の開催（2012 年 4 月 30～5 月 11 日）

を確認している。準備委員会はその後、第 2 回が 2013 年 4 月 22 日～5 月 3 日にジュネーブで、第 3
回が 2014 年 4 月 28 日～5 月 9 日にニューヨークで開催されている。第 3 回会合では、主に手続き事

項に関する最終文書が採択され 9、議長作成のサブに関する勧告案は採択されず議長限りの文書とし

て作業文書として提出された 10。 
 この最終文書の内容をふまえ、2015 年 4 月 27 日に開幕した NPT 運用検討会議では、これまでの慣
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例通り、第三回準備委員会の議長を務めたペルーのローマン＝モレー（Enrique Roman-Morey）が準備

委員会の最終文書を紹介している。同日開催された第一回本会議では、アルジェリアのフェルーキ

（Taous Feroukhi）を本会議の議長に選出し、国連軍縮部（United Nations Office of Disarmament Affairs: 
UNODA）のマクラム（Thomas Markram）を会議の事務局長に任命している。  
 
４．2020 年運用検討会議 
2020 年の NPT 運用検討会議に向けた最初の準備委員会が第 70 回国連総会決議（A/RES/70/28）を根

拠として 2017 年 5 月 2～12 日にオーストリアのウィーンで開催が決定された。準備委員会は、その後

ジュネーブとニューヨークで開催され、2015 年の会議と同様に 3 回の会合の開催が想定される。第 1
回の準備委員会の議長にはオランダのファン・デル・クワスト（Henk Cor Van der Kwast）軍縮代表部

大使の就任が予定されている 11。 
 準備委員会は、1995 年からそれ以降の直近の運用検討会議までの合意を受けて議論を行うが 2015
年の運用検討会議には最終文書が合意されず、議長の「議長サマリー」が存在するのみである。議長

サマリーは公式に合意されたものではなく、議長の私的な論点集約に過ぎないため、2017 年に始まる

準備委員会での議論の立脚点は 2010 年の合意文書に置くことになると想定される。議題については、

過去の準備委員会はほぼ共通しており、2017 年に始まるプロセスも同じ方式を踏襲すると予想される。 
 
５．運用検討プロセスの問題点と議論 
 運用検討プロセスを改善するという観点からは、透明性の向上を通じて NPT に対する運用状況を改

善するというもの（詳細は本編第 13 項参照）に加えて、同プロセスの意思決定プロセスや会期等を変

更するというものがある。 
 NPT 運用検討会議の問題点は、5 年ごとに繰り返されるプロセスが国際社会の注目を集め、集中的

に外交交渉が展開されるが、NPT 自体を強化することに貢献していないということである。米国のブ

ルッキングス研究所のアインホーン（Robert Einhorn）は、軍備管理協会（Arms Control Association: ACA）

の HP に寄稿し、「ほとんどの NPT 締約国は不満を持っている。もっといいやり方を追求すべきだ」

と主張している 12。アインホーンは、5 年毎の開催は法的義務ではないとして、会議開催の間隔を開

け、参加国のコンセンサスが得られ、条約の目的に貢献する実質的な合意を目指すべきとしている。 
 アインホーンによると、これまでの NPT 運用検討会議で得られたコンセンサスに実務的な意味での

実質性はなく、1995 年の会議では現状維持の NPT の無期限延長、そして 2000 年には「核兵器の全面

的廃絶が、核兵器使用や威嚇からの絶対的保証である」という誰も反対できない同義反復的言質だけ

であるとしている。さらに、罰則規定がないコンセンサスでの合意は、会議の場で反対を表明せず、

各国が結果を無視することにつながり、NPT の弱体化につながるとしている。それとは逆に、IAEA
のモデル追加議定書のように、運用検討会議の最終文書で合意されなかったものの、その後重要性が

認識されて、核軍縮・不拡散に大きな役割を果たしたものがあるとしている 13。 
 アインホーンの言う通り、核兵器国の核軍縮義務に対する消極姿勢を理由とした脱退の脅しや、「全

て合意されるまで、何も合意なし」のアプローチは、非核兵器国が核兵器国に対して持つ、重要な手

段なのであろう。しかし、核兵器国が安全保障の手段として核兵器を重視する現実がある以上、会議

での合意より安全保障を重視するのは当然であり、その中で NPT でのコンセンサスで特定の措置が生

み出されるのは、NPT での交渉の結果ではなく、現実の政策的要請の中で生みだされた妥協という側
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面があるのは否めない。 
 このため、アインホーンは NPT の運用検討プロセスを見直し、最終文書の妥結を究極の目的とする

のではなく、広範に問題提起を行い、継続的に状況の監視が可能な会議体に変化させるべきとするの

である。NPT の運用検討プロセスの改革は、NPT のプロセスの中でも提案されてきた。たとえば、2015
年運用検討プロセスにおける準備委員会のクラスター3 では、運用検討プロセスの改善の問題が提起

されている。 
もっとも、運用検討プロセスの強化については、2010 年の NPT 運用検討会議でカナダが中心とな

り日本も共同提案国となっている作業文書をまとめている。ただし、この作業文書は、審議が不十分

に終わった。カナダ提案の趣旨は、運用検討会議の間隔が 5 年間であることを前提にし、その間に準

備委員会が 3 回開催されているものの、そこで実施的な論議がなされていないので、その改革が必要

とするものである。このため、10 項目に及ぶカナダ提案では、準備委員会の開催方法を変更して運用

検討会議のない 4 年間に特別年次会合を 3 回、準備委員会を 1 回開催とし、手続き事項と実質事項の

議論を頻繁に実施できるようにする、過去と将来の議長のサークルを作り、議論の継続性を担保する、

そして小規模な支援ユニットを作り、運用検討のプロセスの管理機能を強化する、というものになっ

ている 14。そして、同提案では、これら三つの改革内容はパッケージではなく個別に実施の可能性を

検討すべきであるとしている。  
 カナダ提案の背景には、準備委員会のシステムの形骸化に対する懸念がある。本来準備委員会では、

三回の会合の中で論点を整理しコンセンサスで運用検討会議に向けたサブに関する勧告を採択するこ

とで本会議（5 年ごとに開催される運用検討会議）の議論を円滑にすることが想定されていた。しか

し、実際には、準備委員会で勧告は採択されず、運用検討会議では準備委員会での議論が継続される

ことなく新規事項や調整されていない論点を問題提起する国が相次ぎ、準備委員会の意義が問われか

ねない事態が頻発していた。さらに、準備委員会では実施的議論を扱う時間が少ないという問題も指

摘している。 
 カナダ提案は、運用検討会議の 5 年ごとの開催に変更を加えるものではないが、3 回開催される一

般会合と、運用検討会議の前年に手続き事項と論点の集約を目的に開催される準備委員会の二本立て

にすることで、実質的議論を活性化することを目的としているのである。 
 2010 年の運用検討会議では、この案は提案されただけで討議されなかった。そして、2015 年の運用

検討会議に向けた準備委員会では、最初の二回の会合では運用検討プロセスの改革は、アジェンダに

含まれたが実質的な討議は行われず、2014 年の準備委員会で日本による提案を受けて討議されたが結

論を得ず、2015 年運用検討会議でも結論は出なかった。 
 他方、2010 年の運用検討会議において、カナダ提案に異を唱えたのは主に NAM 諸国であり、これ

までも、これらの国は 1995 年の運用検討・延長会議における新たな決定や合意や NPT の条文の記載

事項を重視する態度をとっている。また、核兵器国も必ずしも前向きということでもない。このよう

な中で、運用検討プロセスを強化していくことは容易なことではない。核兵器禁止条約に向けた動き

が非核兵器国による核軍縮の進展が見られないことに対するフラストレーションによるところがある

と考えられる以上、NPT としても何らかの対応をとり核軍縮の措置を進める上で有効なフォーラムで

あり続ける必要がある。そのような観点から、締約国は、必要な改革に向けて取り組むことが求めら

れると考えられる。 
（佐藤丙午） 
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2 NPT/CONF.2010/50 (VOL.I); NPT/CONF.2010/50 (VOL. II); 
https://www.un.org/disarmament/wmd/nuclear/npt2000/final-documents 
3 NPT/CONF.2010/50 (VOL.I-III) 
4 NPT/CONF.2015/1, Annex IV, Article 16(a). http://www.un.org/en/conf/npt/2015/pdf/Agenda.pdf  
5 NPT/CONF.2015/1, Annex IV, Article 16(b). 
6 NPT/CONF.2015/1, Annex IV, Article 16(c). 
7 NPT/CONF.2015/1, Annex IV, Article 16(d). 
8 A/RES/66/33 (January 12, 2012) 
9 NPT/CONF.2015/1 
10 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.46 
11 https://www.un.org/disarmament/wmd/nuclear/npt2020/prepcom2017/ 
12 Robert Einhorn, “The NPT Review Process: The Need for a More Productive Approach,” Arms Control Today, September 2016, 
https://www.armscontrol.org/ACT/2016_09/Features/The-NPT-Review-Process-The-Need-for-a-More-Productive-Approach. 
13 アインホーンは、コンセンサスを形成する外交的努力、物理的な作業に比べて、実質的内容はなく、結果自体の内容

も核軍縮・不拡散の一部の専門家の間だけでしか理解されず、共有されていない、と指摘している。Einhorn, Ibid. 
14 http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=NPT/CONF.2010/WP.4 
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第 2 項： 各国の核政策（N5 及びインド、パキスタンの戦略・宣言政策）

はじめに

NPT は、前文において「核軍備競争の停止をできる限り早期に達成し、及び核軍備の縮小の方向で

効果的な措置をとる意図を宣言し、この目的の達成についてすべての国が協力することを要請」し、

また第 6 条で、「各締約国は、核軍備競争の早期の停止及び核軍備の縮小に関する効果的な措置につき、

並びに厳重かつ効果的な国際管理の下における全面的かつ完全な軍備縮小に関する条約について、誠

実に交渉を行うことを約束する」ことを定めている。一方で、各国の核政策の現状を見る限り、むし

ろ核戦力の更新が著しく、安全保障の中での核兵器の役割は、少なくとも大きくは低減していないか、

一部では拡大する傾向も見られる。本項目では、そうした各核保有国の核政策の現状を取り上げる。

１．米国

2010 年の核態勢見直し（Nuclear Posture Review: NPR）は、米国の核戦略・核態勢の基本方針を規定

している 1。まず、米国の核兵器の基本的な役割（fundamental role）は、米国及び同盟国・パートナー

国に対する核攻撃の抑止であり、米国や同盟国、パートナー国の死活的利益を守る上で極限の状況に

おいてのみ核兵器の使用が検討され得る。現時点では、核兵器の役割をそれらに対する直接の核攻撃

の抑止という単一目的（sole purpose）に限定する用意はないが、将来的にそれを達成するため、通常

戦力面での能力を強化し、非核の攻撃を抑止する上での核兵器の役割を低減することに努める。その

役割低減を実現しつつ地域抑止を増進させる措置として、ミサイル防衛や WMD 対処能力、通常戦力

面での戦力投射能力、統合された指揮・統制を含む、地域安全保障構造を強化する。また、NPT の締

約国で不拡散義務を遵守する非核兵器国には、核兵器の使用やその威嚇を行わない。

この 2010 年版 NPR を受けた、核運用戦略に関する 2013 年の国防総省報告では、これらの基本方針

を確認するとともに、新たな核運用計画指針では対価値打撃（countervalue）戦略や最小限抑止戦略に

拠るのではなく、大規模な対兵力打撃（counterforce）能力を維持するとの指針が示された 2。また、

核兵器の使用に関する計画は、武力紛争法の原則に沿ったものとし、均衡性の原則や文民及び民間物

への付随被害の最小化に配慮すること、それらを意図的に攻撃の対象としないことにも言及が為され

た。

米国は、新戦略兵器削減条約（新 START）の上限を満たすための戦略核戦力の削減を進めており、 

2018 年までに、戦略核戦力運搬手段の配備数は ICBM で 400 基、SLBM で 240 基、戦略爆撃機 60 機、

これらに搭載される弾頭数の合計が 1,550 個となる予定である（核弾頭だけでなく ICBM と SLBM に
搭載された通常弾頭も含むもので、カウントの仕方の詳細は 2013 年版 NPT ハンドブック第 10 項を参

照）3。これらに加えて、約 500 個の非戦略核弾頭を保有すると見られる 4。一方、米国の核戦力の大

半は運用可能期間の終わりに差し掛かっており、向こう 30 年程度で大規模な近代化プログラムが予定

されている 5。主なところだけでも、2031 年からの就役を目指すオハイオ級 SSBN の後継艦、2019 年
までに完了予定のトライデント D5 SLBM 搭載の W76 核弾頭の寿命延長プログラム、2025 年ごろ導入

が開始される次世代戦略爆撃機 B-21、2020 年から導入開始を見込む B61-12 重力落下式核爆弾、2026
年に当初生産開始予定の長距離スタンドオフ巡航ミサイル、2036 年までに 400 基の配備を目指す新型

ICBM などが挙げられる。結果として、核戦力関連支出は 2015-2024 会計年度だけで約 3480 億ドルと

議会予算局は見積もっており 6、2014-2043 会計年度の 30 年では 1 兆ドルに達する可能性があるとの

指摘も出ている 7。 
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 2010 年版 NPR や 2013 年の核運用戦略報告の公表当時と比較して、米国を取り巻く核をめぐる安全

保障環境は確実に悪化した。特に対ロ関係上はそれが顕著である。ウクライナ危機以降 NATO は核態

勢を真剣に再検討する必要に迫られているし、2014 年以来米国はロシアの INF 条約違反を指摘しても

いる 8。オバマ（Barack Obama）大統領は 2013 年 6 月のベルリン演説で、新 START で定めた水準か

ら、更に配備戦略核弾頭数を 3 分の 1 削減することに関してロシアと交渉する用意があると述べ 9、

2015 年の NPT 運用検討会議でもケリー（John Kerry）国務長官がこの提案は依然有効な旨に言及した

が 10、そもそも新 START の後継条約の行方が見通せない。ここに、中国の核戦力の増強や、北朝鮮の

核開発の進展といった要素が、対処が必要な脅威として加わってくる。こうした不透明な状況の中、

米国の核政策は新政権に引き継がれることになる。 
 
２．ロシア 
 ロシアの核使用基準は軍事ドクトリンに規定があり、2010 年版の記述を引き継いだ 2014 年版軍事

ドクトリンの記述では、核兵器やその他の大量破壊兵器によるロシア及びその同盟国並びに両者に対

する攻撃への反撃として、又は通常戦力によるロシアへの侵略によって国家の存続が脅かされた場合

に、核兵器を使用する権利を留保するとしている 11。 
 だが近年、ロシアがより広範な核使用を想定しているとの指摘が強まっている。2009 年に政府高官

が、小国の侵略に対する先制核攻撃や、地域紛争や局地紛争で通常戦力での侵略に対処するための核

使用を含める形でのドクトリン改訂を示唆するなど、伏線はあった 12。そこへ 2015 年 3 月、プーチン

（Vladimir Putin）大統領が、クリミア併合の際に核兵器を戦闘準備態勢につける用意があったと言明、

さらに北極海で、戦域弾道ミサイルや戦略爆撃機、SSBN の前方展開を含む、NATO との全面戦争を

想定した演習を実施したことで 13、懸念が深刻化した。結果として欧米では、ロシアが近隣諸国で

NATO との軍事衝突に陥った際、通常戦力で優る NATO の軍事行動を停止させるため、警告として限

定核使用に訴える可能性が議論されている 14。 
他方、核戦力の幅広い近代化も進んでいる 15。2016 年初頭の時点で核弾頭保有総数は 4,500 個程度、

うち約700個の非配備戦略核弾頭と約2,000個の非戦略核弾頭を除いた約1,800個が配備状態の戦略核

弾頭となる。配備戦略核運搬手段の保有基／機数は約 550 で、新 START の上限 700 を既に下回って

いるが、戦力の更新は著しい。ICBM 面では、新型のトーポリ M や RS-24 への更新が進み、SSBN/SLBN
ではデルタ 4 型 SSBN の改修完了に加えて、RSM-56 SLBM を搭載する 955 型 SSBN を 3 隻就役させ

5 隻が建造中、戦略爆撃機に関しては、既存の Tu-160 と Tu-95MS の改修に加え、Tu-160 の生産再開

が発表された。非戦略戦力の増強も顕著である。2015 年に通常弾頭でのシリア攻撃に用いられたカリ

ブル巡航ミサイルの核弾頭搭載型が SS-N-21 を代替するほか、SRBM では SS-26 の導入が進められて

いる。 
実際にロシアが広範な核使用シナリオを想定しているのかに関する議論は決着していないが、少な

くとも、関係の悪化した米国・NATO との駆け引きで、「核の影」の活用を試みているのは確かであり、

その観点での核兵器の有用性に関する認識が、こうした核戦力の更新を後押しする形で作用している

ものと考えられる。 
 
３．中国 
 中国の核戦略・核態勢に関しては、相手国の第一撃を受けた後でも、報復核攻撃によって耐え難い

損害を与えることが可能な能力を保持することで、相手国からの核攻撃を抑止する、いわゆる確証報
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復が取られており、それに則る形で、基本的には先制不使用（no first use）を維持しつつ、核戦力の近

代化と緩やかな増加を進めているとの見方が強まっている 16。核戦力の詳細は未公表ながら、保有核

弾頭数は 2016 年時点で 260 個程度と見積もられており、今後増加が見込まれるが、今のところ米国に

キャッチアップしようとする動きは見られない 17。 
 近年の中国の核戦力近代化は、米国のミサイル防衛や通常戦力での精密打撃によって、第二撃能力

が脅かされる可能性に対処する形で行われている 18。75-100 基程度とみられる ICBM 戦力では 19、車

両移動式の DF-31A や、ミサイル防衛の突破を念頭に多弾頭化されたサイロ式の DF-5B の導入、更に

多弾頭化が可能で車両移動式の DF-41 の開発が進む。地域抑止向けの核弾頭搭載弾道ミサイルとして

は、既存の DF-21/21A に加え、その改良型の存在が報じられているほか、2015 年に初公表された、核・

通常弾頭両用でグアムを射程に収める DF-26 が注目されている。DF-31 の潜水艦発射型である JL-2 
SLBM を搭載した普型 SSBN は 4 隻が運用中で、2016 年版の米国防総省報告では、同年内に初の抑止

哨戒任務に出るものと見られていた。 
 これ以外にも、残存性確保への配慮が随所に見られる。2012 年の国防白書から記述が消えたことで

様々な憶測を呼んだ先制不使用は、2015 年の国防白書でこれを堅持するとの記述が復活した 20。しか

し、中国の核戦力に対する通常戦力での攻撃にも先制不使用を適用するのかについては、過去に中国

国内で議論があったことから曖昧性が残っており、同国は抑止の観点から、この曖昧性に価値を見出

していると指摘される 21。また、国防白書には、戦略早期警戒能力や即応能力の向上にも言及がある 22。

前者はどのような具体策へ結実するのか定かでないが、後者に関しては、従来中国は核弾頭とミサイ

ルを分けて保管していたところを、警戒即発射（LOW）のような態勢に移行すべきかについて、国内

で議論が為されている 23。 
 なお、2015 年 12 月の人民解放軍再編の中で、核・通常ミサイルの運用を担ってきた従来の第二砲

兵がロケット軍へと改編され、陸海空軍と同格の軍種へと格上げされた。その含意はただちに定かで

ないものの、今後の動向が注目される。 
 
４．英国 
 英国は、2015 年の国家安全保障戦略及び戦略防衛・安全保障見直しで、核戦略・核態勢の基本方針

を示している 24。そこでは、あらゆる侵略を抑止するための最小限の核抑止力として、4 隻の SSBN
を保持し、常に 1 隻を、40 個の核弾頭と 8 基以下の運用可能な SLBM を搭載した形で、海洋に配備

すると明記した。また、120 個以下の運用可能な弾頭を保持する一方、2020 年代半ばまでに保有核弾

頭総数を 180 個以下に減らすとした。同時に、核兵器の使用は、NATO 同盟国の防衛を含め、究極的

な状況でのみ為されるものであり、不拡散義務を遵守している NPT の締約国である非核兵器国への核

使用は行わないと言明した。 
 英国の核戦力は、1992 年以来、トライデント II D5 SLBM を搭載した 4 隻のヴァンガード級 SLBM
で構成されてきたが、2030 年代に順次それらが退役するため、核戦力更新の是非を問う議会の採決が

2016 年 7 月に行われ 25、賛成多数で更新が決まった。これに際しメイ（Theresa May）首相は、英国や

同盟国が直面する核の脅威としてまずロシアに言及し、同国からの核兵器に関するレトリックや核使

用を想定した演習が目立つことを指摘、更に北朝鮮の SLBM 開発の動きや、現時点では想定できない

新しい脅威が出現する可能性に触れている 26。なお、ロシアからの核の脅威の増大への対応を念頭に

置いた 2016 年 7 月の NATO ワルシャワ首脳会合コミュニケでは、英仏両国の核戦力が NATO 全体の

安全保障に寄与するものであり、米国とは別個の意思決定主体として核戦力を有する両国が存在する
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ことが、潜在的敵対国の計算を複雑化させ、抑止上の効力を生むと明記された 27。 
 
５．フランス 
 フランスの核戦略・核態勢の基本方針は、2013 年の国防白書や、2015 年 2 月のオランド（François 
Hollande）大統領演説で明示されている 28。核抑止力の目的は、同国の死活的利益に対する、国家主

導のあらゆる侵略を防ぐことであるが、欧州の安全保障への貢献も掲げられている。核兵器の使用は

究極的な状況での自衛としてのみ行われ、核戦力は、敵対国の政治・経済・軍事の中枢に耐え難い損

害を与える能力を確保しなければならないものの、厳格な十分性（strict sufficiency）原則の下、戦略

環境に照らして最小限の水準で維持されている。 
 オランド大統領は上記の演説の中で、同国の保有核弾頭総数が 300 個未満であることに触れ、他国

が大幅に弾頭数を削減すればフランスとして更なる削減も考えるものの、今のところその兆候は見ら

れないこと、一方で新型の核兵器を作るつもりはないことを言明した。現在のフランスの核戦力は、

SSBN/SLBM と航空機ベースの戦力のみから構成され、いずれも漸次的に更新を図っている 29。1997
年以降導入されてきた 4 隻のル・トリオンファン級 SSBN には、2010 年以降、順次新型の M-51 SLBM
が導入されている。航空機では、海軍がラファール MF3 から成る一個飛行隊を運用しており、2009
年就役の ASMP-A 巡航ミサイルを装備させているほか、空軍がラファール F3 とミラージュ 2000N か

ら成る二個飛行隊を保有し、順次 ASMP-A を導入している。 
 
６．インド 
 インドの核戦略・核態勢に関する公式の発表として 2003 年 1 月に公表された核ドクトリンは、以後

一度も改訂されていない。このドクトリンの柱は、信頼性ある最小限抑止の構築と維持、インド領内

又はインド軍部隊に対する核攻撃への報復としてのみ核攻撃を行う先制不使用、ただし大規模な生

物・化学兵器での攻撃には核報復を行い得ること、核報復では大規模かつ「耐え難い損害」を与える

という大量報復原則、非核保有国への核兵器不使用、核指揮本部（Nuclear Command Authority）を通

じて文民政治指導部のみが核使用を決定することである 30。2013 年には国家安全保障諮問会議のサラ

ン（Shyam Saran）議長が、政府は 2003 年以来、このドクトリンに沿って、先制不使用を堅持し報復

核使用のみを念頭に置いたトライアドの核戦力獲得を進め、敵の第一撃に耐え得る残存性を備えた指

揮統制インフラを構築してきたと述べた 31。 
 実際の核戦力整備の方向性も、概ねこれと合致する 32。長射程の弾道ミサイル開発は遅れが目立っ

たが、2011 年に 2,000km 射程のアグニ 2、2014 年に 3,200km 射程のアグニ 3 が運用可能となり、その

後 3,500km 射程のアグニ 4 も導入されたものと見られ、中国全土を狙える戦力が視野に入ってきたほ

か、5,000km 級のアグニ 5 も開発中である。国産 SSBN のアリハントは 1 番艦が 2016 年 8 月に就役し

た。ただ、これに搭載する SLBM として、開発済の K-15 SLBM は射程 750km、2016 年 4 月に同艦か

らの発射試験が行われた K-4 SLBM は射程 3,500km であり 33、中国に対して安全な距離から主要標的

を打撃できる第二撃能力となるには、更なる射程延伸が必要である。なお、MIRV やミサイル防衛の

開発も進められており、これが対兵力打撃を伴う損害限定戦略への傾倒を示唆するとの見方も一部に

あるが、政治指導部はこれらの兵器の用途に関して何ら明確な意思表示をしておらず、インド国内の

開発推進派が指摘するその有用性も、第二撃能力の確立の観点からのものが主である 34。 
 2004 年にインド陸軍が、パキスタンに対して、同国に核兵器での報復に訴える気を起こさせないよ

うな限定的な懲罰を与えることを追求する、限定通常戦争ドクトリンのいわゆるコールド・スタート
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を打ち出したことで、2010 年代に入ってパキスタンが戦術核兵器を導入した。これに触発される形で、

インドの戦略コミュニティでは核ドクトリン上の先制不使用と大量報復原則の是非に関する議論が高

まっており、2014 年には現政権与党のインド人民党が、マニフェストで一時、核ドクトリン見直しを

示唆した 35。だがその後、モディ（Narendra Modi）首相は重ねてこれを否定しており 36、変化の気配

はない。他方で、警戒態勢には変化が見られる。かつてインドは、運搬手段と核弾頭を分離しておく

など、基本的に低い警戒態勢を維持してきたが、近年では一部の核戦力が、数分以内に発射可能な状

態に置かれているとの指摘がある 37。この問題は、SSBN/SLBM 戦力の運用においても浮上するはず

であり、インドの選択が注目される。 
 
７．パキスタン 
 パキスタンの核抑止力は、一貫してインドの脅威への対処、特にその通常戦力行使の抑止が重視さ

れてきた。パキスタンの核戦略・核態勢に関しては、近年変化が注目されている。 
公式の体系的なドクトリンの発表は一度もないが、非公式の言及等から見るに、2000 年代中ごろま

でのパキスタンの核戦略・核態勢は、残存性を確保した最小限抑止、インドの通常戦力抑止を念頭に

置いた「最後の手段」としての先行核使用の権利の留保、戦術核使用や先制攻撃の排除、核使用決定

の集権化と前線司令官等への事前授権の排除といった、比較的穏当な内容で構成されてきた 38。しか

し同国は、2000 年代後半から兵器級プルトニウム生産能力を急激に拡張し、2016 年時点での保有弾頭

数は 130～140 個、2025 年までには 250 個程度に達する可能性すら指摘されている 39。更に、2011 年

には「作戦レベルの能力を付け加えるもの」40として、戦術核兵器とみられる射程 60km のナスル戦術

弾道ミサイルの発射実験を行い、2013 年には「あらゆる形態の侵略を抑止するため、全範囲の抑止を

維持する」41と表明した。これを受けて欧米では、パキスタンが冷戦期の NATO の柔軟反応戦略に準

ずる形で、核使用の敷居を下げているのではないかとの懸念が提起されるようになっている。この動

きの背後にあったのは、2004 年にインド陸軍が発表した、対パキスタンの限定通常戦争ドクトリン、

いわゆるコールド・スタートであった 42。 
パキスタンは、核弾頭と運搬手段を分離して保管しているとされ、これと集権的なコントロールが

相まって、印パ間の安定性に寄与してきた面があるため、戦術核兵器の導入はそれを損ねるものとし

て危険性が指摘されている。ただパキスタン軍関係者は、戦術核兵器に関して使用権限の授権は行わ

れておらず、中央で集権的に統制されており、事前配備も必要ないとの見解を示している 43。ナスル

は通常戦力の軍団ではなく、戦略核戦力を管轄する陸軍戦略コマンドに導入されており 44、これが伝

統的な意味での戦術核兵器なのか疑問も残る。 
なおパキスタンは、引き続き対インドの戦略核戦力の増強にも注力している。地上発射型弾道ミサ

イルとしては、2014 年に射程 1,500km で移動式のシャヒーン 2 が就役したほか、アンダマン・ニコバ

ル諸島を含むインド全土を射程に収めるシャヒーン 3 が開発中である 45。また、インドの SSBN/SLBM
開発に対抗して、中国製から購入した通常動力型潜水艦に、バブール巡航ミサイルの核弾頭搭載型を

配備する可能性が指摘されていたところ 46、2017 年 1 月、パキスタンは潜水艦と見られる海中プラッ

トフォームから、改良型のバブールの発射実験を行った 47。 
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第 3 項： 核兵器の非人道性と核兵器禁止条約 

 
はじめに 
 2010 年の NPT 運用検討会議以来、核兵器の非人道性に焦点を当て、国際人道法の考え方を適用し

て核兵器を法的に禁止しようという動きが進んでいる。「人道イニシアティブ」諸国政府とNGO・市

民社会が連携してこの運動を進めてきた。2017年3月からは核兵器禁止条約を交渉する国連会議が開

催される。これによって今後、一方で 2020 年 NPT 運用検討プロセスが、他方で核兵器禁止条約の交

渉プロセスが並行して進むこととなり、その相互関係が大きな課題となる。 
 

１．人道イニシアティブ 
（１）赤十字の声明と 2010 年 NPT 運用検討会議 
 核兵器の非人道性の運動の端緒を開いたのは赤十字であった。2010 年 4 月、赤十字国際委員会は

「核兵器の時代に今こそ終止符を」とする総裁声明を発表し、核兵器の議論は「人道法の基本原則と

人類全体の将来への考慮」の下でなされるべきだとした 1。 
 同年 5 月の NPT 運用検討会議の最終文書は「核兵器使用がもたらす壊滅的な人道上の結末に深い憂

慮」を表明し 2、すべての国が国際人道法を「いかなるときも遵守」しなければならないと述べた 3。

これらはスイスの働きかけによるところが大きかった。最終文書はまた、潘基文国連事務総長による

核兵器禁止条約の提案 4に「留意」した 5。 
 

（２）核兵器の非人道性に関する共同ステートメント 
 2012 年の NPT 準備委員会から、核兵器の非人道性に関する共同ステートメントを出す動きが始ま

った。第1回ステートメントは、スイスが16カ国連名で発表した 6。ステートメントは、2010年NPT
最終文書に盛り込まれた核兵器の非人道性に関する内容を再表明し、「核兵器の非合法化（outlaw）

に向けた努力を強化する」ことをうたった。 16 カ国は自らを「人道イニシアティブ」と呼び、同種

のステートメントをくり返し発表していった。ただしこの 16 カ国は緩やかな集まりであり、確固た

る一体性を必ずしも有していない 7。 
 第 2 回ステートメントは同年 10 月、国連総会第一委員会で出され、参加国は 35 カ国に増えた 8。

このとき日本政府はスイスから正式な要請を受けたが「わが国の安全保障政策と合致しない」として

参加しなかった 9。第 3 回ステートメントは 2013 年 4 月、NPT 準備委員会で 80 カ国連名のもと南ア

フリカが発表した 10。このとき「非合法化」の語は削除されていたが、日本は「いかなる状況におい

ても（under any circumstances)」核兵器が使用されないようにすべきとの表現があることを理由に参加

しなかった 11。 
 日本の不参加について国内世論の批判が高まるなか 12、岸田文雄外相は、日本が参加できるように

修文する交渉を指示した。こうして、同年10月の国連総会第一委員会でニュージーランドが125カ国

の連名で発表した第 4 回ステートメントに、日本は初めて参加した 13。このときノルウェー、デンマ

ーク、アイスランドの北大西洋条約機構（NATO）加盟 3 カ国も参加している。 
 交渉の結果「いかなる状況においても」核兵器が使用されないようにすべきとの表現は残されたが、

核兵器の非人道性に関する認識が「核軍縮へのあらゆるアプローチと努力を下支えしなければならな

い」との新たな一文が挿入された。政府はこれをもって「わが国の安全保障政策や核軍縮アプローチ

とも整合的な内容に修正された」と説明している 14。多様な核軍縮アプローチのいずれもが重要であ
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り、ステートメントへの参加は核兵器の法的禁止という特定のアプローチへの支持を必ずしも意味し

ない、という趣旨であろう。 
 その後これを踏襲しつつ、第 5 回ステートメントが 2014 年 10 月に国連総会でニュージーランドに

より 155 カ国の連名で 15、第 6 回が 2015 年 4 月に NPT 運用検討会議でオーストリアにより 159 カ国

の連名で発表された 16。参加国がここまで拡大した背景には、核兵器廃絶国際キャンペーン（ICAN）

に集う世界各国の NGO による働きかけがあった。人道イニシアティブの中心的な国々と ICAN とが

連携して運動を進めてきたのである 17。 
 これに対し 2013 年以来、豪州が主導し、米同盟国を中心に核兵器の非人道性に関する独自のステ

ートメントが出されている。これは、核兵器の非人道性を認識しつつも、安全保障の側面や核兵器国

関与の必要性を強調する内容で、2013年の国連総会第一委員会で 17カ国 18、2014年には 20カ国 19が

参加している。日本はこちらのステートメントにも参加している。 
 

（３）核兵器の非人道性に関する国際会議と「人道の誓約」 
 共同ステートメントと並行して、核兵器の人道上の影響に関する国際会議が2013～14年に計3回開

催された。 
 第1回は2013年3月にノルウェー政府によりオスロで開かれ128カ国が参加した。これは核兵器の

影響を科学的に検証する会議であり、法的・政治的議論をする場ではないとされたが、5 核兵器国

（N5）は参加しなかった。会議では、原爆投下による放射線の長期的影響や、今日の核戦争は世界規

模の気候変動と「核の飢饉」をもたらしうること、核兵器が使用された状況下では適切な人道救援が

不可能であることといった報告が続いた 20。 
 第2回は2014年2月にメキシコ政府によりナジャリット州ヌエボバジャルタで開かれ146カ国が集

まった。N5 はまた参加しなかった。開会式直後に「被爆者セッション」がもたれ、広島・長崎の被爆

者や被爆三世の高校生らが発言した。会議では偶発的な核使用や核兵器に関わる事故のリスクが強調

された。メキシコは議長総括で核兵器を禁止する法的拘束力のある文書に向けた「外交プロセスを始

めるときだ」と宣言した 21。 
 第 3 回は 2014 年 12 月にオーストリア政府によりウィーンで開催され 158 カ国が参加した。これま

で同様、核兵器の非人道的な影響や核爆発のリスクなどが議論されたが、同時に、現存する国際法と

核兵器の関係も議論された。N5 から米国と英国が参加したが、核兵器禁止条約には反対することを

明言した。なお核爆発の状況下での人道救援の可能性をめぐる日本政府代表の発言が批判を招く場面

もあった 22。 
 閉幕にあたりオーストリアは、過去 3 回の国際会議のまとめとなる議長総括を出したうえで、さら

に「オーストリアの誓約」と題する文書を発表した。それは、核兵器に関する「法的なギャップ（legal 
gap）を埋め」、「核兵器に汚名を着せ（stigmatize）、禁止し、廃絶する」ために各国政府、国際機

関、市民社会と共に努力すると宣言するものだった 23。 
 オーストリアはこれらの文書のなかで、核兵器の非人道性に関する一連の問題が 2015 年 NPT 運用

検討会議でさらに議論されるべきであるとした。同時に、「誓約」文書を全国連加盟国に送付し、賛

同を要請した。世界各国の NGO の働きかけもあり、賛同国は 2015 年の NPT 運用検討会議閉幕時ま

でに 100 カ国を超え、2016 年 4 月までに 127 カ国に拡大した 24。参加国の拡大に伴い、同文書は「人

道の誓約」と改称された。日本は賛同していない。 
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２．核兵器禁止条約への動き 
（１）NAC 提案と 2015 年 NPT 運用検討会議 
 こうした非人道性論議の高まりを背景にしつつ、新アジェンダ連合（NAC）25が、2015 年 NPT 運用

検討会議に向けて核兵器の法的禁止の提案を行った。 
 NAC は 2014 年の NPT 準備委員会に「NPT 第 6 条」と題する作業文書を提出し 26、第 6 条が掲げる

核軍縮に関する「効果的措置」として「法的拘束力のある枠組み」が必要だと主張した 27。NAC の着

眼点は、NPT 第 6 条の主語は「各締約国」であり、第 6 条が定める核軍縮の交渉義務は核兵器国にと

どまらず、非核兵器国も交渉主体になりうるというものだった。 
 NAC はこの作業文書で、核兵器の法的禁止に関する以下の 4 つの選択肢を示した。 

(a) 包括的核兵器禁止条約(A comprehensive Nuclear Weapons Convention) 
 核兵器の開発、実験、製造、貯蔵、移送、使用、威嚇を禁止し、核保有国に対し廃棄を命

ずる。時限を区切った廃棄プロセス、検証制度と執行機関を定める。 
(b) 核兵器禁止先行条約(A Nuclear Weapons Ban Treaty) 

 核兵器の開発、実験、製造、貯蔵、移送、使用、威嚇を禁止する全般的規定を設けるが、

廃棄と検証に関わる詳細を定めることを必須としない簡潔な条約。 
(c) 枠組み合意 
(d) これらの混合型 
 それまで核兵器禁止条約といえば、一般に(a)の包括的核兵器禁止条約を意味してきた。だが近年

の核兵器の非人道性に対する関心の高まりは、(b)の禁止規範確立の先行という新たな案を生み出し

た。禁止先行条約の場合、廃棄や検証の定めを必須としないから、核保有国が参加しなくても成立し

うる。 
 これらの選択肢について討議しようというNACの呼びかけ 28に応えて、2015年NPT運用検討会議

では下部機関 1 において「効果的措置」が議題の 1 つとなった。NAC や人道イニシアティブ諸国が「効

果的措置」としての核兵器の法的禁止を打ち出したのに対して、核兵器国はこれに強く反発した。核

兵器国や同盟国は、ステップ・バイ・ステップ（あるいはブロック積み上げ）方式を進めることこそ

有効だと主張した。最終文書案では、この問題に関して国連オープンエンド作業部会を設置するとい

うことで合意しかけた 29。 
 

（２）オープンエンド作業部会 30 
 同年 10 月の国連総会第一委員会で、メキシコが主導して、オープンエンド作業部会（OEWG）を

設置する決議が採択された 31。当初案 32で法的措置を「交渉する」とされていたマンデートは「実質

的に検討する（substantively address）」に変更され、コンセンサス方式を望む核兵器国・同盟国側に配

慮し、多数決ルールではあるが「全体合意をつくるべく努力する」との一文が挿入された。 
 OEWGはタイのタニ・トーンパクディ議長の下で 2016年 2月、5月、8月の計 3会期にわたりジュ

ネーブで開催された。100 カ国近くが参加したが核兵器保有国は参加しなかった。核兵器禁止条約推

進諸国の間では、禁止先行型への支持が高まってきたことが目立った。禁止先行条約を締結しそれを

枠組み条約の中に位置づけるとか、禁止先行条約を締結した後にさまざまな議定書を追加し参加国を

徐々に広げていくといった提案が出された 33。 
 これに対して日本など従来ブロック積み上げ方式を提唱してきた諸国は「進歩的アプローチ

（Progressive approach）」を掲げ 34、短期的な核兵器禁止には反対することを明確にした。これら約 20
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カ国は、世界の核兵器が「最小限地点」（”minimization” point）に達した後に「最後のブロック」で核

兵器禁止条約が必要になるであろうことは認めた。そのうえで、最小限地点に至るまでに必要となる

政治的また技術的な議論は「今からでも始められる」とした 35。これはいわば、禁止が先か、廃絶が

先かという論争である 36。 
 8 月の最終会期で、両者は客観的な両論併記の報告書で歩み寄りをみせていたが、土壇場で豪州の

求めにより投票による採決となった。賛成多数で採択された報告書（賛成 68、反対 22、棄権 13。日

本は棄権）は、国連総会が 2017 年に「核兵器を禁止する法的拘束力のある文書を交渉する会議」を開

催することを「幅広い支持を得て」勧告した 37。 
 

（３）国連総会での決議 
 OEWG の勧告を受け、同年 10 月の国連総会第一委員会にオーストリアやメキシコが「核兵器を法

的拘束力ある形で禁止する文書の交渉を行う国連会議を 2017 年に開催する」という決議案を提出し

た 38。米国、ロシア、フランスなどの核兵器国はとりわけ厳しくこの決議案を批判し、反対を呼びか

けた。採決結果は賛成 123、反対 38、棄権 16 だった。日本はこれまでの「棄権」姿勢を一変させ「反

対」票を投じた。岸田外相は「核兵器国と非核兵器国の協力を重視する立場」ゆえに反対した、だが

交渉が始まるなら「核兵器国と非核兵器国の協力を重視する立場から主張すべきことは主張すべきで

あると考えている」と説明した 39。 
 このときNATO加盟国であるオランダが棄権に回っている。この背景には、同年 5月に市民運動に

背中を押されたオランダ議会が政府に対し核兵器禁止条約の交渉への関与を求める動議を出したとい

う事情がある 40。このほかスウェーデンは賛成、フィンランドは棄権した。人道イニシアティブを立

ち上げたスイスは棄権、ノルウェーは反対した。ノルウェーは2013年9月の総選挙による政権交代以

降、日本など「ブロック積み上げ」方式に賛同している。なお中国、インド、パキスタンは棄権、北

朝鮮は賛成した。 
 決議案は国連総会本会議で賛成113、反対35、棄権13により採択された 41。核兵器禁止条約の交渉

会議は、2017 年 3 月 27～31 日と 6 月 15 日～7 月 7 日に開催されることになる。 
 

３．今後の展望と論点 
 これから始まる核兵器禁止条約交渉に対して、米ロなど核兵器国は厳しく批判している。主要な論

点は以下の通りである。 
 第一に、核兵器禁止条約は NPT プロセスからの脱線だというもの。しかし上述の通り、禁止条約

の提案は「NPT 第 6 条の効果的措置」という文脈で提起されている。禁止条約推進国は、禁止条約と

NPT が相互補完の関係であることをくり返し表明している。 
 第二に、核兵器の禁止は安全保障の側面を軽視しており戦略環境を不安定化するというもの 42。し

かし、禁止条約推進国の多くは、偶発的発射など核のリスクを安全保障上の問題として提起している。

日本は、集団的な安全保障（collective security）と国家安全保障の両方ともが大切であると主張してい

るが 43、オーストリアも両者は矛盾しないということを別の角度から述べている 44。両者には接点が

ある。 
 第三に、核兵器国を関与させない禁止条約は、実効性がなく、国際関係の分断を招くというもの。

これに対しては、対人地雷やクラスター弾の例がそうであったように、最初は保有国が入らなくても

法規範ができることでそれらの兵器の使用、製造、貿易に対する政治的・経済的圧力が強まり事実上
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の規制が強化されるという有力な反論がある 45。 
 第四に、北朝鮮など国際法規範を守らない国々に対処できないというもの。しかしこれは、今日の

NPT 体制がそもそも抱えている問題というべきである。 
 今後どのような核兵器禁止条約が提案されるかは不明だが、OEWG 報告書に記された「想定される

禁止項目一覧」46が、考える手がかりとなる。米国の拡大核抑止に依存する日本にとって法的に問題

になりうるのは、核兵器使用の「威嚇」や「援助、奨励、誘導」、核兵器の「領土・領海・領空通過

の許可」、「核戦争計画への参加」といった事項だろう。また国内履行の担保といった問題もある。

日本は、これらを踏まえた独自提案を出すか、あるいは禁止条約への署名に一定の留保をする（ある

いは全面的に拒否する）かという選択を迫られることになろう 47。 
 

おわりに 
 核兵器禁止条約交渉が今後どのように展開していくにせよ、その動きを NPT 運用検討プロセスと

建設的に結びつけていくことは、日本が果たすべき重要な役割である。非人道性の運動で生まれた核

兵器「非正当化」のモメンタムを、核兵器国に対して NPT の核軍縮義務をさらに履行させていく力と

して生かすような外交が期待される。 
（川崎 哲） 

 

※2017 年 3 月 27 日、核兵器禁止条約を検討する国連会議において、同条約は「国際社会の分断を一

層深め、核兵器のない世界を遠ざける」として、交渉に参加しないと表明した。そして、同月 28 日に

は、岸田外務大臣が記者会見で、条約交渉に参加しないことを明言している。   （佐藤 丙午） 
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第 4 項： 「核の傘」と非人道性 
 
はじめに 
今日の「核兵器のない世界」に向けた国際社会の取り組みとして、核兵器の非人道性の議論が多く

の国の支持を獲得している。核兵器禁止条約の交渉開始に向けた新たなプロセスが非同盟運動（NAM）

諸国を中心に要請される中、安全保障上、抑止力としての「核の傘」への依存と、核軍縮推進とを両

立させてきた非核兵器国、そして核兵器国においては、ブロック積み上げ方式や漸進的方式での核軍

縮の追及が現実的なアプローチとして提唱された。しかし、核兵器の非人道性を追求する国際的なモ

メンタムの高まりから、国連にオープンエンド作業部会を設置する国連総会決議が採択され、同作業

部会における議論を経て、核兵器禁止条約の交渉が具体的に進められることが決定された。こうした

中、「核の傘」を受ける非核兵器国では、改めて核兵器の非人道性を巡る議論を端緒に、いかにして「核

兵器のない世界」を目指すかについて、具体的な提案をしなければならない局面が増えてきている。 
 
１．核兵器国側の「核の傘」の論理 
「核の傘」を提供している核兵器国は、2016 年現在、米国（対北大西洋条約機構（NATO）加盟国、

日本、韓国、豪州）、英国（対 NATO 加盟国）、フランス（対 NATO 加盟国）、ロシア（対集団安全保

障条約機構（CSTO）諸国、すなわちベラルーシ、アルメニア、カザフスタン、ウズベキスタン、キ

ルギスタン及びタジキスタン）、中国（対ウクライナ、但し詳細不明）となっている。５核兵器国（N5）
による、核兵器禁止条約の議論に向けた姿勢は非常に明確である。2015 年 11 月の第 70 会期国連総会

第一委員会に N5 が発出した共同文書では、国連におけるオープンエンド作業部会の取り組みは否定

しないものの、あくまでもコンセンサスベースでの議論が不可欠であり、また核兵器国の支持なき核

兵器禁止は既存の核兵器不拡散条約（NPT）体制を傷つけるものだとし、安全保障上の視点を盛り込

んだ段階的なアプローチ以外に、核軍縮に向けて現実的な成果を上げる手段はないと指摘 1し、その

足並みを明確に揃えている。このように、非人道性の議論が多くの非核兵器国の支持を集める一方で、

核兵器国の姿勢が従来から見て大きく変化したとは言えない状況にある。報じられている「核軍縮を

国際安全保障と切り離して進めることはできない」とする英国の姿勢 2に見て取れるように、核兵器

国による声明において、非人道性の議論の高まりが核兵器禁止に結びつくとの立場をとった事例は見

られない。 
2016 年 9 月 15 日の N5 会議の共同声明でも、核兵器国の考え方が明確に説明されている。同共同声

明によれば、①段階的なアプローチこそ、国際平和と安定を拡大しつつ核軍縮に向けて前進する唯一

の実践的方式であり、かつ核兵器のない世界を達成するための唯一の現実的方式でもあるとし、②更

なる核軍縮の見通しにおいては、グローバルな戦略的安定性（global strategic stability）に影響する全て

の要素を考慮する必要があり、③グローバルな戦略的文脈を軽視した核軍縮の諸アプローチの追及の

努力は、NPT 体制を強化するべく何十年にもわたって用いられ、NPT の国際安全保障への貢献を強化

してきたコンセンサスベースのアプローチを脅かし、そして将来の NPT 運用検討会議におけるコンセ

ンサスの展望に負の影響を及ぼすものであることから、深い懸念を表明すること、④国際平和と安全

保障を強化するため、そして更なる核軍縮のために、N5 はグローバルな戦略的安定性に影響するあら

ゆる要素を考慮した対話に率直かつ建設的に関与する準備ができており、国際安全保障環境における

核兵器の役割について、より強い多国間合意を模索する決意をしていること、⑤核兵器の使用による

「過酷な結末」への共通理解を踏まえ（The P5 reiterated their common understanding of the severe 
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consequences of use of nuclear weapons）、N5 はそうした偶発事態の生起を防止する決意がある、として

いる 3。なお、米国のゴッテメラー（R. Gottemoeller）軍備管理・国際安全保障担当国務次官の当該問

題に関する発言でも、「『核兵器使用の非人道的結末』について明確に理解するものの、米国は核兵器

禁止条約を支持できないし、支持する予定もない（While recognizing the “humanitarian consequences” of 
the use of nuclear weapons, she said that “The United States cannot and will not support” calls for the 
negotiation of a nuclear weapons ban treaty）」4としている。 
そもそも「核の傘」は、核兵器国からその同盟国に提供される拡大抑止のコンポーネントの一要素

であり、その政治的・軍事的な価値は、時代や地域情勢によって変化してきたと言っても過言ではな

い。また、「核の傘」という政策概念自体、明確なスタンダードがあるわけでもなければ、「核の傘」

に期待される効果を実証的に示すのも容易なことではない。しかし、その是非はともかく、「核の傘」

も含めた核抑止力への依存の状況は、冷戦終結から四半世紀が過ぎた今日においても、依然として無

視しえないものがある。こうした状況は、核兵器禁止条約に関する協議においても、徐々に顕在化し

てきている。2016 年 5 月、ジュネーブでのオープンエンド部会において、核兵器禁止条約に向けた新

たな法的措置の検討のため最終報告取りまとめの方針が確認され、8 月の同作業部会では核兵器の法

的禁止にかかる会議を 2017 年に開催するよう、国連総会に勧告するとの報告書を採択したが、このと

き賛成 62、反対 27、棄権 85という形で核兵器禁止に向けたアプローチを巡って、参加国の意思表示

がなされた。そして 10 月の国連総会第一委員会で 123 カ国の賛成のもとに採択された核兵器禁止条約

に向けた交渉を 2017 年に開始するよう求める決議案（Document A/C.1/71/L.41）では、日本を含む 38
カ国が反対票を投じ、16 か国が棄権する結果となっている。このことで、段階的、或いはブロック積

み立て方式などの現実的なアプローチで核軍縮を追及するのみならず、一足飛びに核兵器禁止の議論

を開始すべきとの考え方が多数であることが明らかになった。そしてより重要なこととして、この投

票の結果により、全体の 3 分の 1 近くの国々が依然として核抑止力の存在に依存していることを明瞭

にする結果となり、現時点において核兵器禁止に向けた議論の先行きが容易ならざる状況を示してし

まったとも言えよう。 
「核の傘」の論理は、こうした核兵器禁止条約の交渉を巡る局面のみならず、その前段に展開され

た非人道性の議論でもしばしば争点となった。たとえば 2013 年の核兵器の人道的影響に関する共同声

明で盛り込まれた「いかなる状況下でも核が再び使用されない」との文言を巡り、核兵器国をはじめ、

日本を含む「核の傘」に入っている非核兵器国は同声明に参加しなかった。こうした決定の背景には

様々な要因や判断があったと推察されるが、その中でも核抑止の基本的かつ暗黙の前提がもたらした

影響は小さくないのではないだろうか。一般に、核抑止の成立する要件として、①十分な能力、②抑

止の信頼性、③相手との脅威を巡るコミュニケーションの必要性の３つの要素が指摘されている 6。

また、対外的に何もかも明らかにしないことで得られる不確実さや曖昧さ、脅威の確実性、そして抑

止が成立している間は、敵対者に脅威となるいかなる危害も実際には加えられないことなどが、冷戦

期以来の抑止成立の要件として重要視されてきた 7。これらの諸要件を踏まえると、論理上、核兵器

国や「核の傘」にある国が主体的に「核を使用しない」と宣言することは、抑止力の成立要件そのも

のに深く関わる部分を、自ら否定することにもなりかねない。 
 
２．「核の傘」のなかでの温度差 
「核の傘」にある非核兵器国で、核軍縮の推進に積極的である国は、日本も含めて複数挙げること

ができようし、実際に国連総会における核軍縮決議等の局面で、そうした国々のイニシアティブが度々
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評価されてきた。しかし、近年の核兵器禁止条約交渉を見据えた非人道性の議論においては、こうし

た「核の傘」にある国々にも、その姿勢に温度差が生じていることが伺われる。例えばノルウェーは

北大西洋条約機構（NATO）加盟国として、米国や英国の「核の傘」を享受するのと同時に、これま

では核兵器の人道イニシアティブ（humanitarian initiative）を主張する立場にあったが、2015 年を境に

非人道性の議論から距離を置く姿勢へと変化した。他方、豪州は軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）
で日本とともに核軍縮に向けた取り組みを進めるパートナーであり、同時に太平洋安全保障（ANZUS）
条約のもとで米国の「核の傘」を受けると目される国であるが、やはり非人道性の議論に対して、核

抑止の見地から独自の主張を行っている。以下、両国の非人道性に対する論点を中心に整理する。 
 
（１）ノルウェーにおける議論 
前述したとおり、ノルウェーは 2015 年以前まで、非人道性の議論でイニシアティブをとる「核の

傘」の非核兵器国であり、2010 年の NPT 運用検討会議で合意された行動計画を踏まえ、ノルウェー

のイニシアティブで 2013 年にオスロにて開催された非人道性にかかる国際会議は、核兵器による人道

的影響に関する関心国や市民社会の取り組みを牽引するうえでも重要な契機となった。しかし、ノル

ウェー国内で生じた保守党への政権交代に伴って非人道性を巡るスタンスにも変化が生じた結果、

2015 年の国連総会における 3 つの核兵器関連決議に際して、ノルウェーはその全ての決議案で反対票

を投じ、非人道性の議論との距離を取るに至った 8。これについて、ノルウェー議会の多数派（※労

働党、左派社会党、中央党、キリスト教民主党、自由党及び緑の党）は、長期的な核兵器廃絶を見据

えた「新戦略概念」を打ち出す NATO の加盟国としての立場も念頭に、核兵器の非人道性を巡るこれ

までのイニシアティブを継続するよう一貫して要求している 9。これに対して、ブレンデ（Børge Brende）
外相は、逆に「新戦略概念」が示すとおり核の同盟である NATO の加盟国として、国連総会における

核兵器関連決議案は支持できず、また全ての NATO 加盟国においても同様の理由からこれらの決議案

を支持すべきではないとしている 10。 
 
（２）豪州における議論 

ANZUS同盟のもとに、米国の「核の傘」に依存する豪州では、2016年の国防白書において、「核の

脅威に対して、米国の核戦力及び通常戦力のみが有効な抑止力をもたらす」と明記し、「核の傘」の唯

一の目的を核の脅威に対する抑止力と位置づけている11。また、豪州における「核の傘」を巡る議論

では、米国の提供する核抑止力は、豪州の安全保障のみならず、米国の同盟国に対する核不拡散のた

めに重要な役割を担っているとも指摘される12。しかし、豪州は核軍縮を推進する非核兵器国である

一方で、「核の傘」を享受する立場から、近年ではブラジルやメキシコがけん引する核兵器禁止条約を

目指す交渉とは協調しないという、難しい舵取りを迫られてきた。例えば2015年の国連総会第一委員

会における豪州の核兵器の非人道性にかかる共同声明（Joint Statement on the humanitarian consequences 
of nuclear weapons）においても、人道的側面のみならず、安全保障への考慮を踏まえて、核兵器のな

い世界に向けた取り組みが必要13だとする姿勢を明らかにしている。 
こうした背景から、昨今の豪州による核軍縮外交をして、「核の傘」に対する疑念なき依存が作り

出した政治的制約に起因するものだとの厳しい批判もある14。なお、2013年10月の核兵器の非人道的

結末に関する共同声明では“（中略）it is in the interest of the very survival of humanity that nuclear weapons 
are never used again, under any circumstances”という一節が米国の核抑止力への依存と整合しないとして、

豪州は同声明に参加していない15。また2014年には、核兵器の非人道的結末を巡る国際的な議論が将
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来のANZUS同盟の「核の傘」に重大な影響を及ぼすことへの懸念から、核兵器の非人道性に関するビ

ショップ（Julie Bishop）外相名での公式声明を発出している。同声明では、核兵器が存在する間は核

抑止力に依存せざるを得ないこと、核兵器使用の恐るべき非人道的結末によって、まさに抑止が機能

してきた旨を指摘するとともに、核兵器禁止条約の議論が核軍縮に向けた注意を脇へ逸らせてしまう

ことへの懸念を表明し、あくまでも現実的なステップと政治的意思によって核廃絶を目指すべきだと

訴えている16。 
 
おわりに 
核兵器国とその同盟国として拡大抑止を受ける国の安全保障政策において、「核の傘」を巡る議論

は、これまで極めて機微な領域に位置づけられる問題であった。しかし、近年の核兵器の非人道性に

かかる国際的な関心と、核兵器禁止に向けた新たな機運の高まりから、これらの機微な領域に置かれ

ていた「核の傘」の議論の一部にスポットライトが当たる状況が生じてきている。こうしたなか、核

兵器の非人道性や核兵器禁止に関する機運の高まりにも関わらず、「核の傘」の役割に対する抑止論に

立脚した立場と、核軍縮論の立場との懸隔は、実は従来と比べてあまり変化していないように見受け

られる部分も多い。この傾向は、とりわけ核兵器国において顕著であり、寧ろ非人道性にかかる機運

の高まりによって、そうした懸隔が一層鮮明になってしまった印象もある。他方、「核の傘」を享受す

る非核兵器国では、非人道性の議論を契機として、核兵器禁止に向けたアプローチや「核の傘」その

ものの是非を巡って、核軍縮という、究極的に目指す目的地は同じながらも、そこへと至る複数のル

ートについて、真剣な検討が行われているというのが実情なのではないだろうか。 
2015 年に広島を訪問したオバマ大統領は、そのスピーチのなかで、「人間性の中心的矛盾（humanity’s 

core contradiction）」という洗練された表現によって、「核の傘」と非人道性を巡る問題を形容している。

これは米国として、核兵器の非人道性の議論には参加できないとする一方で、それと同様の問題意識

を抱えつつ、核抑止を講じ、「核の傘」を提供せねばならないジレンマを誠意のある形で表明したと解

釈することもできよう。核兵器の非人道性の問題という人間の心に訴えかける議論と、ある種の論理

性や合理性に依拠した核抑止や「核の傘」の考え方との間を分かつ懸隔をいかにして詰めるか、そし

て各国で政権が交代し、安全保障環境が変化するなかで、こうした取り組みをいかに具現化するかが

今後の焦点だと言えよう。 
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第 5 項： 核軍縮と市民社会 

 
はじめに 

1990 年代以降、環境や開発に関する国際プロセスに非政府組織（NGO）など市民社会が参加す

ることは定着してきた。しかし、経済・社会分野に比べて政治・安全保障分野では NGO 等の関

与は限定的である。開発協力や平和構築の現場では NGO が直接的な主体として活躍するのに対

して、国家安全保障の主体はあくまで政府であるという考え方は根強い。核軍縮の場合も依然、

主体は政府であって市民社会の役割は付随的なものに限られている。 
 それでも市民社会は核軍縮に重要な貢献をしている。核軍縮に市民社会が関わる意義としては、

第一に、核兵器がもたらす人間や環境に対する影響に焦点を当てることがある。政府は狭義の国

益を重視するあまり、軍縮・軍備管理の議論は国際関係の駆け引きに偏りがちである。これに対

して市民社会は、人間的な視点を提起し、核兵器が国境をこえた地球全体への脅威であることを

強調し、緊急性の意識を高めることに貢献している。第二に、国家間交渉がすぐには進まない問

題について、非政府の立場を生かして議論を進められるという側面がある。たとえば機微な地域

問題についてトラック 2 の協議を行ったり、将来必要となる条約や技術について先駆的な議論を

行うといったことである。第三に、NGO やメディアが情報を発信し世論を喚起することの意義

である。これは政府の行動を前進させる力となるだけでなく、政府の説明責任を強化し、もって

国際的な軍縮枠組みの信頼性を高める。 
 
１．NPT プロセスと市民社会 
（１）NGO の位置づけ 
 NPT プロセスへの NGO・市民社会の関与が活発化したのは、1995 年の NPT 運用検討・延長会

議にさかのぼる。運用検討・延長会議のジャヤンタ・ダナパラ議長は閉会にあたり、NGO の知

見と力量とその貢献に感謝を述べ、今後の運用検討会議と準備委員会において NGO が政府代表

に対して口頭および文書で意見表明をすることが検討されるべきであるとした 1。これを受け

1997 年の 2000 年運用検討会議第 1 回準備委員会以来、NGO がプレゼンテーションを行うセッシ

ョンが会議期間中にもたれるようになった。2000年運用検討会議では、運用検討プロセスの有効

性向上の一環として、運用検討会議および各準備委員会で NGO が発言する会合をもつことが合

意された 2。さらに 2010 年運用検討会議の最終文書には「信頼を高め、透明性を向上し、有効な

検証能力を開発する」ことを目的とした「政府、国連、その他の国際・地域機関と市民社会の協

力を支えることの重要性」が記された 3。 
 2000 年 NPT 運用検討会議には 141 の NGO 等が参加、以後 2005 年は 119、2010 年は 121、2015
年には 107 団体が参加している 4。 
 
（２）NPT 会議における NGO の活動 
 NPT 運用検討会議や準備委員会における NGO 等の主たる活動は、公式に割り当てられる市民

社会プレゼンテーションと、会場内でのサイドイベントの開催である。これらにおいて取り扱わ

れているテーマをみると、NGO 等の関心事が分かる。 
 2015 年の運用検討会議では、市民社会プレゼンテーションは一般討論演説の終わった第一週金

曜日午後にもたれた。そこでは、被爆者や広島・長崎市長の訴え、核兵器禁止条約の交渉開始の

呼びかけをはじめ、核兵器近代化の問題、米ロ協力の必要性、偶発的核戦争のリスク、宗教者に

よる核の非人道性の懸念、中東問題、朝鮮半島情勢、在韓被爆者の訴え、若者のアピールなどが
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続いた 5。NGO による数多くのサイドイベントでは、核兵器禁止条約や核の非人道的影響、被爆

者の訴えがくり返し取りあげられたほか、マーシャル諸島による核兵器国に対する訴訟、英国の

トライデント更新、核兵器の近代化、宇宙兵器、核兵器に対する投資引き揚げ 6、北東アジア非

核兵器地帯構想、中東非大量破壊兵器地帯、北大西洋条約機構（NATO）の核政策、再処理とプル

トニウムなどがテーマとなった 7。 
 これら多彩な NGO 間の調整をしているのは、婦人国際平和自由連盟（WILPF、1915 年創立）

のプロジェクト「リーチング・クリティカル・ウィル」（RCW、1999 年発足）である。RCW は国

連軍縮部(United Nations Office of Disarmament Affairs: UNODA)との協定の下で、NPT 運用検討会

議や準備委員会において、政府・国連と NGO の窓口を担っている。NGO は限られた発言枠の使

い方について相互に協議と調整を行っているが、それを RCW がとりまとめて国連側との橋渡し

をしている。 
 運用検討会議や準備委員会の期間中、RCW のウェブサイトにはサイドイベント情報が掲載さ

れるほか、政府のステートメントや作業文書も日々更新されている 8。これらは国連の公式ウェ

ブサイトよりも早く掲載されることがあり、多くのメディア報道が RCW の情報発信に依拠して

いる。またRCWは毎朝、主要国の代表を交代で招待してNGO向けブリーフィングを実施してい

る。日本の大使もこのブリーフィングをするのが通例である。RCW はまた、会議中毎日情報誌

を発行しており、会議の進展に対する批評やサイドイベント情報などを掲載している。情報誌は

議場のテーブルに置かれ多くの政府代表に読まれている。とりわけ代表団の人員が限られる国々

にとっては、重要な情報源になっている。 
 こうした会議場内での活動に加え、5 年に 1 度の NPT 運用検討会議の際には、その開幕と前後

して国連近くで核兵器廃絶を求めるデモ行進が行われてきた。2010年には 1万人以上、2015年に

は 7,500 人が集まった 9。これはその都度米国の NGO を中心とする国際的実行委員会が組織する

ものだが、日本の被爆者団体や反核 NGO が多数参加、貢献している。 
 
２．核軍縮に取り組む主要な NGO 
（１）反核運動の歴史 
 核兵器に反対する運動は、広島・長崎への原爆投下の後に始まった米ソ核軍備競争に対する危

機感から始まった。1955 年のラッセル・アインシュタイン宣言をふまえ、世界の科学者らが「パ

グウォッシュ会議」を結成し、核兵器の廃絶と軍備の規制、対話の促進をめざす活動を主導して

きた 10。 
 1970～80 年代には反核運動は世界的な隆盛をみせたが、この当時から今日まで活動を続けてい

る世界的な組織としては、米国のピースアクション（1957 年発足）や英国の核軍縮キャンペーン

（CND、1958 年発足）が挙げられる。 
 
（２）1990 年代の動き 
 1990 年代には世界法廷運動（WCP）と呼ばれる NGO の連合体が、国際司法裁判所（ICJ）に対

して核兵器の使用・威嚇の違法性を判断することを求める運動を推進し、1996 年 7 月の勧告的意

見を導いた。核戦争防止国際医師会議（IPPNW、1985 年ノーベル平和賞受賞）、国際反核法律家

協会（IALANA、1988 年設立）、国際平和ビューロー（IPB、1910 年ノーベル平和賞受賞）とい

った国際 NGO が主導的な役割を果たした。 
 1995 年の NPT 運用検討・延長会議に集まった NGO は、核兵器廃絶を求める NGO の世界的ネ

ットワーク「アボリション 2000」を発足させた。アボリション 2000 の特徴は、その設立声明に
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おいて「すべての核兵器を一定の時間枠の下で段階的に廃棄し、効果的な検証と執行の条項を伴

う核兵器廃絶条約」を求めたことである。彼らは、軍備削減や軍備管理と区別して「廃絶

（abolition）」という目標を掲げた 11。 
 アボリション 2000 の中心は北米や西欧の団体だったが、彼らは核実験の被害を受けてきた太

平洋の住民グループらとの連携も重視した。日本やニュージーランドからも活発な参加があっ

た。 
 1996 年に ICJ が「全面的な核軍備撤廃交渉の完結義務がある」とする勧告的意見を出したこと

を受け、IALANA や IPPNW は協力して、モデル核兵器禁止条約を起草し発表した。コスタリカ

やマレーシア政府がこれと連携し、核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議案を国連総会に提出

するようになった。 
 一方、1998 年に核軍縮の具体的措置を提唱する非核兵器 7 カ国グループ「新アジェンダ連合」

（NAC）が誕生すると、これを積極的に支援する NGO の連合体「中堅国家構想」（MPI）が生ま

れた。NGO と連携した NAC は、2000 年 NPT 運用検討会議での「13 項目の核軍縮措置」成立に

主導的な役割を果たした。 
 
（３）ICAN と核兵器禁止条約への動き 
 近年は核兵器廃絶国際キャンペーン（ICAN）による核の非人道性と核兵器禁止条約に関するキ

ャンペーンが大きな広がりを見せている。ICAN は 2007 年に IPPNW を母体に豪州・メルボルン

を拠点に発足したが、2011 年にはノルウェー政府などの支援を受けスイス・ジュネーブに国際事

務所を設立した。以来、メキシコやオーストリアなど核の非人道性を掲げる「人道イニシアティ

ブ」諸国政府と連携し、核兵器禁止条約の提唱を行っている。ICAN には 2017 年 1 月現在、100
カ国から 440 団体が参加している 12。核兵器の非人道性に関する共同ステートメントや核兵器の

人道上の影響に関する国際会議への参加国が拡大したのには、ICAN の寄与が大きい。2017 年に

国連で始まる核兵器禁止条約の交渉においては、ICANがNGOコミュニティを代表する主体とな

るだろう。 
 なお核兵器禁止条約に関して ICAN は、これまで提案されてきた「廃棄と検証制度」を伴う包

括的条約のモデルとは異なり、非人道性を基礎に核兵器に「汚名を着せる（stigmatization）」規範

形成に重点を置く提案を行っている 13。対人地雷やクラスター弾禁止条約のモデルを応用したア

プローチといえ、実際、これらの兵器禁止に取り組んだ欧州のNGOの多くが ICANに合流してい

る。 
 これら NGO と連携して、赤十字も重要な役割を果たしている。赤十字国際委員会（ICRC）が

2010 年 4 月に「核兵器の時代に終止符を」と題する声明を発して以来、国際赤十字・赤新月社連

盟（IFRC）に集う世界各国の赤十字社等が核兵器の禁止と廃絶を求める活動を進めている。 
 
（４）市長や議員による NGO 
 広島市長が会長をつとめる平和首長会議（1982 年発足）は、「2020 年までの核兵器廃絶」を掲

げながら拡大し、世界 162 カ国・地域 7,205 都市が参加するに至っている。日本では、自治体総

数 1,741 の 95 パーセントにあたる 1,658 自治体が加盟している（以上、2017 年 1 月 1 日現在）。

なおこれとは別に、長崎市長を会長とする日本非核宣言自治体協議会（1984 年発足）には 323 自

治体が参加している（2016 年 11 月 14 日現在）。広島・長崎市長らは、NPT 運用検討会議にこれ

らの組織を代表して参加している。 
 核軍縮・不拡散に関わる各国の超党派国会議員らによる NGO として核軍縮・不拡散議員連盟
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（PNND、2001 年設立）がある。「PNND 日本」には 2002 年から与野党数十人の国会議員が参加

している 14。 
 
（５）グローバルゼロ 
 また「グローバルゼロ」（2008 年発足）は、核兵器国を含む国々の元首脳・外相・防衛相らの

賛同の下、2030 年までの段階的な核兵器廃絶を提唱している。日本からは福田康夫元首相が賛同

している。ICAN が非核兵器国主導の核兵器禁止条約を提唱しているのに対して、グローバルゼ

ロは核兵器国による主導的役割を期待している点で、対照的である。 
 
（６）軍縮・軍備管理政策の立案・提言をする NGO 
 ここまでみてきた反核運動団体あるいはアドボカシーを中心とする NGO とは別に、政府とよ

り緊密な関係をもち政策の立案・提言をする NGO も欧米に数多く存在する。たとえば米国の軍

備管理協会（ACA）、ジェームズ・マーティン不拡散研究センター（CNS）、憂慮する科学者同

盟（UCS）、カーネギー国際平和財団、英国の検証研究・訓練・情報センター（VERTIC）15など

である。また、国際核分裂性物質パネル（IPFM）は、核分裂性物質の管理強化に関する研究や提

言をしている国際的な専門家集団である。 
 核脅威イニシアティブ（NTI）は、2001 年にサム・ナン米元上院議員と CNN 創業者テッド・タ

ーナーにより設立された組織で、核セキュリティなど核の脅威削減の各種事業に力を入れてい

る。 
 
３．日本の市民社会 
 広島・長崎を経験した日本では、1954 年 3 月の第五福竜丸事件をきっかけに原水爆禁止運動が

始まったが、1960 年代から原水爆禁止日本協議会（原水協、共産党系）と原水爆禁止日本国民会

議（原水禁、社会党（当時）系）の二派に分かれている。また、日本原水爆被害者団体協議会（日

本被団協、1956 年発足）が被爆者による国家補償要求と核兵器廃絶の運動を進めてきた。 
 1990 年代後半以降は、国際的な政策提言する形の NGO が登場した。その代表格は特定非営利

活動法人ピースデポ（1998 年発足）である。1998～99 年の「核不拡散・核軍縮に関する東京フォ

ーラム」や 2008～2010 年の日豪主導による「核不拡散・核軍縮に関する国際委員会」（ICNND）

は、これらNGOと政府が対話する機会を提供した。2010年には核兵器廃絶日本NGO連絡会が発

足し、上述の諸団体が幅広く参加する枠組みとなった。以降、NPT 運用検討会議等の前後に、外

務省と同 NGO 連絡会が意見交換会を行うことが慣例化している。ピースボートや日本反核法律

家協会が同連絡会の調整役を担い、ICAN など国際的なNGO 連合と日本の諸団体の連携も促進し

ている。2016 年からは、日本被団協などによる呼びかけで始まった核兵器禁止条約を求める「ヒ

バクシャ国際署名」が広がりをみせている 16。 
 2013～14 年の核兵器の人道上の影響に関する国際会議においては、被爆者や専門家が政府代表

団に入るという形の連携がとられた。これと連動して 2014 年 3 月には「核兵器使用の多方面にお

ける影響に関する調査報告」が政府委託による非政府専門家の研究としてとりまとめられてい

る 17。 
 被爆地での特徴的な動きとしては、長崎で 2000 年から「核兵器廃絶・地球市民集会ナガサキ」

が数年に一度開催されており、同県、市、NGO が協力する体制が確立している。広島県は 2011
年の「国際平和拠点ひろしま構想」の下、2010 年 NPT 運用検討会議が合意した行動計画に即した

世界の核軍縮動向の調査・啓発事業を実施している 18。 
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 日本の NGO の間では核兵器禁止条約と並んで、北東アジア非核兵器地帯構想への関心が高い。

2014 年の NPT 運用検討会議準備委員会では長崎・広島市長が北東アジア非核兵器地帯の設立を

求める 543名の国内自治体首長の署名を国連事務総長に提出している。また 2011年の福島原発事

故以降は原子力への関心が広がっており、核燃料サイクル政策や原発輸出問題への批判的な関心

も高まっている。 
 政党としては共産党、民進党、社民党は上述の原水爆禁止諸団体との関係もあり核軍縮問題に

ついてそれぞれ活動しているほか、公明党は創価学会と連携しながら独自に活発な取り組みを継

続している。また、超党派の議員による議員連盟として、上述の PNND 日本のほか、国際軍縮促

進議員連盟なども存在している。 
 
おわりに 
 日本政府はこれまで、主に軍縮教育や非核特使など、核兵器の惨禍の実相を普及する分野で市

民社会と協力をしてきた。また、1989 年以来誘致している国連軍縮会議においても、NGO 等の

参加や市民社会の役割に関する議題設定は近年増えている。 
 NPT 運用検討プロセスにおいては、政府として市民社会セッションに積極的に参加し意見交換

をしたりサイドイベントを共催したりして、NGO の知見を政策に生かす可能性をさらに探究す

ることができるだろう。 
（川崎 哲） 

                                                   
1 1995 NPT Review and Extension Conference, Final Document, NPT/CONF.1995/32 (Part III), Summary and Verbatim 
Records, pp.215. 
2 2000 NPT Review Conference Final Document, NPT/CONF.2000/28 (Part I). Improving the effectiveness of the 
strengthened review process for the Treaty, para 9. 
3 2010 NPT Review Conference Final Document, NPT/CONF.2010/50 (Volume I), Action 19. 
4 NPT 運用検討会議の記録によるもの（NPT/CONF.2000/28 (Part II), para 23; NPT/CONF.2005/57 (Part I), para 26; 
NPT/CONF.2010/50 (Vol. I) Part II, para 23; NPT/CONF.2015/INF/4）だが、これらの数は 2005 年までは「研究機関お

よび NGO」を、2010 年以降は「NGO」を指している。1995 年運用検討・延長会議には 195 の研究機関および NGO
が参加した（NPT/CONF.1995/32 (Part I), para. 19）。 
5 http://www.reachingcriticalwill.org/disarmament-fora/npt/2015/statements#CivilSociety 
6 http://www.dontbankonthebomb.com/  
7 http://www.reachingcriticalwill.org/disarmament-fora/npt/2015/calendar  
8 http://www.reachingcriticalwill.org/  
9 中国新聞 2010 年 5 月 4 日付、2015 年 4 月 28 日付 
10 パグウォッシュ会議は 1995 年にノーベル平和賞を受賞した。1995 年に広島で、2015 年には長崎で世界大会を

開いている。 
11 アボリション 2000 は設立当時、核兵器廃絶条約の「2000 年までの締結」を求めていたが、その後、設立声明

に支持表明をする団体が 2000 を越えたことをもって、アボリション 2000 の名称を維持した。 
12 日本からは、ピースボートが ICAN に国際運営団体として参画している。 
13 http://www.icanw.org/wp-content/uploads/2015/04/principles-2.pdf  
14 2010 年の NPT 運用検討会議においては、サイドイベントとして、PNND と平和首長会議などが共催して非核

兵器地帯条約の推進に関する市民社会フォーラムが開催された。 
15 VERTIC は、英国・ノルウェー両政府と核兵器解体の検証に関するプロジェクトを進めている。 
16 http://hibakusha-appeal.net/index.html  
17 平成 25 年度外務省委託「核兵器使用の多方面における影響に関する調査研究」（主査・朝長万左男日本赤十字

社長崎原爆病院長）、http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000034833.pdf  
18 ひろしまレポート http://www.pref.hiroshima.lg.jp/life/17/44/213/  
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第 6 項： NPT 普遍化と脱退 

 
はじめに 
 NPT の普遍化と脱退は表裏の関係にある。普遍化とは NPT の締約国を増大させ、究極的にはすべ

ての国を NPT の締約国とすることを意味する。今や 191 の締約国を誇る NPT にとって、普遍化とは、

なお NPT の外に留まる若干の国をいかにして NPT に加入させるかという問題である。 
 NPT の普遍化に対立するのが NPT からの脱退である。NPT からの脱退は第 10 条において締約国の

権利として規定されているが、これが全くの自由であれば、NPT の普遍化を追求しても無意味だとい

うことにもなりかねない。したがって、脱退をいかに防止することができるかが、普遍性の確保に優

るとも劣らぬ重要性を有するということになる。また逆に、NPT の普遍性が高まればその信頼性も高

まるのであり、それによって脱退を防止する効果も期待できるという側面がある。 
 しかし、後述のように NPT のさらなる普遍化は容易でないことから、本節では、主として脱退の問

題を取り上げることとする。まず、NPT の普遍化について概説した後、NPT の脱退条項の解釈、脱退

の唯一の実例としての北朝鮮問題について考察した上で、これまでの運用検討会議（準備委員会を含

む）における脱退関連の諸提案を検討することにしたい。 
 
１．NPT の普遍化 
 国連軍縮部の条約データによれば、2016 年 9 月現在の NPT の締約国数は、191 カ国とされる。化学

兵器禁止条約（CWC）が今や 192 の締約国を擁していることから、NPT はもはや最も普遍性の高い軍

縮関連条約ではなくなったが、それでも国連（加盟国 193 カ国）に近い普遍性を維持している。 
 NPT の外に留まっているのは、国連加盟国としてはインド、パキスタン、イスラエル、南スーダン、

国連非加盟国としてはニウエ、クック諸島の各国である。このうち、最初の 3 国の NPT への加入は極

めて重要であるが、それらはいずれも核兵器を保有していると考えられており、それらの（第 10 条の

「核兵器国」の定義からして）「非核兵器国」としての NPT 加入は、不可能ではないにしても極めて

困難であろう。 
 主要な非締約国の未加入の理由は次のようなものである。インドは NPT の差別性を理由に当初から

NPT への参加を拒否しており 1、パキスタンはインドを理由に NPT に加入していない 2。イスラエル

は、インドとは異なり、NPT の正当性は認めているが、中東の安全保障環境を理由に NPT への加入

を拒否している 3。いずれにせよ、これら 3 国が NPT に加入するとすれば、NPT 関連の努力のみの結

果というよりも、地域の安全保障問題の全般的な解決の一環であるか、その結果ということであろう。 
 
２．NPT からの脱退 
（１）NPT の脱退条項（第 10 条） 
 NPT 第 10 条 1 項は、脱退に関して次のように規定する。 
「各締約国は、この条約の対象である事項に関連する異常な事態が自国の至高の利益を危うくして

いると認める場合には、その主権を行使してこの条約から脱退する権利を有する。当該締約国は、

他のすべての締約国及び国際連合安全保障理事会に対し三箇月前にその脱退を通知する。その通知

には、自国の至高の利益を危うくしていると認める異常な事態についても記載しなければならな

い。」 
  この規定からは、NPT に関連する異常な事態が自国の至高の利益を危うくしていると認める場合
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には、NPT から脱退することができることのほか、手続的には次の 3 つの要件を満たさなければなら

ないことが導かれる。①脱退の 3 か月前に通知を行うこと、②通知は他のすべての締約国と安保理に

対して行うこと、③通知には「異常な事態」について記載すること、である。 
 この規定は、部分的核実験禁止条約（PTBT）の脱退条項を基礎に起草されたものであるが 4、NPT
では次の 2 点が追加されている 5。①安保理に対する脱退の通知と、②「異常な事態」についての記

載である。これらの追加は、NPT の起草者が脱退に関していかなる考え方を有していたかを示してい

る。①安保理への通知は、NPT からの脱退が「国際の平和及び安全」にかかわる重大事態であり、安

保理において議論されるべき事態であるという趣旨であろう 6。また、②脱退通知に「異常な事態」

の記載を義務づけたことは、脱退国の安全保障上の懸念や理由の妥当性を含めて安保理で広く議論を

行い 7、場合によっては脱退を思いとどまらせることもできるとの可能性が考慮されたものと思われ

る 8。 
 もっとも、脱退が認められる場合として明記されている「自国の至高の利益を危うく」する「異常

な事態」が何を意味するかについては、条約上明記されておらず、その判断は基本的に脱退国の主権

的決定によらざるを得ない 9。 
 
（２）北朝鮮の脱退の経緯とその NPT 上の地位 
（ａ）1993 年の脱退宣言 
 これまで NPT 第 10 条が援用された例は北朝鮮によるもののみであり、しかも同国がその後核兵器

を開発・保有するに至っていることから 10、NPT において最も回避されるべき類の事態として、その

経緯及び国際社会の対応をみておきたい。 
 北朝鮮は、1993 年 3 月 12 日、NPT からの脱退を安保理と他の締約国に通知した。そこで援用され

たのは、米韓合同軍事演習（北朝鮮は「核戦争のリハーサル」とみなした）の再開と特別査察を求め

る IAEA の「偏向」した態度であった。これに対して米英露の 3 寄託国政府が「北朝鮮の述べた脱退

の理由が条約の対象である事項に関連する異常な事態であるか疑問」とする声明を発しているが 11、

寄託国にこの点の判断権があるわけではない。 
上記のように NPT からの脱退の発効はその旨の通知から 3 ヵ月後とされているが、米国による努力

もあって、3 ヵ月後の 1 日前である同年 6 月 11 日に「米朝共同声明」が発せられ、「北朝鮮政府は、

自らが必要と考える期間、核兵器不拡散条約からの脱退の発効を一方的に停止する（suspend）ことを

決定した」。NPT には脱退通知の発効の停止という制度は存在せず、条約法の規則にもそのようなも

のはないため、その効果については諸説あるが、それに表立って反対する国はなかった。北朝鮮は 1995
年に開かれた NPT 運用検討・延長会議に参加し、信任状委員会の最終報告書においても「締約国」の

一つとして掲載された 12。 
北朝鮮はその後、脱退の発効停止という特別な処理を根拠に、NPT 上の「特殊な地位（unique status）」

を主張するようになったが、1994 年 6 月のカーター元大統領訪朝を受けて署名された同年 10 月 21 日

の米朝枠組合意において、北朝鮮が NPT の締約国に留まることが規定された 13。1995 年 3 月には、

枠組合意に定める軽水炉プロジェクトの実施のために、「朝鮮半島エネルギー開発機構（KEDO）設立

協定」が署名され、その後 KEDO が同プロジェクトを推進した。 
 

（ｂ）2003 年の脱退宣言と北朝鮮の NPT 上の地位 
 2002 年 10 月に北朝鮮がウラン濃縮による核兵器計画の存在を認めたことを契機に、再び米朝間の
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緊張が高まり、2003 年 1 月 10 日、北朝鮮は再度 NPT からの脱退を宣言した。北朝鮮によれば、1993
年 6 月の米朝共同声明において行った停止を解除したので、翌日に脱退が発効することになるとい

う 14。これに対して IAEA 事務局は、NPT に脱退の「停止」の規定はないので、条約法条約に定める

「撤回」として扱うべきであり、したがって、北朝鮮が NPT から脱退するには新たな脱退通知を行わ

なければならないと主張した 15。 
このように北朝鮮が「停止」とした宣言を「撤回」と理解するのは、一方的行為の解釈としては疑

問があるが、それを前提とした場合には、2003 年の脱退宣言は新たな脱退通知ということになり、NPT
第 10 条の要件を満たしていたかが問題となる 16。3 ヵ月の時間的要件はともかく、①他のすべての締

約国と安保理への通知、②通知への異常な事態の記載、については要件が満たされていないとする立

場の国がある 17。すなわち、①NPT 締約国の中には 2003 年の通知を受け取っていない国がある、②

2003 年の通知は 1993 年の脱退発効停止の解除を意図したものであるため、2003 年時点における異常

な事態の記載がない、という。他方で、脱退は NPT 第 10 条に定めるように締約国の権利であるとし

て、北朝鮮はすでに NPT を脱退したとする立場の国もある 18。 
 NPT 締約国全体としては、この問題に結論を出していない。2003 年と 2004 年の NPT 準備委員会で

は、議長が北朝鮮の NPT 上の地位の問題を取り上げないとの意図を表明し、準備委員会が議長の意図

に留意するとの対応がとられたが 19、その後もこの問題について公式な決着はついておらず、2015 年

の NPT 運用検討会議の信任状委員会の最終報告書では、「[北朝鮮]の締約国としての法的地位は不確

定である（uncertain）」と注記されている 20。 
 
（３）NPT 運用検討会議における提案 
 NPT からの脱退に関する問題は、2005 年運用検討会議のサイクルにおいて初めて本格的な議論の対

象となった。その後の運用検討会議サイクルにおいてもこの問題は議論されているが、その内容はほ

とんど 2005 年サイクルの繰り返しともいえるものであるので、以下では 2005 年サイクルの提案を含

めて整理する。 
 第一に、かつては提案されていたが、その後は提起されなくなったものとして、NPT 違反国による

脱退の禁止の提案がある。例えば 2004 年のドイツ提案は、NPT 違反国には脱退を認めるべきではな

いとしていたし 21、2007 年のカナダ提案も同様の主張を含んでいた 22。しかし、NPT 第 10 条に明文

で定める脱退の権利を否定することは、基本的にできないといわねばならない。2007 年の米国作業文

書は、たとえ脱退理由に根拠がなくまたはそれが不適切なものであったとしても、NPT に脱退を止め

る力はない、と明確に述べている 23。 
 もっとも、第二に、安保理が法的拘束力のある決議を採択する場合は別である。この点については、

2004 年の韓国提案が、脱退には安保理の承認を必要とするとの考え方を提示していた 24。安保理の決

定は、国連加盟国を法的に拘束し（国連憲章第 25 条）、かつ他の国際協定に「優先する」（同第 103
条）とされていることから、NPT の脱退条項にも拘らず、NPT からの脱退を阻止することができると

考えられる。安保理決議の方式としては、①特定の脱退を認めないとするものと、②安保理が特に承

認しない限り脱退できないとするものがありうる。①は個別国家への一種の制裁として位置づけるこ

とができるのに対して、②はその旨の一般的な内容の決定を必要とし、それは NPT の脱退条項を実質

的に改正することになることから、実現困難であろう。なお、北朝鮮に関する安保理決議 1718 号のパ

ラ 6 は、①の一種と見ることもできる 25。 
 第三に、同じく安保理との関連で、脱退通知が行われた場合には直ちに安保理の会合を開催すると
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の提案がある 26。安保理は、その仮手続規則によれば、理事国の要請があれば必ず会議を招集するこ

とになっており（規則 2）、そのような取決めは脱退を考える国への警告とはなるものの、そのような

取決めの必要性はさほど高くはなかろう。他方、多くの国が提案した NPT 締約国の会合を開催すると

の取決めは、追求する価値がある。 
第四に、脱退国は脱退前に行った違反には責任を負う旨の主張がある 27。これも国際法の原則から

当然に導かれる結論であり、それを想起させること以上の意味はないように思われる。 
第五に、脱退国が、かつて供給を受けた原子力資機材を核兵器開発のために自由に利用できるとい

うことになれば、NPT は悪用され、脱退から利益を受けることができるということになる。そこで

EU 提案、豪・NZ 提案、米国提案など多くの提案 28が、脱退の場合の、①供給資機材の平和利用への

限定と保障措置の継続適用、②供給資機材の使用禁止・廃棄・返還などを求めている。 
上記①の保障措置に関していえば、NPT は、非締約国への原子力資機材の供給には、供給品目にか

かる核物質への保障措置の適用を条件としている（第 3 条 2 項）。しかし、これはあくまで供給時に

NPT の非締約国である国についての規則であって、供給時には NPT の締約国であったが、その後 NPT
から脱退し非締約国となった国への保障措置の適用については明文の規定がない。また、NPT 締約国

である非核兵器国が締結する包括的保障措置協定のモデル協定によると、協定は当該国が NPT の締約

国である間効力を有する旨を規定すべきであるとして 29、通常、NPT からの脱退と共に包括的保障措

置協定も失効することを明らかにしている。したがって、NPT 上も保障措置協定上も、NPT 脱退後の

保障措置の継続適用は求められていない。②は、さらに進んで NPT から脱退した国に供給品目の返還

等を求めるものであるが、こういった規則は NPT にも包括的保障措置協定のモデル協定にも含まれて

いない。それゆえ、①や②の提案がなされているのである。 
もっとも、①も②も個別の二国間協定においては前例があり、例えば 1987 年の日米原子力協力協

定は、①IAEA の保障措置が適用されない場合の是正措置（第 9 条 2 項）、②保障措置協定の終了やそ

の重大な違反の場合の移転資機材等の返還要求権（第 12 条 1 項）を規定している。 
 これらの提案は累次の運用検討会議において合意されるには至っていない。その原因の一つは、上

記のような提案に対して、脱退は無条件の権利であるとか、運用検討会議で NPT の改正を提案するこ

とはできない、といった主張が 2010 年のサイクルにおいてイランを中心とした非同盟運動（NAM）

諸国によって展開されたからである 30。 それゆえか、非 NAM 諸国の作業文書には、本件に関する決

定は NPT の改正に繋がるべきではない旨を明記するものもある 31。 こうした提案は、核軍縮との関

連において捉えることもできる。 すなわち NAM 諸国は、1995 年に NPT の無期限延長が決定された

ことで、 核兵器国に核軍縮に真剣に取り組ませるための圧力の手段の 1 つを失ったが、 脱退に制限

を加える合意がなされれば、そうした圧力の手段をさらに失うことになると考えているものと思われ

る。 
 2010 年に採択された運用検討会議最終文書は、NPT 第 10 条を再確認すると共に、脱退する締約国

も脱退前の違反に責任を負うこと、脱退通知があれば締約国は直ちに協議を行うこと、安保理の責任、

原子力供給国は脱退時廃棄・返還条項を検討できること、を多くの国が強調・再確認・認識している

ことに留意している 32。他方、採択されなかった 2015 年の最終文書案は、脱退条項の繰り返し以外に

は、条約規定の再解釈をしないという締約国の約束と、すべての締約国によるすべての義務の履行を

通じて条約の普遍化の目的を維持する努力に言及するのみで（パラ 181－184）、2010 年文書にあった

諸措置には言及していない 33。 
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おわりに 
 NPT の普遍化と脱退防止に特効薬はない。普遍化については、NPT 非締約国が NPT の外に留まる

理由は NPT の枠内で解決できるものではない。むしろそれらは地域の安全保障問題全般との関係で解

決されるべきものであろう。脱退についても、脱退を困難にしようとする諸国と、それを NPT の再解

釈として牽制する諸国との間で対立が続いており、容易に解決ができそうにない。（2015 年最終文書

案の関連パラ：181-184） 
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第 7 項： 中東非大量破壊兵器地帯構想 

 
はじめに 
 2015 年の NPT 運用検討会議が最終文書の採択に失敗した最大の要因は、中東決議の履行問題であ

った。1995 年の NPT 運用検討・延長会議で採択された中東決議は、中東における NPT 非締約国の早

期 NPT 加入と、当該国の核施設への国際原子力機関（IAEA）包括的保障措置の適用の重要性を強調

し、「核・化学・生物兵器及びその運搬システムの無い中東非大量破壊兵器地帯」の創設を目指す「適

切なフォーラムにおいて実践的ステップを取ることを全ての中東諸国に要請」している 1。核兵器以

外の大量破壊兵器（WMD）と WMD 運搬手段をも対象とする中東決議は、NPT の枠組みを大きく超

えるものである。 
 エジプトを始めとするアラブ諸国は、NPT 無期限延長を容認する条件が中東決議の採択であったと

の立場を採り（無期限延長の決定も中東決議も無投票採択）、中東決議の不履行は NPT の正統性を損

なうと繰り返し主張している。しかし、中東非 WMD 地帯の創設はアラブ諸国とイスラエルの間の根

深い対立ともリンクする複雑な課題であり、決議履行は容易ではない。そのため、以後の運用検討会

議では、イスラエルの友好国、特に米国とアラブ諸国が激しく対立する場面が目立つようになった。

この結果、中東をめぐる国際政治が、NPT の会議の成否を大きく左右する要因となったのである。 
 
１．中東決議採択の経緯と中東における WMD 拡散の現状 
 中東における非核兵器地帯の創設は、冷戦期から議論されていた。国連総会に初めて中東非核兵器

地帯の創設を求める決議が提出されたのは、1974 年のことである。この決議はイランとエジプトが提

出したもので（12 月 9 日採択 2）、以後、ほぼ同内容の決議が毎年採択されている。当初は採択時に棄

権していたイスラエルも、エジプトとの和平条約締結等を受け、1980 年以降は決議の無投票採択に同

意している。このことからも分かるように、中東の非核化という長期的な目標については、イスラエ

ルも反対はしていない。 
 1990 年 4 月には、イラクによる化学兵器使用を背景として、エジプトのムバラク（Muhammad Husnī 
Mubārak）大統領が核兵器だけでなく化学・生物兵器の中東からの廃絶を提案した 3。そして、湾岸戦

争開戦後の 1991 年 4 月 3 日に採択された安保理決議 687 号は、化学・生物兵器、射程 150km 以上の

弾道ミサイルの放棄をイラクに要求し、これを「大量破壊兵器と、それを運搬するあらゆるミサイル

のない中東地帯の創設という目標に向けたステップ」と評価した 4。1991 年以降は、国連総会の中東

非核兵器地帯決議にも、中東非 WMD 地帯の創設に寄与する適切な方法を全国連加盟国が検討すると

の文言が盛り込まれるようになった 5。 
 1995 年の NPT 運用検討・延長会議において、エジプトを始めとするアラブ諸国は、イスラエルに

NPT 即時加入と全ての核関連施設への国際原子力機関（IAEA）包括的保障措置適用を求め、中東非

WMD 地帯の創設に向けた取組の実施を全中東諸国に要請する決議案を提出した 6。NPT 寄託国であ

る米英露は、NPT 無期限延長に対するアラブ諸国の同意を取り付けるため、イスラエルへの言及をな

くすなどして文言を若干弱めたものの、全中東諸国の NPT 加入と中東非 WMD 地帯創設の要請とい

う基本線は維持した決議案を提出し、これが中東決議として採択された 7。この後、アラブ諸国は、

中東決議の共同提案国である米英露が決議履行に特別の責任を負うと主張するようになる。他の非核

（兵器）地帯は地域諸国の自発的イニシアティブにより創設されているが、中東については、米英露

の役割、特に、イスラエルと関係の深い米国の役割が重要となっている。 
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 中東非 WMD 地帯の地理的範囲は、未確定である。1989 年に IAEA は、中東の範囲について、西は

リビア、東はイラン、北はシリア、南はイエメンと暫定的に定義している 8。現在、アラブ諸国は、

後述する地帯創設に関する国際会議の出席国としてアラブ連盟加盟国、イラン、イスラエルを挙げて

いるが、地帯の地理的範囲については会議で決定すると主張している 9。2015 年 NPT 運用検討会議の

最終文書案でも、会議参加国はアラブ連盟加盟国、イラン、イスラエルとされている 10。いずれにせ

よ、地帯の主要国となるのは、アルジェリア、バーレーン、エジプト、イラン、イラク、イスラエル、

ヨルダン、クウェート、レバノン、リビア、オマーン、カタール、サウジアラビア、シリア、UAE、
イエメンだと思われる（なお、米軍の戦術核が存在すると言われるトルコは含まれない）。これらの国

の、WMD 関連条約等への加盟状況は、下表のとおりである。 
 
 非締約国 
NPT 未署名：イスラエル 
IAEA 保障措置協定 全ての国について発効（イスラエルは包括的保障措置協定ではなく、

NPT 非締約国に適用される INFCIRC/66 型保障措置協定） 
IAEA 追加議定書 署名・未批准：イラン（暫定適用） 

未署名：アルジェリア、エジプト、イスラエル、レバノン、オマーン、

カタール、サウジアラビア、シリア 
包括的核実験禁止条約 署名・未批准：エジプト、イラン、イスラエル 

未署名：サウジアラビア、シリア 
化学兵器禁止条約 署名・未批准：イスラエル、未署名：エジプト 
生物兵器禁止条約 署名・未批准：エジプト、シリア、未署名：イスラエル 
 
 中東で核兵器の保有が疑われている国は、イスラエルのみである。化学兵器については、アルジェ

リア、エジプト、イラン、イスラエル、シリアが、生物兵器については、エジプト、イラン、イスラ

エル、シリアが保有を疑われている 11。WMD 運搬手段の定義に関する合意はまだ存在しないが、安

保理決議 687 号を援用すれば射程 150km 以上の弾道ミサイルとなる。これを保有する国はエジプト、

イラン、イスラエル、リビア、サウジアラビア、シリア、UAE、イエメン等である 12。 
 現在、イラクとリビアでは、フセイン政権・カダフィ政権期に製造された化学・生物兵器の廃棄が

進められている。また、イラクは、2013 年 9 月 26 日に包括的核実験禁止条約（CTBT）を批准した。

近年の大きな進展としては、シリアが 2013 年 9 月 14 日に化学兵器禁止条約（CWC）を批准し、化学

兵器の全量廃棄に同意したことが挙げられる。しかし、その後もシリア内戦で、アサド政権軍及びイ

スラム過激派による塩素ガス等の使用が継続しているとの疑いがある。また、イランの核兵器開発疑

惑については、核関連活動を制限する一方で制裁を解除する包括的共同作業計画（JCPOA）がイラン

と P5+1（米英仏露中+独）及び EU との間で 2015 年 7 月 14 日に合意されているが、イスラエルやス

ンニ派アラブ諸国の中では、イランの核兵器開発を防ぐには不十分との批判も強い。 
 
２．2010 年から 2014 年までの動向 
 2010 年運用検討会議の最終文書は、中東決議は「条約無期限延長の基礎」であると明記し、アラブ

諸国の主張を認めた上で、全中東諸国が出席する中東非 WMD 地帯の創設に関する会議を、国連事務

総長と中東決議の共同提案国（米英露）が 2012 年に開催することを支持するとした。加えて、核疑惑

のあるイランには言及しない一方で、イスラエルに NPT 早期加入と、全ての核関連施設への IAEA 包
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括的保障措置適用を求めた 13。 
 この内容は、会議の成功を優先する米国のオバマ政権がアラブ諸国に大きく譲歩した結果である。

ただし、米国は最終文書採択に賛成したにもかかわらず、会議後の声明において、文書の中東決議に

関連する箇所には「重大な留保」があると述べ、会議は地域諸国のコンセンサスに基づき行われなけ

ればならないが、文書がイスラエルのみを名指しした結果、会議の 2012 年開催は疑わしいものとなっ

たと指摘した 14。イスラエルのネタニヤフ（Benjamin Netanyahu）首相も、中東決議を「大きく間違っ

ており偽善的」と批判し、NPT 非締約国であるイスラエルは会議の決定に拘束されず、決議履行にも

参加しないと明言した 15。 
 このため、その後も事態は進展しなかった。2010 年運用検討会議の最終文書は、国際会議開催に向

けた調整を地域諸国と行うファシリテーターを国連事務総長と米英露が任命するとしていたが、フィ

ンランドのヤッコ・ラーヤバ（Jaakko. Laajava）外務次官がファシリテーターに任命されたのは、最終

文書採択から 1 年半弱が経過した 2011 年 10 月のことであった。その後、ラーヤバ次官は、2012 年の

5 月と 10 月に 2 度、ノンペーパーの形で国際会議の議題や様式（modalities）、議事規則などを中東諸

国に提案するなど 16、精力的に調整を行った。しかし、各国の合意を形成することはできず、結局、

2012年内の国際会議開催は断念された（この間の経緯は2013年版NPTハンドブック第27項を参照）。 
 2013 年の NPT 第 2 回準備委員会では、決議の履行状況への不満から、エジプトの代表団が途中か

ら会議をボイコットする事態が発生した。エジプト代表団は、議場を去る前に次のように述べている。

中東決議は「条約の無期限延長とのパッケージとして全会一致で採択された」ものであり、我々は決

議の共同提案国のコミットメントを真剣なものとして受け止めてきたが、「会議の延期は合意されたコ

ミットメントの重大な不履行である」17。しかし、他のアラブ諸国はエジプトの行動に同調せず、議

場にとどまった。アラブ諸国の中にも、会議のボイコットは非建設的との見解があったとされ 18、こ

うした事態がその後の NPT 関連会合で繰り返されることはなかった。 
 2013 年 10 月から 2014 年 6 月にかけては、ラーヤバ次官のイニシアティブにより、スイスのグリオ

ンとジュネーブで計 5 回の非公式協議が開催された。この協議でも大きな進展はなかったが、アラブ

諸国とイラン、イスラエルが非 WMD 地帯創設に向けて初めて一堂に会したという点で評価されてい

る（ただし、イランは P5+1 との核協議への対応に追われ、2 回目以降は欠席）。非公式協議での最大

の対立点は、会議の議題をめぐるものだった。イスラエルは、中東における対立が解消されない限り

地帯創設は不可能との立場から、通常兵器と信頼醸成措置（軍事演習の事前通報や洋上での衝突防止

など）も議題に含めるよう求めた。同様に米国も、「包括的で持続的な和平」が地帯創設の前提条件で

あると繰り返し述べている 19。しかし、アラブ諸国は、イスラエルによる核兵器放棄こそが包括的和

平に向けた最初のステップであり、信頼醸成措置は WMD 放棄を先送りする口実となりかねないと反

論した 20。アラブ連盟が第 2 回準備委員会に提出した文書でも、地帯創設後に信頼醸成を協議すると

し、しかも、この信頼醸成とは、中東内の国家間の信頼醸成ではなく、中東諸国と他の NPT 締約国と

の間の信頼醸成を意味するとされている 21。 
 
３．2015 年 NPT 運用検討会議 
 2015 年の運用検討会議でも、対立の構図は変わらなかった。米国のケリー（John Kerry）国務長官

は、国際会議の開催には強く関与し続けるが、会議の議題などは全当事国のコンセンサスにより決定

されるべきとの従来の立場を繰り返した 22。オブザーバーとして会議に出席したイスラエルは、アラ

ブ諸国の側がイスラエルとの直接対話を拒んでいると非難し、議題等に関する当事国の合意がない状
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態で、期限を設定して会議開催を求めるアプローチは、国家間の不信を強めると強調した 23。 
 一方、アラブ諸国は、非核兵器国としての NPT 即時署名・批准をイスラエルに要請すること、法的

拘束力のある条約の締結に向けた「中東非核兵器・非WMD 地帯会議」を最終文書採択から 180 日以

内に招集するよう事務総長に要請することを最終文書に明記するよう求める文書を提出した。会議開

催者を国連事務総長のみとしている点は 2010 年最終文書と異なるが、アラブ諸国は、核兵器国、特に

「条約の無期限延長を確保するために自らが提案した中東決議に対して特別の責任を負う」米英露も、

決議履行に向けあらゆる支援を行うべきだと主張している。また、アラブ諸国は、会議を年に 1 回開

催し、地帯のスコープと地理的範囲を検討する第 1 作業部会と、検証措置・履行メカニズムを検討す

る第 2 作業部会を設置することも提案した 24。 
 イランも、会議開催の最大の障害は核兵器放棄を拒むイスラエルであり、地帯創設の「唯一の方法」

は、非核兵器国として NPT に即時加入し、全ての核関連施設を IAEA の包括的保障措置の下に置くよ

う国際社会がイスラエルに圧力をかけ続けることだとする文書を提出している 25。また、非同盟運動

（NAM）諸国も、イスラエルに NPT 加入と IAEA 包括的保障措置の適用を要求し、それまでの間は、

民生分野も含めてイスラエルに対する核関連の設備・技術・物資の供与や技術支援の提供を停止する

よう全 NPT 締約国に求めている 26。 
 中東決議共同提案国の中で積極的な動きを見せたのは、ロシアであった。2010 年末にアラブの春が

始まって以降、ロシアは、兵器供与や原発建設でエジプトと合意するなど、アラブ諸国との関係を強

めている。運用検討会議でも、ロシアは、アラブ諸国の意向を踏まえた提案を行った。ロシアが提出

した文書は、中東非 WMD 地帯創設に関する国際会議を国連事務総長が開催すること、議題と（会議

で採択する）最終文書についてコンセンサスを形成するための準備会合を行うこと、このコンセンサ

スが形成されない場合でも、事務総長は遅くとも 2016 年 3 月 1 日までに会議を開催すること、いかな

る場合でも会議開催は延期されないことを最終文書に明記することなどを主張していた 27。 
 中東問題は、主に主要委員会 II の下に設置された補助機関 2 で討議された。補助機関 2 の 5 月 20
日付作業文書は、アラブ諸国とロシアの主張を大きく取り込み、中東諸国が準備会合で国際会議の議

題と最終文書の内容についてコンセンサスで合意できない場合でも、国連事務総長は遅くとも 2015
年 12 月 15 日までに国際会議を開催し、国連事務総長と中東決議共同提案国（米英露）は会議開催が

延期されないことを保証するとしていた 28。 
 5 月 21 日付の最終文書草案では、準備会合での合意事項から「最終文書」を削除し「議題」のみと

し、準備会合でコンセンサスが形成されない場合でも会議を開催するとの文章を削るなど、文言が弱

められたものの、会議を「2016年3月1日まで」に国連事務総長が開催するとの期限設定は残された29。

また、最終文書案には、中東決議共同提案国は準備会合と地帯創設に向けたフォローアップ・ステッ

プへの支援を行うこと、準備協議と国際会議における実質事項に関する決定はコンセンサスにより行

うこと、プロセスを促進するため国連事務総長が特別代表を任命すること、国際会議には核兵器国、

IAEA、化学兵器禁止機関（OPCW）、包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会、生物兵器禁

止条約履行支援ユニット (BWC-ISU)、アラブ連盟もオブザーバーとして招待されることなども明記

されている。 
 しかし、この内容はアラブ諸国側の意向を大きく反映したものであり、イスラエルの反発が予想さ

れたため、米英とカナダは最終文書草案への反対を表明した。この結果、最終文書の採択が不可能と

なった。5 月 22 日（最終日）の本会議では、まず米国が、国際会議開催に「恣意的な期限」を設定し

ていること、会議の議題等のコンセンサスによる決定を確保していないことを理由として、最終文書
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草案への反対を明言し、非現実的な条件を草案から削除することを拒否したエジプトに責任があると

の批判を行った。続いて、イギリスとカナダも、ほぼ同様の理由から草案への反対を表明した 30。こ

れに対して、NAM を代表して発言したイランは、NPT 非締約国の利益を守るために NPT 寄託国の 2
か国がコンセンサスをブロックすることには驚きを禁じ得ないと述べ、エジプトも、米国による反対

はアラブ諸国の世論に悪影響を与えるだろうと警告した 31。一方、イスラエルのネタニヤフ首相は、

最終文書の採択を阻止してくれた米英加への感謝の念をケリー国務長官に伝えた 32。 
 
おわりに 
 中東に非WMD地帯が近い将来に創設され得ると考えている国は、恐らく存在しないであろう。2015
年運用検討会議の決裂後も、この問題に対する関係国の姿勢に変化は見られない 33。また、アラブの

春以降は、米国との関係が悪化したエジプトにロシアが接近したり、イラン核合意に懐疑的な湾岸諸

国と米国の関係がぎくしゃくしたり、シリア内戦等をめぐって米露、イラン、湾岸諸国などの思惑が

複雑に交錯したりと、中東情勢はますます複雑化している。しかし、中東という 1 地域の情勢が、国

際社会による核軍縮・不拡散の取組に悪影響を与え続ける事態は、決して好ましいものではない。も

ちろん、悪影響が大きいからこそ、エジプトを始めとするアラブ諸国は、NPT の場でイスラエルと米

国に圧力をかけることができるのであるが、最終文書が採択できなければ、中東非 WMD 地帯の創設

も遠のくだけである。 
 非核兵器地帯でなく非WMD 地帯の創設が目標とされていることは、事態を複雑かつ困難にしてい

るが、一方で、それにはメリットもある。非核兵器地帯が目標であれば、一方的にイスラエルに対し

て核兵器の放棄と NPT 加入を求めることとなり、妥協の余地がなくなってしまう。しかし、他の WMD
や運搬手段も対象とすれば、アラブ諸国とイランの側にも、兵器放棄と条約加入の義務が発生する。

信頼醸成が兵器放棄の前提とのイスラエルの立場にも十分合理性があり、協議の場でそれぞれが譲歩

の姿勢を示すことで、漸進的に地帯創設に向けた信頼関係を構築していくしかないであろう。 
 

（福田 毅） 
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Column： 核軍縮と安全保障 
 ······································································································································  
米国は、1943 年のマンハッタン計画に基づいてロスアラモス研究所を設立し、同研究所は、1945

年 7 月、人類初の原子爆弾 3 個であるガジェット、リトルボーイ、ファットマンを完成させた。ガジ

ェットはアラモゴード砂漠で世界初の核実験（トリニティ）に供され、濃縮ウラン型の原子爆弾リト

ルボーイは同年 8 月 6 日に広島に投下され、さらにガジェットと同型のプルトニウム爆縮型の原子爆

弾ファットマンは 8 月 9 日に長崎へ投下された。人類史上初めて実戦で使用された核兵器は、両都市

を一瞬に壊滅し、数十万人の非戦闘員を無差別に殺害したのであった。通常兵器とは桁違いの破壊効

果が判明するとともに、世界は核兵器の破壊力の凄まじさに慄然とした。 
 2016 年に日本で G7 伊勢志摩サミットが開催され、会議終了後、米国のオバマ大統領は広島の平和

祈念公園を訪問している。オバマ大統領は原爆投下の人類史的な意味を説明し、自身が 2009 年にプラ

ハで宣言した「核兵器なき世界」宣言の意義を再確認している。原爆投下から今日に至るまでに、人

類は核兵器の水平拡散（核兵器保有国の増加）と垂直拡散（核兵器の規模の拡大）を経験してきた。

2016 年のストックホルム国際平和研究所（SIPRI）年次報告書によると、2016 年当初、米国、ロシア、

英国、フランス、中国、インド、パキスタン、イスラエル、北朝鮮は、合計 15,395 発の核兵器を保有

しており、これらを搭載した作戦展開中のミサイルは 4,120 基で、そのうちの約 1,800 基は緊急展開用

として待機中である。 
 核兵器の使用による戦略的な効果や、それが及ぼす被害の規模を考えるとき、核兵器の開発と同時

に、軍備管理やその管理方法の検討が開始されたのは当然であった。1940 年代から 60 年代に至るま

で、冷戦を背景として米ソの核軍拡競争が進み、英国、フランス、そして中国も核兵器開発・取得を

進めている。特に米ソ両国は、核兵器の開発と核戦略の精緻化を進め、冷戦期のピークには相互に数

万発の核兵器を保有するまでに至った。1963 年にキューバ危機が発生し、世界が核戦争の危機に直面

するまで米ソは核開発競争を進めていたが、この危機を機に、国際社会は核兵器の管理に本格的に動

き出すことになる。 
 ただし、核軍縮の起点を、キューバ危機に求めるのは正確ではない。1946 年に太平洋上で米国が実

施した核実験（Operation Crossroads）に対しては、マンハッタン計画に参加した科学者が中止を勧告

しており、1954 年に米国がビキニ環礁で実施した水爆実験（Castle Bravo）では、日本のマグロ漁船の

第 5 福竜丸が放射性の落下物で被曝している。特に第 5 福竜丸の被曝は、日本のみならず国際的な反

核兵器運動の契機となった。こうした垂直拡散の取組に加え、核兵器の水平拡散に対する懸念は核兵

器の開発当初から存在しており、1960 年代までには、世界で約 30 カ国が核兵器を保有することにな

るとの予想も出されるなど、核軍縮や核不拡散に対する関心は潜在的に存在していたのである。 
 この関心が、各国の政策的な要請と合致した結果、1963 年に核兵器不拡散条約（Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons: NPT）として動きが結実し、その後核軍縮は同条約を中心に推進

されることになる。 
 
１．核兵器の水平拡散と垂直拡散の防止 
核兵器の水平及び垂直拡散の国際管理には、複数の手段が存在し、NPT は唯一の手段ではない。NPT

の目的は（1）核不拡散（米、ソ 1、英、仏、中の 5 か国を「核兵器国」と定め、「核兵器国」以外へ

の核兵器の拡散を防止）2、（2）核軍縮（第 6 条で各締約国による誠実に核軍縮交渉を行う義務を規定）、

（3）原子力の平和的利用（第 4 条の 1 で平和利用を締約国の「奪い得ない権利」と規定し、第 3 条で
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原子力の平和的利用の軍事技術への転用を防止するため、非核兵器国が（IAEA）の保障措置を受諾す

る義務を規定）である。この三つの目的は、後に核兵器国と非核兵器国の間の「グランド・バーゲン」

と呼ばれるようになる。このように、NPT は主に核兵器の水平拡散を防止するための措置である。 
これに対して、核兵器の垂直拡散を防止するための措置として、1963 年には部分的核実験禁止条約

（Partial Test Ban Treaty: PTBT）が締結されている 3。同条約は、前述の米国によるビキニ環礁での水

爆実験や、1961 年のソ連の Tsar Bomba 実験、さらには他の核兵器国による大気中での相次ぐ核実験

に対し、特に環境問題に対する懸念の高まりを反映し、実験禁止に合意したものである。1974 年には、

米ソの間で PTBT で除外されていた地下核実験を対象とした地下核実験制限条約が締結され（発効は

1990 年）、1996 年には核実験を全面的に禁止する包括的核実験禁止条約（Comprehensive Nuclear-Test 
-Ban Treaty: CTBT）が採択されている（未発効）。 

PTBT は、核不拡散を直接の目的としたものではないが、核実験を制限することで、核兵器開発の

後発国、あるいは技術水準が低い国の核兵器開発を困難にする効果が生まれた。当時の後発国であっ

た中国とフランスが PTBT を締結しなかった理由は、核兵器開発に制約が課されるのを回避したため

である。CTBT では爆発を伴う核実験が禁止され（条約上、爆発を伴わない未臨界核実験は禁止され

ていない、未発効では有るが，CTBT が核実験を抑止する上で相当の効果をもたらしていると考えら

れる。 
核実験の禁止に加え、核兵器国の保有量に影響を与える措置も存在する。ただし、各国の核兵器の

量は、それぞれの国家の戦略やドクトリン、さらには技術的状況に影響されるため、核兵器の量的削

減の全てが NPT などの軍縮不拡散を推進する多国間条約による成果とすることはできない。1972 年

の戦略兵器制限条約（SALTⅠ暫定協定）や 1979 年の戦略兵器制限条約（SALTⅡ、未発効）は、米ソ

の保有核兵器の上限を規定したものである。また、冷戦終焉後、二国間の条約により米露の間で戦略

兵器削減条約（Strategic Arms Reduction Treaty: STARTI）やモスクワ条約（正式名称は Strategic Offensive 
Reduction Treaty: SORT）などが発効し、核兵器の量的管理が進んだ。 

NPT の第 6 条の核兵器国の核軍縮交渉義務に関して、条約では具体的な努力目標や措置を規定して

いないが、垂直拡散の防止や量的削減を規定した核兵器国によるこうした二国間条約は、その義務を

履行した証拠とされる。2010 年の NPT 運用検討会議では、同年に米露両国が署名した新 START が第

6 条の義務の履行の証明であるとみなされた。ただし，新 START では、米露が保有する戦略核兵器の

上限の規定という側面が強く、必ずしもこれを核軍縮の実施とみなすことはできないが、核兵器の量

的管理を進めた軍備管理の措置として評価すべきであろう。 
 
２．NPT の下での核軍縮と安全保障 
 NPT を含め、核軍縮と核不拡散に関する各種措置には、直接的に核軍縮につながるものと（START
などの核兵器の削減条約等）、間接的に核軍縮の効果を生む措置（CTBT や IAEA の保障措置など）が

ある。核軍縮に及ぼす各種措置の効果と不拡散との関係も一元的ではなく、NPT 運用検討プロセスの

過程で問題提起された内容であっても、それらは第一義的に核軍縮に関係するのではなく、そのため

の環境整備と見るべき措置が存在する。 
NPT の興味深い点は、核軍縮と核不拡散・原子力の平和利用を単一の条約の下で並立させたことで

あり、核兵器国は水平拡散の防止による戦略的状況の安定を追求し（核兵器保有国の増加により、国

際社会全体の戦略的安定性や、戦略計算の複雑化を防止する）、非核兵器国は自身の核保有の権利を留

保する代わりに、核兵器国による垂直拡散の防止に対して関与する法的正当性を得ることを可能にし

44



た。 
 このように、NPT では核兵器国と非核兵器国に、それぞれ異なった法的地位と義務を設けている。

このため、NPT で核軍縮として規定される内容は、それぞれの立場で意味とニュアンスが異なる。た

とえば、2010 年 NPT 運用検討会議の最終文書（行動計画）で、核兵器国は第 6 条に基づく措置とし

て「核兵器の数と役割の低減（核兵器国による核軍縮の具体的措置）」が盛り込まれた。核兵器国は，

あらゆる種類の核兵器の削減、核兵器の役割の更なる低減、核兵器システムの運用状態の低減等が求

められているが、この実施は法的な義務ではなく、各国の国内政策に対する勧告としての意味が強い。

また、行動計画の中に含まれる、CTBT の批准や消極的安全保障は、核兵器国の政治的裁量を要請す

るものであり、具体的な行動を義務化しているものではない。 
 非核兵器国にとっての核軍縮は、核兵器国に対して要請し、圧力をかけて実現を迫るものであり、

主体的にとる措置は存在しない。北朝鮮やイランなどのように、NPT の締約国でありながら、原子力

技術を援用して核開発を進める国も存在する。NPT 運用検討会議では、個別の国に対する非難と、核

開発の中止を求める項目を最終文書に挿入するが、このような違反行為に対し NPT の中で強制的な措

置がとれるわけではない。北朝鮮の核開発問題では国連安保理決議や日本、米国、韓国、中国、ロシ

ア、北朝鮮による 6 者協議、イランの核開発については JCPOA（2014 年に E3/EU+3 とイランの間で

個別の合意が成立した）が具体的な対応を行っている。それぞれの交渉は、NPT のプロセスとは無関

係に進められていることから分かるように、NPT は核軍縮における中核的存在ではあるが、同時に

N`PT の枠組の外における核軍縮の取組も同時に進められている。 
 非核兵器国でありながら、核兵器国による拡大抑止の下にある国の立場は別の問題を抱える。特に

NATO 諸国や米国との同盟関係にある日本や韓国は、近傍の核兵器国や核兵器保有国との間に緊張関

係が存在し、非核兵器国の立場ではあるが、核兵器による抑止効果を評価し、これに依存する関係に

ある。このため、NPT の運用検討会議での場を含め、安全保障と核軍縮の両立を求めている。 
核兵器保有国に囲まれた日本の核軍縮・不拡散政策は、戦争被爆国である非核の平和国家の立場と、

日米安保政体制を安全保障政策の機軸においている立場が共存しており、この立場は複雑かつ微妙に

交じり合っているといえよう。したがって、これまで日本は、被爆の実相を含む核兵器の非人道的な

影響を重視し国連や軍縮会議等多くの場で、たとえば 2015 年の国連総会で核廃絶決議を共同提案する

など、核軍縮や核廃絶を主導してきた一方、核の脅威に対しては米国の核抑止力に依存する政策を継

続してきたのであった。 
2015 年の国連総会決議に基づいてジュネーブで開催された、多数国間軍縮交渉の前進に関するオー

プン・エンド作業部会が提出した報告書案は、2016 年 8 月に採択されたが、日本はこれに棄権した。

日本は、「核兵器のない世界」を実現するためには核保有国と非核保有国との密接な協力が不可欠と考

えており、同報告書案が投票に持ち込まれたことは遺憾であるとして棄権したのであった。日本の核

軍縮・不拡散政策は、安全保障との関連でその整合性と説得性の問題に直面しており、これを克服す

る有効な対策が求められていると言えよう。 
 

（髙井 晉） 
                                                   
1 冷戦終結後、ソ連が国家として消滅し、ロシアとウクライナが核兵器を保有する状態となったが、1994 年の「ブタペ

スト覚書」により、米国、英国、ロシアがウクライナの領土一体性に対して軍事力を行使または利用しないことを保障

する代わりに、ウクライナが核兵器を放棄することになった。この結果、ソ連の核兵器の継承国はロシアとなり、NPT
における核兵器国はソ連からロシアへと変更された。2014 年のロシアによるクリミア併合は、この覚書に対する違反行
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為であると指摘されている。 
2 第 9 条 3 で「この条約の適用上、「核兵器国」とは、1967 年 1 月 1 日以前に核兵器その他の核爆発装置を製造しかつ

爆発させた国をいう」としている。この条文の内容に沿って、この期日以降に核実験を行ったインド、パキスタン、北

朝鮮は核兵器国とは認定されない。 
3 正式名称は Treaty Banning Nuclear Weapon Test in the Atmosphere, in outer Space and under Water であり、地下での核実験

は対象になっていなかった。100 カ国以上が調印・批准したが、後の N5 のうち、中国とフランスは調印していない。 
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第 8 項： 米露間の核軍備管理・核軍縮と核兵器削減交渉の多国間化 

 
はじめに 
 2014 年のロシアによるウクライナ介入とクリミア併合を契機として、米露関係は極度に悪化した。

以前から米露間の核軍縮交渉は停滞していたが、現在（2017 年 3 月）では、およそ進展に希望が持て

ない状況に陥っている。オバマ大統領は、2013 年 6 月にベルリンで行った演説で、米露の配備戦略核

兵器を新戦略兵器削減条約（新START）の水準から3分の1削減するための交渉をロシアに呼び掛け、

欧州における戦術核兵器削減にも応じる意向を表明した 1。しかし、これらに関する交渉は、始まっ

てさえいない。 
 
１．新 START の履行状況 
 2011年 2月5日に発効した新STARTは、2018年2月以降の米露それぞれの核戦力の上限について、

①配備弾頭を 1,550、②配備大陸間弾道ミサイル（ICBM）・潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）・重爆

撃機の合計を 700、③配備及び非配備の ICBM 発射基・SLBM 発射基・重爆撃機の合計を 800 と定め

ている（ただし、配備弾頭には、核弾頭だけでなく ICBM と SLBM に搭載された通常弾頭も含まれる。

条約内容の詳細は、2013 年版ハンドブック第 10 項を参照）。計算方法が異なるので単純な比較はでき

ないが、配備戦略核弾頭の上限は 1991 年の START I が 6,000、2002 年の戦略攻撃能力削減条約（モス

クワ条約）が 1,700-2,200 であった。新 START 発効後の①から③の数の推移は、下表のとおりである。 
 
 2011.2.5 2012.3.1 2013.3.1 2014.3.1 2015.3.1 2016.3.1 

① 
米国 1,800 1,737 1,654 1,585 1,597 1,481 
ロシア 1,537 1,492 1,480 1,512 1,582 1,735 

② 
米国 882 812 792 778 785 741 
ロシア 521 494 492 498 515 521 

③ 
米国 1,124 1,040 1,028 952 898 878 
ロシア 865 881 900 906 890 856 

出典：Department of State, “New START Treaty Aggregate Numbers of Strategic Offensive Arms.” 

 
 米露両国政府は、新 START は順調に履行されていると説明している。米国のゴッテメラー国務次

官は、クリミア併合後も両国は査察を継続しており、米露の関係悪化により、かえって新 START の

検証レジームの耐久性が証明されたと発言している 2。しかし、米国政府は公式には認めていないも

のの、ロシアが新 START の履行義務に違反しているとの報道もある。この報道によれば、2016 年 4
月の現地査察で米国側は、ロシアが廃棄する SS-25 移動式 ICBM の重要箇所を完全に使用不可能とせ

ず、再利用できるようにしていることを発見した。また、ロシアは、偵察衛星等による査察を回避で

きるような形で廃棄予定のミサイルを配置しているとされる 3（新 START 議定書パート 3 セクション

2 は、廃棄された固形燃料式 ICBM 及び SLBM 等を 60 日間、相手国の偵察衛星等の国家技術手段の

監視下に置くと定めている）。 
 そもそもロシアの配備弾頭及び配備 ICBM・SLBM・重爆撃機は、新 START 発効時から条約の定め

る上限を下回っており、新 START はロシアに大きな削減義務を課すものとはなっていない。さらに、

ロシアは、老朽化した核戦力の近代化を進めており、配備弾頭数も近年は増大している。このため、

米国内の保守派の中には、新 START はロシアの核戦力削減につながらないとして問題視する声が根

強く存在する 4。とはいえ、米露の核戦力に上限を設定している新 START の存在は無意味だとはいえ
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ず、問題は 2021 年 2 月に新 START が失効した後の戦略核の管理をいかに行うかにある。2016 年 7 月

には、オバマ政権が新 START の 5 年間延長をロシアに提案する方針だと報じられた 5。しかし、これ

は実現せず、課題はトランプ政権に持ち越された。 
 
２．中距離核戦力全廃条約（INF 条約）の履行問題 
 1988 年に米ソ間で発効した INF 条約は、最大射程 500-5,500km の地上発射ミサイルの全廃を定めて

いる。以前から、ロシアが INF 条約に違反している可能性が報じられていたが、2014 年 7 月に米国政

府は、初めて公式にこれを認めた。米国政府によれば、ロシアは、条約に違反する地上発射巡航ミサ

イル（GLCM）の保有・生産・試験飛行を行っているか、その発射基の保有・生産を行っている可能

性があり、この点に関する懸念を米国は 2013 年から繰り返しロシアに対して通告している 6。 
 米国政府は、違反と見なしたミサイルの詳細を明らかにしていないが、R-500 巡航ミサイルを発射

するイスカンデル K 地上発射巡航ミサイル・システムではないかとの推測があった。また、以前から、

弾道ミサイルの RS-26 ルベーシュが INF 条約に違反するとの指摘もあった。しかし、2015 年 6 月にゴ

ッテメラー国務次官は、R-500 と RS-26 を問題にはしていないと明言している 7。その後、米国が

SSC-X-8 と名付けている開発中の巡航ミサイルが、問題のミサイルだと指摘する報道がなされ 8、2017
年 2月には、このミサイルがSSC-8として実戦配備されたと米国政府高官が発言したと報じられたが 9、

米国政府は依然として公式見解を明らかにしていない。 
 米国の共和党の対露強硬派は、ロシアに対する姿勢が軟弱に過ぎるとオバマ政権を批判した。例え

ば、ソーンベリー下院軍事委員会委員長らは、2016 年 10 月に、ロシアによる INF 条約違反に対して

経済制裁を発動するよう求める書簡を大統領に送付した。なお、この書簡では、新 START の 5 年間

延長への反対も表明されている 10。 
 これに対してロシア政府は、違反疑惑を全面的に否定するだけでなく、条約に違反しているのは米

国の側だと主張している。ロシアが問題視しているのは、米国がミサイル防衛（MD）実験で使用し

ている標的が中距離ミサイルに近似していること、米国が生産する無人航空機（UAV）が条約上の

GLCM の定義に該当すること、地上配備型 MD のイージス・アショアで使用する Mk-41 発射システ

ムが中距離巡航ミサイルも発射可能であることである 11。 
 米国側は、MD の標的について、あくまでも実験用であり、弾頭も搭載しておらず、兵器の運搬シ

ステムではないため条約違反ではないと反論している 12。また、INF条約におけるGLCMの定義とは、

経路の大部分で揚力を利用して飛行を維持する無人かつ自己推進の兵器運搬手段で、陸上から発射さ

れるものを意味する（条約第 2 条）。しかし、この定義に UAV が該当するかは疑問の余地があるし、

そもそもロシア軍も高性能な UAV の開発を進めている 13。一方、イージス・アショア用の Mk-41 に

ついては、ロシア側の主張にも妥当性がある。Mk-41 とは多くの艦艇で採用されている垂直発射シス

テム（VLS）で、トマホーク巡航ミサイル等の発射に使用されている。米国は、イージス・アショア

に使用される Mk-41 は仕様が異なり、巡航ミサイルの発射に使用されることはないと主張している

が 14、これを何らかの方法で証明・検証することが必要であろう。 
 もともと以前からロシアは、INF 条約に対する不満を表明していた。例えば、2007 年 10 月にプー

チン大統領は、米露以外の国が中距離ミサイルを開発していることを理由として、INF 条約が多国間

化しない限り、ロシアが INF 条約にとどまることは難しいと発言している。そのため、米露両国は、

2007 年 10 月の国連総会第 1 委員会で、他国にも INF 条約に加わるよう求める共同声明を発した 15。

その後、事態は沈静化していたが、2013 年 6 月にプーチン大統領は、中国などを念頭にロシアの隣国
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が中距離ミサイルを開発している状況は受け入れられないと再び発言している 16。 
 
３．米露間の更なる核兵器の削減 
 前述のベルリン演説以前から、オバマ大統領は更なる核兵器の削減をロシアに提案していた。例え

ば、2012 年 3 月のソウル核セキュリティ・サミットの際に行った演説では、戦略核弾頭だけでなく、

戦術核兵器と非配備核弾頭の削減についてもロシアと協議する用意があると述べている 17。NATO も、

2012 年 5 月のシカゴ・サミットで採択した「抑止・防衛態勢見直し」において、ロシアとの相互的な

非戦略核削減を検討する用意があると表明している 18。また、2012 年 2 月には、オバマ政権が戦略核

兵器の配備核弾頭の削減について、1,000-1,100、700-800、300-400 とする 3 案を検討しているとも報

じられていた 19。ベルリン演説で提案された新 START 上限からの 3 分の 1 削減は、最も削減幅の小さ

い案が採用されたことを意味する。さらに 2013 年 2 月には、オバマ政権は、非配備や戦術核の削減も

ロシアと交渉し、全核弾頭を 2,500-3,500 にまで削減することを目指す方針だと報じられた 20。なお、

2015 年 9 月末の米国の保有核弾頭数（配備から外され廃棄される予定の弾頭を除く）は、4,571 であ

る 21。 
 しかし、ロシアは、更なる核兵器の削減、特に、自国が優位にある戦術核の削減には、消極的であ

る。例えば、2013 年の NPT 第 2 回準備委員会において、ロシアは米国に対して、まずロシアに倣っ

て非戦略核を他国の領域から自国に引き上げ、非戦略核を海外に即時展開するためのインフラを解体

し、非核兵器国との核共有を中止するよう要求した 22。この主張は、その後も繰り返されている。 
 ロシアにとって戦術核は、通常戦力の領域でのNATOに対する劣位を相殺する重要なツールである。

そのため、ロシアは、戦術核の削減においては、核戦力だけでなく通常兵力のバランスも考慮するこ

とが不可欠だと考えている。欧州における通常戦力の上限を設定する条約としては欧州通常戦力（CFE）
条約が存在するが、ロシア軍のジョージア及びモルドバ駐留や、バルト 3 国等の NATO 新規加盟国の

取り扱いをめぐってロシアと西欧諸国が対立し、ロシアは 2007 年に条約履行の停止を宣言した。ロシ

アは NATO の東方拡大に強い不満を抱いており、これがクリミア併合の背景ともなっている。これら

の問題にも対処しない限り、欧州における戦術核の削減は難しい。 
 2013 年の第 2 回準備委員会でロシアが、NPT 第 6 条は核軍縮交渉だけでなく、非核兵器国も含めて

「全面的かつ完全な軍備縮小に関する条約」の交渉を行うと定めていることを見落としてはならない

と強調したのも 23、こうした文脈から理解されるべきであろう。さらに 2014 年の NPT 準備委員会で

ロシアは、「全面的かつ完全な軍備縮小」のためには「包括的アプローチ」が必要であり、特に、米露

以外の「全ての核能力のある国」（all nuclear-capable States）の段階的な核軍縮への参加、宇宙空間へ

の兵器配備禁止、通常弾頭を搭載する戦略攻撃兵器の開発禁止、合意に基づかない MD の開発禁止、

地域紛争などの問題解決と合わせた通常兵器の分野における量的・質的不均衡の解消、包括的核実験

禁止条約（CTBT）の発効促進という条件を満たすことが必要だと主張した 24。 
 
４．核兵器削減交渉の多国間化 
 もちろん、究極的な核廃絶のためには、米露以外の核兵器国及び核保有国も核軍縮に加わることが

不可欠である。そのため、2000 年 NPT 運用検討会議の最終文書は、核兵器の完全な廃絶を実現する

との「核兵器国による明確な約束」を確認した上で、全核兵器国が採る措置として、非戦略核の更な

る削減と、核兵器の完全な廃絶に向けたプロセスへの全核兵器国の関与を挙げた 25。また、2000 年の

最終文書は、核軍縮を扱う補助機関を軍縮会議（CD）に即時設置することも奨励した。 
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 さらに 2010 年運用検討会議の最終文書では、上記の「明確な約束」を履行するため「一方的、二国

間、地域的、多国間の措置を通じて」、非配備も含むあらゆる種類の核兵器を削減し、究極的に廃絶す

るために核兵器国は更なる努力を行うことが勧告された（アクション 3）。また、2010 年の最終文書も

CD での補助機関即時設置を提言したが（アクション 6）、これはいまだ実現していない 26。 
 当然、核廃絶を求める非核兵器国は、核軍縮交渉の多国間化に賛成している。米国の同盟国である

日独蘭加豪、ポーランドなどを含む軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）諸国 27も、同様の立場であ

る。NPDI 諸国は、2011 年 4 月の第 2 回外相会合において、米露があらゆる種類の核兵器を削減し、

他の核保有国も米露に続くことを希望するとの声明を発した 28。そして、NPDI 諸国が 2014 年の NPT
第 3 回準備委員会に提出した文書は、核軍縮の義務は米露 2 か国に限定されないこと、いずれ他の核

兵器国も軍縮交渉に参加すべきであること、多国間軍縮交渉が開始されるまでの間、核兵器国は核兵

器保有数を増加させないと誓約すべきであることを明記した。さらに、この文書は、全ての核兵器国・

核保有国に対して、核兵器を削減し、新型核弾頭・核兵器の開発、既存の核兵器のアップグレード、

核兵器への新任務付与を行わないとのモラトリアムを宣言するよう要請している 29。 
 
５．2015 年 NPT 運用検討会議における議論 
 2015 年運用検討会議では、例年のごとく、非核兵器国は更なる核兵器の削減を求めた。例えば、非

同盟諸国（NAM）は、核廃絶に向けた動きの停滞への「深い懸念」を表明し、配備された核兵器だけ

でなく、不可逆性、透明性、検証可能性の原則を適用し全ての核弾頭及び核運搬手段の削減を行うべ

きだと主張した 30。NPDI 諸国も、全ての核兵器保有国が、非戦略核兵器と非配備核兵器も含む、あ

らゆる種類の核兵器を削減・廃絶すべきことを再確認した上で、前述の 2014 年準備委員会に提出した

文書と同内容の主張を行った 31。 
 しかし、会議の場で米露は、核軍縮が停滞しているとの主張に反論した。例えば、ロシアは、過去

20 年で自国が戦略核を 80%、戦術核を 75%削減したことを考慮すれば、核軍縮に進展がないという見

解は「奇妙」であり、「まったく真実ではない」と断言した 32。米国も同様に、全核弾頭数が冷戦期の

ピーク時から 85%削減され、2014 年夏の時点で 4,717 となったことや、配備から外した核弾頭解体の

スピードを 20%加速させる決定を下したことを核軍縮の成果として強調した 33。 
 一方で、米国のケリー国務長官は、4 月 27 日の一般討論で、戦略核削減交渉をロシアに呼び掛けつ

つ、ロシアの INF 条約違反への深刻な懸念を表明した 34。これにロシアは強く反発し、米国こそが INF
条約に違反しているとの前述の反論を繰り返すとともに、ロシアは核兵器を「最小限のレベル」にま

で削減しており、これ以上の削減を行うには「戦略的安定性に対する脅威の除去」が必要だと訴えた。

さらに、ロシアは、核軍縮交渉の障害となっているのは米国の政策だと指摘し、具体的に、米国によ

る MD 増強、プロンプト・グローバル・ストライク構想（通常弾頭の ICBM・SLBM などを利用して

迅速に世界のあらゆる地点を攻撃する能力の構築を目指す構想）の推進、宇宙空間への兵器配備禁止

交渉の妨害、CTBT の未批准などを批判した 35。 
 5 月 21 日付けの最終文書草案は、非戦術核、非配備核も含む全核兵器の削減・廃絶を求め、特に米

露に対して、非戦略核も含む更なる核兵器の削減に向けた交渉を早期に開始するよう奨励しているも

のの、これらは 2010 年の最終文書でも言及されていた事項で新味はなかった 36。2015 年の NPT 運用

検討会議で興味深かったのは、核軍縮を協議する主要委員会 I の 5 月 18 日付け作業文書までは、核兵

器の近代化に反対する文言が盛り込まれていたことである。会議で NAM は、「核兵器及びその運搬手

段、核関連インフラの近代化」の即時停止を求め、新 START の批准承認と引き替えに議会に核兵器
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近代化を約束した米国の政策を批判していた 37。前述したように、NPDI 諸国も、核兵器近代化のモ

ラトリアムを求めていた。こうした見解を受け、5 月 18 日付け作業文書には、「核兵器国に対して、

先進的な新型核兵器の開発と、新たな軍事的任務を支援する、または、新たな軍事能力を提供するよ

う設計された既存の核兵器システムの質的向上を中止することを要請する」との文言が盛り込まれて

いた 38。しかし、核兵器国の抵抗があったためか、この文言は 5 月 21 日付け最終文書草案からは削除

された。なお、米国の連邦議会では、共和党のみならず民主党の議員の中にも、核兵器近代化を強く

支持する声が存在する 39。 
 核軍縮交渉の多国間化については、主要委員会 I の補助機関 1（subsidiary body 1）の 5 月 8 日付文

書が、米露に対して、（2020 年運用検討会議までの）次の条約レビュー・サイクルにおいて他の核兵

器国と核兵器削減協議を行うことを要請すると明記していた。しかし、補助機関1の5月12日付では、

米露に言及せず、全核兵器国が核兵器の削減に取り組むことを奨励するという当たり障りのない文言

に修正されてしまった。しかも、この段階までは、この文言は米露に更なる核削減を求めるパラグラ

フの中に置かれていたが、5 月 14 日付けの主要委員会 I 議長報告書案では米露のパラグラフからも切

り離され、5 月 21 日付け最終文書草案でも同様であった 40。 
 この経緯からして、核軍縮交渉の多国間化の明記には核兵器国の反対があったものと推察される。

なお、会議でも中国は、多国間化に慎重な姿勢を示していた。中国が提出した文書は、中国の核兵器

保有数は「国家安全保障に必要とされる最低限のレベル」だと強調した上で、大量の核兵器を保有す

る国には「核軍縮の特別かつ主要な責任」があり、まずそれらの国が核兵器を大幅に削減し、「条件が

熟せば、全ての核兵器国が多国間の核軍縮交渉プロセスに参加すべき」だと述べている 41。また、米

国のゴッテメラー国務次官も、運用検討会議直前の 2015 年 3 月に、現在でも米露が世界の核兵器の

90%を保有しているため、米露間の更なる核兵器削減が「次の論理的行動」だと発言している 42。 
 これとは反対に、運用検討会議でロシアは、米国との 2 国間の核軍縮は新 START の水準が限界で

あり、更なる削減には他の核兵器国も関与することが不可欠だと主張した 43。だたし、多国間交渉は

アクターが多い分、利害調整が難しく、しかも、核兵器の数で米露を遙かに下回っている英仏中が、

現時点で米露と歩調を合わせた核兵器削減に応じる可能性は乏しい。これを見越した上で、更なる核

軍縮を棚上げする口実として、交渉の多国間化をロシアが支持している可能性も否定できない。 
 一方で、米英仏露中の N5 は、2016 年 9 月までに 7 回の核兵器国会合を開催しており、この場では、

核ドクトリン等に関する意見交換や核関連用語集の作成に加え、米露が核軍縮の検証などに関する自

らの経験を英仏中に説明しているとされる 44。こうした取組は、将来の核兵器削減交渉の多国間化に

向けた環境を整備するものと評価できる。 
 
おわりに 
 クリミア併合後の米露関係悪化を受け、ロシアは 2016 年 10 月に、米国との核協力を相次いで停止

する措置を採った。まず、3 日にプーチン大統領は、米露が余剰の兵器級プルトニウム各 34 トンを廃

棄することを定めた 2000 年の協定と関連議定書の履行を停止する大統領令を議会に送付した。履行停

止の理由として、ロシア政府は、東欧やバルト 3 国における米軍のプレゼンス強化や対露経済制裁の

発動により、協定署名時から環境が大きく変化したことを挙げている 45。この措置についてラブロフ

外相は、この協定は核軍縮のために重要だが「最後の手段」として協力を停止した、米国の行動は「核

兵器削減のための米露協力の可能性をますます小さくしている」と述べた 46。さらに、5 日には、米

露が 2013 年に締結した原子力平和利用関連の科学的研究開発協力に関する協定の履行停止も決定さ
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れた 47。 
 こうした行動からも窺えるように、ロシアは、米露関係が改善しない限り、更なる核軍縮に応じる

つもりはなさそうである。したがって、核軍縮交渉の多国間化も重要ではあるものの、その前に、新

START 失効後の米露間の戦略核管理が当面の課題となる可能性が高い。また、仮に戦術核削減交渉が

行われるとしても、非核兵器国も含む欧州の通常戦力削減をパッケージとすることをロシアが要求す

ることが予測され、交渉は極めて複雑になるであろう。トランプ政権は対露関係を改善する可能性に

言及しているものの、核軍縮に対する同政権の姿勢は不鮮明であり、今後の事態の進展を予測するこ

とは難しい。 
 

（福田 毅） 
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第 9 項： 包括的核実験禁止条約（CTBT） 

 
はじめに 
核軍備競争の質的側面にかかわる存在として、1996 年に署名開放された包括的核実験禁止条約

（CTBT）は NPT 体制を支える柱の一つであり、核不拡散と核軍縮の両方で意義を持つ条約である。

2016 年、CTBT は署名開放 20 周年の節目の年を迎えたが、条約付属書Ⅱの発効要件国 44 カ国の署名・

批准は未だ満たされておらず、発効の目途も立っていない。こうした未発効の CTBT だが、CTBTO
準備委員会・暫定技術事務局により、条約で規定される検証制度の多くが地道に整備され、暫定運用

の形で相応の実績を示してきた。しかし、初期に設置された国際監視制度（IMS）の観測機器は一部

で老朽化し、また技術刷新によってより有効で効率的な検証関連技術が開発されるなど、条約交渉当

時は想定されなかった長期にわたる暫定運用に起因する問題も散見される。他方、CTBT 署名開放以

来、1998 年にはインドとパキスタンが、そして 2006 年、2009 年、2013 年及び 2016 年に北朝鮮が核

実験を実施し、核実験禁止にかかる国際規範の真価が問われる状況が続いている。 
 
１．核実験禁止の意義とその範疇 
核実験は、新たに核兵器を開発するにあたって不可欠の工程である。CTBT は 1963 年の部分的核実

験禁止条約（PTBT）で禁止対象に入らなかった地下核実験を含めて、あらゆる核実験を禁止すると規

定している。それにより、CTBT は核兵器の水平／垂直拡散を封じることに加え、いずれ設計上の寿

命を迎えた核弾頭が各核兵器国で退役するにあたり、新型核兵器の実験を禁じることで、将来的な核

軍縮に貢献すると考えられてきた。しかし、ここで注意が必要なのは、核実験と名がついても、CTBT
が禁止対象に含めていない実験が存在するという点である。具体的には、1994 年から 1997 年までの

ジュネーブでの条約交渉時、核爆発の定義を巡る議論の結果、米国が主張した核出力ゼロイールド

（zero yield）という概念がコンセンサスを得たことで、未臨界核実験は CTBT の禁止対象に含まれな

いこととなった 1。未臨界実験には、米国が公表しているワンポイントセーフティ実験のように、運

搬中の核兵器が事故等の原因で誤爆を起こさないための、核出力を伴わないプルトニウム拡散検証実

験 2や、慣性閉じ込め式核融合実験装置（通称「Z マシン」）のような少量のプルトニウムを用いた核

弾頭の信頼性実験 3なども含まれる。こうした未臨界実験を禁止しない理由としては、CTBT の条約交

渉時における核兵器国の意向が介在したこともさることながら、臨界に達せず、核爆発を伴わない核

実験は、そもそも遠隔監視によって探知できないことが挙げられよう。未臨界実験を行っているのは

米国だけではない。かねてより英仏は核弾頭の信頼性維持のためにコンピューターシミュレーション

や核融合実験、そして未臨界実験などを行っているとされるほか、2012 年、ロシア政府は実験室レベ

ルでの未臨界実験の実施による問題の解決を示唆している 4。また、中国は CTBT 署名開放後、少な

くとも 1 回は未臨界実験を行った可能性があると指摘されている 5。 
こうした根源的な制限はありつつも、軍縮・不拡散の分野において CTBT が果たす重要性について

は、NPT 運用検討会議でも度々言及がなされている。2000 年の運用検討会議最終文書では、CTBT の

早期発効に向けて署名批准が慫慂されるとともに、NPT 第 5 条との関係で平和目的核実験が CTBT に

抵触することが確認されている 6。2010 年の運用検討会議最終文書では、CTBT が核兵器の開発と質

的改善を阻害し、新型核兵器の開発を終わらせることにより、核兵器の水平拡散と垂直拡散を防止す

るとして、その役割を評価する文言が含まれている 7ほか、「行動計画」の第 10 項で核兵器国による

CTBT 批准の肯定的影響について、同第 11 項で CTBT の趣旨と目的を妨げる核実験はモラトリアムを
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維持することについて、同第 12 項で 2009 年の CTBT 発効促進会議で採択された緊急の発効促進にか

かる成果を 2011 年の発効促進会議で報告することについて、同第 13 項で CTBT 批准国は発効促進と

ともに国内、地域、グローバルの文脈でその履行を請け負うことについて、同第 14 項で CTBTO 準備

委員会はその検証制度を完全に整備することについて、それぞれ明記されている 8。 
 
２．核実験の検証 
「探知・検証できなければそれは存在しないことと同義である」との発想は、CTBT のようにグロー

バルな遵守検証のメカニズムを採用した軍備管理・軍縮条約において、見落とせない重要なポイント

である。CTBT が今日のような検証制度を設けるに至った背景には、地球の内部構造を地震学的に研

究しようとする地震学者らが、地震計を網の目のように配置することで、地下核実験で生じる地震波

を捉え、核爆発により地下に生成される空洞の存在を探知する手法が開発された影響が少なくない。

そして全世界を核実験監視網で覆うという発想は、地震学的探知のための地震計ネットワーク、即ち

国際的な地震データの交換の枠組みである科学専門家グループによる技術試験（GSETT）の長年の努

力が大きい 9。 
CTBT の検証制度は条約発効時に運用待機態勢をとることが求められているが、全世界 321 カ所の各

種観測施設と 16 カ所の放射性核種実験施設からなる国際監視制度（IMS）は、特にその運用待機態勢

が本来、早期に確立されると目されてきた。CTBTO 準備委員会では 2005 年時点で 2007 年末までに

90 から 95 パーセントの待機態勢を確立するとみられており 10、米国国務省も 2013 年時点で IMS が

85 パーセント以上の完成度であると評価している 11。中国（※2015 年に暫定運用を開始）やイランと

いった一部の署名国が自国のホストする IMS 観測施設の暫定運用に反対してきたことを除けば、

CTBT の署名・批准国の大多数がこの暫定運用と、発効以前の核実験監視体制の構築に実質的な賛同

をしていることとなる。 
しかし、地震学的監視では 100％の確実さを以て核爆発と化学爆発とを識別し得ないし、放射性核種

監視でも、例えば 2006 年の最初の北朝鮮の核実験では地下核実験に特有の放射性希ガス（Xe-133）が

検知されたのに対して、2009 年の北朝鮮の 2 度目の核実験後は遂に放射性希ガスの漏出が確認できな

かったように、条約違反の行為に対して、国際監視制度の監視技術が必ずしも確実な検証手段だとは

言えない。それに対して唯一、現地査察（OSI）は核実験が実施された証拠を直接押さえることがで

きる可能性を持っている 12。OSI は条約発効後にしか稼働しないため、過去 20 年間、CTBT 検証制度

の整備・構築では IMS の陰に隠れた存在であった。しかし、本来 IMS が 100％の運用体勢となり、ま

た真に有効かつ効率的な査察を実現できるOSI運用手引き書が、ウィーンでの検討を経て完成すれば、

仮に小規模で探知が困難な核爆発実験が秘密裏に行われても、国際社会がこれを監視・検証できる可

能性は大きく高まると言える 13。PTBT や地下核実験制限条約（TTBT）などの CTBT 以前の核実験禁

止にかかる条約で、ソ連の反対などから OSI の導入が認められなかった所以であるところの、その侵

入度の高さと検証機会の増大の意味するところは、今日改めて考慮する必要があろう。 
また、条約が認める自国の検証技術手段（NTM）は、CTBT の検証でも小さからぬ役割を果たすと

考えられている。未発効段階ではあるものの、NTM の具体的な事例として、北朝鮮の核実験に際し

て、航空自衛隊が実施している T-4 中等練習機による放射能塵収集や、2016 年 1 月 6 日より開始され

た C-130 輸送機による希ガス収集 14を挙げることができよう。他方、条約発効後、締約国から CTBTO
に提供された NTM 情報をどのように運用するかについては、提供国の機微情報の保護や、OSI 実施

時の非査察国の機微情報保護、そして CTBTO による NTM 情報管理のあり方など、検討されるべき
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課題も少なくない。 
 
３． 発効要件国の動向と CTBT の将来 
本稿執筆時点（2017 年 3 月）で CTBT の署名国数 183、批准国数 166 である。国連加盟国数が 196

である点を鑑みれば、署名開放から 20 年を経て、未だに発効していない CTBT の現状は、一見奇異

なものに写るかもしれない。発効要件国 44 カ国中、署名国数 41、批准国数 36 であり、北朝鮮、イン

ド、パキスタン（未署名、未批准）に加えて、中国、エジプト、イラン、イスラエル、米国（署名済

み、未批准）が条約発効の実質的な壁となっている現実がある。米国では 1999 年に上院で批准を否決

し、その後 2009 年にオバマ（Barack Obama）大統領のプラハ演説で即時の批准の追求を明言したも

のの、上院での批准の見通しは立っていない。この間、核兵器の信頼性を確認するための国家核安全

保障局（NNSA）によるストックパイル・スチュアード・シッププログラム（SSP）への評価や、条約

違反への CTBT の検証可能性などが米国で争点となった。 かかる論点は、2012 年の米国科学アカデ

ミー（National Academy of Sciences: NAS）報告 15で、それぞれ米国の批准を後押しする評価が示され

ている。しかしなおも将来の核実験のオプションを縛る CTBT の批准は、共和党を中心に米国議会多

数派から反対されている。反対派の要点は、米国の核抑止力こそ核拡散を思いとどまらせる切り札で

あるのに対して、CTBT は NPT 同様に核拡散を阻止する手だてにはならず、むしろ国際安全保障上、

紛争を抑止する役割を担ってきた核兵器への確信を低減させ、その将来にわたる信頼性や安全性を損

ないかねない 16こと、更に CTBT による検証結果との関係で、条約違反に対する強制力を国連安全保

障理事会に完全に依存してしまっている 17ことへの不満に集約されると考えられる。 
中国の批准について、かつてジュネーブ軍縮代表部大使として CTBT 交渉を担当したズカン（Sha 

Zukang）前国連事務次長・経済社会局長は、中国が批准しない背景に、CTBT 交渉が結実し、5 核兵

器国で核実験モラトリアムに合意した後に、米国上院が批准を否決し、更にはブッシュ（G.W. Bush）
政権期に CTBT 批准が完全に否定されるといった事態が生じ、中国国内で CTBT への疑念が一気に高

まったと述べている 18。また、米国は 1,000 回以上に渡り核実験を繰り返したのに対して、中国は僅

か 45 回しか核実験を行っていない核開発技術習得の途上にあるなか、米国主導で CTBT が署名開放

されてしまった経緯から、技術優位にある米国に先だち、中国が批准するインセンティブは存在しな

いとの指摘もある 19。 
エジプト、イスラエル、イランの CTBT 批准については、そもそも中東情勢の影響が大きいことは

言を俟たない。また宣言政策として核実験モラトリアムを打ち出し、CTBT 批准を言明しないインド

や、同国の批准が大前提とするパキスタンの姿勢にも、これまでのところ目に見える変化の兆しはな

い。さらには国連安保理による非難決議にもかかわらず、通算 5 回に及ぶ核実験を重ね続けている北

朝鮮では、CTBT の署名・批准がどのような位置づけにあるのかですら、公開情報でたどることがで

きない状況にある。 
こうしたなか、条約発効促進のモメンタムをどう維持してゆくかという点も、今日軽視しえない問

題になっている。仮に条約が死文化してしまう、或いはそこまでの事態に至らずとも、条約未発効の

状況が一層長期化する場合、これまで検証制度の整備に投資されてきた署名国の分担金や、数字には

表れてこない様々なコストをいかに回収するかが大きな問題となる可能性もある。 
 
おわりに 

2016 年 9 月 15 日、5 核兵器国（N5）は CTBT に関する共同声明を発表し、CTBT が核兵器の開発
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と質的改良を妨げることから、軍縮・不拡散のための効果的な措置であることを認めた 20。また CTBT
の定める検証制度開発への N5 としてのコミットメントなどとともに、核実験のモラトリアムが条約

発効に代わるような恒久的に法的な拘束力を持つものではないとしながらも、CTBT の趣旨や目的を

損なうような核兵器の実験的爆発や、その他の核爆発のモラトリアムを各国に要請することを明記し

た 21。そして間をあけることなく、9 月 23 日には日本を含む 42 か国が共同提案した CTBT に関する

決議第 2310 号が安保理で採択された。同決議では上記の N5 の共同声明に言及しつつ、早期発効の重

要性及び緊急性を指摘し、CTBT の検証制度に基づく核実験監視及び分析が信頼醸成措置として地域

の安定に貢献し、軍縮と不拡散に寄与するものとの認識などを示した 22。しかし、このとき当初提案

は盛り込まれていた、違反に対する制裁にも関わる国連憲章第 7 章のもとでの行動との文言が協議の

過程で削除されたことは、同決議の背景にある核兵器国の思惑を考える上で無視しえない事実であ

る 23。また、一部の安保理メンバー国から決議が核兵器国による完全な核軍縮の追及を明示的に強調

していないことに懸念が表明されている点も留意が必要であろう。同決議を棄権したエジプト代表は、

そもそも安保理が CTBT を論じる適切なフォーラムではなく、また決議が NPT や核軍縮に向けてステ

ップを講じる緊急性に言及していない問題を指摘している。ベネズエラ代表は、シミュレーションを

含め、核兵器の使用を完全なものとするためのあらゆる実験を控えるよう呼びかけている。議長国の

ニュージーランド代表は、常任理事国とイコールの N5 による共同声明について、安保理がこうした

核兵器国の大局観を正当性のあるものと立証するために利用されることに不快感を表明している 24。

他方、同決議の意義を巡っては CTBT 発効促進のモメンタムとなる、核実験モラトリアムを牽引する

新たなオーソリティをもたらした、CTBTO 準備委員会の活動を梃入れしたなどの肯定的な見方 25に加

えて、N5 の共同声明を再確認していることを踏まえ、CTBT が発効していない段階でも、全ての国連

加盟国に核実験を行わない実質的な義務を課したと見ることもできるとの議論 26もある。いずれにせ

よ、5 核兵器国が実質的にはモラトリアムにコミットし続けることに明示的な合意を行い、署名開放

20 周年のタイミングで CTBT の意義を再確認し、信頼醸成措置としての CTBT の検証制度を評価した

ことは事実であり、今回の安保理決議を通じて、核不拡散と核軍縮を求める国際社会の強い意思が表

明され、かつ CTBT の発効促進を下支えする地に足の着いた一歩となることが期待される。 
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第 10 項： 核兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT） 
 
はじめに 
 高濃縮ウランやプルトニウムといった、核兵器用の核分裂性物質の生産を禁止する核兵器用核分裂

性物質生産禁止条約（Fissile Material Cutoff Treaty: FMCT）は、1993 年の国連総会演説で米国のクリン

トン（Bill Clinton）大統領が提案して以来、20 年超が経過しているものの、実質的な条約交渉の開始

には依然として目途が立たないままである。同条約は、核兵器の製造に不可欠な核分裂性物質の生産

を禁ずることで、新規核保有国への水平的核拡散と、既存の核保有国による垂直的核拡散の両方を防

ぐことを意図したもので、多国間の核軍縮・不拡散枠組みの次のステップとして重要な意義を有する。

本項では、FMCT に係るこれまでの動きを概観するとともに、コンセンサスでの意思決定を要件とす

るジュネーヴ軍縮会議（Conference on Disarmament: CD）での交渉開始をブロックしている、パキスタ

ンの立場に焦点を当てた上で、同条約の今後を展望することとしたい。 
 
１．FMCT に係る経緯 
 核兵器の製造に用いられる核分裂性物質の生産を統制しようとする試みは、1946 年のバルーク・プ

ランにまで遡るが 1、直近の条約検討の契機となったのは、1993 年のクリントン演説での提案であっ

た。これが同年 12 月の国連総会で、「非差別的、多国間の枠組みで、国際的かつ効果的な検証が可能

な、核兵器またはその他の核爆発装置のための核分裂性物質の生産を禁止する条約」の必要性を指摘

し、その交渉を適切な国際的フォーラムで行うことを求める決議の採択に繋がった 2。これを受けて

1995 年には、カナダのシャノン（Gerald E. Shannon）軍縮代表部大使が提出した報告書に基づき 3、上

記の趣旨に沿った条約を交渉するための特別委員会を CD に設置することが決定、同年の NPT 運用検

討会議の最終文書にも、条約の即時交渉開始を求める文言が入った 4。しかし、「宇宙空間における軍

備競争の防止」（Prevention of an Arms Race in Outer Space: PAROS）の並行交渉を求める中露の主張な

どとの調整がつかないまま、特別委員会の議長が指名できず、実際の交渉は行われないままに終わる。

1998 年には、印パ両国の核実験によって機運が高まり、特別委員会が二回の会合を開催したものの、

これらは各国間の意見交換のみに終わった。 
2000 年の NPT 運用検討会議最終文書では、FMCT の即時交渉開始と 5 年以内の妥結を含む作業計

画に関する合意が奨励されたが 5、2000 年代に入っても、PAROS の交渉開始をめぐる米中の対立や、

2004 年に米国の GW ブッシュ（George W. Bush）政権が FMCT の有効な検証は不可能との立場を表明

し 6、2006年のFMCTに関する集中検討の際にも検証規定のない条約案を提出したことなどがあり 7、

大きな進展は見られなかった。2009 年に成立した米国のオバマ（Barack Obama）政権は、前政権の方

針を撤回し、検証可能な FMCT への支持を表明 8、条約交渉開始への機運が盛り上がりを見せた。だ

が、交渉を実施する作業部会の設置を含む作業計画案こそ CD で採択されたものの、作業計画を実施

する上での作業日程や作業部会議長等に関してパキスタンが修正要求を提起し、条約交渉開始には至

らなかったのである。 
こうした状況に対し、2010 年の NPT 運用検討会議最終文書の行動計画では、CD における FMCT

の交渉をただちに開始すべきことに合意したとの文言が盛り込まれ 9、2015 年の同運用検討会議最終

文書案にも、CD に対して FMCT の即時交渉開始に合意するよう要請するとの文言が入った 10。また、

2015 年 4 月にはフランスが、検証措置の下で、条約発効日以降、核兵器または他の核爆発装置用の核

分裂性物質の生産を停止するとともに、以後生産された核分裂性物質を核兵器や他の核爆発装置に用
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いないことを基本的な義務とし、条約の実施のために全締約国から成る FMCT 機関を設置することを

盛り込んだ条約草案を CD に提出した 11。それでも、依然として条約交渉開始の目途は立たないまま

である。障害となっているのは、パキスタンが一貫して、条約交渉の対象に新規生産分の兵器用核分

裂性物質だけではなく、既に生産されたストックを含めない限り、作業計画の採択に反対する立場を

崩していないことである。2015 年 12 月には、国連総会において、条約の交渉をただちに開始するこ

とを含む作業計画に関して合意し、履行するよう促す決議が提出され 12、賛成 179、反対 1、棄権 5
で採択されたが、唯一反対票を投じたのはパキスタンであった 13。 
 
２．政府専門家グループによる検討 
こうした中、2012 年 10 月、国連総会第 1 委員会において、事務総長に対して FMCT の諸側面に関

して勧告を行う政府専門家グループ（Group of Governmental Experts: GGE）の設置を求める決議が採択

された 14。設置された GGE は 2014～15 年にかけて計 8 週間の会合を実施し、条約の目的、全般的特

徴と基本原則、範囲、定義、検証措置、法制度に関する検討を行い、2015 年 6 月に事務総長名義で

CD に報告書が提出された。 
報告書の論点は多岐にわたる。最大の論点ともいえる、条約発効以前に生産された分裂性物質の扱

いに関しては、各国が保有する既存の物質量の多さに鑑み、条約の目的に照らして何らかの手当が必

要との認識は強いものの、これら分裂性物質のうち，どこまでを条約の対象とするべきか，また，ど

のように検証するのか等その程度・手法に関しては意見に幅がある 15。過去の生産分を含めるべきと

する論者らの間では、検証措置の面では条約発効後の生産分とは異なるものを用意する必要があり、

かつ過去の全生産分を対象にするのは現実的でないことが概ね共通認識であったが、具体策の面では、

追加議定書や非強制的措置などで過去生産分をカバーすべきとの意見が出されたのに対し、検証可能

性に難ありとの反論が出たほか、1993 年の総会決議や 1995 年のシャノン報告書に照らして、過去生

産分を含めることは排除されているとの指摘も為されている 16。一方、条約発効以前に核兵器の製造

目的で生産されたものの、民生利用や禁じられていない軍事利用へと移管された「余剰物質（excess 
material」に関しては、検証に係る課題の指摘はあるものの、保有国がそれを申告し、当該物質を不可

逆的に検証措置の下へ置く必要があるとの見方が強いようである 17。 
条約が対象とすべき核物質の範囲に関しては、4 つの案として、①IAEA 検証第 20 条の「特殊核分

裂性物質」に則る、②IAEA 保障措置上の「未照射直接利用物質」を準用する、③条約独自の案とし

て兵器級の高濃度・高純度の核物質を規定する、④交渉過程で条約の範囲や検証上の要請に立脚して

特定の同位体組成を規定するというものが検討された 18。 
検証に関しては、申告されていない物質の生産を検知・抑止するために、チャレンジ査察のような、

定期査察外の枠組みが必要との認識では概ね一致が見られた模様である 19。また、禁止されない軍事

利用目的のものとされた分裂性物質に関して、その転用を防止するための検証措置を設けなければな

らないものの 20、機微情報に配慮した有効な検証措置を構築する必要性が認識されており、IAEA 保

障措置協定 14 条や追加議定書の管理アクセス（managed access）の規定が参考になるとの指摘も出さ

れている 21。 
なお、先述の 2015 年 12 月の総会決議の中には、事務総長に対して、この GGE の報告書に関する

加盟国の見解を求めるよう要請する内容が含まれている 22。これに沿って提出された、計 17 カ国の意

見表明を、2016 年 8・9 月に事務総長が総会へ提出した 23。 
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３．交渉開始への障害 
 現在では、パキスタンが事実上、単独で FMCT の交渉開始をブロックしている形になっている。前

述のとおり、同国の立場は、条約交渉の対象として、核兵器用核分裂性物質の新規生産分だけでなく、

条約発効以前に生産されたストックも含まれなければ、条約交渉の開始に反対するというもので、ス

トックの対象化は他の国も支持していると主張しているが 24、これに共鳴する非同盟運動諸国も、

FMCT 交渉の開始自体に反対しているわけではない 25。 
 パキスタンは、対立するインドが同国を大きく上回る核分裂性物質を既に保有しているため、条約

発効以前の生産分が対象に含まれなければ、印パ間の核分裂性物質の保有量に不均衡が出たまま状況

が凍結され、「直接の安全保障上の懸念」が生じると主張する 26。核弾頭製造能力の格差に繋がる核分

裂性物質保有量の差へのパキスタンの懸念は根深い。同国は 2000 年代後半から、クシャブの原子力施

設の兵器級プルトニウム生産能力を急激に拡張してきたが、これは恐らく 2000 年代半ばに、核実験直

後に設定された必要弾頭数の見積もりを改訂したことを受けており、その背景の一つが米印原子力協

力の意向の発表であったとされる 27。パキスタンは、米印協定や続く NSG の例外化措置によって、イ

ンドは輸入した核分裂性物質を民生利用に振り向け、本来は民生利用に充当せねばならなかった、国

内で生産した分裂性物質を、核兵器の製造に利用できるようになるとの懸念を抱いた 28。 
 ところが、現存の核分裂性物質保有量と生産能力を見る限り、パキスタンの懸念は完全に現実に立

脚したものとは言い難い。2014 年時点で、インドは兵器級プルトニウムを約 600kg 保有しているのに

対し、パキスタンは約 170kg の兵器級プルトニウムと、約 3.1t の高濃縮ウランを保有する 29。ここか

ら理論上製造可能な核弾頭数は、インドが 120 個に対してパキスタンが 240 個であり、現有の核分裂

性物質生産能力は、これにインドで年に核弾頭 2～5 個相当、パキスタンでは年に 14～27 個を追加で

きる 30。要するに、印パ間の不均衡はむしろ逆転しているのである。それにもかかわらずパキスタン

が懸念を抱き得るとすれば、インドが原潜の燃料用との位置づけで保有している高濃縮ウランや、兵

器製造には向かないが戦略備蓄と位置づけられている 3.4t の原子炉級プルトニウム、さらには試験用

高速増殖炉のような潜在的な核分裂性物質生産能力を計算に含めていることが考えられ得る 31。 
 ただ、パキスタンの反対姿勢の背景は恐らくより複雑である。印パ間の核分裂性物質保有量のバラ

ンスがどうあれ、インドの限定通常戦争ドクトリンを受けて核戦略・核態勢を変化させたことに加え、

インドのミサイル防衛が計算に入ってきたこともあり、パキスタンとしては、対印通常戦争抑止を確

立する上で、比較的多くの核弾頭が必要と認識し、これが分裂性物質の生産に関する同国の計算に影

響していると考えられる 32。また、パキスタンには、インドばかりが優遇され自国が標的にされてき

たとして、軍縮・不拡散レジーム全体に対する不信感が根強く、それが FMCT への姿勢に反映されて

いる面も否めない。この点は、FMCT はパキスタンを狙い撃ちにしているとの軍トップの発言や 33、

同国の軍縮代表部大使がインタビューの中で、交渉のマンデートが曖昧なままでも、インド同様の

NSG の例外化措置が受けられれば交渉に入る用意があると明言し、それは具体的に核分裂性物質の不

均衡に関する懸念の緩和に繋がるという点よりも、インドと対等に扱われるという原則の問題ゆえ重

要と述べていたことなどからも窺えよう 34。だが、これらの点までを勘案すると、パキスタンの姿勢

を変えることに相当の困難が伴うことは想像に難くない。 
 なお、パキスタンが条約交渉入りを容認することがあったとしても、その後の交渉でスポイラーと

なる可能性がある。引き続き条約発効以前の生産分を対象に含めるよう主張しても、それは他の核保

有国が拒否しているし、一方で仮にそれが実現すると、各国は保有する核兵器に含まれる核分裂性物

質の量や、ストックパイル中の核兵器の数を申告し検証措置を受けることになり、これはパキスタン
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の抑止の柱である曖昧性を損なわせることから、パキスタンが真剣にそうした条約の成立を望んでい

るとも思われないのである 35。 
 
おわりに‐FMCT 交渉の行方‐ 
 パキスタンの反対でCDでの進展が見通せない中、様々な努力が模索されてきた。2010年には既に、

米英豪による FMCT 交渉の場を国連総会に移すべきとの主張や、CD のコンセンサス要件を見直すべ

きとの我が国やカナダの提案が出された 36。CD ハイレベル会合で、FMCT 交渉開始の目途が立たな

い場合には、我が国は他の賛同国と、条約交渉の場の提供などを行う用意があるとの前原外相提案が

出されたのもこの年である。2015 年の NPT 運用検討会議でも、軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）
が提出したワーキングペーパーで、FMCT の交渉の即時開始を呼びかけるべきであるとした中で、交

渉の場については「望ましくは CD（preferably in the Conference on Disarmament）」と表現され 37、デ

ンマークなど北欧 5 カ国は、FMCT を含め CD が結果を出せていない状況に鑑み、総会や補助機関、

専門家グループなど国連の軍縮関連組織全体の利用を推奨した 38。一方で、GGE の報告書に対する中

国やインドの意見表明書にも見られるように、あくまでシャノン報告書に基づき CD で交渉すべきと

の意見も強い 39。 
 他方、条約の内容をいかにすべきであるかという点での本格的な検討も、今後の大きな課題であろ

う。パキスタンを除く核保有国が、条約発効以前に生産された核分裂性物質を条約の対象に含めるこ

とに反対しているのは先述のとおりであるが、非同盟諸国は過去の生産分を廃棄すべきと主張してい

る 40。検証措置に関しても、今後解決すべき技術的・手続的課題が多い。たとえば、核兵器国が運用

する、従来は IAEA の保障措置下になかった再処理施設に関して、設計情報検認（design information 
verification）などの手法が利用できない場合の対応や、かつて HEU の濃縮を行っていた施設で、残存

する粒子の問題をクリアする手法、そして艦船の燃料用の HEU など、禁じられていない軍事利用を

目的とした核分裂性物質に関して、機微情報の保護に配慮した検証措置をいかに構築するかといった

問題がある 41。 
 こうした中、2016 年 12 月に国連総会で採択された決議は、一つの転機になる可能性がある 42。こ

れは国連事務総長に対し、将来の交渉での立場に関わりなく選ばれる 25 カ国に、コンセンサス・ルー

ルの下で、FMCT の内容に関して検討し勧告を行うハイレベル専門家準備グループを設置し、2017 年

と 2018 年に各二週間の会合を開かせるよう要請したものである。同時に、この準備グループの議長に

対して、2017 年と 2018 年にそれぞれ、全加盟国が意見交換を行い上記準備グループの議論の参考と

するための、オープンエンド非公式協議を実施することを求めている。 
依然として先行きが見通しがたい FMCT であるが、基本的な事実に目を向ければ、NPT 上の 5 核兵

器国（N5）は既に核兵器用の核分裂性物質の生産を停止し、中国以外は生産モラトリアムを宣言済み

でもある。また、核軍縮・核不拡散の両方に資するという同条約の重要性は過小評価されてはならな

いし、加えて非核兵器国だけでなく核兵器国にも制約をかけるという点で、NPT が持っていた、同条

約の下で核兵器の保有を認められた国とそれ以外の国の間にある差別性を低減する、一つのステップ

としての意義もある 43。そうした FMCT の意義があらためて各国に認識され、進展が見られるのを期

待するところである。 
 

（栗田 真広） 

63



                                                   
1 Sharon Squassoni and, Andrew Demkee, and Jill Marie Parillo, Banning Fissile Material Production for Nuclear Weapons: 
Prospects for a Treaty (FMCT), Congressional Research Service, July 14, 2006, p.1. 
2 A/RES/48/75, December 16, 1993. 
3 CD/1299, March 24, 1995. 
4 NPT/CONF.1995/32 (Part I), 1995, p.10. 
5 NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II), 2000, p.14. 
6 U.S Government Approach to the Fissile Material Cut-off Treaty (FMCT), U.S. Department of State, October 16, 2004, at 
https://2001-2009.state.gov/t/ac/rls/rm/2004/37639.htm. 
7 CD/1777, May 19, 2016. 
8 The White House, Remarks by President Barack Obama in Prague as Delivered, April 5, 2009, at 
https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/remarks-president-barack-obama-prague-delivered. 
9 NPT/CONF.2010/50(Vol.I), 2010, p.23. 
10 NPT/CONF.2015/R.3, May 21, 2015, p.24, para.154 (6). 
11 CD/2020, April 13, 2015. 
12 A/RES/70/39, December 11, 2015. 
13 A/70/PV.67, December 7, 2015, pp.13-14. 北朝鮮、イラン、イスラエル、シリア、エジプトが棄権した。 
14 A/RES/67/53, January 4, 2013. 
15 CD/2023, June 24, 2015, pp.11-13, paras.14-18, 22-23. 
16 Ibid., pp.12-13, para.22. 
17 Ibid., p.13, para.25. 
18 Ibid., pp.14-15, paras.29-34 
19 Ibid., p.21, para.61. 
20 Ibid., p.12, para.21. 
21 Ibid., p.19, paras.53-54. 
22 A/RES/70/39, December 11, 2015. 
23 A/71/140/Rev.1, August 19, 2016; A/71/140/Rev.1/Add.1, September 9, 2016. 
24 CD/2036, August 24, 2015, p.2, para.14. 
25 日本国際問題研究所軍縮・不拡散センター『2016 年版ひろしまレポート：核軍縮・核不拡散・核セキュリティを巡

る 2015 年の動向』2016 年、49 ページ。 
26 Statement by Ambassador Zamir Akram, Permanent Representative, at the Conference on Disarmament, June 5, 2014. 
27 Michael Krepon, “Pakistan’s Nuclear Strategy and Deterrence Stability,” in Michael Krepon and Julia Thompson, eds., 
Deterrence Stability and Escalation Control in South Asia, Stimson Center, December 2013, pp.48-49; Feroz Hasssan Khan, Eating 
Grass: The Maling of the Pakistani Bomb, Stanford University Press, 2012, p.395. 
28 Tom Z. Collina and Daniel Horner, “The South Asian Nuclear Balance: An Interview with Pakistani Ambassador to the CD Zamir 
Akram,” Arms Control Today, Vol.41, No.10, December 2011, 
https://www.armscontrol.org/act/2011_12/Interview_With_Pakistani_Ambassador_to_the_CD_Zamir_Akram. 
29 Zia Mian and Alexander Glaser, Global Dissile Material Report 2015: Nuclear Weapon and Fissile Material Stockpiles and 
Production, presentation at NPT Review Conference, May 8, 2015, United Nations, New York, p.22, 
http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf. 
30 Toby Dalton and Michael Krepon, A Normal Nuclear Pakistan, Carnegie Endowment for International Peace, 2015, pp.18-22. 核
弾頭 1 個あたり、HEU で 15kg、プルトニウムで 5kg として計算している。 
31 Ibid. さらに言えば、各国とインドの原子力協力の下でのモニタリングが不十分なために、民生用の核分裂性物質が

軍事利用に振り向けられる、とも主張している。Collina and Horner, supra note 28. 
32 Zafar Khan, “Pakistan’s Minimum Deterrence and its Policy Approach toward Fissile Materials: Security Concerns and the 
Region’s Changed Strategic Environment,” The Korean Journal of Defense Analysis, Vol.26, No.1, March 2014, pp.56-57; Zahir 
Kazmi, “Normalising Pakistan,” International Institute for Strategic Studies, May 21, 2014, 
https://www.iiss.org/en/iiss%20voices/blogsections/iiss-voices-2014-b4d9/may-5382/normalising-pakistan-a5df. 
33 Inter-Service Public Relations (ISPR), Press Release, No. PR235/2010-ISPR, June 17, 2010, 

64

https://2001-2009.state.gov/t/ac/rls/rm/2004/37639.htm
https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/remarks-president-barack-obama-prague-delivered
https://www.armscontrol.org/act/2011_12/Interview_With_Pakistani_Ambassador_to_the_CD_Zamir_Akram
http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf
https://www.iiss.org/en/iiss%20voices/blogsections/iiss-voices-2014-b4d9/may-5382/normalising-pakistan-a5df


                                                                                                                                                               
https://www.ispr.gov.pk/front/main.asp?o=t-press_release&id=1333&search=1. 
34 Collina and Horner, supra note 28. 
35 Dalton and Krepon, supra note 30, pp.23, 44n82. 
36 Nuclear Threat Initiative, “CONFERENCE ON DISARMAMENT (CD): Overview,” October 26, 2016, 
http://www.nti.org/learn/treaties-and-regimes/conference-on-disarmament/. 
37 NPT/CONF.2015/WP.16, March 20, 2015, p.5, para.12 (a). 
38 NPT/CONF.2015/WP.15, March 13, 2015, p.3. 
39 A/71/140/Rev.1, August 19, 2016, pp.4-6. 
40 NPT/CONF.2015/WP.13, March 10, 2015, p.4, para.19. 
41 Frank N. von Hippel, “Scope and Verification of a Fissile Material (Cutoff) Treaty,” AIP Conference Proceedings: Nuclear 
Weapon Issues in the 21st Century, 2014, pp.200-205. 
42 A/RES/71/259, January 11, 2017, pp.2-3. 
43 Christopher F. Chyba, Chaim Braun, and George Bunn, “Strategies for Tackling Proliferation Challenges,” in George Bunn and 
Christopher F. Chyba, eds., U.S. Nuclear Weapons Policy: Confronting Today’s Threats, Brookings Institution Press, 2006, p.182. 

65

https://www.ispr.gov.pk/front/main.asp?o=t-press_release&id=1333&search=1
http://www.nti.org/learn/treaties-and-regimes/conference-on-disarmament/


第 11 項： 核兵器の役割低減 

 

はじめに 

 1995 年に NPT が無期限延長された際、核兵器国は核兵器削減のための努力を実施することを約束

したが 1、それが果たされないまま 2000 年の NPT 運用検討会議を迎え、核兵器国と非核兵器国は、

核兵器の安全保障政策における役割を削減し、リスクを最小限にして、その兵器（核兵器）が二度と

使用されず、完全な削減へのプロセスを促進するとしている 2。この点は、2010 年運用検討会議でも

確認されている。この内容は、NPT 第 6 条（核軍縮）の下の措置と規定されており、NPT 締約国の核

軍縮に対する現実的なステップの一つと位置付けられる。 

 核兵器が使用される蓋然性を減少させることは、核軍縮の環境整備を実現するための重要な手段で

ある。核兵器の役割低減には、核保有国の運用政策を変更する方法や、宣言政策により核兵器の軍事

的役割を修正する方法、更には即応体制の変更や、非核兵器地帯条約などにより核兵器国に条約上の

義務を課すなど、様々な方法が想定される。ただし、これら手段を実現するための法的な規定が存在

するわけではなく、NPT 運用検討会議でも合意に至っていない。また、これら手段の多くは宣言政策

であり、政治的な状況によって可逆的に変化する可能性が否定できない。 

この問題は、軍縮・不拡散イニシアチブ（Nonproliferation and Disarmament Initiative: NPDI）によ

っても扱われ、2012 年に 2015 年運用検討会議の第 1 回準備委員会に提出したワーキング・ペーパー

では、核兵器国の核軍縮報告フォームのなかで、核兵器国自身が「軍事及び安全保障政策のコンセプ

ト、ドクトリン、政策における核兵器の役割を低下させるためにとった手段」を明確にするよう求め

ている 3。更に、第 2 回準備委員会にもワーキング・ペーパーを提出し、2015 年運用検討会議では、

安全保障戦略・軍事ドクトリンにおける核兵器の役割・意義の削減、 全ての核兵器国が，NPT 上の

不拡散義務を遵守している非核兵器国に対して，核兵器を使用しないことを改めて誓約すること、新

たな核弾頭を開発しないこと、NPDI が提示した報告フォーム案を参考に核兵器の役割低減について

報告すること、そして軍縮不拡散教育の推進に合意するよう呼び掛けている。 

 しかし、核兵器の使用は政治的な行為である軍事力の行使の一つの手段であり、その役割を低減す

ることも、政治的な動機に左右されることは留意すべきであろう。 

 

１．核兵器の役割低減：ドクトリンと政策 

 核兵器の役割低減を進める上で、まず核兵器保有国がどのような状況で核兵器の使用を想定してい

るか考察する必要がある。 

 米国は，2010 年の核態勢見直し（Nuclear Posture Review: NPR）で、自国に対する攻撃に対する抑

止と、同盟国や友好国の安全を守るために核兵器を使用すると明言している 4。冷戦期において米国

は、ソ連とワルシャワ条約機構軍による大規模侵攻に対して核兵器を使用する権利を留保し、クリン

トン政権までは核兵器以外の大量破壊兵器に対しても使用する可能性を否定していなかった。しかし、

GW ブッシュ政権以降は、ミサイル防衛の整備や、通常兵器の非対称の優位を獲得したため、核兵器

の使用を選択肢から排除している 5。NPR によると、米国は消極的安全保証を重視し、NPT やその他

の不拡散の規範やルールを順守している国に対しては核兵器の使用や威嚇を行わないとしている。結

果的に、米国は後述する核兵器の唯一目的化に、事実上近い政策を採用していることになる。 

 これに対してパキスタンやロシアは、周辺国や近傍国からの安全保障上の脅威に、通常兵器で十分

に対応できないため、それぞれが許容できるレベル以上の攻撃を受けた場合に核兵器の使用を検討し
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ており、米国のように唯一の目的化に近づくことは困難である。ロシアも 2010 年に戦略文書を発表し

ているが、そこではロシアに対する通常兵器による攻撃により、国家の存亡が危機に瀕した際に核兵

器を使用するとしている 6。この二国を含め、イギリスやフランス、更には中国も、政策として核兵

器を使用する状況を説明しているが、いずれも曖昧な表現を使用しており、米国が含まれるNATO の

2012 年の戦略文書でも、核兵器が使用される状況は極めて稀であるとしている。 

 

２．核兵器の役割低減：唯一目的化と先制不使用 

 宣言政策の一つとして核兵器の役割低減を可能とするのが、核兵器の「唯一目的化」である。核兵

器の使用目的を、核兵器が使用されたことに対する報復攻撃に限定することにより、通常戦争が核兵

器の応酬に至るエスカレーションを管理し、核戦争の蓋然性を核兵器国間（もしくは核兵器保有国と

核兵器国との戦争）に限定することで、非核兵器国が核兵器の第一撃に怯えることがない状態を作り

出すことが可能になる。核の「唯一目的化」を実現することにより、核兵器国が同盟国に提供してい

る「核の傘（拡大抑止）」においても、同盟国が直面する可能性がある核兵器の行使に至らないあらゆ

る武力攻撃に関連する事態において、核兵器国が核兵器で報復もしくは懲罰的行動をとらないことを

保証することで核の脅威を下げる効果が生まれる。 

 その反面、核兵器による攻撃がないことを相手国が理解するのであれば、相手国側には、あえて挑

発行動や限定的な武力攻撃を繰り返し、戦略的な利益を実現する誘因が高まることになる。そこでは、

いわゆる「セキュリティ・インセキュリティ・パラドックス」の状況が生まれ、限定戦争や「グレー・

ゾーン」事態が増加し、かえって不安定を招くとの指摘も存在する 7。 

しかし、「唯一目的化」を宣言することにより、核兵器国は相互又は核兵器保有国との間の戦略的

安定性に関心を集中させることができるため、必要な核兵器の数を減らすことができるとの理論的結

論には妥当性がある。 

宣言政策として同様の効果が期待できるのが、「核兵器の先制不使用（no first use）」である。2016
年 7 月の『ワシントン・ポスト』紙の報道で、オバマ政権が「核兵器なき世界」に向けた政権最後の

イニシアチブとして、核の先制不使用を宣言することを検討していると報じられた 8。オバマ政権は

同盟国の安全保障上の懸念を考慮し、先制不使用を宣言することはなかった。宣言を断念した理由の

一つは、同盟国に対する拡大抑止の弱体化に対する懸念である 9。この宣言は核軍縮に向けた環境整

備に貢献する可能性があるが、同時に同盟政策に重要な影響が及ぶことを強く印象付けた。 

 核兵器の先制不使用は、戦略論的には先行不使用とも表現される。先制不使用は、狭義には核によ

る第一撃を実施しないことを意味し、冷戦期より米ソ間で先制不使用の政治宣言は繰り返し行われて

きた。しかし、その後の研究で、ソ連は先制不使用を宣言しながら運用政策上は核兵器による第一撃

を想定していたため、米国内ではこの言葉に対する幻滅が広がり、「唯一目的化」で実質的に先制不使

用を表明する方が好まれる結果となった。 

 核不拡散軍縮国際委員会（ICNND）は 2010 年に核兵器国が相互に先制不使用を宣言することで、

各国の核軍拡のインセンティブを下げることの重要性を強調しており、多くの研究者も先制不使用宣

言の軍縮に与える効果を強調している 10。しかし、NPT や START で削減対象となっている戦略核と

は異なり、米露が保有している戦術核の使用方法を考えると、先制不使用宣言には容易ではないこと

がわかる。特に広大な陸上国境を有するロシアにとって、陸上兵力による侵攻を効率的に撃退するた

めには、紛争の早期の段階で戦術核を使用するのは合理的な行動となる。また、NATO においても、

東部方面からの侵略を撃退し、場合によっては米国の拡大抑止の信頼性を担保する上で、戦術核の使
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用はその保障措置となる。 

 2016 年にオバマ政権が先制不使用の宣言をあきらめた際、一番大きな要因が同盟国の信頼の喪失で

あったという指摘がなされていることを考えると、核不拡散を推進する意味においても、また戦略的

安定性を維持し、同盟国に対する拡大抑止の提供という意味においても、宣言政策として先制不使用

を採用するハードルは高いといえるであろう。先制不使用は核兵器国相互に宣言し、その検証手段を

整備しなければ、逆に戦略的安定性を損なう可能性がある。2015 年運用検討会議当時や、その後の戦

略環境の変化を考えると、中国の海洋進出の活発化や、ロシアのクリミア併合など、拡大抑止の信頼

性が問題になる事態が頻発しており、そこで先制不使用を宣言することの妥当性が問われている 11。

このため、先制不使用宣言は核兵器の役割低減に貢献するのは事実だが、それをどのタイミングで実

施するかが問題となっているのである。 

 

３．核兵器の役割削減：核兵器と通常兵器のバランス 

 核兵器を通常兵器で代替できるかどうかという問いには、明確な回答がない。例えば、オバマ政権

のリバランス政策を、通常兵器や外交などの核兵器によらない手段により、全般的な抑止を高めたと

評価することもできるが、逆に、核兵器使用とのリンクが不明確になり、逆に同盟国の不安感を高め

たと評することも可能である。トランプ（Donald Trump）政権がオバマ政権の政策を継承するかどう

か不明であるが、トランプは政権就任直後より、核抑止力の再建を主張しており 12、再びバランスが

核兵器側によるのか、それとも、バランスの問題ではなく、安全保障政策やドクトリンのレベルで変

化があるのか、注視する必要がある。 

 核兵器の役割の低減を条約で担保する手段の一つが、非核兵器地帯（nuclear-weapons-free zone 
(NWFZ)）である。さらに、核兵器国による核兵器の導入（配備・通過・寄港）を禁止する政治宣言

を非核宣言という。いずれも、当該地域や国家内での核兵器の運用を拒否することで、核兵器の役割

を減少する措置となる。（詳細は本編第 7 項参照） 

 

おわりに 

 NPT の関連で考察すると、2015 年の運用検討会議で課題の中心となった、中東地域の非大量破壊兵

器地帯構想に向けた中東会議の開催は、核兵器の役割低減の重要な手段になるだろう。しかし、中東

会議の焦点の一つであるイスラエルは、核兵器保有が指定されており、NPT 締約国ではない。さらに、

インドやパキスタンの核兵器保有や、北朝鮮による核兵器開発・小型化の実現等を考察すると、核兵

器の役割低減には、NPT の強化では不十分であり、なおかつ一般的な解決方法は存在しない。 

 核兵器の役割低減では、政治宣言や条約作成に加え、抑止力を損なわない範囲での具体的措置を実

施する必要があり、その模索を継続する必要がある。 

 

（佐藤丙午） 
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5 Hans M. Kristensen, “Falling Short of Prague: Obama’s Nuclear Weapons Employment Policy,” Arms Control Today, September 4, 

68

https://unoda-web.s3-accelerate.amazonaws.com/wp-content/uploads/assets/WMD/Nuclear/1995-NPT/pdf/1995-NY-NPTReviewConference-FinalDocumentDecision_2.pdf
https://unoda-web.s3-accelerate.amazonaws.com/wp-content/uploads/assets/WMD/Nuclear/1995-NPT/pdf/1995-NY-NPTReviewConference-FinalDocumentDecision_2.pdf
https://www.defense.gov/Portals/1/features/defenseReviews/NPR/2010_Nuclear_Posture_Review_Report.pdf


                                                                                                                                                                      
2013, https://www.armscontrol.org/act/2013_09/Falling-Short-of-Prague-Obamas-Nuclear-Weapons-Employment-Policy 
6 http://carnegieendowment.org/files/2010russia_military_doctrine.pdf 
7 Guy B. Roberts, “America Must Be Ready to Nuke First,” National Interest, Aug 3, 2016, 
http://nationalinterest.org/print/feature/america-must-be-ready-nuke-first-17233;  
8 Josh Rogin, “Obama plans major nuclear policy changes in his final months,” Washington Post, July 10, 2016. 
9 Josh Rogin, “U.S. allies unite to block Obama's nuclear 'legacy',” Washington Post, Aug 14, 2016. 
10 核不拡散・核軍縮に関する国際委員会（ICNND）、『核の脅威を絶つために：世界の政策立案者のための実践的な計

画』（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/icnnd/pdfs/all.pdf） 
11 Gordon G. Chang, “Declaring a no-first-use nuclear policy would be exceedingly risky,” Bulletin of Atomic Scientist, July 27, 
2016, http://thebulletin.org/declaring-no-first-use-nuclear-policy-would-be-exceedingly-risky9689 
12 http://www.reuters.com/article/us-usa-trump-exclusive-idUSKBN1622IF 

69

https://www.armscontrol.org/act/2013_09/Falling-Short-of-Prague-Obamas-Nuclear-Weapons-Employment-Policy
http://carnegieendowment.org/files/2010russia_military_doctrine.pdf
http://nationalinterest.org/print/feature/america-must-be-ready-nuke-first-17233
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/icnnd/pdfs/all.pdf
http://thebulletin.org/declaring-no-first-use-nuclear-policy-would-be-exceedingly-risky9689
http://www.reuters.com/article/us-usa-trump-exclusive-idUSKBN1622IF


Column： 核兵器の先制不使用・先攻不使用 

 ······································································································································  
 核兵器国が、核兵器に対する攻撃に対する反撃手段に限定した目的で核兵器を使用することを、先

制不使用「ノー・ファースト・ユース（no first use）」、先攻不使用という。これらは政治宣言であり、

実際の作戦計画に基づいた措置ではない。さらに、同じ政策を異なった言葉で表現するように、事態

の文脈によって用語が異なるのが特徴である。先制不使用は、相手国の核以外の大量破壊兵器や通常

兵器に対する報復手段として核兵器を使用しないとするもの、そして先攻不使用は、敵の核攻撃の機

先を制する先行的使用（preemptive strike）手段として核兵器を使用しないものである。 
 先制不使用宣言は、核兵器の使用を、核兵器による第一撃を受けた後の第二撃に限定するものであ

り、もし核兵器国が相互にこれを宣言するのであれば、核の脅威は大幅に削減される可能性がある。

しかし、この宣言は、「最初に軍事力を使用」しないことを表明するものではなく、あくまで最初に核

兵器を使用しないという、限定された意味しか持たないため、この宣言が抑止力を損なうとの意見も

ある。 
特に、冷戦期の北大西洋条約機構（NATO）のように、ワルシャワ機構軍の通常兵器に対して劣勢

である場合、通常兵器による侵攻に対して核兵器の使用の可能性を残しておくことは、死活的に重要

であった。現在のロシアは、侵略に対して核兵器の使用を選択肢としており、先制不使用は選択肢と

なっていない。これに対し、中国は『中国の軍事戦略』（2015 年）において、非核兵器国や非核地帯

に属する諸国に対して、核兵器の先制的な使用や威嚇を行わず、その役割を核攻撃に対する報復手段

に限定するとしている。ただし、核攻撃に対する反撃の対象は核兵器国に限定するとは表明しておら

ず、相手国側の同盟関与への対抗手段として核兵器を非核兵器国に先制的に使用する可能性は排除し

ていない。一方で、中国の宣言政策が、運用政策と同一である確証はなく、実際に先制不使用が維持

されているかは不明である。米国は、オバマ政権の最終年に、「ノー・ファースト・ユース」を宣言す

ることを検討したが、抑止力の後退を懸念する国内外の声に押されて、宣言を断念している。 
 核兵器を最初に使用しないという意味での「ノー・ファースト・ユース」は、自分が最初に核兵器

を使用しない限り、核兵器による報復を避けることができるため、核抑止の安定性を高める。核兵器

国同士であれば、その相互の宣言は安定性を高める上で重要な役割があり、核兵器保有国にしてみて

も、核兵器国もしくはそれらの国の拡大抑止の下にある国との関係において、特に危機における安定

性を向上させる効果が期待できる。 
 しかしこの政策は、危機の進展の中で、別個の戦略的な意義が生じる。第一に、核兵器以外の大量

破壊兵器やテロなどに対し、核兵器の使用を考慮することで抑止効果が期待できる場合があり、その

際には先制的もしくは先攻的に使用する選択肢が必要となる（先制不使用も先攻不使用も考慮しない

もの）。第二に、通常兵力で劣勢の場合、核兵器で反撃する選択肢を保存しておくと、相手国は核兵器

による反撃を警戒して、通常兵器による攻撃を抑制する可能性がある（先攻不使用は守るが、先制使

用を宣言するもの）。第三に、核兵器国同士の関係で、核兵器を先制的に使用する選択肢を持つことで、

拒否的抑止能力を重視するというものもある。 
 これらに加え、第四に、報復的手段としての核兵器の使用が検討される場合がある。2014 年のロシ

アによるウクライナの問題への介入の際、NATO 内ではロシアによる通常兵器侵攻事態の検討がなさ

れ、結果的にはロシア軍のバルト海までの進出を通常兵器で防止することはできない、という結論に

至ったとされる。この場合には、核兵器による報復的な戦術目標に対する攻撃が必要となり、冷戦期

の制限戦争論が再び検討されることになる。ただし、戦術目標に対する核兵器による攻撃の選択肢を
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残しておくことが、抑止効果を高めるかどうか証明できない。 
 米国にとって、核兵器による第一撃の選択肢は、冷戦期から今日まで通じる政策であり、これを放

棄することのリスク計算は困難であろう。また、ロシアや中国にとっても、事情は同じである。NPT
では、先制不使用が呼びかけられると共に、核兵器の唯一目的化（核兵器の使用は核攻撃を受けた後

の報復手段に限定）が検討されたこともある。さらに、宣言政策としての先制不使用の意義を問う声

も存在する。このため、理論的には核軍縮に貢献する可能性があるが、政策的な意義についてさらに

検討を重ねる必要がある。 
（佐藤丙午） 
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第 12 項： 核リスク低減（警戒態勢解除）

はじめに

 冷戦期から今日に至る、核兵器による相互抑止を維持した態勢の下では、抑止力の信頼性を担保す

るために、核兵器の警戒態勢を、数分以内に攻撃を可能とする、いわゆる「ヘア・トリガー・アラー

ト」と呼ばれる即時対応体制に維持することが必要であった。この態勢により、相手側の第一撃が到

着する前の反撃が可能となり、相手の大規模な第一撃で自国の指揮統制システムや政治中枢部が破壊

される事態が発生する前に反撃することが可能になる（launch on warning）1。 
この態勢を相互に維持することが、相互確証破壊（Mutual Assured Destruction; MAD）の基本的構成

要素の一部であった。冷戦が終了した後も、米露は自動的な指揮統制システムと早期警戒体制（レー

ダーや衛星を使用した）を維持し、警戒態勢は高度なレベルで推移してきた。しかし、即時対応体制

は、機器などの故障、誤情報による誤射などのリスクがあり、相互抑止体制の脆弱な部分であった。

事故や誤情報による偶発的核戦争のリスクへの懸念から、NPT においても、2010 年運用検討会議では

米露の相互の標的の解除や、公海上のポイントを標的に設定して、偶発的核戦争が破滅的事態になる

ことを防止しようとしてきた。

１．De-Alerting Group の活動：2000 年から 2015 年運用検討会議へ 
核兵器国の警戒態勢の解除は、NPT における重要な論点の一つであった。2015 年運用検討会議でも、

主要委員会Ⅰで取り上げられ、2015 年 5 月 1 日にチリのバロス（H.E. Cristián Barros）国連大使が、警

戒態勢解除グループ（De-alerting Group）を代表して核兵器システムの即応体制の解除に関する作業文

書を提出している。警戒態勢解除グループは、マレーシア、ニュージーランド、ナイジェリア、スウ

ェーデン、スイス、チリから構成され、2007 年より活動している。作業文書提出の際、バロス大使は

START 交渉の結果、配備核兵器数が 1800 程度に削減されたものの、核兵器の運用では誤作動や無許

可の攻撃、事故などの可能性が否定できず、その場合、少量の核兵器であっても人道的に許容しがた

い被害が生じる可能性があると指摘した 2。この危機を回避するためには、新アジェンダ連合（New 
Agenda Coalition: NAC）3や NPDI（本編第 21 項 NPDI を参照）なども言及しているように、核兵器の

廃絶しか方法はないと主張しているのである。

警戒態勢解除は、2000 年運用検討会議で NAC が提唱し、最終文書に編入された核軍縮と不拡散の

「13 の現実的なステップ」の 9 番目のステップで、核兵器国が実施すべき措置の一つである 4。2000
年運用検討会議の最終文書では、「核兵器の運用態勢の縮小に関する確実に合意された措置」と記載さ

れ、核兵器国の行動目標の一つとされている。この問題は 2010 年運用検討会議の最終文書の行動計画

では、アクション 5 として、「核兵器システムの即応体制の更なる縮小は、非核兵器国の正当な利益と

考慮する」とされている 5。ただし、前述のバロス大使の発言にもあるように、警戒態勢は核兵器国

の安全保障政策上の考慮に基づくものであり、NPT の行動計画に記載されても実効力がなく、2010
年以降、明確な変化は認められていない。

その状況を踏まえ、警戒態勢解除グループは二つの提案を行っている 6。第一は、NPT の主要委員

会で、高度警戒レベルと核兵器による破滅的な人道被害のリスクとの間の関係をふまえ、核兵器の即

応体制の縮小が核軍縮と不拡散において重要な意味を持つことを認識するということである。警戒態

勢の解除は、すべての軍事及び安全保障概念やドクトリン、政策において、核兵器の役割と重要性を
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一層削減することに貢献する 7。第二に、NPT において、第 6 条（核軍縮義務）と 2010 年の行動計画

のアクション 5 の完全履行に必要な措置に関する、次期運用検討会議のサイクルにおける検討課題に

おいて、具体的な警戒解除措置について合意を得るべきであるとしている。特に、それには、即応体

制が引き起こす危機への留意、信頼醸成措置、そして事故・無許可・偶発的な発射の防止措置などが

含まれる 8。 
NAC が 2014 年に準備委員会に提出した作業文書によれば、第 6 条の履行措置として、核兵器禁止

条約の批准発効（Option1）があり、その核兵器削減の段階的措置として、（１）警戒態勢の解除、（２）

配備核兵器の撤去、（３）運搬手段から核弾頭の分離、（４）弾頭の無効化、そして（５）ピットの除

去と破壊及び核分裂物質の国際管理への移行、としている 9。 
NPDI は、2013 年の閣僚会合後の共同ステートメントで警戒態勢の解除に言及しており 10、さらに、

2014 年の第三回準備会合に警戒態勢の解除について、作業文書を提出している 11。2014 年の作業文書

では、即応体制の緩和も核兵器の役割低減の重要な手段であり、重要な信頼醸成措置になるとしてい

る。その上で、NPDI は 2015 年運用検討会議に向けて、(a)核兵器国による、単独もしくは地域的な取

り組みを通じた 2010 年の行動計画の 5 (e)と 5 (f)の履行、(b)核兵器国による 5 (e)と 5 (f)の履行に関す

る情報更新、(c)NPT に参加していない核兵器保有国が、当該核兵器の警戒態勢解除を段階的に進める

ことの重要性を強調、とある。

２．警戒態勢解除と国際情勢

 警戒態勢の解除（即応体制の緩和）は、核兵器国による安全保障政策上の利害に左右されるため、

NPT の準備会合や運用検討会議で各国が言及し、また過去の最終文書でその重要性が確認されたとし

ても、核兵器国の政策の変更なしに措置が採用されるものではない。過去の最終文書や会議の途中の

作業文書でも、提案は核兵器国による国際社会の平和と安定に対する貢献を前提にしており、核兵器

の警戒態勢が安全保障上不可欠とみなされる以上、簡単に政策が変化するものではない。

 また、警戒態勢がどのようなレベルにあるか、各国の戦略や政策に透明性があるものでもなく、た

とえ宣言政策のレベルで警戒態勢の解除を表明したとしても、それを査察することが困難である以上、

解除されたことを外部から証明することも難しい。このため、警戒態勢解除クループなどが作業文書

を通じて言及するように、2010 年運用検討会議の作業計画のアクション 5(e)(f)の執行は、「単独、二

国間、地域的」に実施することが求められているのである 12。 
米国とロシアの核兵器は、陸上配備の ICBM について警戒態勢を解除しておらず、潜水艦発射の

SLBM についても、即応体制を維持している。全米科学者連盟（FAS）のクリステンセン（Hans M. 
Kristensen）核情報プロジェクト代表は、冷戦終了後、ロシアは一部の長距離爆撃機や戦術核兵器の即

応態勢の解除を行ったが、それ以後大きな変化は見られないとしている 13。この態勢が必要な理由は、

ロシアと米国が相互の報復攻撃に脅威を感じることなく、大規模な第一撃を仕掛ける可能性が存在す

るためである。一例を考えると、米国の ICBM が警戒態勢にある理由は、米国の ICBM は固定サイロ

に格納されており、場所はロシア側に特定されているため、精密な標的が可能であるという事情があ

る。固定標的に対する攻撃が想定される場合、破壊される前に攻撃した方が合理的である。しかし、

現実には米露双方は SLBM 等による第二撃能力を維持しており、このシナリオが発生する蓋然性は低

い。

このため、警戒態勢の解除について、元政府高官を含め、多くの関係者が警戒態勢と核抑止力の間
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に関係はないと指摘し続けてきた。米国の GW ブッシュ大統領は、候補者時代の 2000 年に「できる

だけ多くの核兵器を高度な警戒状態ヘア・トリガー状態から外す」と言明し、オバマ大統領も、やは

り候補者時代に警戒態勢の解除の必要性を主張している 14。2012 年に FAS が情報公開制度で請求した

政府内での検討文書でも、警戒態勢の解除は抑止力の低下につながらないとしている 15。もし警戒態

勢を維持する必要がなくなるのであれば、事故や、無許可な核兵器の使用（大統領の承認を得ない核

兵器の使用）、サイバー攻撃等による誤作動、人的エラーなどによる、偶発的な核爆発や核戦争の脅威

に対処すべきとなるのは当然であろう。

オバマ大統領は、2010 年の NPR において警戒態勢の解除を表明していた。NPR は「大統領が核兵

器を使用することを考慮する時間を最大化するために、事故や無許可、誤認による核兵器の発射の

可能性をさらに減らす努力は継続されるべきである」としている16。もっとも、オバマ大統領は国連

総会が核兵器の警戒態勢の解除を核兵器国に要請する決議17を採択した際、消極的な姿勢を見せた。

候補者時代の言動と比較して、核兵器を擁する米軍の最高司令官に就任した後は、現状の戦略変更

に消極的になるのは不可避なのかもしれない。さらに今日、ロシアのウクライナ侵攻や ISIL（Islamic 
State in Iraq and the Levant）の台頭、さらには中国の核軍拡の動きなどが顕在化し、警戒態勢の解除

を積極的に進める環境ではなくなったという認識が高まっているようである。

３．警戒態勢の解除と中国要素

 警戒態勢の問題は米ソ及び米露の間で議論されてきたが、近年は中国が抑止力の向上を目的として

「ヘア・トリガー・アラート」への移行を目指していると指摘されている 18。2016 年の SIPRI の年次

報告書によると、中国が保有する核兵器の数は、ICBM や中距離弾道弾を含め、約 260 発といわれて

いる。米中の関係で考えるとき、中国の少ない核兵器の数、投射手段の限定、ミサイルの幾つかが固

形燃料ではなく液体燃料を使用していること、地下式サイロではなく移動式サイロを活用しているこ

と、などの要因により、中国は米国の第一撃で核兵器が無力化される（第一撃ですべて破壊される）

リスクに直面していると感じている。

もちろん中国は潜水艦発射型の SLBM の開発を急ぎ、核兵器の非脆弱化を進めているが（核兵器の

近代化と呼ばれる）、未だに米国に対する有効な第二撃能力を保有するには至っていない。さらに、2016
年に韓国に配備が決定した THAAD、また日米が共同開発を進める SM3-BlockⅡA などの MD 能力の

向上を考慮すると、核抑止の面で急速に劣勢に立たされていると感じるようになっても不思議ではな

い。そうなると、中国の選択肢は、第一撃を受ける前に反撃する警戒態勢を採用するのが合理的とい

うことになる（launch on warning と hair trigger alert）。 
 ただし、米露の警戒態勢は冷戦期を通じて構築したものであり、早期警戒レーダーや分析ソフト、

宇宙からの監視などの情報を、中国が短期的に実現できるものではない。もし中国が警戒態勢を採用

したとして、自国に向かっているミサイルが通常弾頭と核弾頭のいずれを装着しているか判別する能

力があるのか、という疑問は残り、それが偶発的核戦争のリスクということになる。そのような状況

の下で中国が警戒態勢を採用することの意義は大きく、考慮すべき要件が増加する。

おわりに：今後の課題

憂慮する科学者同盟（Union of Concerned Scientists: UCS）は 2016 年に『核戦争のリスクを減らすた

めに（Reducing the Risk of Nuclear War）』を発表し、米露双方が警戒態勢を解くよう呼び掛けている 19。
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UCS の主張は、戦略論で語られる内容と同様に、SLBM による第二撃が担保されている以上、ICBM
の警戒態勢の解除は抑止力とは無関係であるとしている。そして、警戒態勢の維持は、事故などの要

因による偶発的核戦争のリスクを高め、安定性を損なうとしている。UCS の報告書では、警戒態勢の

解除の一例として、既存の核サイロのメンテナンスなどを実施するクルーがサイロ内部にいる状態で

発射なされないように、安全スイッチが存在するので、それを利用して安全モードに切り替えること

で警戒態勢の解除につながることを紹介している。さらに、警戒態勢の強化や緩和を公開の場で行う

ことにより、核兵器国同士の「競争（主に緩和のための）」を煽ることができるとしている。 
 UCS は過去の大統領や政府高官の警戒態勢に関する発言を紹介し、GW ブッシュ大統領とオバマ大

統領を含め、米国政府高官が即応体制を緩和し、反撃に至るまでの時間を確保することで偶発核戦争

のリスクを下げるのを重視してきたことを示している。UCS の問題提起は、政府の最高首脳レベルで

の認識が、なぜ実際の政策に反映されないのか、という点にある。実際に、標的の相互解除は実現し

たが、警戒態勢の危険性を主張する意見は多いにもかかわらず、その解除は実現していない。 
 米露間の警戒態勢の解除は、政策的にも戦略的にも推進する合理的な理由がある。しかし、中国が

警戒態勢を強化し、最小限抑止を求める北朝鮮などの核開発が進展した場合、米国は同時に複数の相

手と対峙する必要に迫られ、戦略的な脆弱性に苦しむ可能性はある。したがって、米国政府が警戒態

勢の解除に消極的な理由も、将来の可能性を考慮したものであるのは間違いないであろう。 
 2016 年の大統領選挙の第三回候補者討論において、クリントン（Hilary Clinton）候補はトランプ

（Donald Trump）候補を批判し、4 分で攻撃可能な米国の核戦力の「核のボタン」をトランプが持つ

のは信頼できない、と発言した 20。この発言により、クリントン候補が国家機密を漏洩したのではな

いかという批判を引き起こし、同時に核兵器の警戒態勢解除問題のデリケートな側面がクローズアッ

プされた。 
 ただし、国際社会の偶発戦争のリスクに晒し続けるのは現実的ではなく、どこまで警戒態勢の維持

が可能か注視すべきであろう。2015 年運用検討会議の、議長サマリーの最終版において、警戒態勢解

除に関する明確な言及は回避され、米国のケリー（John Kerry）国務長官による一般討論演説や、その

他の二国間の共同声明でも警戒態勢の解除への言及は控えられた。これらからも、現実の政策課題の

中で警戒態勢解除の困難さが推察できる。 
 

（佐藤丙午） 
                                                      
1 核戦略の概要については、Lawrence Freedman, The Evolution of Nuclear Strategy, Third Edition (Palgrave, 2003)参照。 
2 http://www.un.org/en/conf/npt/2015/statements/pdf/main_chile.pdf（ワーキング・ペーパー提出時の大使のステートメント） 
3 NAC はブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーランド、南アフリカから構成される。 
4 NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II), P.15. 
5 NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II) 
6 NPT/CONF.2015/WP.21 
7 警戒態勢の解除は、プラグマティクで、暫定的で、実務的な軍縮措置であるともしている。 
8 NPT/CONF.2015/WP.21 
9 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.18, Annex1, Option 1: A comprehensive Nuclear Weapons Convention, 1-(3). 
http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=NPT/CONF.2015/PC.III/WP.18 
10 NPDI は 2013 年 9 月 26 日の閣僚声明においても、警戒態勢の解除が重要であるとしている。NPDI 共同ステートメ

ント（平成 25 年 9 月 26 日）（http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000016129.pdf） 
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11 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.6 
12 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.6, p.2. 
13 Hans M. Kristensen and Matthew McKinzie, “De-alerting nuclear forces,” Bulletin of Atomic Scientists, June 19, 2013, 
http://thebulletin.org/de-alerting-nuclear-forces;  
14 http://www.ucsusa.org/sites/default/files/attach/2015/01/leaders-against-hair-trigger-alert.pdf. 
15 https://fas.org/rlg/de-alerting.htm 
16 US Department of Defense, Office of the Secretary of Defense, Nuclear Posture Review Report, April 2010, pp. 25, 26. 
17 A/RES/63/41 
18 http://allthingsnuclear.org/gkulacki/npt-brief-keeping-chinese-nuclear-weapons-off-hair-trigger-alert 
19 憂慮する科学者同盟は 1969 年に設立された、非営利団体であり、一般市民や科学者など約 10 万人から構成される。

活動の目的は、環境や安全などの問題に対して科学的に分析し、情報公開を進めるという立場をとっている。引用した

報告書は、核リスクの低減を進めるための一連の政策提言の一つであり、具体的な警戒態勢解除方法について科学的な

見地から分析している。 
20 http://transcripts.factcheck.org/final-presidential-debate-unlv/ 
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第 13 項： 核戦力の透明性の向上と NPT 運用検討プロセスの強化 

 
はじめに 
 核兵器国が核戦力の透明性を高めることは、それ自体として核戦力を物理的に削減するものではな

いが、核戦力の現状と核軍縮の進捗を客観的に測るための指標を提供する。それゆえ透明性の向上は、

質的な核軍縮措置の1つとして重視されている。NPTとの関係では、透明性は核兵器国による説明責

任という意味で重要である。すなわち NPT の下では非核兵器国は核不拡散に関して厳格な保障措置

を課されるのに対し、核兵器国は第 6 条の核軍縮義務の履行について何ら具体的な手順規定にしばら

れていない。核兵器国による報告を制度化することは、このような欠陥を補正するものであり、運用

状況を検討（review）するという観点から核軍縮の進捗を検討する土台となるばかりでなく NPT 体制

そのものの信頼性を高めることに貢献する。透明性の向上はまた、諸国間の信頼を醸成し国際的な安

全保障環境の改善にも役立つことが期待される。 
 しかし、核戦力に関する情報の公開は、本来的に核兵器国にとっては安全保障上の観点から消極的

にならざるをえないことである。このジレンマを抱えながら、透明性をめぐる交渉は核兵器国と非核

兵器国の間でくり広げられ、また、NPT 運用検討プロセスの強化との関係で議論されてきた。 
 
１．経過 
 1995 年の NPT 運用検討・延長会議にて運用検討プロセスの強化が決定されたが、その背景には、

NPT の永続性は説明責任を伴うものでなければならない（permanence with accountability）という考え

方があった。そして 2000 年の運用検討会議では、最終文書における 13 項目の核軍縮措置の中で、核

兵器国による透明性の向上（第 9 項目）と全締約国による「定期報告」（第 12 項目）が合意された。 
 2010 年の運用検討会議においては、日本は準備委員会の段階から「透明性向上のために開示すべき

情報の例」を含む作業文書を提出したり、日豪の共同提案において透明性や説明責任の重要性を強調

するなどした。これらも踏まえ、2010 年運用検討会議の最終文書では、核兵器国が核軍縮の実施に

ついて 2014 年の準備委員会に報告をすべきこと（Action 5）、締約国が核軍縮を含む行動計画の実施

について定期報告をすべきこと（Action 20）、核兵器国が報告にあたっての標準フォームに迅速に合

意すべきこと（Action 21）が盛り込まれた。ただし、このような標準フォームの策定は「自発的」な

情報提供のためのもので「国家安全保障を害さない形で」なされるものとされた 1。 
 以後日本は、主に軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）を通じて、透明性や定期報告に関する数々

の提案を行ってきた。2015 年 NPT 運用検討会議第 1 回準備委員会では核兵器国による報告の標準フ

ォームに関する具体的かつ詳細な提案を行った 2。これは、核弾頭の数・種類・状態、運搬手段の

数・種類、解体された核弾頭・運搬手段、軍事用核分裂性物質の量、軍事ドクトリンにおける核の役

割の低減措置等について形式を標準化して報告すべしというものである。また第 3 回準備委員会では、

核兵器国に対しては標準フォームへの合意と毎年の報告を求めると共に、非核兵器国に対しても定期

報告を求めるという一連の勧告を示した 3。2015 年運用検討会議においては、非核兵器国による定期

報告の方法についての提案を行っている 4。 
 2015 年運用検討会議に日本が独自に提出した「透明性、報告、NPT 運用検討プロセス強化」に関す

る作業文書 5は、NPT運用検討プロセスはNPTが抱えている差別性を緩和するためにあるとしたうえ

で、核兵器国による核軍縮に関する報告を制度化することの重要性を強調している。 
 日本は一貫して、さまざまな核軍縮措置の中でも透明性を優先事項として掲げてきた。2010 年運
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用検討会議での一般演説では透明性の重要性を強調しつつ、米国による核兵器の保有数や解体数の発

表を歓迎し、他の核兵器保有国に対しても「これにならうよう」呼びかけた（福山哲郎外務副大臣）。

2015 年運用検討会議の一般演説では透明性を核軍縮の第一項目として取りあげ、これは「地域的・国

際的な信頼醸成」にとっても重要であると強調している（岸田文雄外務大臣）。 
 こうした日本の姿勢は、5 核兵器国（N5）の中で透明性がもっとも低いとされる中国を牽制する政

治的意味合いを持つものとして報じられることもある 6。核戦力が比較的小さい中国は、透明性が自

らの核抑止力を減じてしまうことを懸念しているとみられる。実際、2000年や 2010年のNPT運用検

討会議において中国は「透明性」に関する合意に抵抗したと報じられた 7。それでも 2010 年運用検討

会議は最終的に、条約義務の履行における「不可逆性、検証可能性、透明性」の原則に合意している

（Action 2）。2015 年運用検討会議でも最終文書案 8において「透明性、検証可能性、不可逆性」の一

般原則が言及された（第 131 節）うえ核兵器国の軍縮措置についてもそれらがくり返されている（第

154 節の 4）が、中国は最終的にこの文書を受け入れる用意があったと表明している。 
 このように N5 は透明性の原則には基本的に同意しているといえ、問題はそれをどのように有意義

な形で実行していくことができるかであろう。 
 
２．核兵器国の取り組み 
（１）報告枠組みと用語定義集 
 2010年NPT運用検討会議の合意を受けて、N5は報告の様式に関する議論を行い、フランス主導の

下で 2014 年に「共通の枠組み（common framework）」に合意した。そしてこれに従い 2014 年準備委

員会および 2015 年運用検討会議に国別報告を提出した。しかしこの共通の枠組みとは、報告書の大

まかな章立てを統一したという程度のものにすぎなかった。 
 これと並行して N5 は核兵器に関する主要な用語の定義集を作成した。中国が議長となってまとめ

られ 2015 年運用検討会議に提出された用語の定義集（”P5 Glossary of Key Nuclear Terms”）は、核軍備

管理、核物質、保障措置等に関する計 227 語の定義を英仏中ロ 4 言語で記した 250 ページ強の冊子で

ある 9。 
 N5 はこれら報告枠組みや用語定義集の作成を、核兵器国間の「対話、透明性、協力」の成果である

と強調している 10。たしかにこれらが核兵器国による報告の基礎作業として一定の意義を有すること

は間違いない。しかし、2010 年運用検討会議の最終文書が本来求めていたのは核軍縮に資するため

の透明性や報告の標準化ということであり、その観点からいえば核兵器国の取り組みは未だきわめて

不十分と言わざるをえない。 
 
（２）各国の「透明度」 
 N5 の中でもっとも多くの事項について具体性をもって報告したのは米国であった。米国は 2010 年

の NPT 運用検討会議に合わせて保有核兵器数を初めて公表したが、2014 年の準備委員会ならびに

2015 年運用検討会議に合わせてさらなる情報公開を行った。それによれば、米国の保有核兵器数（ス

トックパイル）は 2009 年現在 5,113 発だったものが 2014 年時点で 4,717 発にまで削減されており、さ

らに毎年の廃棄数についても公表されている。2015 年の発表では、約 2,500 発が退役し解体待ちであ

るとされた。解体待ちの弾頭数が公表されたのはこれが初めてであり、これは核兵器解体の不可逆性

を担保するためにも有意義である 11。2017 年 1 月には、2015 年 9 月以来 553 発を削減し、保有数は

4,018 発にまで削減されたと発表している 12。 
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 英国は 2010 年 NPT 運用検討会議の期間中に自国の保有核弾頭は 225 発を超えないと発表し、その

後 2020 年代半ばまでに 180 発にまで削減されると表明した。さらに 2015 年運用検討会議においては

配備可能数が 120発にまで削減されたと報告した 13。フランスは、2015年に初めて公表した自国の核

戦力構成を同年の運用検討会議への報告書に記載したほか、実際的な軍縮措置の透明性向上に関する

取り組みとして、旧核実験場や核分裂性物質生産施設への訪問受け入れについても報告した。 
 ロシアの 2015 年の報告は、核戦力や核軍縮の行動の概要が示されているが、保有する核戦力に関

する記述はほとんど見られない。中国は、核兵器の先行不使用や非核兵器国への無条件の安全保証と

いった宣言政策を公表しているが、核戦力や能力、削減に関する具体的な記述はない 14。 
 
（３）2020 年への課題 
 このように米英仏を中心に一定の情報公開が進んできたとはいえ、2010 年 NPT 運用検討会議が核

兵器国に求めた標準フォームは未だ策定されておらず、NPDI が示した詳細なフォーム案も十分に顧

みられていないのが現状である。「核兵器国による報告」が 2010 年運用検討会議の最終文書に盛り込

まれたのは日本外交の成果であったと当時強調されていたことを考えると 15、その取り組みは未だ道

半ばと評価せざるをえない。 
 2015 年運用検討会議の最終文書案(R.3)においては、核兵器国は標準フォームへの関与を継続し、

2017 年と 2019 年の準備委員会に以下の諸要素を考慮した報告を提出すべきであるとされていた。そ

れは、核弾頭の数・種類・状態、運搬手段の数・種類、軍事ドクトリンにおける核の役割の低減措置、

偶発的核使用のリスク低減措置、警戒態勢解除措置、解体された核弾頭・運搬手段、軍事用核分裂性

物質の量等である。 
 2020 年運用検討プロセスの中で核兵器国に着実にこれらの措置を実施させていくことは、NPT 体

制そのものの信頼性に関わる課題であり、緊張感をもって取り組む必要がある。 
 
３．新たな課題への対応 
 日本にとっては、上述のようにこれまで主導してきた透明性や報告の取り組みを確実に実施するこ

とが 2020 年に向けた最初の課題となる。しかし同時に、新しい国際的関心や市民社会の懸念に合わ

せた展開も必要になろう。例えば、以下のような課題である。 
 
（１）核兵器の近代化問題 
 米国で今後30年にわたり1兆ドルもの予算が核兵器の近代化に使われるという見通しが大きな論争

の的になっている 16。核兵器の数が減っても事実上の増強が行われているのではないかという懸念は、

NPT運用検討プロセスにおいてくり返し市民社会から出されている 17。2010年運用検討会議の最終文

書は「核兵器国による核兵器の開発や質的改良の抑制」が非核兵器国の「正当な関心事」であると明

記している 18。そこで核兵器国による定期報告項目の中に、核兵器の新型開発や質的改良を行ってい

ないということの説明を入れることは、こうした懸念に対応するものになるだろう。 
 
（２）核分裂性物質に対する透明性の強化 
 非政府の国際的専門家による「国際核分裂性物質パネル」(IPFM)は、さらなる透明性の強化措置と

して、核兵器国による核分裂性物質の保有（ストック）に関する透明性の向上について提案している。

具体的には、最近の特定日現在における高濃縮ウランとプルトニウムの総保有量の公表すべしとして
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おり、そしてそれにあたっては、他国に置かれている自国保有分や、自国内に置かれている他国保有

分に関しても明示すべしとしている。そしてそれらの総量のうち、国際原子力機関(IAEA)の保障措

置下に置くことのできる部分を明らかにするよう提案している 19。こうした専門家グループとのさら

なる協議、連携は重要であろう。 
 
（３）非核兵器国による報告 
 NPDI は 2015 年運用検討会議に非核兵器国による定期報告の項目を包括的に提案したが 20、これに

はさらに改善の余地がありうる。 
 とりわけ、軍事ドクトリンにおける核兵器の役割低減は、非核兵器国の課題としても重要である。

これは2010年最終文書のAction 5に含まれておりそれは核兵器国による措置とされていることから、

上記提案においては非核兵器国が報告すべき事項には当たらないとされた。しかし、2015 年運用検

討会議の最終文書案（R.3）においては、核兵器の役割の低減は「すべての関係国」に呼びかけられて

いる（第 154 節の 7）。これは、核兵器に依存する安全保障政策をとる非核兵器国も含むという意味

と理解できる。なお 2015 年以後、日本が提出する核兵器廃絶の国連総会決議案においても、核兵器

の役割の低減の主語は「核兵器国」ではなく「関係国」となっている 21。とすれば、核兵器の役割低

減措置については、非核兵器国の一部にも説明責任があるものとして、非核兵器国の報告項目に取り

入れる改訂をしていくことが考えられる。 
 
（４）核兵器の非人道性、禁止条約の動きとの接点 
 核兵器の非人道性に立脚して核兵器禁止条約の国連での交渉を2017年3月に開始することを定めた

国連総会決議が 2016 年 12 月に採択された 22。これにより、2020 年に向けて、一方で NPT 運用検討

プロセス、他方で非核兵器国中心の禁止条約交渉プロセスが並行して進むという新しい状況が生まれ

た。日本の立場は、核兵器国と非核兵器国の橋渡しをめざすというものである。核兵器の法的禁止を

めぐっては両者の溝は深い。しかし、核兵器の偶発的使用や事故などのリスクに対処し惨事を防ぐと

いう観点では、両者の関心は重なっている。 
 こうしたリスクに対処するための「透明性措置」については、禁止条約交渉の前提となった国連総

会オープンエンド作業部会においても議論されたし 23、その重要性については禁止条約交渉開始決議

の中にも明記されている（主文 7）。核兵器の非人道的影響を回避するための透明性措置という課題

を掲げることで、核兵器国と非核兵器国の共通の議論の土俵を設定することは可能だろう。 
 
おわりに 
 核兵器に関する透明性や報告制度は、単に技術的なデータや手続き論に留まる問題ではない。これ

は核兵器国と非核兵器国の間に横たわる不信を緩和し、共通の土俵を作るために鍵となる分野である。

これに失敗すれば NPT 体制そのものに深刻な打撃を与える。日本はこれまでの蓄積を生かし、創意

工夫をしてこの分野での外交を牽引することができるだろう。 
 

（川崎 哲） 
                                                   
1 2000 年 NPT 運用検討会議およびその後 2014 年までの透明性に関する議論の展開については、『NPT ハンドブック』

2015 年 3 月版、15～20 ページ。 
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Mitsuru Kurosawa, '2010 NPT Review Conference and Nuclear Disarmament,' 『大阪女学院大学紀要』7 号（2010 年度）78
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8 NPT/CONF.2015/R.3 
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第 14項：  核軍縮の検証措置及び不可逆性 
 
はじめに 
近年、核軍縮の検証措置、とりわけ核弾頭廃棄の検証に関する国際的な検討が進められている。この

背景には、将来、米露以外の核兵器国も関与する核軍縮へと踏み込むために、ある程度ユニバーサルな

核軍縮の検証措置を検討しておく必要性への認識がある。技術的観点に立てば、核軍縮を達成するため

には核兵器を解体し、非核部品を破壊し、核弾頭解体に由来する核物質についてはその機密部分を取り

除いた後に、たとえば国際原子力機関（IAEA）といった国際機関の保障措置下に置き、民生利用のた

めに転換するなどして、可能な限り核兵器として再利用できない不可逆的な状態にせねばならない。そ

のうえで核兵器を設計し、組み立て、維持管理してきた施設を解体するか、少なくとも核兵器以外の目

的でしか活用できないよう、完全に転換されることが求められる 1。そして、これらのプロセスは当事

者である核兵器国や実質的な核兵器保有国のみならず、非核兵器国にとっても検証可能なものでなけれ

ばならないであろう。問題は、こうした検証可能な核軍縮のプロセスを政治的にも技術的にも実効性の

あるかたちで、いかに整備してゆくかという点にある。 
 
１．軍縮における検証措置 
一般に軍縮条約等での検証とは、条約で規制・削減・禁止される活動、或いは廃棄対象となる兵器

などの規模、安全保障上の重要度に応じて講じられる、合意された措置を指す。検証制度について、国

連軍縮部（UNODA）では締約国の合意に基づき、義務の遵守を確立するためのプロセスだと定義して

いる 2。より具体的には、締結された国際条約を巡って、たとえば国の安全保障のような死活的な問題

が生じた場合、当該締約国が条約上の約束を違反したり、或いは迂回したりしないための保障として、

検証制度が求められることになる 3。 
検証制度には合意の遵守を担保し、信頼醸成に裨益し、違反に対する抑止力としての機能が期待さ

れるほか、仮に違反が明らかになった場合に、どのような結果が引き起こされるのかが全ての当事国に

とって、ある程度自明である必要がある。そのため、検証制度をデザインする上で検証可能性

（verifiability）は極めて重要な論点となる。具体的には、侵入度（intrusiveness）の高い査察におけるアク

セス制限の緩和や、自国の検証技術手段（NTM）で得られた情報の活用等の措置が一例として挙げら

れる。もっとも、検証にかかる費用対効果や主権に対する侵害の最小化などの考慮すべき要因もあり、

検証に完全性を期することは、技術的にも論理的にも非常に困難である。特に侵入度の観点でいえば、

その度合いの高さと検証の有効性・効率性とが比例関係をなす可能性は少なからずあるものの、侵入度

が高すぎる場合、制度への参加のインセンティブを損なう危険性も孕んでしまう。 
さらに、検証が優れて技術的なチャレンジでもあることからして、検証にかかる一定の不確実性の

存在は予め受容される必要がある。また、「違反」と認定する閾値（threshold）、或いは違反の探知限界

についても合意されている必要があるだろう。後述する合意の違反に関する紛争・問題の処理がどのよ

うに制度設計されているかにもよるが、検証技術の観点からすれば、探知限界以下での不遵守は「違反

が存在しない」ことと同義だとも言えるため、確信犯的な不正行為のリスクは常に認識されねばならな

い。また、安全保障環境に影響を及ぼすような軍事的に有為なレベルでの違反に関しても、当事国間で

ある程度の共通理解が醸成されていることが求められる。 
さて、具体的な検証のアプローチであるが、過去の軍備管理・軍縮条約では信頼醸成・データ交換

（申告）・協議から、衛星写真の利用等も念頭においた NTM、遠隔監視技術などを用いた多国間の検証
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技術手段（MTM）による検証、そして査察といった複数の措置が導入されてきた。特に査察に関連す

る検証アプローチとしては、IAEA 保障措置の「封じ込めと監視（Containment and Surveillance）」や、中

距離核戦力（INF）全廃条約、或いは戦略兵器削減条約（START）で採用された「入口・境界線の継続

的監視（Portal and perimeter continuous monitoring）」といった例もある。こうした査察は一般に国家主権に

対する侵入度も高いが、前述した違反の探知限界と確信犯的な不正行為のリスクを低減する方策とし

て、場所や回数を特定したルーティン型査察、短期通告型の査察、または申し立てによる査察などの類

型のもとで査察が実施されている。 
検証を巡る重要な論点の一つとして、前述した関係国による合意の違反に関する紛争・問題の処理の

在り方が挙げられる。2国間（例として米ソ／米露）の場合、INF全廃条約や STARTのケースでは、そ

れぞれ特別検証委員会や共同査察委員会といった条約が定める組織で紛争事項を協議するメカニズムを

導入した。しかし、もし軍事上の有為な違反が認定されるに至った場合に、いかに強制力のある措置を

講じるかという問題は、上記の条約交渉の時点で既に双方から重要性の高い問題と認識され、最終的に

は運用上の課題として整理された 4と言われている。 
それでは、多国間条約で検証にかかる問題が発生した場合にはどのような処理があるのだろうか。

たとえば IAEA 保障措置においては、国連安保理への報告をはじめとして、技術支援の停止、機関が提

供した物品等の返還要求（IAEA憲章第 12 条 A7項、同条 C）などの措置が採られる。包括的核実験禁

止条約（CTBT）では、問題について国連の注意を喚起（CTBT条約 5条 4項）することとなっている。 
 
２．核軍縮の検証 
軍縮の検証制度を考える際、合意が後戻りしないことをいかに担保するかは技術的にも政治的にも

重要である。政治的側面からすれば、2010 年の NPT 運用検討会議最終文書において、法的拘束力ある

検証制度開発支援の文脈で、核兵器国からの核分裂性物質の不可逆的な撤去を確実にする旨言及され

た 5。また 2015年の同運用検討会議の議長ドラフトでは、NPT第 6条との関連で全ての核兵器国に対し

て、透明で不可逆的かつ検証可能な核戦力の削減若しくは廃絶が呼び掛けられている 6ほか、北朝鮮の

核問題の文脈で、包括的で検証可能かつ不可逆的な朝鮮半島の非核化が再確認されている 7。 
しかし、冷戦期から今日にかけて実施された、不可逆性を念頭においた核兵器や核計画の解体・廃

棄にかかる検証の事例は、実際のところ極々限られた数しか存在していない。こうした事例の一つであ

る 1991 年に成立した米国のナン・ルーガー法は、旧ソ連地域諸国（ウクライナ、カザフスタン及びベ

ラルーシ）からロシアへの核兵器を含む大量破壊兵器の輸送と貯蔵、廃棄処理にかかる資金及び技術協

力に加えて、関連物品や人材流出を防止する協調的脅威低減（CTR）プログラムの非核化支援に結実し

た 8。CTR では戦略攻撃兵器の廃棄、核弾頭の解体、核兵器備蓄庫の安全確保、化学兵器の廃棄、生物

兵器の拡散防止、原子炉の転換、核物質防護、核物質の計量管理、輸出管理、防衛転換などが進めら

れ、査察を含めた検証が実施されている 9。CTRは米国による財政的支援として冷戦後 10年以上継続さ

れてきたが、その間、政治的にも様々な紆余曲折があった。一例を挙げれば、財政的支援が意図した通

りに運用されているかを米国が確認しようとしても、ロシア側の透明性が不十分であったり、ロシア側

からアクセス制限が課されたりするなど、思うように査察が実施できなかったケースも報告されてい

る 10。 
第 2の事例は南アフリカにおける核廃棄の検証・査察である。これは 1993年 3月 24日、デクラーク

（Frederik Willem de Klerk）南ア大統領による核兵器保有声明を受けて、IAEAが査察官と核兵器国専門家

による 2チームを編成し、鍵となる核兵器プログラム関連施設への査察（南ア政府によって既に核兵器
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が解体され、関連施設が解体されたと申告されたうえでの査察）を実施した事例を指す 11。核兵器計画

に使用された全ての核関連物質が IAEA の検証のもとに置かれているか、また核兵器関連の施設や構成

部品が解体廃棄されているか否かの検証に加えて、当時カラハリ砂漠に設置されていた核実験場閉鎖に

立ち会い、解体プログラムに関する情報を収集し、南ア政府によって提供された核兵器計画の完全性と

正確性を検討し、将来的に核兵器開発能力が再生されない保証維持（不可逆性）の戦略協議などが

IAEA の査察を通じて実施された。この結果、南ア側の記録、施設、残存していた核兵器の非核コンポ

ーネント、そしてパイロット濃縮プラントによって生産された高濃縮ウランの推定量など、いずれも申

告内容と検証結果の一致が確認されている 12。 
第 3の事例は、前述の 2つの事例とは性質が異なるが、検証査察制度を有する歴史的な核軍縮条約提

案という観点で、モデル核兵器禁止条約（mNWC）改訂版を取り上げたい。コスタリカの要請で 1997
年に国連事務総長が全国連加盟国に mNWC を配布したのを端緒に、コスタリカとマレーシアによる

2008 年のフォローアップ要請を受けて加盟国に配布された同改訂版では、核兵器の使用と取得の禁

止、解体の検証に関する一般的義務に加えて、加盟国による申告から衛星による監視に至る報告・監

視・検証の手段等を規定する 13。このうち特に核兵器の不可逆的な廃棄検証について、mNWC は既存

の二国間・多国間の様々な軍備管理・軍縮条約における検証・査察の方法論を取り入れた結果、データ

共有と登記、国際監視制度（IMS）の導入、NTM 情報の報告、オープンスカイズ、予防的な操作、協

議と説明、現地査察（チャレンジ査察を含む）、信頼醸成措置及び追加的かつ自発的な情報の提供、社

会的検証の実施に加えて、検証実施機関が必要と判断するその他の手段を認めている 14。 
なお、余談ながら 2015 年に合意されたイランの核問題に対する包括的共同作業計画（JCPOA）で

は、イラン側が透明性措置を講じ、また長期間に及ぶ IAEA による監視を受容するとともに、基本的に

IAEA保障措置追加議定書上の義務を履行することとなっている 15。イランの JCPOAへの関与に関わる

検証において、不可逆性には一切言及がない点もここに指摘しておきたい。 
 
３．核軍縮の検証技術開発の取り組み 
近年、核兵器国と非核兵器国との連携により、新たに核兵器の解体検証技術の研究・開発を模索す

る動きが生じている。発端は 2000年の NPT運用検討会議にて、英国が NPT第 6条義務との関連で、将

来的に核兵器備蓄の究極的な解体廃棄を実現するべく、合意遵守の検証に必要な技術の研究開発に乗り

出すとした声明にあった。続く 2005 年の NPT 運用検討会議で、再び英国は NTM の暫定的な研究結果

として、環境モニタリングや遠隔監視技術を含めた核関連施設に対する監視手法、査察と代替的な非破

壊分析センサー技術の検討、検証対象となる核弾頭の真正性の証明と、なりすましの問題、情報障壁技

術（information barriers）の重要性、閉回路テレビ（CCTV）による監視技術について発表した 16。なお、

情報障壁技術とは米国、ロシア及び IAEA のトライラテラル・イニシアティブで検討された検証技術で

ある。これは査察官がコンテナ内に格納された核弾頭の放射する放射能を測定する際、同技術の適用に

より、核弾頭の設計情報に関わる機微なデータは計測機器上に表示せず、青や赤のランプの点灯でター

ゲットとなる核弾頭と放射性物質の有無を示し、以て機微情報が保護できるというものである 17。 
2007 年、英国はノルウェーとともに、非核兵器国による核兵器の解体・廃棄検証技術への関与を掲

げた共同研究「英国＝ノルウェー・イニシアティブ（UKNI）」を発表する。UKNI は英国核兵器機関

（AWE）及び検証技術に関して専門的知見を持つ英国の非政府組織 VERTIC、そして英国国防省とノル

ウェー政府のイニシアティブにより、管理されたアクセス（managed access）や情報障壁技術を駆使し、

核兵器の構造に関する機微情報を適切に保護しつつ、核兵器解体廃棄プロセスを検証できる手法の開発

84



 

を検討した 18。また、UKNIでは 2008年の訪問演習（Familiarization Visit Exercise）や 2009年の継続監視訪

問演習（Follow-on Monitoring Visit Exercise）19を通じて、それぞれ非核兵器国が核兵器の機微情報に触れ

ることなく、核兵器国での解体廃棄を検証するアプローチを実地で検討している 20。上記の演習におい

ては、ゲルマニウム検知器及び、検知されたガンマ線放射エネルギーの記録が事前申告された放射性物

質に該当するかどうか同定可能な情報障壁システムが試作・試用された。また、同演習ではコバルト

60 を仮想ターゲットに実地運用を行い、情報障壁技術システムの設計が関係国の信頼できる内容にな

るよう協議するとともに、その正確性や妥当性についても関係国の了解が必要であることを確認した。

他方、これらの要件を満たす情報障壁技術システムは、比較的安価に核兵器関連情報の拡散防止と、被

査察国の安全保障上の機微情報保護の両立に十分貢献するものになるとして、肯定的に評価された 21。

また、UKNI が明らかにした核兵器の廃棄検証の課題としては、①検証技術への信頼性・信憑性維持の

問題（検証方式は、関与する国々が共同で開発する必要がある）、②検証機器の認証問題（ハードウェ

ア設計や演算処理が複雑なため、機器の認証は現状では容易ではないこと）、③検証対象（国）の協力

度合いに依存した検証成果の問題、④資源集約的な検証を前提とするがゆえの被査察国への高い侵入度

の問題などが指摘されている 22。 
 
おわりに―核軍縮検証のための国際パートナーシップ（IPNDV）の挑戦― 

2015 年 3 月、米国のイニシアティブのもとで、新たに核軍縮検証のための国際パートナーシップ

（IPNDV）の取り組みが開始された。IPNDV は、従来から行われてきた米英技術協力プログラムや、

UKNI の成果と教訓を踏まえ、核兵器国と非核兵器国の専門家の知見を結集し、核兵器のライフサイク

ル（核物質の生産、管理、核弾頭の製造、配備、貯蔵、そして解体及び廃棄）において、監視と検証

（WG1）、現地査察（WG2）、技術的なチャレンジと解決策（WG3）の 3 つの観点から、潜在的な技術

開発のアプローチを検討するものとされる。日本からも、日本原子力研究開発機構（JAEA）が能動的

／受動的非破壊測定（Non Destructive Assay）技術を用いた検証を提案している 23。これらの取り組み

は、検証制度を伴うべき新たな核軍縮条約が協議される前段階として、あくまでも技術的な検討の下地

を作ること、そして非核兵器国も含めた全てのステークホルダーを核軍縮検証の取り組みに関与させて

ゆくところに重要な意義があると言えよう。その意味においては、今後 IPNDV に実質的な核兵器保有

国も含めた多くの参加を求めることが望ましく、またその成果は、NPT 運用検討会議を含めた場で然

るべきタイミングで公開され、核兵器国や実質的な核兵器保有国の懸念にも応える検証技術の基盤とな

るべく、更なる議論の発展を見ることが期待される。 
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第 15 項： 軍縮・不拡散教育と被爆地訪問の呼びかけ 

 

はじめに 

 軍縮・不拡散教育は国連や NPT プロセスで日本が重視してきた課題の一つである。日本のこれま

での取り組みの中心は、被爆の実相を国境と世代を越えて伝えることにあった。 

 歴史的にみると、1978 年の第 1 回国連軍縮特別総会、1980 年のUNESCO 軍縮教育世界会議、1982
年の第2回国連軍縮特別総会において軍縮教育の必要性がうたわれた。その後2000年に国連軍縮諮問

委員会の議論を受け、メキシコが提案した国連総会決議 55/33E の採択を経て、軍縮・不拡散教育の

政府専門家グループが設置された。同グループが2年をかけて作業した成果は、2002年に軍縮・不拡

散教育に関する事務総長報告書（A/57/124）として国連総会に提出された。そこに含まれる一連の勧

告は、国連総会決議でくり返し確認されており、2010 年 NPT 運用検討会議の行動計画にも盛り込ま

れている 1。 

 この分野での日本の取り組みとしては、国連軍縮フェローシップ（2016 年までに 883 名を招待）、

非核特使（2016 年 11 月末までに延べ 261 名）、ユース非核特使（同延べ 174 名）、被爆証言の多言

語化、国連の軍縮教育ウェブサイト 2への資料提供、海外原爆展支援などがある 3。 

 これらの取り組みは核兵器の非人道性や軍縮・不拡散の必要性に関する「意識向上」や「アウトリ

ーチ」との性格が強い。一方で軍縮・不拡散のプロフェッショナルを育てる「人材育成」という観点

からは別次元の課題もある。さらに軍縮・不拡散教育には、対象とする兵器に関する「価値転換」を

促す規範力形成という意義もある。 

 

１．市民社会との連携としての軍縮・不拡散教育 

 非核特使やユース非核特使の活動や海外原爆展は、ほとんどの場合、被爆者団体や自治体、市民グ

ループが実施するものを政府が名義等により側面支援するというものである。その実施主体はあくま

で市民社会であり、アクターは多様である。その多くは非核特使の制度ができる前から地道に活動を

してきた。 

 これまでユース非核特使の委嘱を受けた主な活動としては、高校生平和大使やナガサキ・ユース代

表団がある。高校生平和大使は 1998 年のインド、パキスタンによる核実験をきっかけに、長崎の

NGO が連携して、被爆地の声を伝えるために若者を国連に派遣する取り組みとして始まった。以来、

毎年高校生を国連に派遣している。もともとは長崎の高校生の活動だったが、今では全国規模に発展

している。その活動の土台には、核兵器の廃絶と平和な世界の実現のための「高校生 1 万人署名活動」

がある 4。 

 ナガサキ・ユース代表団は長崎県、長崎市、長崎大学の 3 者が構成する「核兵器廃絶長崎連絡協議

会」が主催する人材育成プロジェクトであり、2013 年から長崎県内に在学・在勤する若者を公募・選

抜して NPT 運用検討会議や準備委員会に派遣している。長崎大学核兵器廃絶研究センター（RECNA）

がその実務を担っている。 

 広島では、広島と沖縄の高校生が 2008 年から「核廃絶！ヒロシマ・中高生による署名キャンペー

ン」を進めている。これに参加する高校生らが 2014 年の NPT 準備委員会と 2015 年の運用検討会議に

平和首長会議に同行する形でニューヨーク国連本部を訪問した。 

 このほか、ピースボートの「ヒバクシャ地球一周 証言の航海」5やジェームズ・マーティン不拡散

研究センター（CNS）による高校生向けの教育プロジェクト「クリティカル・イッシューズ・フォー
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ラム」6などが委嘱対象となっている。 

 こうした取り組みについて、今後の課題としては以下のことが挙げられるだろう。第一に、被爆者

の平均年齢が 80 才を超えたことに象徴されるようにその高齢化は進んでおり、被爆第一世代が語り

続けることには大きな限界と制約が生まれている。これに対して広島市では 2012 年から被爆体験伝

承者の養成事業が始まるなど 7、次世代に伝承する取り組みが活発化している。政府としては、こう

した研修を積んだ伝承者に対し活動の機会を与え非核特使の委嘱を積極的に行うことが今後求められ

るだろう。 

 第二に、これと関連して、メディア活用を進化させるという課題がある。被爆者の証言をアーカイ

ブ化し、デジタル・ツールを使って発信する必要性が今後ますます高まろう。軍縮・不拡散教育にソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）を活用すべきということは、政府が 2015 年 NPT 運

用検討会議でのステートメントでも強調しているところであるが 8、十分に実行に移せているとは言

い難い。 

 被爆証言の記録に実績のある報道機関としては NHK9、朝日新聞 10、中国新聞 11などがある。長崎

原爆死没者追悼平和祈念館は、遠隔地と長崎をネットでつないで被爆者の声を伝えるプログラムを実

施している 12。デジタル技術を活用したプロジェクトでは、首都大学東京 13や京都外国語大学 14、ま

た民間の映像作家 15によるユニークな取り組みがある。なお関連して、2007 年の NPT 運用検討会議

準備委員会では、麻生太郎外相のイニシアティブで『はだしのゲン』が配布され、漫画やアニメ活用

の重要性が強調されたことを想起しておきたい 16。 

 第三に、軍縮・不拡散のプロフェッショナル育成を検討する必要性である。広島や長崎の高校生や

大学生が地域に支えられながら活動を経験することは多いが、彼らがその後のキャリアを展望しても

軍縮・不拡散でのプロフェッショナルへの道が準備されているわけではない。ユース非核特使の経験

をその後に生かせない若者が多数いるのが現実である。 

 こうした観点では、専門課程の学生や社会人を対象にした軍縮・不拡散問題講座が 2004 年から続

けられている。だが、プロフェッショナル育成のためにはより強化・発展が必要である。政府は軍

縮・不拡散教育における「批判的思考力の育成」が重要であるとしてきたが 17、そのような力を高め

る国際的教育プログラムやスカラシップの開発を試みる価値はあろう。平和構築分野ではグローバル

人材育成事業が 2007 年度から続けられている 18。軍縮・不拡散において同種のプロジェクトを検討

することは有意義である。日本軍縮学会や「広島・長崎講座」を実施している国内外の大学等が 19パ

ートナーになりうる。 

 なお国際機関による人材育成関連事業としては包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）によるＥラー

ニング 20や国際原子力機関（IAEA）のナレッジマネジメント 21があり、民間では核脅威イニシアティ

ブ（NTI）と CNS によるオンライン・チュートリアル 22が知られている。国内では核不拡散・核セキ

ュリティ総合支援センター（ICDN）による人材育成支援活動がある 23。 

 

２．核兵器の非人道性と軍縮・不拡散教育 

 軍縮・不拡散教育は、核兵器の非人道的な影響についての正確な認識を世界に広めるという点で、

近年の「人道イニシアティブ」諸国の取り組みと接点を持っている。オーストリアやメキシコなどの

人道イニシアティブ諸国は核兵器の非人道性から核兵器禁止条約を提唱し、これに対し米ロなど核兵

器国が強く反発してきた。こうした中で、日本政府は核兵器国と非核兵器国の「橋渡し」を自任して

きたところである。 
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 2014 年の軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）広島宣言は、「国境と世代を超えて核兵器の非人

道的影響に関する認識を広げていく重要性を強調」し、その文脈で「軍縮・不拡散教育や被爆証言の

多言語化」に言及している。そしてノルウェーやメキシコで開催された核兵器の非人道性に関する国

際会議について「事実に即した科学的研究に基づく核兵器の非人道的な結末に関する知見をさらに深

める努力」として歓迎している 24。 

 このときゲストとして広島を訪れたゴッテメラー国務次官は、同年末に予定されていた核兵器の非

人道性に関する第 3 回国際会議（ウィーン）について、次のように述べている。「核兵器の非人道性

というアプローチには大きな関心を持っている。核兵器が使用された場合、人体や経済、環境にどれ

だけ甚大な被害をもたらすのかを人々に“教育”するのに有用だからだ。だからこそ今回、原爆資料

館を訪れたのは価値ある機会だった。国際会議が“教育”のための真の機会になるかどうか、オース

トリア政府と話し合ってその点がはっきりすれば参加の検討をするだろう。」25 

 つまり、核の非人道性の議論をその違法化に結びつけるのではなく、教育に結びつける議論であれ

ば参加可能だといったのである。そして米国は実際、ウィーン会議に参加した。 

 その後、非人道性の議論は禁止条約の議論へと向かい、2016 年にはジュネーブで国連オープンエ

ンド作業部会が開催された。そこでの議論の中心は核兵器を禁止する「法的措置」だったけれども、

核兵器がもたらす非人道的影響についての「意識を高めるためのさらなる措置」についても、作業部

会設置国連決議（70/33）に明記され、議題にあがり 26、実質的な議論が行われた。 

 2017 年に核兵器禁止条約の交渉を開始することを定めた国連決議（71/258）においても、同様に、

核兵器の非人道的影響についての意識を高めるさらなる措置を諸国が議論することが「勧告」されて

いる 27。 

 このようにみると今後、核兵器禁止条約をめぐって推進国と核兵器国等の間で激しい対立と両極化

が予想されるなか、核兵器の非人道性に関する教育や意識向上の取り組みは両陣営のかすかな接点と

なりうる。今日、核兵器禁止条約の推進国は核兵器に汚名を着せる（stigmatization）規範強化に力点

を置いており、非人道性に関する教育の分野で共通の土俵を見いだすことは可能だろう。核兵器がも

たらす非人道的影響を認識し、教育によって認識を広め、核兵器の使用をタブー化して非人道的な惨

事を未然に防ぐ。「橋渡し」をめざすのであれば、日本はそのような議論を深める努力を続けるべき

であろう。 

 

３．被爆地訪問の呼びかけ 

 2011 年に就任した松井一實広島市長が「（出かける平和から）迎える平和へ」という理念を掲げ 28、

2012 年に広島選出の岸田文雄衆議院議員が外相に就任すると、政府は世界の政治指導者らを被爆地

広島・長崎に招待するイニシアティブを打ち出した。この動きは必ずしも当初から軍縮・不拡散教育

の一環として計画されたものではないが、核兵器の非人道性に関する国際的な認識を高めるという意

味で共通した取り組みだといえる。 

 2013 年 9 月、初の国連総会核軍縮ハイレベル会合で安倍晋三首相は「各国の政治指導者の方々には、

広島や長崎を訪れていただき、被爆の惨禍を直接肌で感じていただきたい」と呼びかけ、2020 年のオ

リンピック・パラリンピックが広島と長崎の原爆忌と期間が重なることから、これを「世界の皆さん

と共に平和を考えるスポーツの祭典にしたい」と述べた。さらに 2014 年 4 月、NPDI 広島外相宣言は

世界の政治指導者たちに、核兵器の「非人道的な結末を自身の目で確かめるため、広島および長崎を

訪問するよう呼びかけ」た。 
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 2015 年 NPT 運用検討会議で岸田外相は、重点事項として「核兵器の非人道的影響の認識の共有」

を挙げ、ユース非核特使に言及したのに続いて、「世界の政治指導者および若者の広島・長崎訪問」

を掲げた。 

 日本政府の働きかけにより、「核兵器の使用から 70 周年にあたり、会議は、世界の指導者、軍縮専

門家や若者たちが広島・長崎を訪れ、核兵器使用による壊滅的な人道上の結末を直接的に見てヒバク

シャの証言を聞くという提案に留意する」という文言が最終文書に向けた要素案に盛り込まれた 29。

しかしこれは中国の強い反発を受け、途中で削除された 30。中国は「歴史問題への日本政府の姿勢か

ら判断すると、被爆地への招待が（日本が第 2 次世界大戦の加害者だという）世界の人々の大局的で

正しい戦争の認識の助けになるとは思わない」などと述べ、日本との間で激しい応酬が繰り広げられ

た 31。 

 結局、最終文書案では「核兵器によって影響を受けた人々やコミュニティと交流しその経験を直接

共有することで、核兵器の人道上の影響を知る」という言葉を軍縮・不拡散教育の文脈に置くことで

の妥結が図られた。広島・長崎という固有名詞はとり除かれ、「第 2 次世界大戦の悲劇的な破壊

（devastations=複数）の終結から 70 年」という前提が置かれた。すなわち、核の被害地を訪問し被害

者から学ぶことの重要さは残されたが、日本が第 2 次大戦や核兵器の唯一の被害国であるかのような

表現は退けられた。実際、日本は唯一の戦争被爆国であるが、世界で過去 2,000 回以上行われた核実

験などを考慮に入れれば、唯一の核被害国ではない。 

 核軍縮の本筋とは異なる日中の政治的対立によってエネルギーが費やされた形だ。日本政府が今後

多国間外交の場で被爆地への指導者訪問の訴えを続ければ、今回のように機微な歴史認識論争を刺激

することは避けられまい 32。 

 2016 年には指導者による被爆地訪問では大きな進展があった。まずは 4 月、G7 広島外相会合の機

会に米英仏の 3 核兵器国を含む 7 カ国外相が広島平和記念資料館を訪問し原爆死没者慰霊碑に献花し

た。核兵器国では、2008 年の G8 下院議長会議以来の高位の指導者の広島訪問であった。 

 G7 外相広島宣言は「広島及び長崎の人々は、原子爆弾投下による極めて甚大な壊滅と非人間的な苦

難（immense devastation and human suffering）という結末を経験」（外務省仮訳）したと述べた。しか

し、「human suffering」という比較的冷静な表現を「非人間的な苦難」とまで訳すのは過剰な訳だと

の批判も上がった 33。 

 続く 5 月には、現職の米国大統領として初めてとなるバラク・オバマ大統領の広島訪問が実現した。

これに先立ち、日本のメディアは原爆投下に対する米国の「謝罪」の可能性をめぐる議論を大きく展

開した。 

 原爆死没者慰霊碑に献花したオバマ大統領は、朝鮮半島出身の人々や米国人捕虜も含む犠牲者に哀

悼の意を表し、第 2 次世界大戦が「広島・長崎で残酷な終結（brutal end）を迎えた」と述べ、核兵器

のない世界に向けた「道徳的な革命（moral revolution）」が必要であると語った。大統領が被爆者と抱

擁する姿は、メディアを通して世界中に発信された。 

 11 月にはロシアのワレンチナ・マトビエンコ上院議長が長崎を訪れ、原爆資料館を見学し、原爆

死没者追悼平和祈念館で献花した。また同月にはカザフスタンのヌルスルタン・ナザルバエフ大統領

が広島を，ドイツのヨアヒム・ガウク大統領が長崎を訪問した。 

 こうした指導者らによる広島・長崎の訪問は、第 2 次世界大戦と原爆投下に関する歴史認識をめぐ

る議論を複雑に惹起しつつ、しかし全体としては、核兵器を人間の苦しみという視点からとらえる認

識を少しずつ広げていくことにつながるだろう。 
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おわりに 

 原爆投下から 71 年が経過し、被爆者は高齢化し、日本国内では被爆体験の風化と継承の危機が語

られている。一方、米国においては原爆投下が正当であったという見方が徐々に減り、とくに若い世

代には意識の変化が見られるという 34。こうした傾向は今後も続くだろう。つまり今日、核兵器の非

人道性に関する認識を国際社会に根付かせるうえでの好機と困難が混在している。 

 核兵器の非人道性に関する教育とアウトリーチを進め、国際的な認識を高めることは、核兵器に伝

統的に与えられてきたプラスの価値を反転させることに寄与する。それは一見遠回りのようにみえて

も、核軍縮を確実に進めるための重要な基盤となるだろう。日本にとっては、今後ますます重要とな

る課題の 1 つである。 

（川崎 哲） 
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第 16 項： 消極的安全保証と非核兵器地帯 
 
はじめに 
 消極的安全保証（Negative Security Assurances）とは、非核保有国に対しては核兵器を使用しないと

の保証を核保有国が行うことを意味する。消極的安全保証と対となる概念は積極的安全保証（Positive 
Security Assurances）であり、これは核兵器による攻撃又は攻撃の威嚇を受けた非核保有国を核保有国

が支援することを意味する 1。NPT に加入する非核兵器国の多くは、核廃絶という究極の目標が達成

されるまでの暫定的な措置として核兵器国から消極的安全保証を受けることは、核兵器保有の可能性

を自ら放棄した国にとって当然の権利であると主張している。しかし、米露英仏中の 5 核兵器国（N5）
のうち、無条件の消極的安全保証を宣言しているのは中国のみである。 
 消極的安全保証は、他国に先駆けて核兵器を使用しないことを核兵器国が宣言する先制不使用と同

様に、核兵器の使用に制約を課し、実際に核兵器が使用される可能性を低下させることを目的として

いる。また、近年では、双方とも、国家安全保障政策における核兵器の役割を低減させるための措置

としても位置付けられるようになった。さらに、消極的安全保証には、核兵器を保有すれば核攻撃の

対象となり得る一方で、非核兵器国の地位にとどまり続ければ核攻撃されることはないと明確に保証

することにより、非核兵器国が核兵器を保有しようとするインセンティブを低下させる不拡散措置と

しての役割も備わっている。その一方で、核兵器使用の可能性を限定すると抑止効果が損なわれると

の懸念も存在する。そのため、一部の核保有国は、無条件の消極的安全保証を供与することに躊躇し

ている。 
 
１．核保有国の消極的安全保証に対する姿勢 
 1995 年の NPT 運用検討・延長会議に際して、N5 は消極的安全保証に関する自国の姿勢を改めて表

明する文書を国連に提出した 2（これ以前の各国の姿勢については、2003 年版ハンドブック第 14 項を

参照）。そして、同年 4 月 11 日の安保理決議 984 号は、安全保証を享受することは NPT に加入する非

核兵器国の「正当な利益（interest）」であることを認めた上で、N5 による文書を確認した 3。 
 米露英仏の文書における消極的安全保証の内容は、ほぼ同一である。例えば米国は、「NPT に加入

する非核兵器国に対しては核兵器を使用しない」と述べつつ、ただし、「米国、米国の準州、米国の軍

隊若しくは他の兵員、米国の同盟国、又は、米国が安全保障上のコミットメントを行っている国に対

する侵略又は他の攻撃が、核兵器国と連携又は同盟する当該非核兵器国により実施又は継続されてい

る場合を除く」との条件を付している。一方、中国は、「いかなる時にも、いかなる状況においても、

非核兵器国又は非核兵器地帯に対して核兵器の使用又は使用の威嚇を行わない」と述べ、無条件の消

極的安全保証を宣言した。さらに、中国は、先制不使用も再表明した上で、消極的安全保証と先制不

使用に法的義務を伴わせるための条約化を強く要請している。 
 2010 年 4 月には、核兵器の役割低減を目指すと宣言する米国のオバマ政権が「核態勢の見直し報告」

（NPR）において、「NPT に加入し、不拡散義務を順守する国」（以下、NPT 順守国）に対しては「核

兵器の使用又は使用の威嚇を行わない」と明言し、自国による消極的安全保証を強化した。また、NPR
には、「米国又は同盟国・パートナー国の死活的利益を防衛するという極限的状況においてのみ核兵器

の使用を検討する」ことも明記された。ただし、不拡散義務を順守していない非核保有国に対する核

攻撃の可能性は残されているため、依然として米国による消極的安全保証は条件付きである。加えて、

生物兵器を用いた攻撃への対応についても、一定の留保が付された。すなわち、NPR では、NPT 順守
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国による化学・生物兵器の使用に対しては「通常兵器による壊滅的な軍事的対応」を行うとしつつも、

バイオテクノロジーの進歩の急速さを踏まえ、生物兵器の脅威が増大・拡散する場合には保証の内容

を再検討する権利を米国は留保するとされたのである 4。 
 イギリスも、2010 年 10 月の「戦略防衛・安全保障見直し」（SDSR）において、米国とほぼ同様の

姿勢を表明した。ただし、イギリスは消極的安全保証の対象から除外する国を NPT の不拡散義務の「重

大な違反（material breach）を犯している国」とするなど、細部には若干の相違もある。とはいえ、米

英とも、「不拡散義務」や「重大な違反」の定義を明らかにしていないので、両国の姿勢に相違がある

のか否か判断できない。また、イギリスは、生物兵器だけでなく化学兵器についても、「将来にこれら

の兵器の脅威・開発・拡散によって必要が生じた場合には保証を再検討する権利を留保する」として

いる 5。 
 さらに、フランスのオランド（François Hollande）大統領も、2015 年 2 月の核政策演説において、

消極的安全保証を求めることは非核兵器国の「正当な願望」だと認め、「フランスは、NPT に加入し、

大量破壊兵器の国際的な不拡散義務を遵守している国に対して核兵器を使用しない」と宣言した。た

だし、同時にオランド大統領は、「核抑止の目的は、フランスの死活的利益を侵害する国による攻撃か

ら自国を守ることである。その攻撃がどこから発生しようとも、どのような形態であろうとも」と述

べた上、1995 年に表明した消極的安全保証は自国の自衛権を損ねるものではないと明言するなど、フ

ランスによる保証には曖昧な点がある 6。 
 米英仏とは対照的に、冷戦終結後に通常戦力が低下したロシアは、核兵器への依存を深めている。

2010 年及び 2014 年に発表されたロシアの軍事ドクトリンでは、「ロシア連邦は、自国及び／又は同盟

国に対して核兵器又は他の大量破壊兵器が使用された場合、及び、ロシア連邦に対する通常兵器を用

いた攻撃により国家の生存が危機に陥った場合への対応として、核兵器を使用する権利を留保する」

ことが宣言された 7。「国家の生存が危機に陥った場合」という限定が新たに付されたものの、1995 年

の文書にあった「核兵器国と連携又は同盟する非核兵器国」という限定は消えている。このため、非

核保有国が単独で行う化学・生物兵器や通常兵器による攻撃に対しても核兵器で報復する可能性が残

されており、ロシアの消極的安全保証に対する姿勢は 1995 年よりも後退したと言える。 
 NPT に加入していない核保有国の中にも、消極的安全保証の供与を表明している国が存在する。冷

戦期から消極的安全保証に関する議論はジュネーブ軍縮会議（CD）の場でも行われており、1979 年

に当時はまだ非核保有国であったパキスタンは、核兵器国が消極的安全保証を誓約する条約の草案を

CD に提出した 8。2015 年 3 月の CD でも、パキスタンは、核兵器保有後も消極的安全保証を支持する

自国の姿勢に変化はないと強調し、消極的安全保証の条約化を求めている 9。また、この会議ではイ

ンドも、核兵器非保有国に対して核兵器を使用しないと改めて表明し、消極的安全保証の条約化に応

じる用意があると発言した 10。パキスタンの核兵器の主任務はインドからの攻撃の抑止であり、イン

ドの核兵器の主任務は中国及びパキスタンからの攻撃の抑止であると思われる。これらの国は全て核

保有国であるため、印パは、無条件の消極的安全保証を確約しても自国の安全が損なわれることはな

いと判断しているのであろう。 
 なお、北朝鮮は、4 回目の核実験を 2016 年 1 月に実施した際に、「既に宣言したとおり、侵略的な

敵対勢力が自国の主権を侵害しない限り、いかなる場合にも核兵器を最初に使用せず、核関連物資・

技術を移転することもない」との政府声明を発表している 11。これは条件付きの先制不使用宣言と言

い得るが、非核兵器国への核使用は排除されていない。また、イスラエルは自国の核保有を認めてい

ないため、消極的安全保証についても態度を明らかにしていない。 
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２．非核兵器地帯と消極的安全保証 
 NPT 第 7 条は、「国の集団がそれらの国の領域に全く核兵器の存在しないことを確保するため地域

的な条約を締結する権利」を認めている。この権利に基づき、これまでに中南米、南太平洋、東南ア

ジア、アフリカ、中央アジアで非核兵器地帯条約が締結された（詳細は 2013 年版ハンドブック第 15
項を参照）。そして、非核兵器地帯に関する 1975 年の国連総会決議は、地帯内の国に対して核兵器の

使用又は使用の威嚇を行わないことを条約や議定書のような法的拘束力を伴う国際文書によって約束

するよう核兵器国に求めている 12。事実、これまでに締結された全ての非核兵器地帯条約には、消極

的安全保証に関する議定書が備わっている。しかし、N5 全てが議定書を批准しているのは、ラテン・

アメリカ及びカリブ海域核兵器禁止条約（トラテロルコ条約）のみである（下表参照）。 
 
○非核兵器地帯条約の消極的安全保証に関する議定書の N5 による署名・批准状況 

 米国 ロシア イギリス フランス 中国 

トラテロルコ条約（中南米） 
批准 

(1971) 
批准 

(1979) 
批准 

(1969) 
批准 

(1974) 
批准 

(1974) 

ラロトンガ条約（南太平洋） 
署名のみ 

(1996) 
批准 

(1988) 
批准 

(1997) 
批准 

(1999) 
批准 

(1988) 
バンコク条約（東南アジア） 未署名 未署名 未署名 未署名 未署名 

ペリンダバ条約（アフリカ） 
署名のみ 

(1996) 
批准 

(2011) 
批准 

(2001) 
批准 

(1996) 
批准 

(1997) 

セミパラチンスク条約（中央アジア） 
署名のみ 

(2014) 
批准 

(2015) 
批准 

(2015) 
批准 

(2014) 
批准 

(2015) 

 
 東南アジア非核兵器地帯条約（バンコク条約）の議定書を N5 が署名していないのは、地帯に締約

国の大陸棚・排他的経済水域までもが含まれていることや、地帯内におけるあらゆる核使用・威嚇（非

条約締約国に対するものも含む）が禁止されていることを N5 が問題視しているからである。条約締

約国と N5 は協議を続けており、2012 年には N5 が議定書に署名する予定であったが、協議がまとま

らず署名は見送られ、現在に至っている。 
 近年、動きがあったのは、中央アジア非核兵器地帯条約（セミパラチンスク条約）である。2014 年

5 月 6 日に、N5 は揃って議定書に署名した。露英仏中は、既に批准をすませている。米国政府は、2015
年 4 月に批准に向け議定書を議会上院に送付したものの、議会での審議は進捗していない。 
 なお、幾つかの核兵器国は、議定書の署名・批准に際して留保や解釈宣言を行っているが、それら

の内容が議定書の意義を損ねているとの批判もある。例えば、フランスは、トラテロルコ条約の議定

書批准時に、消極的安全保証を定めた条項は国連憲章第 51 条に基づく自衛権の行使を妨げるものでは

ないと宣言している。また、イギリスとソ連は、同議定書批准時に、締約国が核兵器国の支援を受け

て攻撃を行う場合には、議定書の義務を再検討する権利を有するとの内容の宣言を行った。米国も、

消極的安全保証を供与する上で米国は同様の攻撃を条約違反と見なすと宣言し、実質的に英ソと同様

の姿勢を表明した 13。各国は、他の非核兵器地帯条約の議定書についても、ほぼ同様の宣言を行って

いる。 
 
３．NPT の枠組みにおける近年の議論 
 2010 年の NPT 運用検討会議の最終文書は、「核兵器の使用又は使用の威嚇に対する絶対的保証は核
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兵器の完全な廃絶であり、核兵器国から明確で法的拘束力を有する安全保証を受けることは非核兵器

国の正当な利益である」と述べた上で、行動計画に次の内容を盛り込んだ 14。まず、アクション 7 で

は、CD において消極的安全保証に関する効果的な国際取極に関する議論を直ちに開始し、法的拘束

力のある文書の作成も排除せず、この問題の全側面に関する勧告を作成するための制限なき実質的議

論を行うことに全ての国が同意していることが明記された。アクション 8 では、全核兵器国が既存の

安全保証を完全に尊重すること、及び、NPT に加入している非核兵器国に安全保証を与えていない核

兵器国は当該保証を与えるよう奨励されることが確認されている。最後に、アクション 9 は、全ての

関係国に対して、非核兵器地帯条約及び関連議定書を批准し、消極的安全保証を含む法的拘束力を持

つ議定書の発効に向け建設的に協議・協力することと、関連する留保を再検討することを奨励した（こ

の会議での議論については、2013 年版ハンドブック第 15 項を参照）。 
 2015 年運用検討会議に向けた 2013 年準備委員会では、日独蘭加豪、メキシコ、トルコなどの軍縮・

不拡散イニシアティブ（NPDI）諸国が、消極的安全保証に関する文書を提出した。この文書では、非

核兵器地帯条約の関連議定書の発効に向けたあらゆる必要な措置を採ること、及び、非核兵器地帯条

約及び関連議定書について核兵器国が行っている留保又は解釈宣言のうち条約の目的に反するものを

撤回することを全核兵器国に要請するとの文言などを 2015 年の最終文書に盛り込むことが提案され

ている 15。 
 2014 年準備委員会に非同盟運動（NAM）諸国が提出した消極的安全保証に関する文書は、さらに

強く核兵器国に保証を迫るものとなっている。この文書は、まず、「効果的で普遍的かつ無条件で無差

別的・不可逆的な法的拘束力を有する安全保証」を供与されることは「核保有という選択肢を放棄し

た全ての非核兵器国の正当な権利」であることを確認し、核兵器国が現在表明している消極的安全保

証は限定的かつ条件付きで不十分だと指摘している 16。その上で NAM 諸国は、核兵器の使用又は使

用の威嚇と核抑止に基礎を置く核兵器国の核ドクトリン及び NATO の戦略概念は遺憾だとし、軍事・

安全保障ドクトリンから核兵器の使用又は使用の威嚇を完全に排除することを核兵器国に強く要請す

るとともに、法的拘束力を有する消極的安全保証の供与に向けた交渉を優先して行うことを求めてい

る 17。 
 2015 年運用検討会議でも、NAM 諸国は、上記とほぼ同内容の文書を提出した 18。NPDI 諸国も 2013
年と同様の提案を行ったが、2010 年最終文書にも盛り込まれていた核兵器国に安全保証の供与を促す

文言については、前述した米英仏による保証内容の修正を受ける形で、「NPT に加入し、不拡散義務

を順守する非核兵器国に対して、核兵器の使用又は使用の威嚇を行わないことを表明するよう全ての

核兵器国に要請する」とすることを新たに提案した 19。このほかにも、例えばイランが提出した文書

は、消極的安全保証に関する核兵器国の声明は「死活的利益の防衛」や「同盟国・パートナー国」と

いった曖昧な概念を用いることで核兵器の使用を正当化していると強く批判し、法的拘束力を有する

無条件の消極的安全保証に関する交渉をCDで行い2018年までに妥結させることを核兵器国に求めて

いる 20。 
 しかし、核兵器国の側からは、消極的安全保証に関する新たな提案は行われなかった。中国は、無

条件の消極的安全保証の条約化交渉を早期に開始・妥結することを求めたが 21、これは従来どおりの

方針である。一方、フランスは、2015 年 2 月にオランド大統領が表明した消極的安全保証に関する新

方針も、国連憲章第 51 条に基づく自衛権に影響を与えるものではないと主張した 22。米露英からは、

特に目立った発言はなかった。 
 5 月 21 日付けの最終文書草案でも、2010 年最終文書からの大きな前進はなかった。消極的安全保証
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について最終文書は、まず、核兵器の完全な廃絶が核兵器の使用又は使用の威嚇に対する唯一の絶対

的保証であることを強調し、1995 年の N5 による宣言と非核兵器地帯条約の関連議定書を確認してい

る 23。主要委員会 I の補助機関 1 で作成された 5 月 8 日及び 12 日付けの文書には、「核兵器の完全な

廃絶が、核兵器の使用又は使用の威嚇も含む、核兵器の継続的存在がもたらす人道上のリスクに対す

る唯一の絶対的保証であり、核兵器国から明確で法的拘束力を有する安全保証を受けることは非核兵

器国の正当な利益である」との文言が存在したが、これは最終的に採用されなかった 24。前段の「人

道上のリスク」に関する箇所は、核兵器の非人道性に関する議論を踏まえたものであるが、この議論

を嫌う一部の国からの反対を受けて削除されたものと推測される。一方、後段の「正当な利益」との

くだりは 2010 年最終文書の文言と同一であり、これが削除された理由は定かではない。 
 また、最終文書草案は、2010 年最終文書のアクション 7 と同一の文言を用いて、CD で法的拘束力

のある文書の作成も視野に入れた消極的安全保証に関する交渉を直ちに開始することを求めている 25。

これに関連して、最終文書草案は、CD で交渉する議題を「効果的で普遍的かつ無差別的で無条件の

法的拘束力ある取極」とも表現している 26。これは、2010 年最終文書には存在しない文言であり、NAM
諸国の見解を反映したものと思われる。 
 前述したように、2010 年の最終文書は、非核兵器地帯条約の関連議定書に関連する留保の再検討を

奨励していた。2015 年の最終文書草案は、核兵器国による議定書の署名・批准が「当該地域における

核兵器の不存在を確実とするために」重要であることを強調し、2020 年までのレビュー・サイクルの

間に関連する留保と解釈宣言を再検討することを全ての関係国に奨励するものとなっている 27。留保

と解釈宣言の再検討については、表現をめぐる見解の相違が締約国間にあったようである。主要委員

会 I の補助機関 1 の 5 月 8 日付け文書では、留保と解釈宣言を再検討し「撤回」することが奨励され

ていたが、補助機関 1 の 5 月 12 日付け文書では「撤回」が削除されている 28。ところが、主要委員会

1 の 5 月 15 日付け文書では、「撤回を視野に入れ」再検討するとされ、「撤回」の文言が復活した 29。

しかしながら、最終文書草案では、再び「撤回」が削除されてしまった。 
 
おわりに 
 2010 年の NPT 運用検討会議以降、米英仏が消極的安全保証を強化したり、N5 がセミパラチンスク

条約の議定書に署名したりするなど、消極的安全保証の領域では一定の前進があった。しかし、非核

兵器国の多くは、米英仏による保証は依然として条件付きで不十分だと受け止めている。また、バン

コク条約と関連議定書をめぐる条約締結国と N5 の協議は停滞しており、他の非核兵器地帯条約の関

連議定書についても、米国による批准が遅れている。 
 前述したように、消極的安全保証をめぐっては、核兵器国による保証を無条件のものにすることと、

保証を条約化して法的拘束力を持たせることが一部の国から提案されている。しかし、前者について

は、無条件の保証を供与した場合、生物・化学兵器の使用に対する抑止力をいかに担保するのか、あ

るいは、核兵器の開発や保有が疑われている国や保証を供与した後に核開発を行った国をどのように

扱うべきか、といった点が特に問題となる。また、ロシアは、非核保有国による通常兵器を用いた攻

撃に対しても核報復する可能性を残しており、自国を取り巻く安全保障環境が大きく改善したと判断

しない限り、保証の無条件化に応じる可能性は低いであろう。一方、後者については、CD で条約交

渉を行うことが以前から提案されているものの、コンセンサスを原則とする CD では各国の対立によ

り交渉を行えない状況が長らく続いている。そのため、一部の国からは、CD ではなく NPT の枠組み

で条約交渉を行うべきだとの声も出ている 30。ただし、消極的安全保証は各国の安全保障に深く関わ
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る問題であるため、保証の無条件化・条約化については、核兵器国と非核兵器国の間のみならず、核

兵器国内でも非核兵器国内でも依然として大きな意見の隔たりが存在する。したがって、仮に NPT の

枠組みで交渉を開始したとしても、妥結に至るのは決して容易ではない。 
 

（福田 毅） 
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第 17 項： 核不拡散 
 
はじめに 
原子力の平和的利用を検証し核兵器に転用されないことを確保することを目的として、NPT 締約国

の非核兵器国は、NPT 第 3 条 1 項において IAEA と包括的保障措置協定（Comprehensive Safeguards 
Agreement: CSA）を締結することが義務付けられている。IAEA は、CSA に基づき、当該国において

核物質が核兵器等の核爆発装置やその他の軍事目的に転用されていないこと、未申告の核物質がない

こと及び原子力活動が行われていないことを確認する。我が国は 1977 年に IAEA と保障措置協定を締

結し、IAEA による検証活動である査察を受け入れている。 
また 1990 年代にイラク及び北朝鮮における核兵器開発疑惑が契機となり、IAEA の保障措置制度の

強化が検討され、未申告の核物質や原子力活動を確認するための IAEA の追加的な権限を盛り込んだ

追加議定書（Additional Protocol: AP）が 1997 年に IAEA 理事会で採択された。AP は IAEA に CSA よ

りも広範な権限を与え、締約国は CSA の対象以外の原子力活動について申告し、また CSA でアクセ

スが認められていない場所等への補完的なアクセスを IAEA に認めることが義務付けられた。 
 また IAEA は、小規模原子力活動国又は自国で原子力活動を実施していない国に対しては、少量議

定書（Small Quantity Protocol: SQP）、核兵器国の平和利用施設の保障措置については自発的提供協定

（Voluntary Offer Agreement: VOA）を締結している。なお、CSA、AP、SQP、VOA の内容については、

2012 年 NPT ハンドブックに詳しい記載がある。 
 AP による IAEA の権限の拡大によって保障措置制度が強化されたが、IAEA の保障措置活動の費用

対効果を向上させるために「統合保障措置（Integrated Safeguards: IS）」が生み出された。締約国が CSA
及び AP の下での保障措置を一定期間にわたって受け入れ、IAEA によって保障措置下にある核物質の

転用及び未申告の核物質及び原子力活動が存在しない旨の「拡大結論（Broader Conclusion）」が導出

されると、CSA と AP を効率的に組み合わせた IS に移行し、査察回数の削減等が行われる。日本は、

IAEA が 2004 年 6 月に「拡大結論」を導出し、同年 9 月に統合保障措置の実施が開始された。 
 
１．IAEA 保障措置協定及び追加議定書の普遍化 
 2016 年 10 月時点において、NPT 締約国である非核兵器国のうち、12 カ国において CSA が発効し

ていない。2015 年 NPT 運用検討会議以降に CSA が発効したのは、ジブチだけである 1。AP において

は、2016 年 10 月現在で 148 カ国中 129 カ国及び EURATOM が批准しており、17 カ国において署名は

されたもののまだ発効に至っていない 2。AP の普遍化については過去の NPT 運用検討会議でも議論

されているが、AP 締結については NPT 上の義務ではなく自主的な措置であると主張する途上国もあ

り、2015 年以降大きな進展はない。 
 
２．IAEA 保障措置の実施状況（2015 年） 

2015年において、IAEAとの保障措置協定が発効している181カ国に対して保障措置が適用された。

CSA 及び AP 双方が発効している 121 カ国のうち、IAEA は 67 カ国に対し申告された核物質について

平和的利用からの転用の兆候及び未申告の核物質又は活動の兆候も見られないことを根拠に、全ての

核物質が平和的利用に限定されていると結論づけた。54 カ国については、申告された核物質について

は転用の兆候は見られないが、未申告の核物質又は活動がないことに関する評価は実行中であり、申

告された核物質は平和的利用に限定されているとの結論を下した。また AP を批准していない 52 カ国
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については、申告された核物質については転用の兆候は見られず、申告された核物質は平和的利用に

とどまっているとされているとの結論を出している。 
また、CSA が発効していない 12 カ国については、いかなる保障措置結論も導けないとの結論が出

された。自発的協定（VOA）を締結している核兵器国 5 カ国については、保障措置が適用されている

核物質について転用の兆候は見られないと結論づけた。NPT 非締約国 3 カ国は、保障措置が適用され

ている核物質の転用もしくは施設または他のアイテムが不正利用されている兆候は見られないとの結

論が出された 3。2012 年 NPT ハンドブックにも同様の実施状況が記載されているが、2013～2015 年

の実施状況について大きな違いはみられない。 
 
（１）イラン 
 IAEA は、2015 年のイランにより申告された核物質について、平和的な活動にとどまっているが、

全ての核物質が平和的利用にとどまっているとの結論は出せなかったとしている。 
2015 年 7 月、イランの核開発疑惑を解決するため、イランは IAEA との間でイラン核計画に関する

過去及び現在の未解決問題の明確化のためのロードマップに署名した。本ロードマップに含まれた

IAEA によるイランの特定の場所における保障措置活動は、スケジュールどおり完了し、2015 年 12
月には、IAEA 総会は GOV/2015/72 決議を採択し、ロードマップの活動すべてが合意されたスケジュ

ールどおりに完了し、核開発疑惑に関する未解決問題の解明プロセスは終了したと発表している。 
イランと E3/EU+3（米、英、仏、独、露、中）による共同行動計画（Joint Plan of Action: JPA）は、

イランの原子力プログラムが平和的利用に限定されると確証するために相互に合意できる長期の包括

的な解決に達することを目的として、2013 年 11 月に合意されたものであったが、JPA は 3 回延長さ

れ、2015 年 7 月にはイランと E3/EU+3 の間で包括的共同作業計画（Joint Comprehensive Plan of Action: 
JCPOA）が合意された。イランは JCPOA の「採択日」である 2015 年 10 月に、2003 年に署名したも

のの批准に至っていなかった AP の暫定的な適用及び保障措置協定の補助取極修正 3.1 の完全な履行

を IAEA に連絡した。 
しかしながら、IAEA はイランが申告した核物質や活動については、転用されていないことは検証で

きたものの、未申告の核物質や活動がないという保証が得られなかったということである 4。JPA 及び

JCPOA によってイランから一定の協力は得たものの、全ての核物質が平和的利用に限定されていると

の結論を IAEA が導くには不十分であった。 
 

（２）シリア 
 シリアには IAEA に未申告で原子炉を開発していたという疑惑があり、IAEA は 2014 年の総会に

提出した報告書において、2007年にイスラエルが破壊したシリアのダイル・アッザウル（Dair Alzour）
サイトは未申告の原子炉であったと結論付けている。2015 年の総会に提出された報告書においても、

前年の結論をくつがえす新たな証拠は見つからなかったとしている。IAEA がシリアに本問題に関し

IAEA への完全な協力を求めたのに対し、シリアはいまだ回答していない。また、2015 年にシリアは

IAEA の査察官を受け入れる準備があることを示唆し、ダマスカスの小型研究炉（MNSR）の実在庫

確認（Physical Inventory Verification: PIV）に協力する姿勢を示した。IAEA はシリアの安全保障環境

に鑑み、査察官の安全確保のための追加的な調整を行ったうえで、2015 年 9 月に当該研究炉での PIV
を実施した。その結果、核物質の転用の兆候は見られず、IAEA は 2015 年にシリアにおける申告さ

れた核物質は平和的な利用に限定されると結論付けている。 
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（３）北朝鮮 
1994 年以降、IAEA は北朝鮮において保障措置活動を実施できていない。またいかなる検証・監視

措置も実施できておらず、北朝鮮に関してどのような保障措置の結論も導出できていない。しかし、

IAEA は貿易情報や衛星画像等の公開情報を通じて監視を続けており、2015 年には寧辺の 5MW(e)原
子炉の運転に関する兆候を監視している。衛星画像では、寧辺サイトにおいて建物の増築や改築の

動きも見て取れたが、現地へのアクセスがない中では、IAEA は原子炉の運転状況及び監視した様々

な活動の目的を確認することはできなかったとしている。 
 
３．IAEA 保障措置の強化：追加議定書（AP）プラス 
 2008 年 5 月に IAEA が発表した有識者会議による報告書「平和と繁栄のための世界原子力秩序の強

化―2020 年まで及びそれ以降の IAEA の役割」は、原子力の平和的利用の拡大と国際安全保障情勢に

鑑み IAEA の保障措置の重要性が増していると指摘し、将来は追加議定書に準拠するだけでなく、

IAEA の査察官に原子力活動に関する情報、施設及び人への自由なアクセスを提供する「追加議定書

プラス（Additional Protocol Plus）」を提言した 5。 
 追加議定書（AP）では、申告の対象を締約国の原子力活動全体に拡大し、核燃料サイクルに関連す

る研究施設や、核物質を取り扱わない研究施設やウラン鉱山等への IAEA 査察官の立ち入り権限を求

めている。すべての申告済み施設への 24 時間前の事前通告による補完的アクセス及び未申告施設の

24 時間前の事前通告による補完的アクセスによる環境サンプリングも含まれる。 
 AP はその名前の通り、CSA を補強するための追加として作られたものであるが、AP のさらなる改

善が必要ではないかとの議論から生まれたのが、追加議定書プラスである。AP プラスでは、AP より

も IAEA に申告する情報を増やし、また査察官の権利を拡大すること等が議論されている。例えば、

AP の付属書 II には輸出入についての報告を行う必要のある特定の設備及び核物質ではない資材の一

覧を示すが、輸出入が許可されたものだけでなく、否認されたものもリストに追加すべきというもの

である。否認情報は、当該国が秘密裏に核開発に関心を抱いている可能性について、IAEA に警告で

きるかもしれないことから、本報告書でも当該情報の IAEA への報告を提言している。また、IAEA
査察官のアクセス権強化に関しては、IAEA に付与されている既存の権限に、兵器化（Weaponization）
に関連する活動に関する査察も含むように解釈すべきであると提言している。また現在の 24 時間前通

告よりも短い事前通告及び特定の人物への面談の権利の追加、保障措置違反の国に対する IAEA の権

限の強化等が議論されている。 
 
４．保障措置の効率化：国レベル概念（SLC）及び国レベル保障措置アプローチ（SLA） 
 IAEA では、保障措置の課題の増加及び複雑化に伴い、保障措置の最適化・効率化の目的から「国

レベル概念（State-Level Concept: SLC）」が生み出された。CSA 及び AP を施行する国で IAEA によっ

て「拡大結論」が導き出された国に対し保障措置を最適化するため、IAEA では SLC の適用を進めて

いる。SLC に基づく「国レベル保障措置アプローチ（State-Level Approach: SLA）」とは、保障措置協

定の種類や核燃料サイクルに関する技術的能力等、その国固有の幾つかの要因に着目してカスタマイ

ズされる保障措置である。当該国に存在する施設、核物質の種類や量、知識や専門性、過去の技術開

発能力等を考慮し、核爆発装置の製造に使用可能な核物質の取得として考えられる技術的な経路

（Acquisition Paths）を分析して、IAEA が当該国で保障措置上優先すべき活動は何かを導き出し、保

障措置の最適化を図るものである。なお SLA の開発においては、IAEA と当該国の協議（consultation）
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が必要であり、対象国からの同意が必要である。当該国は、SLC の実施において、追加的な権利や義

務が発生するものではないこと、SLC によって当該国との保障措置協定の範囲を超えた新たな保障措

置手法を導入するものではないこと、核物質の計量管理及び現場における検認が引き続き保障措置の

中心手法となること、IAEA が当該国に対し法的義務を超えた情報提供を求めるものではないこと等

を理解し、IAEA と SLA の内容について合意することが効果的な保障措置の実施には必須である。 
2016 年 10 月現在、SLA は IS を適用している 54 カ国で採用されており、SLC に基づく SLA のアッ

プデート作業が行われている。CSA 及び AP を施行している国で拡大結論が導き出された国の中でま

だ SLA が開発されていない国（13 カ国）に対しても、SLA の開発が計画されており、IAEA はいずれ

すべての国に SLA を適用したいと考えている。また、IAEA では核物質取得経路の分析に関するガイ

ドラインの改訂、VOA を締結している核兵器国に対する SLA ガイドラインの準備、SLA 開発に関す

る IAEA 職員へのトレーニングカリキュラムの改訂等が行われている。 
 
５．輸出管理：インドとパキスタンの NSG 参加問題 
 インドとパキスタンは、核関連技術・資機材等の輸出を管理する「原子力供給国グループ（NSG）」

への参加を申請している。 
インドは NPT 非締約国であり、包括的核実験禁止条約（CTBT）の署名・批准もしていない。イン

ドは 1974 年及び 1998 年に核実験を行っており、NSG では、インドに対する原子力に関連する貿易制

限を課してきた。他方、インド経済は 1991 年に自由化され、世界最大の人口を抱える新興市場経済国

としての存在感を増してきており、また電力供給不足が大きな課題となっていた。2005 年、米国は特

例として NPT 非加盟のインドに対する民生用原子力協力を決めた。引き換えに、インドは核実験のモ

ラトリアムの継続と、民生用の原子力及び核関連施設に IAEA の査察を受け入れること約束した。米

印原子力協定は 2007 年に調印された。 
NSG は 2008 年に臨時総会を開催し、上記核実験モラトリアム等のインドのコミットメント及びそ

の行動を条件としてインドの例外化を受け入れ、インドに対する原子力関連品目の供給を認めた。

IAEA とインドとの間で保障措置協定も締結された。日本も、仮にインドが核実験を行った場合には

NSG として例外化措置を失効ないし停止すべきであること、また NSG 参加各国は自国が行っている

原子力協定を停止すべきであることを表明し、また引き続きインドには NPT 加盟及び CTBT 署名・批

准を強く求めていくとしつつ、NSG のコンセンサスに加わった。 
インドは NSG の例外化措置を受けているが、NSG 参加はまだ実現していない。また同じく NPT 非

加盟のパキスタンも NSG 参加を申請しており、2016 年 6 月に韓国（ソウル）で開催された第 26 回

NSG 会合において両国の参加が議論されたが、いずれの参加も見送った。会合後に発表された声明（パ

ブリック・ステートメント）では、NPT 非締約国の NSG 参加に関する技術的、法的及び政治的な観

点を今後も継続して議論していくことが述べられている 6。 
 
今後の課題 
 CSA 及び AP の批准状況には、近年大きな変化は見られない。AP の普遍化が進めば IAEA による

保障措置活動に大いに貢献すると考えられるが、CSA こそが基準であり AP は自発的な信頼醸成措置

ととらえるべきだと主張する国々もあり、AP の普遍化になかなか進展がみられない。 
2015 年の保障措置活動に関する IAEA の報告書では、保障措置の実施における幾つかの課題を指摘

している。CSA で求められている国内計量管理制度（State System of Accounting for and Control: SSAC）
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がまだ設立されてない国があったり、国の所管当局が CSA や AP の実施に求められる必要な権限、資

源、技術能力あるいは独立性を有していなかったりすることで、IAEA の保障措置活動の効果が十分

に発揮できないでいる。 
日本は、これまでに AP の普遍化を推進する活動を行ってきており、NPT 運用検討会議や IAEA 総

会等の国際会議の場で議論をリードしたり、アジア諸国等に対し人材育成支援を行ってきた。これら

の取組の継続が求められる。同時に、福島第一原子力発電所の廃炉作業においては高い透明性が求め

られる。廃炉作業の進捗に合わせて保障措置活動が行われているが、日本における経験・知識が、国

際的に貴重な教訓となることは確実であり、また保障措置のための新たな技術開発につながる可能性

もある。日本からの積極的な情報発信が強く求められる。 
 

（野呂 尚子） 
                                                   
1 IAEA, Status List: Conclusion of safeguards agreements, additional protocols and small quantities protocols,  
https://www.iaea.org/sites/default/files/16/10/sg_agreements_comprehensive_status_list.pdf 
2 IAEA, Status of the Additional Protocol, 
https://www.iaea.org/safeguards/safeguards-legal-framework/additional-protocol/status-of-additional-protocol 
3 IAEA, Safeguards Statement for 2015, https://www.iaea.org/sites/default/files/16/08/statement_sir_2015.pdf. 
4 IAEA, Safeguards Statement for 2015, https://www.iaea.org/sites/default/files/16/08/statement_sir_2015.pdf 
5 IAEA, Reinforcing the Global Nuclear Order for Peace and Prosperity: The Role of the IAEA to 2020 and Beyond, May 2008, 
pp.18-19. 
6 NSG, “Public Statement: Plenary Meeting of the Nuclear Suppliers Group”, June 23-24, 2016, 
http://www.nuclearsuppliersgroup.org/images/2016_Public_Statement_Final.pdf.  

104

https://www.iaea.org/sites/default/files/16/10/sg_agreements_comprehensive_status_list.pdf
https://www.iaea.org/safeguards/safeguards-legal-framework/additional-protocol/status-of-additional-protocol
https://www.iaea.org/sites/default/files/16/08/statement_sir_2015.pdf
https://www.iaea.org/sites/default/files/16/08/statement_sir_2015.pdf
http://www.nuclearsuppliersgroup.org/images/2016_Public_Statement_Final.pdf.


 
 

第 18 項： 原子力の平和的利用 
 
はじめに 
 NPT は、核不拡散、核軍縮及び原子力の平和的利用の三本柱で構成されており、原子力の平和的利

用についてはこれを NPT 締約国の「奪い得ない権利」と規定し、核兵器国及び非核兵器国の不拡散義

務及び軍事転用の防止のため非核兵器国が国際原子力機関（IAEA）の保障措置を受諾する義務を規定

している。2015 年 NPT 運用検討会議の最終文書案においても、NPT が原子力の平和的利用を行うた

めの信頼と協力の枠組みを提供することによって、原子力の平和的利用の発展を促進している旨再確

認している 1。 
 また同最終文書案は、原子力科学技術が全ての締約国の社会経済的発展に不可欠な要素であること、

原子力科学技術へのアクセス拡充のため開発途上国に対する支援を奨励すること、IAEA 技術協力活

動の重要性を強調すること、及び平和的利用イニシアティブ（PUI）への拠出を奨励することなどを

盛り込んでいる。 
 同最終文書案は、原子力の平和的利用における 3S の確保の必要性を再確認しているが、3S の重要

性は日本が2008年のG8洞爺湖サミットにおいて提唱したものである。3Sとは、「原子力安全（Safety）」、
「保障措置（Safeguards）」及び「核セキュリティ（Security）」を指し、原子力の平和的利用において

その一つでも欠けることのないよう、訴えている。 
 さらに、福島第一原子力発電所事故の教訓の共有を目指した、2011 年 3 月の福島第一原子力発電所

の事故後の原子力安全に関する閣僚宣言の採択（2012 年）、福島報告書の作成に向けた取組等に留意

し、IAEA による福島第一原発事故後の努力を歓迎している。 
 
１．原子力の平和的利用をめぐる議論 
 原子力の平和的利用をめぐっては、これまでも非同盟諸国（Non-Aligned Movement: NAM）と先進

国の間で意見の対立が起きている。NPT 第 4 条は、締約国には平和的目的のための原子力の研究、生

産及び利用を発展させることについての「奪い得ない権利」に言及し、締約国は原子力の平和的利用

のため設備、資材並びに科学的及び技術的情報を可能な最大限度まで交換することを容易にすること

を約束し、また、その交換に参加する権利を有すると定めている。NPT 第 4 条については、先進国も

NAM も NPT 第 1 条及び第 2 条に規定される核不拡散義務（核兵器国）及び拡散回避義務（非核兵器

国）と合致すべきだとの認識を持っている。他方、NAM は、原子力の平和的利用は文字通り「奪い

得ない権利」であり、NPT のいかなる条項もこの奪い得ない権利を阻むような解釈をされるべきでは

ないと主張し、平和的目的のための機器、物質及び科学技術情報の「完全な可能な限りの交換（fullest 
possible exchange）」は何によっても妨げられるべきではないと主張している。NAM は、2015 年の NPT
運用検討会議では、イランが NAM を代表して行った演説で、この奪い得ない権利を部分的にでも阻

む措置は、締約国の権利と義務の繊細なバランスに深刻な影響を与え、先進国と途上国の溝を深める

ことになると述べている。 
 また NAM は、原子力供給国グループ（NSG）が IAEA 保障措置協定の追加議定書（Additional Protocol: 
AP）の締結を原子力関連資機材・技術の輸出の条件にしようとしていることに対しても強い懸念を表

明している。NPT 第 4 条で定められた原子力の平和的利用のため設備、資材並びに科学的及び技術的

情報の交換に参加する権利について、NSG 等の輸出管理レジームによって先進国が制限をかけている

という批判である。NPT 第 3 条には締約国の IAEA 保障措置受託義務が定められているが、法的な義
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務である包括的保障措置（Comprehensive Safeguards Agreement: CSA）と任意の AP とは区別すべきで

あり、第 3 条は CSA で果たされ、AP は NPT 上の義務ではないというのが NAM の主張である。第 3
条についても、第 4 条に規定される奪い得ない権利を阻害するものであってはならず、保障措置受託

義務を平和的利用のための原子力研究開発等の権利を阻む目的で政治的に利用しようとする動きに強

い懸念を抱いていることを明確にしている 2。 
 ウラン濃縮や再処理等の機微技術の拡散を防ぎたい先進国は、原子力の平和的利用に当たっては、

原子力安全、核不拡散（保障措置）及び核セキュリティの確保が重要であると主張しており、先進国

と NAM の主張の相違はこれまでと変わっていない。ただし、NAM の中でも AP を締結する国は増え

ている。 
 
２．IAEA 技術協力活動 
 IAEA の技術協力プログラム（Technical Cooperation Programme: TCP）は、IAEA が加盟国に原子力

に関する技術的な支援を提供するプログラムである。IAEA は TCP を通して、加盟国の社会経済的発

展のための安全で平和的な原子力技術の使用を支える能力の育成・強化・維持を支援する。現実には

開発途上国への支援がより優先度が高くなるが、全ての加盟国が IAEA からの支援を受ける権利があ

る。 
 TCP は、全世界における平和、保健及び繁栄に対する原子力の貢献を IAEA 設立の目的の１つと定

める IAEA 憲章の第 2 条に依拠しており、費用対効果の高い手法によって加盟国の目に見える社会経

済的な影響を増進することを目標としている。 
 TCP は技術支援を必要とする加盟国と IAEA 事務局の調整によって実施され、加盟国が基本分担率

に準じて拠出する技術協力基金によってプロジェクトの財源が賄われている。2010 年の NPT 運用検

討会議において、IAEA の原子力の平和的利用促進活動の追加的な財源として、平和的利用イニシア

ティブ（Peaceful Uses Initiative: PUI）が米国の提唱によって設立された。2016 年時点で、日本を含む

21 か国及び欧州委員会が PUI に拠出し、IAEA の原子力技術協力を支援している。2015 年の NPT 運

用検討会議において、日本は PUI に対し 5 年間で 2,500 万ドルの拠出を行うことを発表しており 3、平

和的目的での技術移転の確保に貢献している。 
TCP の枠組みの下に、①アフリカ、②アジア太平洋、並びに③ラテンアメリカ及びカリビアンの 3

つの地域では域内の原子力科学技術協力を推進するための地域協力協定が 4 つある。このうちアジア

太平洋での地域協力（Regional Cooperative Agreement for Research, Development and Training Related to 
Nuclear Science and Technology: RCA）は日本を含む 22 カ国が参加している。 

TCP は平和的な原子力科学技術の移転のための主要なメカニズムとして、原子力の平和的利用の促

進における役割を期待されている。4 
 

３．二国間原子力協定 
原子力発電等の原子力の平和的利用にとって、核物質や原子炉等の原子力関連技術・資機材の調達

が必要であるが、そのための能力を単独で有する国は限られている。他国から当該技術・資機材の提

供を受ける際に、平和的な利用に限定することを法的に担保するため、協力の相手国が提供された技

術・資機材等を軍事的目的に転用することのないように二国間で原子力協定を結ぶことで、技術・資

機材等の移転に一定の規制がかかる。移転される資機材や技術が軍事的目的に転用されないための保

障措置に関する規定や、核テロ等の防止のための核物質防護に関する規定等が盛り込まれる。日本は
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前述の「3S」確保の重要性から、二国間原子力協定に原子力安全に関する規定を設けている。 
 日本は米、仏、英等の原子力先進国との協定に加え、ヨルダン、ベトナム、トルコ及びアラブ首長

国連邦といった新規原子力発電導入国とも二国間原子力協定を締結している。これらの協定のうちヨ

ルダン及びアラブ首長国連邦との協定では、協定の適用を受ける核物質のこれらの国の国内での濃

縮・再処理は禁止されている。ベトナム及びトルコとの協定では、ベトナム及びトルコ国内における

濃縮・再処理については両国の同意が必要としている。さらに、ヨルダン、ベトナム及びアラブ首長

国連邦との協力では、ウラン濃縮、使用済燃料の再処理、プルトニウムの分離等のための技術及び設

備並びにプルトニウムの移転はされないことになっており、トルコとの協力ではこれらを移転するこ

とを可能にするような改正が行われた場合に限り移転することができることとなっている。 
また、日本は 2016 年 11 月に NPT 非締約国のインドとの原子力協定に署名した。この協定において

は、仮にインドが核実験を行えば，日本は協定の終了につき書面による通告をインドに対して行った

上で協力を停止し、協定を終了させることとなるほか、協定の下での再処理は停止されることとなっ

ている。このことは「見解及び了解に関する公文（Note on Views and Understanding）」でより明確にさ

れている。附属書Bでは、インド国内での協定適用対象核物質の再処理実施に係る諸条件を規定した。

ウラン濃縮、使用済燃料の再処理、プルトニウム分離等のための技術及び設備並びにプルトニウムは、

この協定を改正しない限り移転されないこととなっている。インドが NPT 非締約国であるため、日本

は今後今まで以上にインドに対し国際的な核不拡散体制の尊重と遵守を呼び掛けていく必要がある。 
 
４．バックエンドと平和的利用：核物質の適切な管理と処分 
原子力の平和的利用には、燃料製造・発電所建設・運転等のフロントエンド及び原子炉の廃炉、使

用済燃料の再処理・濃縮等の核燃料サイクル、放射性廃棄物の処理等のバックエンドの全てのライフ

サイクルにおける核不拡散体制の強化及び推進が不可欠である。その中でも、バックエンドの問題と

して高レベル放射性廃棄物の処分は最重要課題の一つとなっている。高レベル放射性廃棄物は、諸外

国でも地層処分が検討されており、そのための研究が行われている。日本では、高レベル廃棄物はガ

ラス固化体に処理され、冷却のために 30-50 年貯蔵され、その後地層処分されることになっている。

しかし、最終処分場が決定しているのは 2017 年 1 月時点でフィンランドのみであり、スウェーデンや

フランスは最終処分場建設を計画中とされている。最終的な廃棄物の行き場がないまま、原子力の平

和的利用を進めるということは、核不拡散及び核セキュリティの観点から問題があるとする議論もあ

る。 
同様に、核燃料サイクルにより分離されるプルトニウムについても、原子力の平和的利用を進める

に当たり、現実的な政策と体制が求められる。日本は使用済燃料を再処理し、分離されるプルトニウ

ム等を有効利用する核燃料サイクルの推進を基本的方針としている。日本は非核兵器国の中で唯一、

商業規模で濃縮・再処理までの核燃料サイクル施設を保有する国である。しかし、2016 年に発表され

た日本が保有する分離プルトニウム総量は約 47.9 トン（うち約 10.8 トンが国内保管分、約 37.1 トン

が海外保管分 5）であることからも、分離プルトニウムの保有量と消費量のバランス、いわゆるプル

トニウム・バランスに留意する必要がある。日本は、高速増殖炉もんじゅの廃炉が決まっても核燃料

サイクル政策を変更しない方針を示している。プルトニウムの適切な管理と利用を行うとともに、透

明性の確保に努めることが求められる。 
 
５．原子力安全 
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原子力安全の確保は IAEA の活動の三本柱の一つとして、原子力の平和的利用において重要な取組

と位置付けられている。IAEA の原子力安全基準は、①防護と安全の目的・原則を定める安全原則、

②人と環境の防護を確保するために求められる安全要件、及び③安全要件を遵守する手法に関する安

全指針によって構成されている。IAEA の基準を受け入れるかは加盟国の判断であり法的拘束力はな

いが、国際的な基準として広く受け入れられており、多くの加盟国の国内法規制に反映されている。 
原子力安全に関する国際的な枠組みには、1986 年のチェルノブイリ事故を契機として採択された原

子力安全関連 4 条約と呼ばれる①原子力事故早期通報条約（採択は 1986 年、以下同じ）、②原子力事

故援助条約（1986 年）、③原子力安全条約（1994 年）、及び④放射性廃棄物等安全条約（1997 年）が

ある。日本は上記 4 条約を締結しており、最近の二国間の原子力協定においては、このような諸条約

に関連した規定を設けている。 
また、原子力損害賠償に関する条約では、①2004 年パリ条約改正議定書、②1997 年ウィーン条約

改正議定書、及び③原子力損害の補完的な補償に関する条約（原子力損害補完的補償条約、CSC）が

ある。日本は 2015 年 1 月に CSC を締結しており、日本の締結によって CSC は発効要件を満たし、同

年 4 月に発効した。 
 

６．3S  
 上述の通り、日本は原子力の平和的利用においては原子力安全（Safety）、保障措置（Safeguards）及

び核セキュリティ（Security）の確保が重要であるとして、「3S」の確保を提唱している。福島第一原

子力発電所の事故の後、安全とセキュリティの相乗効果に関心が集まり、2012 年にソウルで開催され

た核セキュリティ・サミット（本編 第 19 項 核セキュリティ参照。）でも議論が行われた。福島の事

故は核テロによるものではないが、原子力施設の安全運転に欠かせない枢要な設備に対する攻撃によ

って、放射性物質の漏洩を引き起こす可能性を広く世界に示した。例えば、セキュリティ目的の厳格

な出入管理や施錠等の対策が、逆に、安全のための作業や手続きを妨げたり、原子力安全で重視され

る透明性が、施設のセキュリティを損なったりして、安全対策とセキュリティ対策が互いに悪影響を

与えないよう、原子力安全と核セキュリティ分野の連携の重要性が認識された。 
同様に、保障措置と核セキュリティの連携も重視されている。核物質の盗取や不法移転の検知には、

核物質防護のための侵入検知、出入管理、禁制品検知等によるものに加え、保障措置の一環である核

物質の計量管理システムの貢献が期待されている。核物質防護システムでは、核物質が盗まれたこと

は検知できても、どの物質がどのくらいの量盗まれたのかを検知することはできず、計量管理の情報

をセキュリティの目的にも活用することが IAEA の核物質防護に関する最新のガイドラインでも推奨

されている 6。ただ、核物質の盗取・不法移転の防止という目標は同じであっても、保障措置で求め

る計量管理の頻度・精度と核セキュリティで求める要件とは必ずしも一致しておらず、例えば核セキ

ュリティではほぼリアルタイムに近い計量管理を求めるのに対し、保障措置では一定の期間における

計量管理を実施している。原子力安全と核セキュリティのインターフェースも同様だが、最終的な目

的でもその達成の方法に違いがあり、それらが互いの政策の効果を損なわないような連携・協力が、

原子力の平和的利用には必要である。 
 
今後の課題 
 福島第一原子力発電所での事故の後、日本は自国の経験と教訓を国際社会と共有することで、原子

力安全・保障措置・核セキュリティの 3S 強化による原子力の平和的利用の促進に貢献してきた。原
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子力の平和的利用の権利をめぐっては、依然として先進国と NAM との間で主張の違いが存在し、交

渉の難しさを露呈している。しかしながら、福島事故で得た安全及びセキュリティ上の教訓、廃炉措

置作業における保障措置活動に関する経験や技術の蓄積を引き続き各国と共有し、原子力安全の確保

及び原子力の平和的利用に貢献する資金的・技術的・人的な支援を継続することで、国際社会に貢献

していくことが日本に強く期待されている役割である。そのため、引き続き厳格な輸出管理を行い、

核燃料サイクルにおける一層の透明性を確保し、原子力安全、保障措置及び核セキュリティ措置を講

じていくことにより、核不拡散及び原子力の平和的利用をリードしていくことが重要である。  
 

（野呂 尚子） 
                                                   
1 最終文書案パラ 61 
2 The inalienable right to develop research, production and uses of nuclear energy for peaceful purposes, 9 March 2015, 
http://cns.miis.edu/nam/documents/Working_Paper/WP5_the_inalienable_right_to_develop_research.pdf 
3 外務省、2015 年 NPT 運用検討会議における岸田外務大臣一般討論演説、2015 年 4 月 28 日、

http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/ac_d/page22_001983.html 
4 https://www.iaea.org/publications/documents/infcircs/text-regional-co-operative-agreement-research-development-and-training-rel
ated-nuclear-science-and-technology 
5 内閣府、我が国のプルトニウム管理状況、2016 年 7 月 27 日、

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2016/siryo24/siryo1.pdf 
6 IAEA, Nuclear Security Recommendations on Physical Protection of Nuclear Material and Nuclear Facilities 
(INFCIRC/225/Rev.5), February 2011, http://www-pub.iaea.org/MTCD/Publications/PDF/Pub1481_web.pdf 
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第 19 項： 核セキュリティ 

 
はじめに 
核セキュリティとは、核物質、その他の放射性物質、その関連施設及び輸送に対する悪意ある行為

の防止、検知及び対応に係る取組である。核物質の厳格な管理及び施設の物理的な防護は「核物質防

護（Physical Protection: PP）」として取組が始まったが、その後、実質的な核保有国の増加、ソ連崩壊

による脆弱な核物質管理の露呈、核物質の闇市場の顕在化及び非国家主体による大規模なテロの危険

性の増大等から、「核セキュリティ（Nuclear Security）」へと急速に進展してきた。原子力関連施設及

び輸送に対する妨害破壊行為や、ダーティ・ボム（汚い爆弾）のような放射性物質の悪用も脅威とし

て想定され、IAEA による定義では、核セキュリティには核物質のみならずその他放射性物質の防護

も取り組みの対象として含まれている 1。 
近年の核セキュリティ対策の強化に大きく貢献したのが、核セキュリティ・サミットである。核セ

キュリティ・サミットは米国のオバマ大統領が提唱し、2010 年 4 月に第 1 回目が米ワシントンにて開

催された。その後、2016 年までに 4 回にわたって同サミットが開催され、初回は 48 カ国、2 回目以降

は 50 か国を超える首脳が集まる大規模なサミットとなった。核物質及び放射性物質を安全に管理し、

原子力施設及び輸送への妨害破壊行為や核物質の不法取引を防止し、核テロのリスクを最小化するこ

とは、世界的な安全保障上の優先事項として国際社会が認識を共有したといえる。サミットの開催で

核セキュリティの取組は一気に加速したが、2016 年を持って核セキュリティ・サミットは終了したこ

とから、今後の機運の維持が課題となっている。 
 
１．核セキュリティ・サミット 
 第 1 回目のワシントン・サミットでは、コミュニケ（Communiqué）及び作業計画（Work Plan）が

採択されている。コミュニケでは核テロを国際安全保障上の最大の脅威の一つと位置付け、核物質と

原子力施設のセキュリティ維持は国家にその基本的な責任があることを確認し、すべての脆弱な核物

質の管理を 4 年以内に徹底することに同意した 2。また本コミュニケを実行するための作業計画につ

いては、参加国は自国の国内法及び国際条約等の義務に従い運用可能な部分について、自発的に実施

することとした。 
 2012 年ソウル・サミット（韓国）では、福島第一原子力発電所における事故の発生から約 1 年とい

う節目で開催されたことから、核セキュリティと原子力安全の相乗効果についても議論が行われた。

また 2014 年のハーグ・サミット（オランダ）では、増えるサイバー攻撃の脅威を反映し、情報及びコ

ンピュータ・セキュリティ 3の重要性の認識が追加された。 
 現行のサミット形式としては最後となった 2016 年 4 月のワシントン・サミットでは、核セキュリテ

ィ対策における IAEA の主導的役割を再確認し、国連、IAEA、国際刑事警察機構（Interpol）、核テロ

に対抗するためのグローバル・イニシアティブ（GICNT）及び大量破壊兵器・物質の拡散に対するグ

ローバル・パートナーシップ（GP）を支援するための行動計画が採択された。 
サミットの終了に伴い、サミットにおけるシェルパ会合を引き継ぐ「核セキュリティ・コンタクト・

グループ（Nuclear Security Contact Group）」が設置された。コンタクト・グループは、IAEA 総会に合

わせて会合を開催し、サミット・プロセスで表明された各国または多国間の取組の実施を推進し、評

価することとされている。第 1 回目の会合は 2016 年 9 月に開催された。コンタクト・グループは意思

決定機関ではなく調整のための場となること、核セキュリティの課題について議論すること、産業界・
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NGO とのリンクを開発・維持すること等の取り決め事項（TOR）が定められた。 
 
２．進捗状況報告システムによる具体的な取組の促進 
 核セキュリティ・サミットの最大の成果は、核セキュリティに関する国際的な注目度を高め、各国

の具体的な取組を実現させたことである。サミットでは首脳陣自らが自国の取組を発表し、次回以降

はその進捗状況を報告する国別進捗報告（National Progress Report）を取り入れ、言葉だけでなく実際

の取組につなげる仕組みを作り上げた。またギフト・バスケット提案方式（Gift Basket）という、核

セキュリティの特定のテーマについて複数の有志国による具体的な取組を共同声明で発表し、その成

果がサミットで発表される制度も生まれた。4 回のサミットを通じて表明された参加国のコミットメ

ントは 300 を超え、バスケット提案方式で発表された声明のうち 4 分の 3 以上が達成される 4など、

具体的な取組の実施につながった。 
 核脅威イニシアティブ（Nuclear Threat Initiative: NTI）、Arms Control Association 及び Partnership for 
Global Security 等のシンクタンクも、サミット・プロセスの達成状況を分析し報告書を発表した。中

でも核物質のセキュリティに関する各国の取組状況を採点し、ランキングを付けた「NTI 核物質セキ

ュリティ指標（NTI Index）」は、各国の取組を数値化し、またサミット開催毎に発表して対象国の取

組が進展しているのか停滞しているのかがわかりやすい形で示し、関心を集めた 5。 
 
３．国際条約及び IAEA ガイドライン 
（ａ）核物質防護条約の改正の発効 

2015 年 NPT 運用検討会議の最終文書にも記載され、核セキュリティ・サミットのコミュニケにも

初回から盛り込まれていた核物質防護条約の改正の発効が 2016 年に実現したのは、核セキュリティ・

サミットの大きな功績である。核物質防護条約は国際輸送中の核物質の盗取または不法移転を防ぐた

めの防護措置を確保し、核物質の盗取等の行為を犯罪化することを義務付けるものであったが、2005
年の改正で国際輸送時だけでなく国内で使用・貯蔵・輸送中の核物質の防護にも適用されることにな

った。核物質防護条約の改正は国際的な核セキュリティ体制の不可欠な要素として、本条約の早期発

効は長年国際社会の優先的課題となっていた。核物質の物理的な防護に関する法的拘束力をもった国

際条約として、本条約が普遍化し、国際的な核セキュリティ強化に貢献することが期待されている。 
 

（ｂ）核テロ防止条約の普遍化 
核物質防護条約及びその改正と併せて、「核によるテロリズムの防止に関する国際条約（核テロ防

止条約）」の早期締結もサミットで強く推奨された。2005 年に国連総会で採択された核テロ防止条約

は、人・財産に意図的に著しい損害を引き起こす意図をもって、核・放射性物質または核爆発装置等

の所持、使用する行為及び放射性物質の放出を引き起こすような原子力施設に対する妨害破壊行為等

を犯罪とし、その犯人を処罰し、また犯人の引き渡しに関する協力を行うことを義務付けるものであ

る。各国の核テロ処罰の取組に加え、犯人引き渡し協力を含めることによって、犯人処罰の国際的な

枠組みが構築できると期待されている。 
 
（ｃ）IAEA 核セキュリティ勧告（INFCIRC/225/Rev.5） 
核物質及び原子力施設の物理的な防護（核物質防護）に関しては、IAEA が加盟国に対してガイド

ライン（INFCIRC/225）を発行している。1972 年の初版から国際テロ情勢の変化に合わせて改訂され
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ており、最新のガイドラインは、2011 年 2 月に発表された「核物質及び原子力施設の物理的防護に関

する核セキュリティ勧告」改訂第 5 版（INFCIRC/225/Rev.5）である。本文書には法的拘束力はないが、

核物質防護条約の改正に含まれている核物質防護の基本原則 6を反映しており、また二国間協力にお

いて本勧告への準拠を条件にすることもあり、核物質防護の実質的な国際的な基準となっている。サ

ミットや IAEA 会合、NPT 運用検討会議等の様々な機会において、本勧告の国内規制への導入が強く

推奨されている。 
 
４．コンピュータ・セキュリティ 
デジタル化・ネットワーク化の進化に伴い、情報システムや重要インフラに対するサイバー攻撃は

増加の一途を辿っており、原子力施設もターゲットとなっている。原子力施設においては IT システム

の防護だけでなく、制御系システム（Industry Control System: ICS）の防護が重要であるが、ICS は安

全上の防護はされているものの、セキュリティのターゲットとしての認識があまり強くないとされ、

喫緊の課題となっている。 
IAEA では 2011 年に技術手引き 7を出版しており、また 2015 年にコンピュータ・セキュリティをテ

ーマにした国際会議を初めて開催した 8。コンピュータ・セキュリティを施設の核物質防護と統合し、

包括的な防護対策とすることが指摘されているが、本分野で必要とされる IT、制御系システム、核物

質防護全てに精通している専門家の数は少ない。国際的な知見の共有が強く求められており、IAEA
は新たな実施指針文書の作成を行い、また同テーマの国際会議を 2-3 年毎に開催したいとしている。 

 
５．高濃縮ウラン及び分離プルトニウムの最小化 
 高濃縮ウラン（HEU）は核爆発装置の原料となり得るため、盗取により悪用された場合に甚大な影

響を与え得る。核テロのリスクを減らすためには、HEU をできる限り削減し、HEU 炉を低濃縮ウラ

ン（LEU）へ転換すべきとの考えに対する国際的関心が高まり、2004 年には米国による地球的脅威削

減イニシアティブ（Global Threat Reduction Initiative: GTRI）が始まった。またサミットでは分離プル

トニウムの削減もコミュニケで提唱された。2016 年のワシントン・サミットのファクト・シート（Fact 
Sheet）によると、30 か国 50 以上の施設において削減努力がなされ、核兵器 150 個分に相当する核物

質の削減を達成している 9。さらに、民生用の HEU 使用削減及び廃止に関する共同声明には 22 か国

が署名し、HEU の撤去等については、IAEA への自発的な報告メカニズムを構築することとしている。 
 テロに悪用される核セキュリティの懸念だけでなく、兵器への転用を防ぐ核不拡散の観点からも

HEU 及び分離プルトニウムの削減は重要視されており、NPT の観点からも引き続き各国の取組及び国

際協力が推奨されると予想される。前述の NTI Index においても、核物質及び原子力施設数が多いほ

どセキュリティリスクが高いと評価されている。 
 
６．核セキュリティ強化における日本の貢献 
（ａ）サミットにおける貢献 
 2010 年のワシントン・サミットでは、①主としてアジアの核セキュリティ強化に貢献するための支

援センターを 2010 年中に設立、②核物質の測定、核検知及び核鑑識にかかる研究開発を実施、③核セ

キュリティ基金等を通じた IAEA に対する財政的・人的貢献、及び④世界核セキュリティ協会（WINS）
のワークショップの国内実施を表明し、いずれも 2012 年のソウル・サミット時には実施済み及び着手

済みである旨の報告を行った。①に関しては、2010 年 12 月に茨城県東海村にある日本原子力研究開
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発機構（JAEA）の中に核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ISCN）を設置し、2011 年 10
月に最初のアジア向け核物質防護トレーニングコースを開催した。②は JAEA が実施しており、米国

や欧州との核検知技術共同開発や、JAEA の所有する核物質に関する核鑑識データベースの開発を進

めている。 
また Gift Basket では、日本は輸送時の核セキュリティ強化に関する共同声明でリード国を務め、輸

送セキュリティに関する机上演習及び実動演習を実施した。 
第 3 回目のハーグ・サミットにおいては、米国との協力の下、JAEA の高速炉臨界実験装置の高濃

縮ウラン及び分離プルトニウム（331kg）の全燃料の撤去を決定し、2016 年に完了した 10。これはサ

ミット・プロセスの中で実施された核物質の撤去プロジェクトとして最大級のものである。さらに、

日本政府は、京都大学にある臨界集合体実験装置の低濃縮ウラン原子炉への転換により、高濃縮ウラ

ン燃料の全量撤去の取組を米国と共同で実施することを発表している。 
 
（ｂ）国内の核セキュリティ規制強化 

IAEA 核セキュリティ勧告（INFCIRC/225/Rev.5）の発表直後に東日本大震災による地震・津波によ

って福島第一原子力発電所事故が発生しており、日本はこの事故と同様の被害をテロによってもたら

されることのないように、新規制基準に航空機の意図的な衝突等のテロ行為への対策を盛り込んだ。

また核物質防護に関する規制においても、同勧告を反映し、施設の防護体制の一層の強化、コンピュ

ータ・セキュリティ強化、核セキュリティ文化の醸成、内部脅威対策の強化等に取り組んでいる。 
さらに、2015 年には IAEA の「国際核物質防護諮問サービス（International Physical Protection Advisory 

Service: IPPAS）」を受け入れている。IPPAS は、加盟国からの要請により国際的な専門家グループを

当該国に派遣し、国の規制制度及び施設の核セキュリティ対策の実施状況を、施設訪問やインタビュ

ー等によってレビューし、助言するサービスである。国内の核セキュリティ体制の継続的な改善のた

めに、NPT 運用検討会議も含め、G7 サミット、IAEA 総会等においても IPPAS の受入れが推奨されて

いる。 
 
今後の課題 

2015 年 NPT 運用検討会議の最終文書に盛り込まれた核セキュリティに関する項目は、いずれも核

セキュリティ・サミットのコミュニケで取り上げられたものであり、サミット・プロセスを通じてす

でに達成、あるいは重要性が再確認されている。核物質防護条約の改正が発効されたことにより、今

後はより多くの国が同条約を締結すること、及び未締結国に対し核テロ防止条約の早期締結を引き続

き提唱していくことが予想される。 
核セキュリティ・サミットの終了に伴い、核セキュリティ対策強化は今後 IAEA が中心的な役割を

果たすこととなった。同サミットで表明された様々なコミットメントや共同声明は、引き続き IAEA
がリードして各国が IAEA を支持・支援しながら実行していくことになる。しかし、IAEA が、核セ

キュリティ・サミットと同レベルの注目度を集めることは難しい。高まった機運（モメンタム）をど

こまで維持及び拡大していけるかが課題となる。また加盟国数がサミット参加国より圧倒的に多く、

各国の原子力発電導入のステージも異なるためそれぞれの優先順位が一致せず、議論がまとまりにく

いことも想定される。 
IAEA は、3 年毎に核セキュリティに関する国際会議を開催し、その中で閣僚級会合を実施していく

ことを表明しており、核セキュリティ・サミット終了後の 2016 年 12 月 5 日から 9 日にウィーンで開
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催され、130 か国及び 17 国際機関・団体から約 2,000 人が参加した。同会議では冒頭 1.5 日が閣僚級

会合となり、日本を含む 50 か国以上から閣僚レベル（日本は外務副大臣）が出席した 11。本会合では

閣僚宣言（Ministerial Declaration）が発表され、核セキュリティ・サミットのコミュニケの内容をほぼ

踏襲し、引き続き核セキュリティ強化のために各国が IAEA を通じて国際協力を進めていくことが示

された。 
日本においても、人材育成支援、核検知及び核鑑識技術開発、輸送セキュリティ強化等のサミット・

プロセスで開始し、また実施をコミットした取組については、継続して実行していくことが必要であ

る。国境を超える脅威及び影響に鑑み、一国だけでなく国際社会全体で核セキュリティ対応能力を強

化していくことが求められる中で、日本も自国の核物質及び放射性物質、関連施設及び輸送の防護対

策を強化し、国際社会の取組に貢献していくことが重要である。 
 

（野呂 尚子） 
                                                   
1 IAEA, Nuclear Security – Measures to Protect Against Nuclear Terrorism, September 23, 2005, 
https://www.iaea.org/About/Policy/GC/GC49/Documents/gc49-17.pdf 
2 本コミュニケの内容については、第二回 NPT ハンドブックに記載されている。 
3 「情報セキュリティ」または「サイバーセキュリティ」という呼び方もあるが、IAEA では「コンピュータ・セキュ

リティ」を用いている。本稿は IAEAの用語を採用している。 
4 Nuclear Security Summit 2016, Fact Sheet: The Nuclear Security Summits: Securing the World from Nuclear Terrorism, April 6, 
2016, 
http://www.nss2016.org/document-center-docs/2016/3/31/fact-sheet-the-nuclear-security-summits-securing-the-world-from-nuclear-t
errorism. 
5 核物質の量及び核物質保有施設数、セキュリティ及び管理対策、国際条約の締結及び国際的なイニシアティブへの貢

献、国内の法規制の整備状況、及び社会不安や国際紛争等の政治的安定性が評価の対象となる。日本は原子力発電所や

研究施設、再処理施設、燃料加工施設等、核物質の量及び核物質保有施設数が多く、それにより総合得点が抑えられて

いる。 
6 核物質防護の基本原則（Fundamental Principle of Physical Protection of Nuclear Material and Nuclear Facilities）は 12 項目

あり、そのすべてが INFCIRC/225/Rev.5 及び IAEA核セキュリティ・シリーズ文書最高位の Nuclear Security Fundamentals
文書にも反映されている。 
7 Technical Guidance on “Computer Security a Nuclear Facilities” (IAEA Nuclear Security Series No. 17) 
8 「原子力の世界におけるコンピュータ・セキュリティ：専門家による議論と意見交換（IAEA International Conference on 
Computer Security in a Nuclear World Expert Discussion and Exchange）」（2015 年 6 月 1 日～5 日）。92 カ国・17 国際機関か

ら 743 名の参加があった（登録ベース）。 
9 Nuclear Security Summit 2016, Fact Sheet: The Nuclear Security Summits: Securing the World from Nuclear Terrorism, April 6, 
2016. 
10 外務省、「第 4 回米国核セキュリティ・サミット 日本・進捗状況報告書」、2016 年 4 月 1 日、

http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/n_s_ne/page3_001645.html. 
11 外務省、「IAEA 核セキュリティ国際会議」、http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/n_s_ne/page3_001911.html 
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第 20 項： 包括的共同作業計画（Joint Comprehensive Plan of Action: JCPOA） 

 
はじめに 
 2015 年 4 月 2 日に、国連安保理常任理事国 5 か国（P5）とドイツ、欧州連合（EU）、そしてイラン

は、2013 年 11 月に合意された共同作業計画（Joint Plan of Action: JPOA）で規定された包括的解決の

枠組み合意を成立させた（JPOA の合意期限の延長の後の合意）1。その後，同年 7 月 14 日に最終合

意された包括的共同作業計画（Joint Comprehensive Plan of Action: JCPOA）はイランによる原子力活動

の制約（濃縮活動の制限及び濃縮関連活動はナタンズの施設のみで実施すること、フォルドの施設の

研究施設への転換、アラク重水炉関連の措置、再処理の禁止）、査察・透明性、制裁解除、実施期間な

どを包括的に規定したものである。 
JCPOA は、相互に段階的で双務的な行動をから成り立っており、イランの核開発問題の平和的解決

を行うものである。この合意が実施されることで、「いかなる状況の下でも、今後あらゆる核兵器の希

求、開発、取得を行わないことを再確認する」2とした。JCPOA はイランに対して、NPT 上認められ

ている原子力の平和利用の権利を保証し、イランが他の非核兵器国と同様の扱いを受けることを規定

している 3。さらに、本文書のⅶは、「E3/EU+3 とイランは、NPT が核不拡散レジームの礎石であり、

核軍縮の希求と原子力の平和的利用の本質的な基盤であることを認める」4としている。 
 
１．イランの核開発と JCPOA 
 イランと国際社会の対立の起源は 1980 年代に遡る。イランに対する経済制裁は、1979 年の在イラ

ン米国大使館占拠事件とそれに続く国交断行以降、米国の政策の中核に位置づけられてきた。その目

的は、80 年代以降から 90 年代はイランのテロ支援の中止や、中東の戦略的勢力としての成長防止な

どに置かれてきたが、2000 年代中葉以降はイランの平和的原子力利用が軍事目的に転用されないこと

に重点が置かれた 5。 
 イランの核開発に対する国際社会の懸念を背景に、2013 年 11 月 24 日にジュネーブにおいて、

E3/EU+3（EU,中国、フランス、ドイツ、ロシア、英国、米国）とイランは暫定的に共同作業行動計画

を発表し、以降 2 年弱の期間、交渉を継続してきた。JCPOA は JPOA の成果の履行の方法を具体的に

規定したもので、本文書と 5 つの付属文書（Annex）から構成される。付属文書 1（Annex 1、以下 Annex
と番号を表記）は核関連のコミットメント、Annex2 は制裁関連のコミットメント（及び Annex2 の付

帯文書）、Annex3 は民生用原子力協力、Annex4 は合同委員会、Annex5 は履行計画について記載され

ている。 
 JCOA の合意から 2 年間の交渉を経て、2015 年 7 月 14 日に、E3/EU+3、そしてイランは、JCPOA を

発表した。JCPOA では、交渉当事者は E3/EU+3 とイランと表記されている。JCPOA は 2025 年 10 月

の「安保理決議終了の日（UNSCR Termination Day）」に至るまでの、イランの原子力計画に対する制

約と制裁解除の作業計画を明記したものである。 
前述のように、JCPOA はイランの核計画が平和目的に限定されることを保証することを目的とする

もので、イランはあらゆる状況の下で、核兵器を追求せず、開発と取得も行なわないことに合意して

いる。具体的には、JCPOA の下で、イランは、貯蔵していた低濃縮ウランの 98％を破棄し、保有し

ていた遠心分離機の数の三分の二を減少させた。さらに、JCPOA の「履行の日」以降 15 年間は、イ

ランは 3.67％を超えるウラン濃縮は行わないことが規定された。JCPOA に基づき、国連の過去の関連

安保理決議は終了し，及び米欧は一定のスケージュールの下で経済制裁を適用停止・解除する。 
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JCPOA の履行状況は、合同委員会（Joint Commission）によって監督されることになる。さらに、

国際原子力機関（International Atomic Energy Agency: IAEA）は JCPOA で規定された自発的な核関連措

置の検証を実施することが求められている 6。IAEA は情報保護のもと、定期的に国連安保理への報告

が求められている。 
 
２．イランが取るべき措置 

JCPOA の本文では、E3/EU+3 とイランの合意内容として、核（Nuclear）、制裁（Sanctions）、履行計

画（Implementing Measures）、紛争解決メカニズム（Dispute Resolution Mechanism）の四つの分野を規

定している。そして、核の分野では、「A. 濃縮・濃縮関係の研究開発・貯蔵（Enrichment, Enrichment R&D, 
Stockpiles」、「B. アラク・重水・再処理（ARAK, Heavy Water, Reprocessing）」「C. 透明性と信頼醸成措

置（Transparency and Confidence Building Measures）」の三つの分野に分かれている。 
A.については、まず、イランは全てのウラン濃縮及びその関連活動を制限し、その後濃縮活動を原

子力の平和的利用に向けて合理的な進度で転換するとしている 7。そして、「履行の日」より 10 年間、

IR-1 遠心分離機を削減し、その間ナタンズ（Natanz）における稼働遠心分離機を 5,060 機に限定（合

意前は 19,000 機を設置）する 8。イランは濃縮技術の研究開発を継続することは許されるが、濃縮ウ

ランの蓄積がない形で実施する。 
そして、10 年間のウラン濃縮関連研究・開発活動で使用される遠心分離機の種類は IR-4、IR-5、IR-6、

IR-8 のみとする 9。そして、8 年半後に開始可能な研究開発において、IR-6 と IR-8 の総数は 30 に限定

する。そして8年後に製造可能となる IR-6と IR-8はナタンズのみに貯蔵され、IAEAの査察を受ける 10。

さらに、イランの 15 年計画に基づき、ナタンズで実施されるウラン濃縮の上限は 3.67％で貯蔵濃縮ウ

ランは 300kg に限定（合意前は 10 トン）され、地下施設のフォルド（Fordow）では研究開発を含め

ウラン濃縮を行わず、核物理や技術の研究施設に再設計し、また，Annex1 に基づいて不要な遠心分離

機は撤去して IAEA の査察下に置かれるとしている 11。 
 B.では、まず、恒常的な措置として、アラク重水炉は、兵器級プルトニウムを製造しない（濃縮率

は 3.67％）よう再設計・改修し、使用済燃料は国外へ搬出するとしている 12。この再設計には JCPOA
当事国を含めた国際パートナーシップを構築し、イランが主導者としてプロジェクトを進めることに

なった。「履行の日」より 15 年の措置として、イランは新たな重水炉を建設せず、余分な重水は、国

際市場での取引を実施する 13。そして、イランは今後 15 年間、研究開発を含め使用燃料の再処理、再

処理施設の建設、再処理能力につながる研究開発は実施しないとされた。その際、分離活動が許容さ

れる唯一の例外は、医療及び産業用の放射性同位体の生産である 14。 
C.では、イランは将来的に IAEA 追加議定書の条項 17-b に基づいて包括的保障措置協定を一時的に

適用し、Annex5 で規定された時程に基づいて批准を目指すとされている。同時に、追加議定書の保障

措置協定の補助取り決めの修正コード3.1の完全適用を実施するとしている 15。そして、イランは IAEA
との間で合意した、ロードマップ（Roadmap for Clarification of Past and Present Outstanding Issues）の完

全履行を目指すとしている。このロードマップには、2011 年 11 月 8 日の IAEA 事務局長報告

（GOV/2011/65）で指摘された、過去及び現在の核計画に関する問題点が含まれる。このロードマッ

プは、2015 年 10 月 15 日までに IAEA 事務局長に報告され、事務局長は同年 12 月 15 日までに理事会

及び E3+3 各国に報告するとしており 16，同報告は同年 12 月 15 日の IAEA 特別理事会で行われた。 
監視活動の効率性向上のため、イランは，JCPOA とその Annex に基づき、自主的措置に対して一

定期間 IAEA 査察を許可するとしており、この自主的措置は、IAEA のイラン国内における常駐、イ
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ランが国内で製造したウラン精鉱（uranium ore concentrate、「イエローケーキ」）の 25 年間の査察、遠

心分離機のローターとベローズの封じ込めと監視を 20 年間実施、IAEA の先進技術の使用許可、そし

て「履行の日」より 15 年の措置として、IAEA のアクセス問題の即時解決のためのメカニズムの構築、

が含まれる 17。これにより、IAEA は、未申告の物質・活動等を検証するため、イランにアクセスを

要求することが可能になり、アクセスが実現しない場合、JCPOA により紛争解決メカニズムとして設

立が決定された合同委員会が多数決で勧告を決定するとしている。 
 
３．制裁関連措置と透明性・信頼醸成措置について 

JCPOA の重要な柱の一つが、制裁の関連措置である。イランに対する経済制裁は、米国だけで見て

みても、核開発やテロ、人権などを目的としたものが複数存在し、立法措置が伴うものと、行政協定

で実施されているものが存在する。米国及び EU は、それぞれの国内措置に基づいて JCPOA で規定さ

れた措置に基づいて、核関連の制裁の緩和措置を実施することになる。また，JCPOA は，安保理決議

第 2231 号によってエンドースされた。JCPOA では、IAEA がイランによる JCPOA に基づく核関連措

置の実施を検認すると同時に，過去の安保理決議によるイランの核関連制裁措置である、安保理決議

1696 号(2006)、 1737 号(2006)、1747 号(2007)、1803 号(2008)、1835 号(2008)、1929 号(2010)、2224
号(2015)が終了すると規定している。これにより，全ての国連加盟国は，安保理決議第 2231 号に基づ

き，過去の安保理関連決議に基づく対イラン制裁を緩和する。また，同時に Annex5 で規定された新

たな特別な規制が施行されるとしている 18。EU は EU 規則（EU Regulation）で規定された、イランの

核関連の経済および金融制裁を、Annex 5 で特定された核関連措置をイランが実施したことが IAEA
の査察で検認されたのちに緩和する 19。米国も同様の条件の下で Annex 2 に規定した制裁を緩和する

が、イランのテロ活動支援、人権侵害、ミサイル開発等の単独制裁は維持する、としている 20。JCPOA
が規定した制裁緩和措置には、具体的なタイムテーブルがあり、「合意採択の日（Adoption Day）」よ

り 8 年後又は IAEA がイラン国内の核物質が平和目的で使用されているとの「拡大結論」に到達する

のが確認される、いずれかの早い日程で、Annex 2 で規定された制裁を終了もしくは変更するための

法的措置を進めるとしている 21。 
 JCPOA は，履行計画としては、EU/E3+3 では、合意が成立（合意妥結の日「Finalization Day」）し

た後，速やかに JCPOA を承認する新しい安保理決議を提出するとしている。そして、新安保理決議

採択から 90 日後または参加者間で同意が取れた日の、どちらか早い日時を「合意採択の日（Adoption 
Day）」として、JCPOA 参加者は、JCPOA 履行のために必要な準備を開始し、イランは、「合意履行の

日（Implementation Day）」に追加議定書の暫定適用を行うことを IAEA に通告し、それに合わせて米

国と EU は、核関連の独自制裁を停止／終了するための準備を開始するとしている。 
イランが JCPOAのAnnex 5のセクション15.1から15.11に規定されている行為に対する措置の履行

を、IAEA が検認した日を「履行の日」としている。履行日には、米国と EU が IAEA の検認と同時に

Annex 5 のセクション 16 と 17 に規定されている核関連の各種制裁を停止することになる。「合意採択

の日（Adoption Day）」より 8 年後又は IAEA がイラン国内の核物質が平和目的で使用されているとの

「拡大結論」に到達するのが確認される日のうち、どちらか早い日を「移行の日（Transition Day）」と

して、米国は独自制裁を終了し、EU も大部分の制裁を終了させることになる。この段階になると、

JCPOA が一つの目標として掲げている、イランによる IAEA の追加議定書の批准の追求が現実的なゴ

ールとして展望されることになる。 
 「合意採択の日」から 10 年後の、2025 年 10 月 18 日が、「安保理決議終了の日」となり、イランの
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核開発をめぐる国連安保理の対応が終了することになる。 
 IAEA の査察を受ける側のイランの核開発計画が公開性の高い状況に置かれるのに対し（それゆえ

イランの合意違反の定義が明白）、米国や EU 側の制裁緩和を担保する手段が存在しないため、JCPOA
の紛争解決メカニズムの機能は、そのギャップを埋めるために必要な措置となる。EU/E3+3 とイラン

は、双方が合意事項の深刻な不履行があると考える場合、合同委員会に異議申し立てをすることがで

き、委員会は基本的に 15 日以内に問題解決を行うとしている。合同委員会での検討の後、参加者が合

意履行問題を外相会議で討議することができ、外相会議はこれも基本的には 15 日以内に問題解決を図

ることが求められている。もし外相会議でも問題解決が不可能な場合、JCPOA の合意事項の一部もし

くは全体が履行困難であると、国連安保理に報告することが規定されている。 
 
おわりに：JCPOA の評価と今後の課題 
 多国間交渉でイランの核兵器開発の可能性を少なくとも 15 年以上遅らせることが可能になったこ

とが、JCPOA の最大の成果といえる。しかし、15 年後にイランが核兵器開発を再開させた場合、再

び国連などで強固な経済制裁を再び課すことができるかどうか、そして、仮にイランが秘密裏に核計

画を進め、それが不可逆的な段階にまで至った場合、国際社会に対応する政策手段が残されているか、

などの問題点が指摘されている。 
 2017 年に大統領に就任した米国のトランプ大統領は、選挙期間中に JCPOA を批判し、イランが 15
年後に核開発を再開させない保証はないとして、合意に反対を表明した。米国内には、たとえ民生用

途であってもイランが濃縮技術を持つことへの抵抗感は大きく、JCPOA の合意内容がイランの将来の

核開発の方向性を規定できなかったため、合意の破棄もしくは再交渉を求める声もあがっている 22。 
 ただし、JCPOA では必要であれば 2 年ごと、もしくは必要に応じて閣僚会合を開催し、履行状況を

評価し、コンセンサス方式で合意内容の確認が可能との規定が設けられている 23。このため、仮にト

ランプ政権が JCPOA の合意内容を見直すことを求めたとしても、JCPOA の枠組み自体を変更するの

ではなく、内容の修正を求める可能性がある。 
 今後の軍縮不拡散において留意すべき点は、JCPOAの合意文書では、ⅺにおいて、JCPOAはE3/EU+3
とイランとの間の合意の下で履行されるものであり、「他国にとって、もしくは国際法の基本原則や

NPT やその他の措置の下での権利と義務、さらには国際的に認定された原則と措置に対する前例とな

るべきではない」24としている。 
 2015 年の NPT 運用検討会議では、JCPOA の交渉中というタイミングもあり、イラン問題は主要の

議題にはならなかった 25。JCPOA がイランの核開発に対して不可逆的な抑制措置となるのかについて、

今後の評価を待つ必要がある。同時に、同じく NPT 体制の下で核開発を進める北朝鮮問題に対処する

際、JCPOA のような形式が援用可能かどうか検討すべきであり、その政策的な含意を再検証すべきな

のであろう。 
 

（佐藤丙午） 
                                                      
1 この枠組みは、「E3/EU+3」とイランとの間の合意とされる。JCPOA の合意内容については、米国務省の HP にまと

められている。https://www.state.gov/e/eb/tfs/spi/iran/jcpoa/ 
2 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” iii. 
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3 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” iv. 
4 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” vii. 
5 Kenneth Katzman, Iran Sanctions (Congressional Research Service: CRS, January 31, 2017). 
6 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” x. 
7 JCPOA, Nuclear, A. ENRICHMENT, ENRICHMENT R&D, STOCKPILES, Section 1 (hereafter Nuclear, A-1). 
8 Nuclear, A-2. 
9 Nuclear, A-3. 
10 Nuclear, A-4. 
11 Nuclear, A-5,6,7. 
12 Nuclear, B-8. 
13 Nuclear, B-10 
14 Nuclear, B-12. 
15 Nuclear, C-13. 
16 Nuclear, C-14; https://www.iaea.org/sites/default/files/5722627.pdf 
17 Nuclear, C-15. 
18 Sanctions,18. 
19 Sanctions, 19; “Information Note on EU sanctions to be lifted under the Joint Comprehensive Plan of Action (JCPOA),” January 
23, 2016. http://eeas.europa.eu/archives/docs/top_stories/pdf/iran_implementation/information_note_eu_sanctions_jcpoa_en.pdf 
20 Sanction, 21. 
21 EU については、Sanction, 20、米国については Sanction, 23 で内容が規定されている。 
22 2016 年の大統領選挙における共和党の党綱領の中に、イランとの合意の見直しが規定されている。

https://www.gop.com/platform/american-exceptionalism/ 
23 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” x vi. 
24 Joint Comprehensive Plan of Action, “Permeable and General Provision,” xi. 
25 http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/ac_d/page4_001201.html 
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第 21 項： 軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI） 

 
はじめに 
 NPT の運用検討会議では、特定の議題に関心を持つ国家グループが作成され、それらが共同で作業

文書を会議に提出して議論の活性化を図る動きが活発化している。たとえば、非同盟運動（NAM）な

どは、集団的に意見を集約して表明し、核兵器国に NPT 第 6 条（核軍縮）の実施を迫る動きを見せて

いる 1。また、原子力の平和的利用については、ウィーン 10 カ国（the Vienna Group of Ten）などが活

発に提案を行っている。集団で行動することで、議題やアジェンダの推進に影響力を高めることが可

能になる。 
 
 2005年のNPT運用検討会議が、核兵器国と非核兵器国の対立により最終文書の採択に失敗した後、

2010 年の会議に向けて、日本と豪州との間で、米国の核抑止に依存する国が核軍縮を推進することの

意義を強調し、核兵器国と非同盟諸国などとの間で仲介役を果たす国家グループが必要との認識が高

まっていった。特に、米国ではオバマ大統領が登場して「核兵器なき世界」演説を行い、日本では民

主党政権が誕生して核軍縮に関心を持つ岡田克也が外務大臣になった。岡田外相は豪州のエバンス元

外相との関係が深く、共に核軍縮に関心を持ち、オバマ政権の下で開催される 2010 年の運用検討会議

での最終文書採択に熱意を持っていた 2。 
 2010 年の運用検討会議に至る過程で、岡田外相とエバンス外相は NPT での交渉に際し、交渉の円

滑化と、最終文書履行を助けるグループの編成を試みることになった。そして、2010 年の運用検討会

議の直後（2010 年 9 月）、豪州、カナダ、チリ、ドイツ、日本、メキシコ、オランダ、ポーランド、

トルコ及びアラブ首長国連邦は、「2010年NPT運用検討会議で全会一致で採択された結果を前進させ、

相互に強化し合うプロセスとしての核軍縮・不拡散の課題を推し進めるという目的を共有する」3ため

の国家グループである軍縮・不拡散イニシアチブ（Nonproliferation and Disarmament Initiative: NPDI、
以下 NPDI）を立ち上げた（2013 年にはナイジェリアとフィリピンが参加している）。NPDI の命名は、

第 2 回会合で豪州のラッド（Kevin Michael Rudd）外相が提案し、承認されたものである。NPDI の第

1 回会合（設立会合）は、日豪両国の共催による外相会談に関係国を招待する形で実施された。日豪

両国は、2008 年に核不拡散・核軍縮に関する国際委員会（ICNND）を立ち上げるなど、軍縮不拡散に

関する協力の実績がある 4。 
 NPDI は発足以降、一年に 1 回もしくは 2 回の会合を開催し、核軍縮と不拡散に対する認識を共有

すると共に、2015 年 NPT 運用検討会議の準備委員会及び本会議に作業文書を提出し、この問題への

関与を強化してきた。 
 
１．NPDI の取り組み 
 NPDI の第 2 回会合は、2011 年 4 月にドイツのベルリンで開催され、参加国の意見を集約した「ベ

ルリン・ステートメント」5が発表された。ベルリン・ステートメントでは、2010 年運用検討会議の

行動計画を各国が履行することを求め、「核兵器の使用又は核兵器の使用の威嚇に対する唯一の保証と

しての核兵器の完全な廃絶への新たな要求を歓迎し、支持する。また、我々は、その結果として、核

兵器の数、並びに安全保障戦略、概念、ドクトリン及び政策における核兵器の役割を、更に低減する

必要性を認識する」としている。そして、特にジュネーブ軍縮会議（Conference of Disarmament: CD）

を念頭に置き、「多国間軍縮機関の再活性化を一致して求める」ともしている。 
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 ベルリン・ステートメントは、四つの具体的な提案を行っている。第一に、CD における核兵器用

核分裂性物質生産禁止条約（FMCT）交渉の即時開始であり、それが CD の活動の遅滞によって果た

されないのであれば、国連総会が交渉開始のために前進する方途について検討することを求めている。

第二に、包括的核実験禁止条約（CTBT）の発効であり、全ての CTBT 未署名・未批准国に対して署

名・批准を求めている。第三に、2010 年運用検討会議で信頼醸成措置の一つとして、核兵器国が可及

的速やかに標準化された報告フォームに合意することを奨励したが（アクション 21）、NPDI の参加国

が作成した「使用し得る標準化された報告フォームの案」の提案を核兵器国が検討するよう求めた。

第四に、全ての国が国際原子力機関（IAEA）の追加議定書を締結し、発効させることを求めており、

「それぞれの地域において、二国間及び多国間で、追加議定書の普遍的適用を引き続き唱道していく。

我々は、追加議定書の締結及び履行における経験及びベスト・プラクティスをすべての関心国と共有

することを提案し、また、法的及びその他の支援を提供する用意がある」としている。 
 第 3 回会合 6では、ベルリン・ステートメントの内容が再確認されると共に、非核兵器地帯に対す

る言及が強調され、「それ自体が目的ではなく、むしろグローバルな不拡散体制の強化及び核軍縮への

貢献のための手段であることを考慮しつつ、強く支持する」と表明されている。そして、「核兵器の全

面的廃絶までの間、国際的に承認された非核兵器地帯は、当該地帯内の非核兵器国に対し法的拘束力

を持った消極的安全保証の拡大という重要な実質的手段を提供するものである」としている。 
 
２．2015 年運用検討会議準備委員会と NPDI の提案 
 第 4 回会合（2012 年 6 月）の直前に、2015 年の NPT 運用検討会議の第 1 回準備委員会が開催され

ている。NPDI は、第 1 回準備委員会に４つの作業文書を提出した。それらは、この時点までの NPDI
における議論をふまえ、①核戦力の透明性（核軍縮措置の報告フォーム）7、②核兵器用核分裂性物質

生産禁止条約（FMCT）8、③IAEA 追加議定書（AP）9、そして④軍縮・不拡散教育 10である。①の文

書では、報告フォームの重要性を強調し、2011 年 6 月に NPDI 参加国が提案したフォームを提案し、

その検討を呼びかけている。②では、FMCT 交渉の促進と、もしそれが困難なのであれば、FMCT を

代替する国際枠組みの構築を検討することを呼びかけている。③では、改めて AP の批准と、その普

遍化の重要性が強調されている。④では、軍縮不拡散教育の重要性を再確認すると共に、これまでの

試みの紹介と、新たな技術を使用した教育の重要性が強調されている。 
 第 4 回会合では、NPDI の準備委員会に対する建設的な役割を強調すると共に、イスタンブール宣

言が発表されている。宣言では、核軍縮報告フォームの重要性を強調すると共に、この問題に関する

核兵器国間での会合の開催を歓迎することに加え、FMCT と CD、CTBT の新規批准国の歓迎と早期発

効の重要性の強調、AP を含む国際的な枠組みの強化、輸出管理（特に国連安保理 1540 への協力の呼

びかけ）、国際不拡散レジームの未遵守問題、非核兵器地帯、原子力安全及び核セキュリティ、軍縮・

不拡散教育が言及されている 11。 
第 6 回会合（2013 年 4 月）の直後に開催された第 2 回準備委員会では、NPDI は 7 つの作業文書を

提出している（第 5 回会合は 2012 年 9 月開催）。準備委員会を前にして、NPDI は外相の共同ステー

トメントを発表し、「コンセンサスに基づいた 2010 年 NPT 運用検討会議の成果を前進させ、相互補完

的なプロセスとして核軍縮と不拡散のアジェンダを共同で前進させるという共通のコミットメントを

再確認する」12としている。 
第 2 回準備委員会に提出された NPDI の作業文書は、①CTBT13、②非戦略核 14、③核兵器の役割低

減 15、④輸出管理 16、⑤非核兵器地帯 17、⑥核兵器国への保障措置拡大 18、⑦軍縮・不拡散教育 19で
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ある。①の文書では、CTBT の早期発効及び実効性担保に向けた取組の重要性を確認すると共に、2015
年運用検討会議までに未批准国の批准と、引き続き核実験のモラトリアムが重要とされた。②では、

検証可能かつ不可逆的な方法で非戦略核の削減の開始を求め、非戦略核の配備状況の確認及びこれま

での実施状況に対する検証を主張した。③では、宣言政策における核兵器の役割の低減を行う共に、

NPT の義務を果たしている非核兵器国に対する消極的安全保証の宣言を求めている。④では、効果的

な国内輸出管理体制の整備・強化を奨励している。⑤では、核兵器国は非核兵器地帯条約の議定書を

批准させるための全ての必要な措置をとることと、非核兵器地帯条約の目的に反する当該条約及び議

定書への留保・解釈宣言を撤回することを求めている。⑥では、核兵器国と非核兵器国との間に存在

する保障措置上の義務のアンバランスの解消の必要性を強調し、核兵器国の IAEA 追加議定書の適用

範囲拡大の必要を求めている。⑦では、軍縮・不拡散教育の重要性を再確認している。 
 第 3 回準備委員会に対し、NPDI は作業文書を提出している。それらは、①警戒態勢解除 20、②中

東非大量破壊兵器地帯 21、③STRAT 後の核軍縮交渉 22、④核軍縮の透明性 23、⑤脱退条項 24、⑥核セ

キュリティ 25、⑦広島宣言 26、である。①の文書では、2010 年運用検討会議以降、警戒態勢解除の具

体的な行動がないことに懸念を表明し、核兵器国によるその重要性の再確認、透明性の拡大、そして

NPT に参加していない核兵器保有国への要請を行っている。②では、中東地域に非大量破壊兵器地帯

を設けることの意義を再確認し、フィンランド次官がファシリテーターを務める中東会議開催に向け

た動きを支持すると共に、地域各国が対話に応じて会議が開催されることを要望している。③では、

START 後の核軍縮交渉を呼びかけた 2013 年 6 月の米国のオバマ大統領のベルリン演説を歓迎し、交

渉の開始を要望すると共に、米露以外の核兵器国が参加した多国間の核軍縮交渉の重要性と、新規核

兵器の製造の中止を求めている。④では、核兵器国に対して、核軍縮の透明性の向上に協力すると共

に、NPT に対して核軍縮や核兵器の状態等の定期的な報告制度を設けることを提案している。⑤では、

脱退の権利を認めつつ、脱退時にNPT等の規定や規範に違反がなかったことが必要で、脱退後も IAEA
などとの間で既に締結されている国際法規に拘束されること、そして、脱退後の核関連物質の返還及

び査察等が述べられている。⑥では、核セキュリティに関連した IAEA の文書の履行を求め、統合的

核セキュリティ支援計画を検討することを求めている。さらに、民生用核燃料が軍事転用されない監

視状況を強化すべきとしている。 
 第 3 回準備委員会の直前に開催された、NPDI 第 8 回会合（2014 年 4 月）では、広島宣言 27が発表

されている（準備委員会に提出されている）。広島宣言では、NPDI の意義を「NPT の 3 本柱すべてに

おいて進展しつつ、2015年NPT運用検討会議において成功裏の成果をもたらすことを促進するため、

多様な立場を橋渡しするための建設的かつ能動的な役割を果たせる」と規定し、「核兵器の使用又は使

用の威嚇に対する唯一の絶対的な保証はその完全廃絶であると再確認」した。広島宣言では、準備委

員会に提出する文書の意義を説明し、北朝鮮とイランに対して核計画の放棄を呼びかけている。そし

て、進行中であった核兵器の非人道性に対する国際運動を念頭に、「2010 年 NPT 運用検討会議最終文

書で表明されたように、すべての国に対し、あらゆる核兵器の使用の壊滅的で非人道的な結末に対す

る深い懸念を再度表明することを求める」とし、「現在行われている核兵器の非人道的影響に関する議

論は、すべての国に開かれた普遍的なものであるべきであり、核兵器のない世界という目標に向けた

国際社会の結束した行動のための触媒であるべきである」としている。その上で、「多様な核リスクに

対処しつつ、NPT に基づく国際的な核軍縮・不拡散体制を強化する実践的かつ効果的な措置を追求す

るすべての場に積極的かつ建設的に貢献することを要請する」としている。さらに、「世界の政治指導

者たちにもその非人道的な結末を自身の目で確かめるため、広島及び長崎を訪問するよう呼びかける」
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ともしている。 
 
３．2015 年運用検討会議における NPDI の活動 
 NPDI は 2015 年運用検討会議に、2 つの作業文書を提出している。 
 第一に、NPDI が準備委員会に提出した作業文書の提言部分をまとめた WP1628である。WP16 は、

核軍縮（Pillar 1）、核不拡散（Pillar 2）、そして原子力の平和利用（Pillar 3）から構成され、そこに記

載された政策提言は、記載順に優先度が高いとしている。まず、Pillar１では、核兵器システムの警戒

態勢解除、核兵器に関する透明性（核兵器国による、NPT に対する核兵器に関する情報の報告制度の

早期成立を求めている）、非核兵器地帯と消極的安全保証、CTBT、核兵器及びその他の核起爆装置に

使用される核分裂性物資の生産禁止条約、そして軍縮・不拡散教育をあげている。Pillar2 では、核兵

器国におけるセーフガード措置、IAEA の追加議定書、そして輸出管理を記載している。Pillar3 では、

核セキュリティをあげている。これらに加え、WP16 はその他の項目として、北朝鮮、中東大量破壊

兵器禁止地帯、そして脱退条項をあげている。 
 第二に、非核兵器国に対して、2010 年運用検討会議の行動計画の内容を、どの程度履行しているか

を NPT に報告する制度に関する WP1729である。  NPDI は、2014 年の作業文書（NPT/CONF.2015/PC.
III/WP.10）で、「透明性、検証可能性、不可逆性」の原則と位置付け、特に透明性の原則については、

透明性なくしては、不可逆的に核兵器の削減がなされていることを検証することは困難であるので、

他の原則の基礎であり、最も重要と位置づけている。その上で、NPDI は核兵器国に 2010 年の行動計

画アクション 5 から 21 の実施を求めているが、非核兵器国においても、どれだけ行動計画を履行した

かについて、前述の原則に基づいて報告すべきとしたのである。WP17 には、その具体的な内容が記

載されている。 NPDI の意義は、多様な意見を持つ国々が参加しているため、そこでの合意事項が

多くの国々のコモングラウンドとして位置づけられ、NPT の運用検討プロセスにおいて効果的に貢献

することが可能な点である。 
 

（佐藤丙午） 
                                                      
1 NPT における NAM の活動は、NTI の HP に詳細にまとめられている。

http://www.nti.org/learn/treaties-and-regimes/non-aligned-movement-nam/ 
2 https://icnndngojapan.files.wordpress.com/2009/05/20090527_diet_list_jp.pdf 
3 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/65_ja_kaku_jst_jp.html 
4 ICNND は、豪州のエバンス元外相と日本の川口順子元外相を共同議長として活動し、2009 年 11 月に最終報告書『核

の脅威を絶つために』を発表している。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/icnnd/pdfs/all.pdf 
5 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/npdi/2nd1104/statement.html 
6 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/npdi/3rd1109/statement.html 
7 Annex に提案された報告フォームが記載されている。NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12 
8 NPT/CONF.2015/PC.I/WP.10 
9 NPT/CONF.2015/PC.I/WP.37 
10 NPT/CONF.2015/PC.I/WP.14 
11 http://www.mofa.go.jp/policy/un/disarmament/arms/npdi_4th_statement.html 
12 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000003390.pdf 
13 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.1 
14 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.3 
15 NPT/CONF.2015/PC.II/4; NPT/CONF.2015/PC.II/WP.4 
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https://icnndngojapan.files.wordpress.com/2009/05/20090527_diet_list_jp.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/65_ja_kaku_jst_jp.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/icnnd/pdfs/all.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/npdi/2nd1104/statement.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/npdi/3rd1109/statement.html
http://www.mofa.go.jp/policy/un/disarmament/arms/npdi_4th_statement.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000003390.pdf


                                                                                                                                                                      
16 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.2 
17 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.24 
18 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.23 
19 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.12; NPT/CONF.2015/PC.II/WP.12/Rev.1 
20 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.6 
21 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.7 
22 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.9 
23 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.10 
24 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.13 
25 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.26 
26 NPT/CONF.2015/PC.III/WP.29 
27 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000035198.pdf 
28 NPT/CONF.2015/WP.16 
29 NPT/CONF.2015/WP.17 
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第 22 項： G7 広島宣言 

 
はじめに 
 2016 年 4 月、広島市で G7 外相会合が 2 日間の日程で開催された。人類史上、1945 年 8 月 6 日に初

めて原子爆弾を投下された広島は、核時代の幕開けを象徴する都市であり、被爆地での G7 開催には

国内外から大きな関心が集まった。G7 広島外相会合の開催決定に当たっては、広島県選出の衆院議員

で安倍晋三政権の主要閣僚である岸田文雄外相のイニシアティブが大きかったとみられる。岸田氏は

外相会合が開幕した 4 月 10 日の記者会見で「それぞれの外相には自分の目で、自分の心で，しっかり

と被爆の実相に触れて頂きたいと思っています」と述べている 1が、広島開催の眼目の一つは、71 年

前に核攻撃の惨禍に見舞われたその地で、岸田氏の推進する核軍縮・不拡散政策について民主主義の

指導国が活発な議論を展開することにあった。その底意としては、2014 年のロシアによるクリミアの

強制編入を機に米露関係が極端に悪化し、そのため核軍縮が閉塞状態に陥っている現況を踏まえ、「核

兵器のない世界」を目指す核軍縮機運をいま一度高め、G7 各国が支持する段階的な核軍縮プロセスに

弾みを付けたいとの意図があった。 
 そんな G7 広島外相会合の成果物が、G7 広島宣言 2だった。なおこの会合は、米国のジョン・ケリ

ー（John Kerry）国務長官はじめ、核保有国の現職外相 3 人が史上初めて被爆地を訪れる機会となった。

特に米行政府内で大統領、副大統領に次ぐ地位にあるケリー国務長官の広島訪問は、2009 年 4 月にチ

ェコ・プラハで「核兵器のない世界の平和と安全を追求する 3」決意を表明したバラク・オバマ（Barack 
Obama）米大統領の被爆地訪問の「呼び水」になるとの見方がメディアによって示され 4、史上初の

現職米大統領の被爆地訪問への期待感が膨らんだ。実際、オバマ大統領は広島外相会合翌月の 5 月 27
日、現職米大統領として初めて広島の地に足を踏み入れ、原爆犠牲者の御霊に哀悼の誠を捧げた。そ

れはまさに人類史に刻まれるべき歴史的偉業と呼ぶにふさわしく、米政府サイドも G7 外相会合の広

島開催をいわば奇貨として、「核兵器のない世界」を提唱しノーベル平和賞も受賞したオバマ大統領自

身が強く望んだ被爆地訪問の実現へとつなげていった。 
 
１．広島宣言の概要 
 「我々は、世界にかつてない恐怖をもたらした第二次世界大戦から 71 年を経て、我々が広島で会合

することの重要性を強調する 5」。このような件で始まる広島宣言は、G7 広島外相会合における核軍

縮・不拡散分野の議論をまとめた 2 頁の簡潔な文書だ。 
 その柱としては、①核兵器は二度と使われてはならないという理念の確認②各国政治指導者の広島、

長崎訪問への期待表明③「核兵器のない世界」実現へ向けた安全保障環境醸成へのコミットメント④

現実的で漸進的なアプローチによる核軍縮推進⑤核軍縮・不拡散に関する核保有国と非保有国の対話

促進をベースとした、実践的かつ現実的なイニシアティブへの協働⑥NPT への強いコミットメントの

確認―が挙げられる。 
 また、近年の核軍縮・不拡散を巡る国際動向を踏まえ、（１）EU3＋3（欧州連合主要国の英独仏と

米露中）とイランの「包括的共同作業計画（JCPOA）」の合意・履行の歓迎（２）包括的核実験禁止

条約（CTBT）早期発効へ向けた署名・批准の促進（３）核分裂性物質の生産を禁止する条約交渉の

即時開始をジュネーブ軍縮会議（CD）に要求（４）大量破壊兵器（WMD）の拡散阻止を狙った国連

安全保障理事会決議 1540 をはじめとする安保理決議の完全履行の呼び掛け（５）最高水準の不拡散、

原子力安全及び核セキュリティの推進―などの要素も盛り込まれた。 
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２．被爆地開催の意義強調 
 上記①と②には被爆地開催の意義を強調する意図が込められており、宣言文は「何十年間にわたっ

て、我々のような政治的指導者やその他の訪問者が広島及び長崎を訪れ、深く心を揺さぶられてきた」

とした上で、「我々は、他の人々が同様に訪問することを希望する」と明記した。後述するが、ここに

は、オバマ大統領の被爆地訪問を実現させたい G7 議長国の日本政府の強い願望が表れており、G7 広

島外相会合のあった翌 5 月に実現する現職米大統領の被爆地初訪問に布石を打つ格好となった。また、

各国の政治指導者による被爆地訪問は、日本が 2015 年の核拡散防止条約 NPT 運用検討会議でも合意

文書に盛り込むべく注力したアジェンダであり、岸田外相肝いりの優先事項と言っていい。 
 さらに宣言には、「広島及び長崎の人々は、原子爆弾投下による極めて甚大な壊滅と非人間的な苦難

という結末を経験し、そして自らの街をこれほどまでに目覚ましく復興させた」「我々は、核兵器は二

度と使われてはならないという広島及び長崎の人々の心からの強い願いを共にしている」との記述が

ある。この二つの文章は、2010 年の NPT 運用検討会議の最終文書が、核使用の招来し得る「壊滅的

な人道的結末」に対して「深刻な懸念」を表明した 6のを機に、計 3 回の国際会議が開かれるなど、

核使用の「非人道性」に力点を置いた核軍縮・廃絶論議が国際的に興隆した経過を念頭に置いたもの

だった。 
 ただ、核兵器の非人道性に立脚して核廃絶機運を高めようとするオーストリアやメキシコ、南アフ

リカなど「人道アプローチ」を取る関係国や軍縮系非政府組織（NGO）が合言葉のように使ってきた

"humanitarian consequences"（「人道的結末」）の表現は宣言には用いられず、"human suffering"（外務省

の訳は「非人間的な苦難」）が採用された。その背景としては、オーストリアなど「人道アプローチ」

国が「人道的結末」のキーワードを立脚点に核兵器そのものを非合法化する「法的措置」の国際的議

論を牽引している実情に鑑み、これに反発する G7 内の核保有国が「人道的結末」の表現採用に反対

した経緯があった 7。 
 「人道アプローチ」を触媒に核兵器禁止条約の制定を目指すオーストリアなどの動きを強く警戒す

る米英仏の核保有国、さらに米国の「核の傘」の下にいるドイツ、イタリア、カナダが含まれる G7
としては、「人道アプローチ」の促進、さらにその延長線上にある禁止条約制定の動きを促進するキー

ワードである「人道的結末」の採用は極力避けたい。一方、G7 議長国の日本政府は、核廃絶議論を行

う際に国際安全保障の要素を重視する G7 各国の主張を受けとめた上で、核使用の実体験とその非人

道的な結末を原点に「核兵器のない世界」を強く志向する国内世論とも調整を図らねばならず、その

苦心と腐心の跡が"human suffering"、外務省訳では「非人間的な苦難」という表現選択に行き着いたと

みられる。ただ、この外務省訳については外相会合後、国内で論議を呼ぶことになり、一部専門家か

らは「『非人間的苦難』と訳すのには無理がある」との指摘もなされた 8。 
 
３．安全保障を重視 
 また上記③～⑥のポイントだが、これは、近年の北朝鮮の核兵器・弾道ミサイル開発の加速化や中

国の核兵器を含む軍事力増強という現実を踏まえ、国際安全保障環境の安定化と抑止力の強化に比重

を置く G7 各国の共通認識を反映した内容と言える。そのことを端的に示すのが上記③（「核兵器のな

い世界」実現へ向けた安全保障環境醸成へのコミットメント）のポイントだ。広島宣言には具体的に

「我々は、国際社会の安定を推進する形で、全ての人にとりより安全な世界を追求し、核兵器のない

世界に向けた環境を醸成するとのコミットメントを再確認する。この任務は、シリアやウクライナ、
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そしてとりわけ北朝鮮による度重なる挑発行為といった、多くの地域における悪化する安全保障環境

によって一層複雑なものとなっている」と明記されている。 
 「人道アプローチ」に依拠して核兵器の非合法化を進めようとするオーストリアやメキシコなどの

動きを巡っては、G7 内には次のような見方が根強い。非合法化の取り組みは急進的に過ぎ、そこには

冷戦時代から核兵器がもたらしてきた抑止効果への政策上の配慮がなく、安全保障の観点が欠落して

いる――。上記③～⑥にはこうした G7 の懸念と危惧が投影されており、米英仏に核軍縮義務を課し

ながらも核保有自体は認めている NPT を「礎石」に、段階的かつ漸進的に核軍縮を進めていくとする

G7 の基本原則が映し出されている。その点は、「核兵器のない世界に向けた更なる進展は、単独であ

れ、二国間であれ、又は多国間であれ、我々が、国際安全保障を向上させつつ、断固とした、現実的

な、そして漸進的なアプローチをとることのみにより達成できる」との宣言の一文に集約されており、

あくまで国家安全保障を優先しながら、核軍縮を段階的に進めたい G7 の真意が読み取れる。 
 一方、こうした安全保障に比重を置いた広島宣言の中身、さらにそのとりまとめ役を務めた日本に

対しては、近年の核軍縮の停滞状況に落胆する一部の専門家らから批判の声も上がっている 9。 
 
おわりに 
 2016 年 4 月の G7 広島外相会合は、民主主義のリーダー国の外相が初めて被爆地に一同に会する貴

重な機会をもたらした。特に、原爆資料館をつぶさに見学し「腸をえぐられた思い」と率直な印象を

記者会見で披瀝したケリー国務長官は広島訪問後、オバマ大統領に被爆地訪問を促したとされる 10。

米現職大統領の広島初訪問にもつながった、そんな G7 広島外相会合の最大の成果物は広島宣言であ

り、人類史上初の核使用の惨劇に見舞われた被爆地から主要国が核軍縮・不拡散推進のメッセージを

発信した意義は決して小さくない。ただ、宣言が安全保障の重要性を重視し、現実的かつ漸進的なア

プローチを強調するあまり、G7 が表明した核廃絶への決意が、「核兵器のない世界」を求める被爆国

の市民にはいささか色あせて映ったかもしれない。 
 折しも、核使用の「人道的な結末」を合言葉に核兵器の非合法化を目指す「人道アプローチ」の主

導国は 2016 年秋の国連総会に、核兵器禁止条約の 2017 年制定交渉開始を定めた決議案を提出し、核

保有国の大半が反対する中、賛成多数で採択された 11。これによって 2017 年以降、あくまで NPT に

依拠する核保有国と、NPT の補完措置として核兵器禁止条約の早期制定を求める非核保有国の分断状

況はより顕在化し、深刻の度合いを深めていくとみられる。そんな困難な状況に直面する中、核保有

国と非核保有国の「橋渡し役」をこれまで自任してきた日本政府は広島宣言を一つの糧に今後、どこ

まで具体的な核軍縮議論をリードできるのか。また米英仏の核保有国は、広島宣言で表明した核軍縮

へのコミットメントを具体的な政策に果たして結実させていくことができるのか。広島宣言は関係国

に、多くの切実な課題と喫緊の宿題を突きつけている。 
 

（太田昌克） 
                                                   
1 岸田外務大臣臨時会見記録（平成 28 年 4 月 10 日）、外務省ウェブサイト

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/kaiken4_000331.html#topic1 
2 
正式名称は「核軍縮及び不拡散に関する G7 外相広島宣言」（G7 Foreign Ministers' Hiroshima Declaration on Nuclear 

Disarmament and Non-Proliferation）。 
3 Remarks by President Barack Obama in Prague as Delivered, White House website, 
https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/remarks-president-barack-obama-prague-delivered. 
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5 「核軍縮及び不拡散に関するG7 外相広島宣言」（G7 Foreign Ministers' Hiroshima Declaration on Nuclear Disarmament and 
Non-Proliferation）、2016 年 4 月 11 日、外務省ウェブサイトを参照、http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000147441.pdf なら
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6 2010 年 NPT 運用検討会議最終文書第 1 部第１巻；NPT/CONF2010/50(Vol.1). 
7 「オバマ氏訪問へ機運醸成 G7 の広島宣言」共同通信配信記事､2016 年 4 月 11 日。 
8 
「広島宣言、外務省訳に異論」朝日新聞、2016 年 4 月 13 日。朝日新聞ウェブサイト

http://www.asahi.com/articles/ASJ4D4HPHJ4DUTFK008.html を参照。 
9 例えば、オーストラリアの元外交官で国連軍縮室にもかつて在籍したリチャード・リネーン（Richard Lennane）は「核

兵器のない世界の平和と安全を追求するという『明確な約束』が人知れず、G7 が判断する不特定『条件』が整った場

合にのみ核軍縮を促進するという『条件付きのあいまいな約束』に置き換わったのだ」と指摘し、国家安全保障に力点

を置いた広島宣言を批判している。リチャード・リネーン「メッセージに耳澄まそう」共同通信配信、2016 年 5 月 24
日。Richard Lennane, "Listening to Obama and Abe in Hiroshima," May 18, 2016, Kyodo News website, 
http://english.kyodonews.jp/news/2016/05/411947.html. 
10 

ケリー国務長官の会見は国務省のウェブサイト https://2009-2017.state.gov/secretary/remarks/2016/04/255689.htm を参照。 
11 「核禁止条約交渉、3 月開始 『核なき世界』へ決議採択」共同通信配信、2016 年 12 月 24 日。途上国を中心に 113
カ国が賛成し、米英仏やロシアなど 35 カ国が反対、中国など 13 カ国が棄権。日本は第 1 委員会での投票行動同様、」

反対票を投じた。 
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第 23 項： 核兵器の役割低減へ向けた賢人らの提言 
 
はじめに 
 21 世紀に入り、核兵器がもたらす脅威の性質は、冷戦時代とは全く異なるものとなった。冷戦時代

は米ソが最大計 7 万発の核兵器を持ち合い、「相互確証破壊（Mutually Assured Destruction: MAD）」の

名の下に、互いが互いの核使用を抑止する「恐怖の均衡」が敷かれていた。そこでは、万が一、均衡

が崩れた場合、二つの核超大国が武力衝突し、やがては全面核戦争に至るシナリオすら危惧された。

そんな冷戦の終結を受け、より現実的かつ切実な核の脅威は、核物質や関連機微技術の移転・流出に

伴い新たな核保有国が誕生する「核拡散」、さらに非国家主体であるテロリスト集団が核爆発を起こす

「核テロ」という新たな「核リスク」に変質した。 
 こうした核時代の歴史的転換を踏まえ、2007 年ごろから、冷戦を闘った米国の元政府高官らを中心

に、新たな核リスクの芽を摘み、核拡散と核テロという現代の実存的脅威を封じ込めるため、「核兵器

のない世界」という戦略目標が掲げられるようになった。その代表的なオピニオンリーダーが、元国

務長官のジョージ・シュルツ（George P. Shultz）、同ヘンリー・キッシンジャー（Henry A. Kissinger）、
元国防長官のウィリアム・ペリー（William J. Perry）、そして元上院軍事委員長のサム・ナン（Sam Nunn）
の「4 賢人」である。シュルツらはまず 2007 年 1 月 4 日、米紙ウォール・ストリート・ジャーナル（The 
Wall Street Journal）で「核兵器のない世界」と題した論考を発表 1、翌 2008 年 1 月 15 日には「核なき

世界へ」のタイトルで続編を出し 2、この年 11 月の米大統領選挙で勝利するバラク・オバマ（Barack 
Obama）にも大きな影響を与えた。 
 シュルツらの主張の根底にあるのは、核兵器の取得・使用を試みるテロ組織は米国が誇る強大な核

戦力では抑止することができず、MAD に根差した核戦略理論は冷戦後の現代には通用しないとする

客観的で冷厳な認識だ。その脈絡でシュルツらは、冷戦後最大の脅威となった核拡散と核テロを阻止

するために、国家や同盟国の安全保障を核兵器に大きく委ねる冷戦型の戦略思考からの脱却を訴え、

核兵器の役割を低減する必要性を力説した。そして、核兵器の役割を根源的に問い直そうとする彼ら

の政策姿勢は、2009 年に登場するオバマ政権の核政策にも色濃く投影されていった。 
 
１．「４賢人」の主張 
 シュルツらはウォール・ストリート・ジャーナル紙の 2007 年 1 月 4 日付寄稿の冒頭で、こう明言し

ている。「核兵器は今日、とてつもない危険をもたらしている。しかしそれは、歴史的な好機でもある。

米国の指導者は世界を次なる段階へと導くことが求められるだろう。それはつまり、世界が核兵器へ

の依存体質から脱却していくことへの堅固なコンセンサスの形成である。そしてそのことは、核兵器

が危険な者たちの手に落ちるのを阻止し、世界に対する脅威を究極的に終焉させることへの不可欠な

貢献となる」3。 
 北朝鮮が初めて実験を強行した 2006 年に議論を本格化させ 4、07 年、08 年と影響力ある上記の論

考を公表したシュルツらが強く念頭に置いたのは、核拡散の進行に伴う、核拡散防止条約（NPT）体

制の弱体化である。核秩序の「礎石」と見なされる NPT の制度疲労がさらに深刻化すれば、北朝鮮の

核開発を食い止めることはおろか、機微技術の開発により高濃縮ウランの獲得を目指すイランの核問

題がさらに悪化し、北朝鮮やイランの後に続こうとする国が続出する恐れもある。さらに、多くの国

が高濃縮ウランやプルトニウムの量産に動けば、核セキュリティ（防護・保全）対策の脆弱な「ルー

ス・ニュークス」5がテロリストに渡る危険性も排除できず、そうなれば核テロの脅威が一気に現実味
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を帯びる。こう考えたシュルツらは NPT 体制の堅持・強化の観点からも、核兵器が冷戦期から果たし

てきた政治的・軍事的な価値を見直した上で、その役割を低減する必要性を説き、その先にある「核

兵器のない世界」というビジョンの重要性を訴えたのだった 6。 
 シュルツらのこうした呼び掛けは、現代的な核の脅威を直視した現実主義（リアリズム）の発想に

根付いており、道徳的な規範や倫理上の立場から核廃絶を求める理想主義（アイディアリズム）的な

核軍縮論調とは明らかにニュアンスが違った。そうした現実主義的な政策トーンへの共鳴に加え、長

らく続いた核軍縮の閉塞状況に対する懸念から、シュルツはじめ「４賢人」の提言には、各国政府の

要職を歴任した多くの政治家や戦略家が呼応するところとなった。 
 
２．呼応した賢人たち 
 まず、2007 年 6 月、英外相のマーガレット・ベケット（Margaret Becket）は「カーネギー国際不拡

散会議」での基調講演で、次のように語った。「我々に必要なのはビジョンと行動の両方、つまり核兵

器のない世界へ向けたシナリオと、核弾道の数量を減らし安全保障政策における核兵器の役割を制限

するための進歩的な措置の両方である」7。これはシュルツらが最初の論考を出してからおよそ半年後

のタイミングでなされた問題提起であり、国家安全保障政策における核兵器の役割再考とその低減を

促したシュルツらの動きと気脈を通じるものであった。現にシュルツらは、2008 年 1 月の続編でベケ

ットのこの講演に言及している 8。 
 またベケットほど明瞭ではないが、元ソ連大統領として冷戦を終結に導いたミハイル・ゴルバチョ

フ（Mikhail Gorbachev）も 2007 年 1 月、ウォール・ストリート・ジャーナル紙に「核の脅威」と題し

て寄稿し、シュルツらの意見に全面的な賛意を表明、「核兵器がもはや安全保障を達成する手段でない

ことはより明白になってきている。実際、時間が経過するにつれ、核兵器は我々の安全保障をより不

安定なものとしている」と指摘した 9。 
 さらに国連事務総長の潘基文は 2008 年 11 月、英紙ガーディアン（The Guardian）に寄稿し、検証措

置の伴った核兵器禁止条約の制定交渉の開始検討など 5 項目の核軍縮提案を行った上で、「核抑止ドク

トリンには伝染性がある。不拡散をより難しくし、核兵器が使われる新たなリスクを高めている」と

論じた 10。核抑止の名目で核兵器への依存を深める安全保障体系を「是」とする戦略思考が正当化さ

れ続ければ、その認識が多くの国にも拡散・共有されるところとなり、自国の安全保障に不安を覚え

る国はいずれ核武装に走りかねない。潘の提言はこのような核拡散の根源的原理を鋭く照射しており、

国連トップの立場も利用した影響力ある政策的示唆だったと言える。 
 なお、シュルツらの訴えに共鳴する賢人はこれにとどまらなかった。ベケットの後任として英国外

相に就任したデービット・ミリバンド（David Miliband）に加え、ダグラス・ハード（Douglas Hurd）
やロバート・リフキンド（Malcolm Rifkind）といった英外相経験者、さらにヘルムート・シュミット

（Helmut Schmidt）やリヒャルト・フォン・ヴァイツゼッカー（Richard Von Weizsacker）といったドイ

ツの有力政治家らも次々にシュルツら「4 賢人」の主張と軌を一にする論考を世に出し、「核兵器のな

い世界」を模索する大きなうねりを世界的に創出していった 11。 
 こうした各国の元閣僚や政治家らの意見表明だけでなく、実際に「核兵器のない世界」の実現を目

指し、そのロードマップを描く作業が非政府組織（NGO）レベルで活発に展開された。その代表例は、

米空軍で大陸間弾道ミサイル（ICBM）の発射管制官を務めた経験を持つブルース・ブレア（Bruce Blair）
らが中心となって活動を進める「グローバルゼロ（Global Zero）」だ。ゴルバチョフや元米大統領のジ

ミー・カーター(Jimmy Carter)らが発起人に名を連ねる「グローバルゼロ」は 2009 年、2030 年までに
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検証措置をもって核廃絶を完了させる 4 段階の「行動計画（Action Plan）」を策定し、公表している 12。 
 
３．オバマ NPR と「核なき世界」 
 「核兵器のない世界」をキーワードにシュルツら「4 賢人」の生み出した核軍縮の新たな潮流は、

2009 年 1 月に登場したオバマの政権の政策立案にも大きな影響を与えた。大統領当選前の 2008 年 9
月、オバマは有力シンクタンク「軍備管理協会（Arms Control Association）」の公開質問に答える形で、

シュルツらが示した構想や提案に賛意を示しながら、「（核廃絶という）目標の再確認を完全に支持す

る」と表明した。さらにオバマは核兵器の役割について聞かれ、「核兵器の役割を低減し、究極的な廃

絶へ向けて努力する米国の指導力を再確立する。核兵器のない世界とは、核使用の可能性が存在しな

い世界だ」と明言、核兵器の戦略的機能を相手の核使用の抑止に極力限定し、核兵器が持つ安全保障

政策上の役割を見直していく姿勢を鮮明にした 13。 
 オバマは大統領就任後も核政策を優先課題の一つとし、就任から 3 カ月足らずの 2009 年 4 月 5 日に

チェコ・プラハで核軍縮・不拡散政策に関する主要演説を行い、「核兵器のない世界の平和と安全を追

求」すると断言した。後にノーベル平和賞の受賞理由となるこの「プラハ演説」でオバマは核兵器の

役割に関し、こう論じている。「米国は核兵器のない世界へ向けて具体的な措置を取っていく。冷戦思

考に終止符を打つため、われわれは国家安全保障戦略における核兵器の役割を低減する。そして同じ

ことを行うように他国にも強く促していく」14。 
 オバマはこのプラハ演説の後、自身の政権の核ドクトリンとなる「核態勢の見直し（Nuclear Posture 
Review＝NPR）」を進めた。その策定作業で焦点の一つとなったが、「核兵器の役割低減」だった。具

体的には、核兵器の役割を相手の核使用を抑止することに限定する「唯一の目的（Sole Purpose）」政

策を採用するかどうかが、政権上層部を巻き込む争点となった 15。この「唯一の目的」は、相手の核

使用までこちらが先に核を使わないとする「先制不使用（No-First Use）」と類似の政策概念で、NPR
の策定作業では、旧ソ連が冷戦時代に政治宣伝の目的も兼ねて使った「先制不使用」との表現はあえ

て用いず、「唯一の目的」という言葉を多用した。 
 NPR は 2010 年 4 月に公表され、北朝鮮の化学・生物（BC）兵器使用に対する抑止力堅持の観点な

どから、結局、「唯一の目的」政策の即時採用は見送られた。それでも NPR では、「唯一の目的」政策

が「安全に採用できるような条件を整備していく」16との態度表明が行われ、役割低減をめぐる将来

の政策変更の可能性に足掛かりを残した。 
 
おわりに 
 シュルツら「4 賢人」の核廃絶構想が契機となって、核兵器の役割低減を巡る政策論議が 2007 年以

降に活発化し、その流れはオバマ政権の任期が残り少なくなった 2016 年においても繰り返された。同

年 5 月 27 日のオバマによる広島訪問の後、核の先制不使用政策が政権内で議論の俎上に載っているこ

とがメディアによって報じられたことは記憶に新しい。 
 また役割低減を求める「4 賢人」の勧告は、米国内のみならず、米国の「核の傘」の下にある日本

や北大西洋条約機構（NATO）諸国など関係国における政策論議に波及し、日豪両政府が設立した有

識者会議「核不拡散・核軍縮に関する国際委員会（International Commission on Nuclear Non-Proliferation 
and Disarmament: ICNND）」も 2010 年、米国はじめ核保有国に対し「唯一の目的」の原則採用を勧告

する報告書をまとめるに至った 17。 
 核開発を続ける北朝鮮や、独自の核技術をひそかに模索したイランの動き、さらに原子力技術の普
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及に伴い多くの国が原発を導入し核物質 18が増産される傾向を鑑みると、NPT 体制を基軸とした核不

拡散体制の強化は急務の課題である。一方で NPT 体制が①核不拡散②核軍縮③原子力の平和利用―の

3 本柱が鼎立する構図であることを考えると、核兵器保有を法的に認められている 5 つの核保有国が

誠実な核軍縮努力を絶え間なく続けることは、国際的な核不拡散レジームの堅持に不可欠な要件と言

える。そうした脈絡において、核兵器の本来的機能や軍事的・政治的役割を不断に見直すことの重要

性は、どんなに強調しても強調しすぎることはなく、核兵器の役割低減を提唱した「4 賢人」の勧告

は人類と核の歴史を考える上で、大きな一里塚として刻まれ続けるだろう。 
 

（太田昌克） 
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第 24 項： 「プロジェクト・アトム」 

 
はじめに 
 「プロジェクト・アトム」1（副題は「2025～2050 年の米国の核戦略と核態勢を定義する包括的な

戦略アプローチ」）は、米首都ワシントンにある代表的な戦略系シンクタンク「戦略国際問題研究所

（Center for Strategic and International Studies: CSIS）」が中心となって、中長期的に米国がいかなる核戦

略と核戦力態勢を模索すべきか、「ゼロベース」で見直しを進めた包括的な政策研究である。2015 年 5
月、その結果をまとめた報告書が公表された。報告書の主筆は CSIS の国際安全保障プログラムの上

級顧問を務めるクラーク・マードック（Clark Murdock）で、他にも CSIS の３人の専門家が執筆陣に

加わった。マードックは空軍や国防総省で長く国防政策の立案に携わった戦略家として知られている。 
 CSIS は報告書や付属文書の作成に当たり、「全米公共政策研究所（National Institute for Public Policy: 
NIPP）」、「スティムソン・センター（Stimson Center）」、 「新アメリカ安全保障センター（Center for New 
American Security: CNAS）」の専門家を招へいし、協力・支援を求めた。特に NIPP からは、ジョージ・

W・ブッシュ政権下の 2001～2002 年、「核態勢の見直し（Nuclear Posture Review: NPR）」で主導的な

役割を果たした保守系戦略家のキース・ペイン（Keith Payne）が参加した。また、CSIS と上記 3 つの

シンクタンク以外にも、個人の立場で複数の専門家が助言役を担った。その中には、ホワイトハウス

国家安全保障会議（NSC）や国防総省の高官として歴代政権の核政策に深く関与してきたフランクリ

ン・ミラー（Franklin Miller）、国防総省とエネルギー省で核政策を長年担当したジョン・ハービー（John 
Harvey）、バラク・オバマ（Barak Obama）政権の NSC で核軍縮・不拡散政策担当の上級部長を務めた

ジョン・ウォルフサル（Jon Wolfsthal）ら実務経験に富む「核のプロ」が含まれている。 
 
１．問題意識と前提 
 マードックらは研究を進めるに当たり、通底する問題意識として以下の二つの根源的な問いを設定

した 2。 
 
 ①2025～2050 年という新たな時代における米国の核戦略は、いかなるものであるべきか？ 
 ②そうした核戦略を支えるに当たり、どのような核態勢が必要とされるか？ 
 
 冷戦終結後、米国の政策コミュニティーは核戦略や核態勢にさほど大きな関心を払わず、安全保障

エリートの間ですら、核兵器の任務や役割をめぐる議論が「無視背水」、つまり二義的なものになって

いるとの危機感が、2 つの問いの根底にある。特に、核弾頭の大幅な刷新を狙って GW ブッシュ政権

下で構想された「信頼性のある代替弾頭（Reliable Replacement Warhead: RRW）」計画が連邦議会の反

対で頓挫した経緯 3、さらに 2010 年にオバマ政権の策定した NPR が伝統的な核戦略論よりも核テロ

や核拡散といった異質な脅威に比重を置いている点をマードックらは問題視した。また、オバマ大統

領が 2009 年のプラハ演説以降、強調し続けた「核兵器の役割低減」に関連し 4、「核兵器の役割を低

減するという大統領レベルのコミットメントを考えると、（中略）『第 2 次核時代』における米国の核

戦略と核態勢に関する真剣な関心と国民的議論がほとんどないことは、驚くべきことではない」と指

摘している 5。 
 マードックらは、こうした核政策論議を取り巻く現状認識を踏まえ、米国がいまだに「柔軟反応戦

略（Strategy of Flexible Response）」を源流とした冷戦時代の発想に根差した核戦略に依拠し、その戦
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略を下支えしてきた核態勢を基本的に引き継いできた実態を重大視した。そして「2017～2018 年の

NPR プロセスを見越して」、上記 2 つの問いに具体的な解をもたらすことを研究の主目的に位置付け

た 6。「核兵器のない世界の平和と安全」を追求すると宣言したオバマ大統領の下では、核軍縮・軍備

管理、核不拡散、核テロ防止といった政策に力点が置かれ、同盟国防衛のための拡大抑止を含めた米

国の核抑止体系に焦点を当てた戦略論議が不十分であるとする米保守派の問題意識が、「プロジェク

ト・アトム」の下地を形成していると言っていいだろう。 
 なお「プロジェクト・アトム」は、"Flaming Assumptions(FAs)"と呼ばれるいくつかの前提を考慮し

て、研究を進めた。具体的な FA としては、（１）米国が引き続き世界的安定と国際秩序の担い手とし

ての役割を果たし続ける、（２）核兵器は危機や紛争に際して戦略的な影響を行使する兵器の一つとな

る（生物・化学兵器、サイバー攻撃、プロンプト・グローバル・ストライクの重要性が増大する）、（３）

2030 年からしばらくの間、核保有国数は 9 から 11 カ国で推移する（イラン、サウジアラビアの核保

有の可能性）―が挙げられている 7。 
 
２．核戦略に関する勧告 8 
 こうした問題意識や前提に裏打ちされた「プロジェクト・アトム」は、2025～2050 年に志向すべき

米国の核戦略と核態勢について勧告をまとめた。本項ではまず、報告書に記された核戦略に関する勧

告を以下に列記し、次項で核態勢についての勧告を説明する。 
 １）「選別可能な核オプション（Discriminate Nuclear Options）」 
 「恐怖の均衡」に基づき、無差別かつ甚大な破壊力を誇る核兵器の先行使用を米ソが互いに抑止し

ようとした冷戦型抑止モデルからの脱却を図るため、「より運用可能な（employable）核兵器、敵の核

兵器使用に対して直接的でバランスの取れた応戦を可能にする核兵器」の開発・配備の必要性を主張

している。その意図するところは、戦争遂行手段としての核戦力追求ではなく、「紛争を核レベルにエ

スカレートさせる敵に対抗する決意を示すこと」を目的としている。また、通常戦力の交戦が小規模

な核使用から中規模程度の核交戦、そして全面核戦争へと進展する「核エスカレーションのはしご」

に関連し、あらゆる段階に対応可能な核戦力を保持することによって、敵にそうした「はしご」を登

ることを躊躇させる戦略的利点を説く。この勧告の背景には、ロシアの軍当局者が「非常に破壊力の

小さい」核兵器の開発を近年示唆する中、仮にこうした核兵器が将来、米国やその同盟国に使われた

場合、米国には応戦する術がないとの現状認識がある 9。 
 ２）核兵器の前方展開（Forward-deployed U.S. Nuclear Weapons） 
 報告書は「（攻撃対象ごとに）選別可能で堅牢な核反応オプションを前方展開することは、同盟国へ

の核攻撃に対し、米国が均衡の取れた相応の反応を行うというメッセージを送ることになる」として、

同盟国内への核戦力の前方配備を主張している。冷戦時代、欧州と韓国などのアジア太平洋地域には

数千発単位の非戦略核が配備されていたが、冷戦終結を受けたジョージ・HW ブッシュ政権の政策判

断によって米本土への引き揚げが進められ、目下、同盟国内に現存する非戦略核はドイツやイタリア、

ベルギー、オランダ、トルコに配備された約 150 発を残すのみとなった。冷戦時代から「米国はボン

やベルリンを守るために、本当にロサンゼルスやニューヨークを犠牲にできるのか」と指摘されてき

たように、圧倒的な核戦力を持つ西側同盟の盟主米国とその同盟国の安全保障上の利害の乖離、いわ

ゆる「デカップリング（decoupling）」は絶えず、同盟管理の重大テーマであり続けた。米本土にある

射程の長い戦略核だけでは、「核の傘」の信頼性担保は必ずしも十分でなく、敵が戦闘レベルを通常戦

力から核戦力に引き上げる局面転換を抑止するために、「信頼性のある核による反応」が不可欠だとの
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戦略認識がこの勧告の背景にある。その意味するところは、冷戦期から北大西洋条約機構（NATO）

内で連綿と続いてきた「核共有（Nuclear Sharing）」の堅持・強化である 10。 
 ３）「メジャード・レスポンス（Measured Response）」 
 ロシアのクリミア強制編入を機に米露関係が険悪化する中、オバマ政権は NATO が「核の同盟」で

あることを繰り返し確認し、欧州配備の非戦略核の引き揚げに動くことはなかった。一方、現在の米

核戦略の屋台骨を形成するのは、大陸間弾道ミサイル（ICBM）や潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）

といった戦略核である。これに対しマードックらは、使い勝手の悪い重厚長大型の戦略核だけでは、

有事における「事態進展の統制（エスカレーション・コントロール、escalation control）」を図るのに

不十分だとみており、非戦略核の柔軟運用を想定した「メジャード・レスポンス」と呼ばれる戦略概

念を提唱している。 
 この概念は、ジョン・Ｆ・ケネディ（John F. Kennedy）、リンドン・ジョンソン（Lyndon B. Johnson）
両政権下で考案され、核戦略の基軸としてその後定着した柔軟反応（Flexible Response）戦略と同根で

ある。その企図するところは実効性のある「エスカレーション・コントロール」の担保であり、それ

を裏打ちする核戦力手段を完備することで、敵の核使用のハードルを高くする心理的効果を狙ってい

る。相手の小規模かつ限定的な核使用に対し、限定的で選別的な核応戦を可能にする対応策を持つこ

とにより、抑止効果を高めようとの戦略思考が背後にあり、そのための準備態勢をこちらが備えるこ

とで慎重な事態対処を可能にするとの考え方が"measured"の言葉に反映されているとみられる 11。 
 
３．核態勢をめぐる勧告 
 前項で説明した新たな核戦略を実現可能なものとするため、核戦力態勢をめぐっては次の勧告がな

されている。 
 １）弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機によって運搬され、攻撃目標ごとに選別できる堅牢な核

弾頭の組み合わせ 
 現在の米国の核弾頭は、SLBM トライデント II（Trident II）搭載用で 455 キロトン（TNT 火薬換算、

以下同）の破壊力を持つ核弾頭「W88」や、ICBM ミニットマン III 用で 300 キロトンの核弾頭「W87」
など、数百キロトン単位のものは十分備わっているが、それより 1～2 桁規模の小さい非戦略用の戦術

／戦域核弾頭は種類が少なく、米国の核戦力体系に「深刻なギャップ」があると報告書は指摘してい

る。そうしたギャップを埋めることを狙ったのがこの勧告で、敵が仕掛けうる限定的な核攻撃にも対

処できる選択肢の確保を目指している 12。 
 ２）生存性の高い「戦略抑止戦力（Strategic Deterrent Force: SDF）」と「拡大抑止戦力（Extended Deterrent 
Force: EDF）」 
 報告書は、ICBM や SLBM、戦略爆撃機からなる「トライアッド（Triad）」の堅持による SDF が、

標的ごとに選別運用できる核攻撃能力を持つ重要性を指摘している。さらに米国と同盟国の「カップ

リン（Coupling）」維持を目的に、同盟国内に配備される前方展開型核戦力や即座に展開可能な運搬手

段からなる EDF の整備・強化を促した。EDF については核・非核両用の新型戦闘機 F35A/C の同盟国

配備の必要性を説く。また、SDF と EDF がともに、非戦闘員被害の抑制や放射能強化、地中貫通能

力、電磁パルスといった特殊能力を備えるべきだとし、こうした能力は選別的な核運用を可能にする

と力説している 13。 
３）ロシアとはパリティ維持、中国に対しては優越性を堅持 
 報告書は米国が保持すべき核戦力の数量を具体的に示していないが、「戦略的安定」の維持に加え、
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ロシアを脅威とみなす欧州における「地域的安定」の創出を目指し、ロシアと同じサイズの核戦力を

堅持し続けるべきだと勧告した。ロシアが圧倒的に数量上の優位を誇るとされる非戦略核については、

ロシアとの間に生じた能力上のギャップを解消するよう主張した。また中国との関係をめぐっては、

核兵器数において顕著な差があるものの、中国は既に対米確証破壊能力を獲得したとの認識を示した

上で、米中間に明白なパリティが確立された場合、中国を脅威とみなす同盟国の核拡散を助長する恐

れがあると指摘、核戦力における対中優越性を堅持すべきと主張した。一方、即応性の高い核製造イ

ンフラを整備することでヘッジ用の核備蓄数をより小さくできるとし、"Measured Response"を実現す

るための核関連インフラの必要性を訴えた。なお、「即応性の高い核関連インフラ」は、GW ブッシュ

政権が 2001～2002 年に策定した NPR にも登場した概念である 14。 
 
おわりに 
 今や「核なき世界」の代名詞ともなったプラハ演説でノーベル平和賞も受賞したオバマ大統領の下

での 8 年間は、核拡散や核テロの脅威が最重視され、核兵器についてはその「役割の低減」が一貫し

て模索されてきた。そのためオバマ政権下では、2010 年に公表された NPR に基づき、老朽化した核

戦力を更新する近代化計画が進められたものの、核兵器に新たな役割を付与する取り組みは封印され

てきた 15。 
 そんなオバマ時代は 2017 年１月に終焉を迎え、以降は、大統領選挙戦中に核兵器をめぐる問題発言

を繰り返したﾄﾞナルド・トランプ（Donald Trump）が米国の「核のボタン」を握る。共和党のトラン

プ政権が、民主党のオバマ政権の核戦略や核態勢をそのまま継承するとは考えにくい。そうした意味

で、共和党の GW ブッシュ政権下で核政策立案に携わった核戦略家が参加した「プロジェクト・アト

ム」は、トランプ政権の核戦略と核態勢の策定プロセスで参照され、政策形成に影響力を与える可能

性は決して低くない。 
 その場合、核兵器の破壊力が内包する無差別性を克服することを狙った爆発力の小さな「小型核」

の新規開発や、同盟国の領土・領海周辺に前方展開する核戦力の復活などの選択肢が検討されるとみ

られ、オバマ時代とは全く趣を異にする核政策が模索される可能性がある。そうなれば、オバマの推

進した「核の役割低減」の流れに逆行する事態につながり、非核保有国の反発を招く恐れもある。そ

うした点は、今後の核拡散防止条約（NPT）検討プロセスの中で十分に注視していく必要がある。 
 

 （太田昌克） 
                                                   
1 Center for Strategic & International Studies (CSIS), Project Atom, May 2015,  
https://csis-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/legacy_files/files/publication/150716_Murdock_ProjectAtom_Web_Rev2.pdf. 
2 Ibid., p. V, 2.  
3 RRW 計画が挫折していく経緯を巡っては太田昌克『アトミック・ゴースト』（講談社、2007 年）第 7 章を参照。 
4 プラハ演説は Remarks by President Barack Obama in Prague as Delivered, White House website, 
https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/remarks-president-barack-obama-prague-delivered を参照。またオバマ政権

の核政策については、U.S. Department of Defense, Nuclear Posture Review, April 2010, 
http://www.defense.gov/Portals/1/features/defenseReviews/NPR/2010_Nuclear_Posture_Review_Report.pdf.を参照。 
5 CSIS, Project Atom, p.2. 
6 Ibid. 
7 Ibid., pp.6-7. See also Appendix H. 
8 この項は Ibid., pp. VII-IX, 12-18 を参照した。 
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12 Ibid., pp.19-21. 
13 Ibid., pp.22-23. 
14 Ibid., pp.23-24. 
15 U.S. Department of Defense, Nuclear Posture Review を参照。ただ爆撃機、戦闘機搭載用の核爆弾B61 シリーズの最新

モデル B61-12 については、精密誘導機能が向上することから、核兵器の「役割低減」の趣旨に反すると一部核専門家

が指摘している。 
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第 25 項： 核兵器をめぐる 5 つの神話 

 
はじめに 
 「核抑止力」に象徴される核兵器の価値や有効性を巡り、実証的な歴史研究の手法を用いて論争を

挑んできた米国の核専門家で「英米安全保障情報評議会（British American Security Information Council: 
BASIC）」の核兵器再考プロジェクト（Rethinking Nuclear Weapons Project）の責任者ウォード・ウィル

ソン（Ward Wilson）は、2013 年刊行の Five Myths About Nuclear Weapons（『核兵器をめぐる 5 つの神

話』1）を著した。彼はその中で、「核兵器に関する『仮説』だったはずの考え方が、時間を経るにし

たがって『神話』として人々の間に定着し」2た 5 つの事象を詳述し、それらが十分な事実認識に基づ

かない誤解に基づく「神話」だったと結論付けている。 
 ウィルソンの問題意識の根底にあるのは、戦後国際社会が熾烈な東西冷戦を通じて核兵器への依存

を深めたあまり、そのことが「核兵器に関する真実への到達を困難にしている」3との基本認識だ。そ

んなウィルソンは実証主義に根差した歴史研究により、「日本への原爆投下が日本降伏をもたらした」

とする通説など 5 つの「神話」に鋭い解析のメスを入れた。その上で、冷戦が終結してから 30 年近く

が経過した今も世界に約 1 万 5 千発 4が存在する核兵器が、実際に使用されるリスクに警鐘を鳴らし

ている。核抑止力の有効性と核兵器の価値に真正面から挑戦した最新の研究書だ。 
 
１．＜神話その 1＞「原爆投下こそが日本降伏の理由」 
 第 2 次世界大戦中の米国の原爆開発計画「マンハッタン計画」を主導し、陸軍長官として 1945 年 8
月 6日と 9日の広島、長崎への原爆投下決定に深く関与したヘンリー・スティムソン（Henry L. Stimson）
は 1947 年、米誌ハーパーズ（Harper's Magazine）に寄稿し「私たちは革命的な特徴を持つ兵器を開発

した。敵に対して使用したことによって、まさに私たちが期待したような衝撃を日本の少数独裁体制

に与えた。（中略）原爆は単なる恐ろしい破壊兵器ではない。それは心理兵器だった」5と主張、原爆

投下が日本を降伏に導いたと力説した。彼は、日本列島への上陸作戦が行われていたら 100 万人以上

の犠牲者が出ていたとした上で、原爆こそが大勢の米兵らの命を救ったとの論を展開した。スティム

ソンの狙いの一つには、核使用という非人道行為への非難を回避することがあった。 
 ウィルソンは、このスティムソン論文を土台とした「伝統的解釈」に真っ向から異論を唱えた。「伝

統的解釈」とは、広島への原爆投下に昭和天皇が大きく動揺し、ハリー・トルーマン（Harry S. Truman）
がさらなる「破壊の雨」を警告する中、日本の指導層は降伏を巡り協議したものの、軍部の抵抗で結

論が出ないまま長崎に 2 発目が投下され、最終的に天皇は原爆を理由に軍部に降伏を受け入れさせた

という通説だ。これに対しウィルソンは、日本が降伏受諾に至る過程を検証し、①長崎に原爆が投下

された時点で日本の「最高戦争指導会議」は既に降伏へ向けた協議を始めていた、②一方、広島への

原爆投下から丸 3 日が過ぎてもこの協議は始まっていなかった、③広島の被害については投下当日、

県知事が人口の 3 分の 1 が殺され、街の 3 分の 2 が破壊されたと中央政府に伝達していたが、日本の

指導者はすぐさま行動を起こさなかった、④日本軍の原爆調査団による詳細な広島の被害報告は 8 月

10 日まで中央に届かず、降伏の決定は広島で起きた惨状が十分に把握された上でなされたわけではな

かった―などの点を指摘しながら、反論を試みた 6。 
 ウィルソンはさらに、1945 年夏にあった日本の 68 都市（広島、長崎への原爆投下を含む）への戦

略爆撃によって「推定 170 万人が家を失い、30 万人が殺され、75 万人が負傷した」と指摘。また東京

大空襲の死者が推定 12 万人であることから、「広島への攻撃は、その夏に実施された通常攻撃の範疇
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に入ってしまうのである」との議論を展開した 7。その上で、最高戦争指導会議が一連の都市爆撃よ

りもソ連の中立維持を重視していた点を踏まえ、「証拠に基づけば、戦争遂行にまつわるさまざまな影

響力のある事柄に比べて、都市爆撃が日本指導者らに大きな影響を与えたと言うのは難しい」8と力説

した。 
 ウィルソンが日本降伏の決定的要因に挙げたのは、1945 年 8 月 8 日のソ連軍による満州侵攻だ。彼

はこう記している。「ソ連が日本に宣戦布告し、日本が支配してきた中国（満州）やサハリン南部など

への侵攻を開始した。このニュースが東京に届いた 6 時間後、最高戦争指導会議が開かれ、無条件降

伏について議論した。明らかに、ソ連侵攻は日本にとっての危機を生み出し、広島への原爆投下はそ

うではなかったのである」9。日本の最高指導部は 8 月の時点でなお、無条件降伏ではなく、苛烈な戦

犯法廷の回避など、より好条件で降伏するための調停者の役割をソ連に期待していた。しかしソ連軍

の満州侵攻はそれを粉砕し、日本の外交オプション、さらには国家の命運を左右する「戦略的オプシ

ョン」は完全に閉ざされた。またソ連の北海道侵攻も切迫性を帯び、国家的な危機が訪れる。ウィル

ソンは「広島は決定的ではなかったが、ソ連の宣戦布告と差し迫った侵攻は決定的だった」10とし、

一つ目の「神話」を否定した。 
 
２．＜神話その 2＞「水爆は『革命的な』兵器」 
 1952 年の米国の初水爆実験を嚆矢とした水爆の登場により、1950 年代が核戦力をめぐる「決定的な

変革の時代」であるとの考え方が一般的だが、ウィルソンは「水爆がもたらした大変革は、現実とい

うより幻想であった」として、2 つ目の「神話」を否定した 11。 
 ウィルソンはまず、核爆弾の爆発エネルギーと破壊力、爆弾のサイズと破壊面積は単純に比例する

と考えられがちな通説が誤解に基づいていると指摘した。例えば 1 メガトンの水爆は広島原爆の 66.7
倍の爆発エネルギーを持つため、その破壊力も 66.7 倍と考えがちだ。だが、都市の破壊区域を示す同

心円を使って破壊力を考えてみると、この円の直径は広島原爆の 66.7 倍ではく、5.5 倍に過ぎない。

このことから、「爆発エネルギーが『数千倍』大きいからと言って、破壊力も『数千倍』大きいわけで

はない」とし、水爆の登場で「爆弾の威力が飛躍的に大きくなったわけではない」として「水爆革命」

の概念を退けた 12。 
 また広島、長崎への原爆投下を経て戦略爆撃への見方が変わり、核を使った戦略爆撃は「決定的」

との考え方が定着するが、そのことは前項で検証した通り、必ずしもそうではないと論じた。さらに

ウィルソンは、南北戦争や 1812 年のナポレオン（Napoleon Bonaparte）のロシア遠征などを引き合い

に出しながら、都市に対する破壊のすさまじさが戦争の勝敗には直結していないと主張。以上の点か

ら、「核兵器が必ずしも決定的なものかどうか、あるいは、特に戦争において有効な兵器かどうかはわ

からない。核兵器のサイズの拡大は誇張され、その後の核弾頭の小型化によって相殺されている。水

爆革命は 1950 年代には影響があったかもしれないが、今日ではほとんど効果がない」と結論づけた 13。 
 
３．＜神話その 3＞「危機を回避する核抑止」 
 1950 年代に理論化され始めた核抑止については、1960 年代末までに大多数の人が核抑止は実際に機

能すると確信するようになる。そして冷戦を経てその考え方がより強固になっていくが、ウィルソン

は「核抑止が危機的状況を安定した状況に好転させたという見解は、実は事実に基づいていない」と、

核抑止をめぐる「神話」に真っ向から反論した 14。 
 ウィルソンは核抑止論の反証材料として、キューバ危機を挙げる。1962 年 10 月、キューバにミサ
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イルを搬入したソ連首相のニキータ・フルシチョフ（Nikita S. Khrushchev）は核戦争の危機が差し迫

っていることを認識し、配備中だったミサイルの撤去に方針転換しており、核による抑止が効いたか

もしれない 15。しかしウィルソンは、ジョン・ケネディ（John F. Kennedy）大統領の側には抑止は機

能せず、ケネディは「核戦争が起こり得る明白な危機を十分に認識していたにもかかわらず（中略）

キューバに対して海上封鎖を実施することを決断した」と断じている。ケネディ政権は、仮にフルシ

チョフがミサイル撤去に応じなければ、キューバに侵攻し武力でミサイルを排除する計画を立案して

いた経緯があり、そうなれば核戦争は不可避の情勢だった。ウィルソンは、米側の政策決定過程を吟

味すると同時に、ケネディがキューバ政策をめぐり国内の政治圧力にさらされていた事実にも触れな

がら、「個人的な屈辱、敗北者として歴史に名を残し、落ちぶれていく可能性を予期した時、ケネディ

は核戦争の危機を選択した」と結論づけた 16。 
 ウィルソンはキューバ危機以外にも、1948 年のソ連によるベルリン封鎖、1950 年開戦の朝鮮戦争、

1973 年の中東戦争、1991 年の湾岸戦争を具体的な事象として取り上げながら、「冷戦中の危機は、核

抑止が何度か機能しなかった証拠を示している」とも論じている 17。 
 
４．＜神話その４＞「核兵器は安全の守護者」 
 第 2 次世界大戦後、「大規模な戦争の不在」が続いたのはなぜか。よく言われる答えの１つとして「核

兵器が一般的には安定を生み出し、より大きく言えば平和を推進している」との主張がある 18。それ

は、歴史家ジョン・ルイス・ギャディス（John Lewis Gaddis）の表現した「長い平和」の概念に象徴

されている 19。ウィルソンはこの通説的概念に反論を試み、そもそも戦争が「存在しないこと」の原

因証明の困難さを力説しながら、「長い平和」が続いた理由として、①疲弊と注意逸脱（第 2 次世界大

戦後の米ソ双方の厭戦気分）、②経済的つながりの強化（人類がかつて経験したことのないレベルの経

済統合）、③同盟関係（強大な北大西洋条約機構＝NATO＝とワルシャワ条約機構の存在そのものが開

戦の可否に大きな影響を与えた）、④国際条約・機構（戦争か平和かという選択肢を考える際の緩衝効

果の創出）、⑤平和の時代（人類が幾度か経験してきた戦争の空白期の 1 つかもしれないこと）―を挙

げて、核兵器が「長い平和」の守護者とは言い切れないと論じた 20。 
 またウィルソンは、キューバ危機を体験したロバート・ケネディ(Robert F Kennedy)が 1968 年に公

表した次の一節を引用しながら、4 つ目の「神話」を否定した。「戦闘員同士の戦争計画と、実際に起

こってしまった現実との途方もない不均衡性を説明する言葉を私たちは持ちえない。（中略）核兵器は

使用されない、合理的な恐怖の均衡によってわれわれの理解不能な感情は制限できる―このようなこ

とをいったい誰が断言できるというのか」。こう力説するケネディが「説明不可能の破壊や相互の殺戮

を幾度となく繰り返してきた」人類の非合理性を指摘した点を踏まえ、ウィルソンは「核兵器が『何

らかの形で貢献した』ということから飛躍して、核兵器が平和を維持するものであり、今後も永続的

に第三次世界大戦の勃発を防いでいくだろうと断定することは、これまでの歴史が示していることを

無視するに等しい行為である」と断じた 21。 
 
５．＜神話その 5＞「核兵器こそが唯一の切り札」 
 最後の「神話」は、ウィルソンが反証してきた 4 つの「神話」が導き出す新たなそれである。つま

り、比類なき破壊力と政治的な決定力を持つ核兵器は抑止力を形成し、平和を守っているとの前提に

立つことによって、「核兵器を廃絶することは不可能」、「核兵器を『なかったこと』にはできない」と

の考え方を正当化し、核兵器の存在そのものを半ば絶対視する「神話」のことである。 
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 ウィルソンはこの「神話」について、それが前提とする 4 つの「神話」が既に「崩壊したことに鑑

みれば、もはや意味を成していない」と結論づける 22。さらに、核兵器は第 2 次世界大戦後「国家の

強さ」を評価する「力の貨幣」と見なされるようになり、「核兵器の価値が極めて高く扱われる国際シ

ステム」が作り上げられてきた経緯に触れながら、4 つの「神話」が否定されたことを念頭に「そこ

にはいかなる証拠も存在しない」とすら断言してみせた 23。 
 「もし核兵器がそれほど有用でなければ、もし核兵器が毒を風下にまき散らすだけの、単に巨大で、

危険で、扱いづらい爆発物であって、まともな用途がほとんどないような代物であれば、私たちは全

く新しい議論を始めていく必要がある」24。核兵器を取り巻く数々の「神話」の否定を試みたウィル

ソンはこうも述べ、核政策を巡るパラダイム・シフトを読者に促している。 
 
おわりに 
 実証的な歴史研究の手法を主に用い、5 つの「神話」に対して具体的な反証を行ったウィルソンの

取り組みは、核兵器の拡散が続き、核拡散防止条約（NPT）体制の腐食化が懸念される今日において、

重要な政策的含意を帯びている。米国やロシアなど 5 つの核保有国が NPT 上の核軍縮義務を満足に果

たしていないとして、オーストリアやメキシコなどが核兵器の非合法化を狙った核兵器禁止条約交渉

をけん引する中、ウィルソンの研究は核廃絶推進派の論拠を強める要因となるからだ。 
 ただウィルソンの議論は、「神話」に依拠して約 1 万 5 千発の核兵器が現存するに至った現状をいか

に打破した上で、「核兵器のない世界」を実現していくかという具体論までには及んでいない。また、

核廃絶への道程で問題となる国際的な安全保障の担保について触れておらず、責任ある核保有国の抑

止力に依存しながら漸進的に核廃絶を進めようという「ステップ・バイ・ステップ」を志向する勢力

の反論を退けるには不十分な内容とも言える。 
 それでも、核分裂性物質の増大に伴う核テロの脅威増大や、サイバー空間に潜む脆弱性が誘発し得

る核ミサイルの偶発的発射といった現代的な核リスクを考えると、「核兵器が実際に使用される可能性

は、いまそこにある危機」25と断じるウィルソンの問題意識は正鵠を射ている。「私たちが核兵器に依

存する大きさが、核兵器に関する真実への到達を困難にしている」26。ウィルソンのこの警鐘を真摯

に受けとめ、実効性のある核軍縮・不拡散政策を構想していく必要性と喫緊性がますます高まってい

る。 
 

（太田昌克） 
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II. 資 料 編



Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons (NPT) 

Signed at Washington, London, and Moscow, July 1, 1968 

Entered into force March 5, 1970 

The States concluding this Treaty, hereinafter referred to as the Parties to the Treaty, 

Considering the devastation that would be visited upon all mankind by a nuclear war and the consequent need 

to make every effort to avert the danger of such a war and to take measures to safeguard the security of 

peoples, 

Believing that the proliferation of nuclear weapons would seriously enhance the danger of nuclear war, 

In conformity with resolutions of the United Nations General Assembly calling for the conclusion of an 

agreement on the prevention of wider dissemination of nuclear weapons, 

Undertaking to co-operate in facilitating the application of International Atomic Energy Agency safeguards on 

peaceful nuclear activities, 

Expressing their support for research, development and other efforts to further the application, within the 

framework of the International Atomic Energy Agency safeguards system, of the principle of safeguarding 

effectively the flow of source and special fissionable materials by use of instruments and other techniques at 

certain strategic points, 

Affirming the principle that the benefits of peaceful applications of nuclear technology, including any 

technological by-products which may be derived by nuclear-weapon States from the development of nuclear 

explosive devices, should be available for peaceful purposes to all Parties to the Treaty, whether 

nuclear-weapon or non-nuclear-weapon States, 

Convinced that, in furtherance of this principle, all Parties to the Treaty are entitled to participate in the fullest 

possible exchange of scientific information for, and to contribute alone or in co-operation with other States to, 

the further development of the applications of atomic energy for peaceful purposes, 

Declaring their intention to achieve at the earliest possible date the cessation of the nuclear arms race and to 

undertake effective measures in the direction of nuclear disarmament, 

Urging the co-operation of all States in the attainment of this objective, 

Recalling the determination expressed by the Parties to the 1963 Treaty banning nuclear weapons tests in the 

atmosphere, in outer space and under water in its Preamble to seek to achieve the discontinuance of all test 

explosions of nuclear weapons for all time and to continue negotiations to this end, 

Desiring to further the easing of international tension and the strengthening of trust between States in order to 

facilitate the cessation of the manufacture of nuclear weapons, the liquidation of all their existing stockpiles, 

and the elimination from national arsenals of nuclear weapons and the means of their delivery pursuant to a 

Treaty on general and complete disarmament under strict and effective international control, 

Recalling that, in accordance with the Charter of the United Nations, States must refrain in their international 

relations from the threat or use of force against the territorial integrity or political independence of any State, 

or in any other manner inconsistent with the Purposes of the United Nations, and that the establishment and 

maintenance of international peace and security are to be promoted with the least diversion for armaments of 

the world’s human and economic resources, 

Have agreed as follows: 

Article I 

Each nuclear-weapon State Party to the Treaty undertakes not to transfer to any recipient whatsoever nuclear 
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weapons or other nuclear explosive devices or control over such weapons or explosive devices directly, or 

indirectly; and not in any way to assist, encourage, or induce any non-nuclear-weapon State to manufacture or 

otherwise acquire nuclear weapons or other nuclear explosive devices, or control over such weapons or 

explosive devices. 

Article II 

Each non-nuclear-weapon State Party to the Treaty undertakes not to receive the transfer from any transferor 

whatsoever of nuclear weapons or other nuclear explosive devices or of control over such weapons or 

explosive devices directly, or indirectly; not to manufacture or otherwise acquire nuclear weapons or other 

nuclear explosive devices; and not to seek or receive any assistance in the manufacture of nuclear weapons or 

other nuclear explosive devices. 

Article III 

1. Each non-nuclear-weapon State Party to the Treaty undertakes to accept safeguards, as set forth in an

agreement to be negotiated and concluded with the International Atomic Energy Agency in accordance with

the Statute of the International Atomic Energy Agency and the Agency’s safeguards system, for the exclusive

purpose of verification of the fulfilment of its obligations assumed under this Treaty with a view to preventing

diversion of nuclear energy from peaceful uses to nuclear weapons or other nuclear explosive devices.

Procedures for the safeguards required by this Article shall be followed with respect to source or special

fissionable material whether it is being produced, processed or used in any principal nuclear facility or is

outside any such facility. The safeguards required by this Article shall be applied on all source or special

fissionable material in all peaceful nuclear activities within the territory of such State, under its jurisdiction, or

carried out under its control anywhere.

2. Each State Party to the Treaty undertakes not to provide: (a) source or special fissionable material, or (b)

equipment or material especially designed or prepared for the processing, use or production of special

fissionable material, to any non-nuclear-weapon State for peaceful purposes, unless the source or special

fissionable material shall be subject to the safeguards required by this Article.

3. The safeguards required by this Article shall be implemented in a manner designed to comply with Article

IV of this Treaty, and to avoid hampering the economic or technological development of the Parties or

international co-operation in the field of peaceful nuclear activities, including the international exchange of

nuclear material and equipment for the processing, use or production of nuclear material for peaceful purposes

in accordance with the provisions of this Article and the principle of safeguarding set forth in the Preamble of

the Treaty.

4. Non-nuclear-weapon States Party to the Treaty shall conclude agreements with the International Atomic

Energy Agency to meet the requirements of this Article either individually or together with other States in

accordance with the Statute of the International Atomic Energy Agency. Negotiation of such agreements shall

commence within 180 days from the original entry into force of this Treaty. For States depositing their

instruments of ratification or accession after the 180-day period, negotiation of such agreements shall

commence not later than the date of such deposit. Such agreements shall enter into force not later than

eighteen months after the date of initiation of negotiations.

Article IV 

1. Nothing in this Treaty shall be interpreted as affecting the inalienable right of all the Parties to the Treaty to

develop research, production and use of nuclear energy for peaceful purposes without discrimination and in

conformity with Articles I and II of this Treaty.

2. All the Parties to the Treaty undertake to facilitate, and have the right to participate in, the fullest possible

exchange of equipment, materials and scientific and technological information for the peaceful uses of nuclear

energy. Parties to the Treaty in a position to do so shall also co-operate in contributing alone or together with

other States or international organizations to the further development of the applications of nuclear energy for

peaceful purposes, especially in the territories of non-nuclear-weapon States Party to the Treaty, with due

consideration for the needs of the developing areas of the world.
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Article V 

Each Party to the Treaty undertakes to take appropriate measures to ensure that, in accordance with this Treaty, 

under appropriate international observation and through appropriate international procedures, potential 

benefits from any peaceful applications of nuclear explosions will be made available to non-nuclear-weapon 

States Party to the Treaty on a non-discriminatory basis and that the charge to such Parties for the explosive 

devices used will be as low as possible and exclude any charge for research and development. 

Non-nuclear-weapon States Party to the Treaty shall be able to obtain such benefits, pursuant to a special 

international agreement or agreements, through an appropriate international body with adequate representation 

of non-nuclear-weapon States. Negotiations on this subject shall commence as soon as possible after the 

Treaty enters into force. Non-nuclear-weapon States Party to the Treaty so desiring may also obtain such 

benefits pursuant to bilateral agreements. 

Article VI 

Each of the Parties to the Treaty undertakes to pursue negotiations in good faith on effective measures relating 

to cessation of the nuclear arms race at an early date and to nuclear disarmament, and on a treaty on general 

and complete disarmament under strict and effective international control. 

Article VII 

Nothing in this Treaty affects the right of any group of States to conclude regional treaties in order to assure 

the total absence of nuclear weapons in their respective territories. 

Article VIII 

1. Any Party to the Treaty may propose amendments to this Treaty. The text of any proposed amendment shall

be submitted to the Depositary Governments which shall circulate it to all Parties to the Treaty. Thereupon, if

requested to do so by one-third or more of the Parties to the Treaty, the Depositary Governments shall convene

a conference, to which they shall invite all the Parties to the Treaty, to consider such an amendment.

2. Any amendment to this Treaty must be approved by a majority of the votes of all the Parties to the Treaty,

including the votes of all nuclear-weapon States Party to the Treaty and all other Parties which, on the date the

amendment is circulated, are members of the Board of Governors of the International Atomic Energy Agency.

The amendment shall enter into force for each Party that deposits its instrument of ratification of the

amendment upon the deposit of such instruments of ratification by a majority of all the Parties, including the

instruments of ratification of all nuclear-weapon States Party to the Treaty and all other Parties which, on the

date the amendment is circulated, are members of the Board of Governors of the International Atomic Energy

Agency. Thereafter, it shall enter into force for any other Party upon the deposit of its instrument of

ratification of the amendment.

3. Five years after the entry into force of this Treaty, a conference of Parties to the Treaty shall be held in

Geneva, Switzerland, in order to review the operation of this Treaty with a view to assuring that the purposes

of the Preamble and the provisions of the Treaty are being realised. At intervals of five years thereafter, a

majority of the Parties to the Treaty may obtain, by submitting a proposal to this effect to the Depositary

Governments, the convening of further conferences with the same objective of reviewing the operation of the

Treaty.

Article IX 

1. This Treaty shall be open to all States for signature. Any State which does not sign the Treaty before its

entry into force in accordance with paragraph 3 of this Article may accede to it at any time.

2. This Treaty shall be subject to ratification by signatory States. Instruments of ratification and instruments of

accession shall be deposited with the Governments of the United Kingdom of Great Britain and Northern

Ireland, the Union of Soviet Socialist Republics and the United States of America, which are hereby

designated the Depositary Governments.

3. This Treaty shall enter into force after its ratification by the States, the Governments of which are

146



designated Depositaries of the Treaty, and forty other States signatory to this Treaty and the deposit of their 

instruments of ratification. For the purposes of this Treaty, a nuclear-weapon State is one which has 

manufactured and exploded a nuclear weapon or other nuclear explosive device prior to 1 January 1967. 

4. For States whose instruments of ratification or accession are deposited subsequent to the entry into force of

this Treaty, it shall enter into force on the date of the deposit of their instruments of ratification or accession.

5. The Depositary Governments shall promptly inform all signatory and acceding States of the date of each

signature, the date of deposit of each instrument of ratification or of accession, the date of the entry into force

of this Treaty, and the date of receipt of any requests for convening a conference or other notices.

6. This Treaty shall be registered by the Depositary Governments pursuant to Article 102 of the Charter of the

United Nations.

Article X 

1. Each Party shall in exercising its national sovereignty have the right to withdraw from the Treaty if it

decides that extraordinary events, related to the subject matter of this Treaty, have jeopardized the supreme

interests of its country. It shall give notice of such withdrawal to all other parties to the Treaty and to the

United Nations Security Council three months in advance. Such notice shall include a statement of the

extraordinary events it regards as having jeopardized its supreme interests.

2. Twenty-five years after the entry into force of the Treaty, a conference shall be convened to decide whether

the Treaty shall continue in force indefinitely, or shall be extended for an additional fixed period or periods.

This decision shall be taken by a majority of the Parties to the Treaty.1

Article XI 

This Treaty, the English, Russian, French, Spanish and Chinese texts of which are equally authentic, shall be 

deposited in the archives of the Depositary Governments. Duly certified copies of this Treaty shall be 

transmitted by the Depositary Governments to the Governments of the signatory and acceding States. 

IN WITNESS WHEREOF the undersigned, duly authorized, have signed this Treaty. 

DONE in triplicate, at the cities of London, Moscow and Washington, the first day of July, one thousand nine 

hundred and sixty-eight. 

Note: 

On 11 May 1995, in accordance with article X, paragraph 2, the Review and Extension Conference of the 

Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons decided that the Treaty should continue in 

force indefinitely (see decision 3). 
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2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the Non-

Proliferation of Nuclear Weapons 

Volume I 

Part I 

 

Conclusions and recommendations for follow-on actions 
 

 

 I. Nuclear disarmament 
 

 

 In pursuit of the full, effective and urgent implementation of article VI of the 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and paragraphs 3 and 4 (c) of 

the 1995 decision entitled “Principles and objectives for nuclear non-proliferation 

and disarmament”, and building upon the practical steps agreed to in the Final 

Document of the 2000 Review Conference of the Parties to the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons, the Conference agrees on the following 

action plan on nuclear disarmament which includes concrete steps for the total 

elimination of nuclear weapons: 

 

 

 A. Principles and objectives 
 

 

i. The Conference resolves to seek a safer world for all and to achieve the peace 

and security of a world without nuclear weapons, in accordance with the 

objectives of the Treaty.  

ii. The Conference reaffirms the unequivocal undertaking of the nuclear-weapon 

States to accomplish the total elimination of their nuclear arsenals leading to 

nuclear disarmament, to which all States parties are committed under article  VI. 

iii. The Conference reaffirms the continued validity of the practical steps agreed 

to in the Final Document of the 2000 Review Conference.  

iv. The Conference reaffirms that significant steps by all the nuclear-weapon 

States leading to nuclear disarmament should promote international stability, 

peace and security, and be based on the principle of increased and 

undiminished security for all. 

v. The Conference expresses its deep concern at the catastrophic humanitarian 

consequences of any use of nuclear weapons and reaffirms the need for all 

States at all times to comply with applicable international law, including 

international humanitarian law. 

vi. The Conference affirms the vital importance of universality of the Treaty on 

the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and calls on all States not parties  to 

the Treaty to accede as non-nuclear-weapon States to the Treaty promptly and 

without any conditions and to commit to achieving the complete elimination of 

all nuclear weapons, and calls upon States to promote universal adherence to 

the Treaty and not to undertake any actions that can negatively affect prospects 

for the universality of the Treaty.  
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  The Conference resolves that:  
 

 • Action 1: All States parties commit to pursue policies that are fully compatible 

with the Treaty and the objective of achieving a world without nuclear 

weapons. 

 • Action 2: All States parties commit to apply the principles of irreversibility, 

verifiability and transparency in relation to the implementation of their treaty 

obligations. 

 

 

 B. Disarmament of nuclear weapons 
 

 

i. The Conference reaffirms the urgent need for the nuclear-weapon States to 

implement the steps leading to nuclear disarmament agreed to in the Final 

Document of the 2000 Review Conference, in a way that promotes 

international stability, peace and security, and based on the principle of 

undiminished and increased security for all.  

ii. The Conference affirms the need for the nuclear-weapon States to reduce and 

eliminate all types of their nuclear weapons and encourages, in particular, 

those States with the largest nuclear arsenals to lead efforts in this regard.  

iii. The Conference calls on all nuclear-weapon States to undertake concrete 

disarmament efforts and affirms that all States need to make special efforts to 

establish the necessary framework to achieve and maintain a world without 

nuclear weapons. The Conference notes the five-point proposal for nuclear 

disarmament of the Secretary-General of the United Nations, which proposes, 

inter alia, consideration of negotiations on a nuclear weapons convention or 

agreement on a framework of separate mutually reinforcing instruments, 

backed by a strong system of verification. 

iv. The Conference recognizes the legitimate interests of non-nuclear-weapon 

States in the constraining by the nuclear-weapon States of the development and 

qualitative improvement of nuclear weapons and ending the development of 

advanced new types of nuclear weapons. 

 

  The Conference resolves that: 
 

 • Action 3: In implementing the unequivocal undertaking by the nuclear-weapon 

States to accomplish the total elimination of their nuclear arsenals, the nuclear-

weapon States commit to undertake further efforts to reduce and ultimately 

eliminate all types of nuclear weapons, deployed and non-deployed, including 

through unilateral, bilateral, regional and multilateral measures.  

 • Action 4: The Russian Federation and the United States of America commit to 

seek the early entry into force and full implementation of the Treaty on 

Measures for the Further Reduction and Limitation of Strategic Offensive 

Arms and are encouraged to continue discussions on follow-on measures in 

order to achieve deeper reductions in their nuclear arsenals.  

 • Action 5: The nuclear-weapon States commit to accelerate concrete progress 

on the steps leading to nuclear disarmament, contained in the Final Document 

of the 2000 Review Conference, in a way that promotes international stability, 
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peace and undiminished and increased security. To that end, they are called 

upon to promptly engage with a view to, inter alia:  

  (a) Rapidly moving towards an overall reduction in the global stockpile 

of all types of nuclear weapons, as identified in action 3;  

  (b) Address the question of all nuclear weapons regardless of their type 

or their location as an integral part of the general nuclear disarmament 

process; 

  (c) To further diminish the role and significance of nuclear weapons in 

all military and security concepts, doctrines and policies;  

  (d) Discuss policies that could prevent the use of nuclear weapons and 

eventually lead to their elimination, lessen the danger of nuclear war and 

contribute to the non-proliferation and disarmament of nuclear weapons;  

  (e) Consider the legitimate interest of non-nuclear-weapon States in 

further reducing the operational status of nuclear weapons systems in ways 

that promote international stability and security;  

  (f) Reduce the risk of accidental use of nuclear weapons; and 

  (g) Further enhance transparency and increase mutual confidence.  

 The nuclear-weapon States are called upon to report the above undertakings to 

the Preparatory Committee at 2014. The 2015 Review Conference will take 

stock and consider the next steps for the full implementation of article VI.  

 • Action 6: All States agree that the Conference on Disarmament should 

immediately establish a subsidiary body to deal with nuclear disarmament, 

within the context of an agreed, comprehensive and balanced programme of 

work.  

 

 

 C. Security assurances 
 

 

i. The Conference reaffirms and recognizes that the total elimination of nuclear 

weapons is the only absolute guarantee against the use or threat of use of 

nuclear weapons and the legitimate interest of non-nuclear-weapon States in 

receiving unequivocal and legally binding security assurances from nuclear-

weapon States which could strengthen the nuclear non-proliferation regime.  

ii. The Conference recalls United Nations Security Council resolution 984 (1995) 

noting the unilateral statements by each of the nuclear-weapon States, in which 

they give conditional or unconditional security assurances against the use and 

the threat of use of nuclear weapons to non-nuclear-weapon States parties to 

the Treaty and the relevant protocols established pursuant to nuclear-weapon-

free zones, recognizing that the treaty-based security assurances are available 

to such zones. 

 

  Without prejudice to efforts within the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear 

Weapons, the Conference resolves that: 
 

 • Action 7: All States agree that the Conference on Disarmament should, within 

the context of an agreed, comprehensive and balanced programme of work, 
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immediately begin discussion of effective international arrangements to assure 

non-nuclear-weapon States against the use or threat of use of nuclear weapons, 

to discuss substantively, without limitation, with a view to e laborating 

recommendations dealing with all aspects of this issue, not excluding an 

internationally legally binding instrument. The Review Conference invites the 

Secretary-General of the United Nations to convene a high-level meeting in 

September 2010 in support of the work of the Conference on Disarmament.  

 • Action 8: All nuclear-weapon States commit to fully respect their existing 

commitments with regard to security assurances. Those nuclear-weapon States 

that have not yet done so are encouraged to extend security assurances to 

non-nuclear-weapon States parties to the Treaty. 

 • Action 9: The establishment of further nuclear-weapon-free zones, where 

appropriate, on the basis of arrangements freely arrived at among States of the 

region concerned, and in accordance with the 1999 Guidelines of the United 

Nations Disarmament Commission, is encouraged. All concerned States are 

encouraged to ratify the nuclear-weapon-free zone treaties and their relevant 

protocols, and to constructively consult and cooperate to  bring about the entry 

into force of the relevant legally binding protocols of all such nuclear-weapon-

free zones treaties, which include negative security assurances. The concerned 

States are encouraged to review any related reservations.  

 

 

 D. Nuclear testing 
 

 

i. The Conference recognizes that the cessation of all nuclear test explosions and 

all other nuclear explosions, by constraining the development and qualitative 

improvement of nuclear weapons and ending the development of advanced 

new types of nuclear weapons, constitutes an effective measure of nuclear 

disarmament and non-proliferation in all its aspects.  

ii. The Conference reaffirms the vital importance of the entry into force of the 

Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty as a core element of the international 

nuclear disarmament and non-proliferation regime, as well as the 

determination of the nuclear-weapon States to abide by their respective 

moratoriums on nuclear test explosions pending the entry into force of the 

Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty. 

 

  The Conference resolves that:  
 

 • Action 10: All nuclear-weapon States undertake to ratify the Comprehensive 

Nuclear-Test-Ban Treaty with all expediency, noting that positive decisions by 

nuclear-weapon States would have the beneficial impact towards the 

ratification of that Treaty, and that nuclear-weapon States have the special 

responsibility to encourage Annex 2 countries, in particular those which have 

not acceded to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and 

continue to operate unsafeguarded nuclear facilities, to sign and ratify.  

 • Action 11: Pending the entry into force of the Comprehensive Nuclear-Test-

Ban Treaty, all States commit to refrain from nuclear-weapon test explosions 

or any other nuclear explosions, the use of new nuclear weapons technologies 

and from any action that would defeat the object and purpose of that Treaty, 
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and all existing moratoriums on nuclear-weapon test explosions should be 

maintained. 

 • Action 12: All States that have ratified the Comprehensive Nuclear-Test-Ban 

Treaty recognize the contribution of the conferences on facilitating the entry 

into force of that Treaty and of the measures adopted by consensus at the Sixth 

Conference on Facilitating the Entry into Force of the Comprehensive 

Nuclear-Test-Ban Treaty, held in September 2009, and commit to report at the 

2011 Conference on progress made towards the urgent entry into force of that 

Treaty.  

 • Action 13: All States that have ratified the Comprehensive Nuclear-Test-Ban 

Treaty undertake to promote the entry into force and implementation of that 

Treaty at the national, regional and global levels.  

 • Action 14: The Preparatory Commission for the Comprehensive Nuclear-Test-

Ban Treaty Organization is to be encouraged to fully develop the verifica tion 

regime for the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty, including early 

completion and provisional operationalization of the international monitoring 

system in accordance with the mandate of the Preparatory Commission, which 

should, upon entry into force of that Treaty, serve as an effective, reliable, 

participatory and non-discriminatory verification system with global reach, 

and provide assurance of compliance with that Treaty.  

 

 

 E. Fissile materials 
 

 

i. The Conference reaffirms the urgent necessity of negotiating and bringing to a 

conclusion a non-discriminatory, multilateral and internationally and 

effectively verifiable treaty banning the production of fissile material for 

nuclear weapons or other nuclear explosive devices.  

 

  The Conference resolves that:  
 

 • Action 15: All States agree that the Conference on Disarmament should, within 

the context of an agreed, comprehensive and balanced programme of work, 

immediately begin negotiation of a treaty banning the production of fissile 

material for use in nuclear weapons or other nuclear explosive devices in 

accordance with the report of the Special Coordinator of 1995 (CD/1299) and 

the mandate contained therein. Also in this respect, the Review Conference 

invites the Secretary-General of the United Nations to convene a high-level 

meeting in September 2010 in support of the work of the Conference on 

Disarmament.  

 • Action 16: The nuclear-weapon States are encouraged to commit to declare, as 

appropriate, to the International Atomic Energy Agency (IAEA) all fissile 

material designated by each of them as no longer required for military 

purposes and to place such material as soon as practicable under IAEA or other 

relevant international verification and arrangements for the disposition of such 

material for peaceful purposes, to ensure that such material remains 

permanently outside military programmes. 

 • Action 17: In the context of action 16, all States are encouraged to support the 

development of appropriate legally binding verification arrangements, within 
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the context of IAEA, to ensure the irreversible removal of fissile material 

designated by each nuclear-weapon State as no longer required for military 

purposes. 

 • Action 18: All States that have not yet done so are encouraged to initiate a 

process towards the dismantling or conversion for peaceful uses of facilities 

for the production of fissile material for use in nuclear weapons or other 

nuclear explosive devices. 

 

 

 F. Other measures in support of nuclear disarmament 
 

 

i. The Conference recognizes that nuclear disarmament and achieving the peace 

and security of a world without nuclear weapons will require openness and 

cooperation, and affirms the importance of enhanced confidence through 

increased transparency and effective verification.  

 

  The Conference resolves that:  
 

 • Action 19: All States agree on the importance of supporting cooperation 

among Governments, the United Nations, other international and regional 

organizations and civil society aimed at increasing confidence, improving 

transparency and developing efficient verification capabilities related to 

nuclear disarmament.  

 • Action 20: States parties should submit regular reports, within the framework 

of the strengthened review process for the Treaty, on the implementation of the 

present action plan, as well as of article VI, paragraph 4 (c), of the 1995 

decision entitled “Principles and objectives for nuclear non-proliferation and 

disarmament”, and the practical steps agreed to in the Final Document of the 

2000 Review Conference, and recalling the advisory opinion of the 

International Court of Justice of 8 July 1996.  

 • Action 21: As a confidence-building measure, all the nuclear-weapon States 

are encouraged to agree as soon as possible on a standard reporting form and 

to determine appropriate reporting intervals for the purpose of voluntarily 

providing standard information without prejudice to national security. The 

Secretary-General of the United Nations is invited to establish a publicly 

accessible repository, which shall include the information provided by the 

nuclear-weapon States. 

 • Action 22: All States are encouraged to implement the recommendations 

contained in the report of the Secretary-General of the United Nations 

(A/57/124) regarding the United Nations study on disarmament and 

non-proliferation education, in order to advance the goals of the Treaty in 

support of achieving a world without nuclear weapons.  

 

 

 II. Nuclear non-proliferation 
 

 

 The Conference recalls and reaffirms the decision of the 1995 Review and 

Extension Conference entitled “Principles and objectives for nuclear 

non-proliferation and disarmament”, noting paragraph 1 of the principles and the 
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elements relevant to article III of the Treaty, in particular paragraphs 9 to 13 and 

17 to 19, and to article VII, in particular paragraphs 5 to 7. It also recalls and 

reaffirms the Resolution on the Middle East adopted at that Conference. The 

Conference also recalls and reaffirms the outcome of the 2000 Review Conference.  

 • Action 23: The Conference calls upon all States parties to exert all efforts to 

promote universal adherence to the Treaty, and not to undertake any actions 

that can negatively affect prospects for the universality of the Treaty.  

 • Action 24: The Conference re-endorses the call by previous review 

conferences for the application of IAEA comprehensive safeguards to all 

source or special fissionable material in all peaceful nuclear activities in the 

States parties in accordance with the provisions of article III of the Treaty.  

 • Action 25: The Conference, noting that 18 States parties to the Treaty have yet 

to bring into force comprehensive safeguards agreements, urges them to do so 

as soon as possible and without further delay.  

 • Action 26: The Conference underscores the importance in complying with the 

non-proliferation obligations, addressing all compliance matters in order to 

uphold the Treaty’s integrity and the authority of the safeguards system.  

 • Action 27: The Conference underscores the importance of resolving all cases 

of non-compliance with safeguards obligations in full conformity with the 

IAEA statute and the respective legal obligations of Member States. In this 

regard, the Conference calls upon Member States to extend their cooperation 

to the Agency. 

 • Action 28: The Conference encourages all States parties which have not yet 

done so to conclude and to bring into force additional protocols as soon as 

possible and to implement them provisionally pending their entry into force.  

 • Action 29: The Conference encourages IAEA to further facilitate and assist the 

States parties in the conclusion and entry into force of comprehensive 

safeguards agreements and additional protocols. The Conference calls on 

States parties to consider specific measures that would promote the 

universalization of the comprehensive safeguards agreements. 

 • Action 30: The Conference calls for the wider application of safeguards to 

peaceful nuclear facilities in the nuclear-weapon States, under the relevant 

voluntary offer safeguards agreements, in the most economic and practi cal way 

possible, taking into account the availability of IAEA resources, and stresses 

that comprehensive safeguards and additional protocols should be universally 

applied once the complete elimination of nuclear weapons has been achieved.  

 • Action 31: The Conference encourages all States parties with small quantities 

protocols which have not yet done so to amend or rescind them, as appropriate, 

as soon as possible.  

 • Action 32: The Conference recommends that IAEA safeguards should be 

assessed and evaluated regularly. Decisions adopted by the IAEA policy bodies 

aimed at further strengthening the effectiveness and improving the efficiency 

of IAEA safeguards should be supported and implemented.  

 • Action 33: The Conference calls upon all States parties to ensure that IAEA 

continues to have all political, technical and financial support so that it is able 

178



NPT/CONF.2010/50 (Vol. I) 
 

 

10-39021 8 

 

to effectively meet its responsibility to apply safeguards as required by article 

III of the Treaty.  

 • Action 34: The Conference encourages States parties, within the framework of 

the IAEA statute, to further develop a robust, flexible, adaptive and cost -

effective international technology base for advanced safeguards through 

cooperation among Member States and with IAEA.  

 • Action 35: The Conference urges all States parties to ensure that their nuclear-

related exports do not directly or indirectly assist the development of nuclear 

weapons or other nuclear explosive devices and that such exports are in full 

conformity with the objectives and purposes of the  Treaty as stipulated, 

particularly, in articles I, II and III of the Treaty, as well as the decision on 

principles and objectives of nuclear non-proliferation and disarmament 

adopted in 1995 by the Review and Extension Conference.  

 • Action 36: The Conference encourages States parties to make use of 

multilaterally negotiated and agreed guidelines and understandings in 

developing their own national export controls.  

 • Action 37: The Conference encourages States parties to consider whether a 

recipient State has brought into force IAEA safeguards obligations in making 

nuclear export decisions.  

 • Action 38: The Conference calls upon all States parties, in acting in pursuance 

of the objectives of the Treaty, to observe the legitimate right of all States 

parties, in particular developing States, to full access to nuclear material, 

equipment and technological information for peaceful purposes.  

 • Action 39: States parties are encouraged to facilitate transfers of nuclear 

technology and materials and international cooperation among States parties, 

in conformity with articles I, II, III and IV of the Treaty, and to eliminate in 

this regard any undue constraints inconsistent with the Treaty.  

 • Action 40: The Conference encourages all States to maintain the highest  

possible standards of security and physical protection of nuclear materials and 

facilities. 

 • Action 41: The Conference encourages all States parties to apply, as 

appropriate, the IAEA recommendations on the physical protection of nuclear 

material and nuclear facilities (INFCIRC/225/Rev.4 (Corrected)) and other 

relevant international instruments at the earliest possible date.  

 • Action 42: The Conference calls on all States parties to the Convention on the 

Physical Protection of Nuclear Material to ratify the amendment to the 

Convention as soon as possible and encourages them to act in accordance with 

the objectives and the purpose of the amendment until such time as it enters 

into force. The Conference also encourages all States that have not yet done so  

to adhere to the Convention and adopt the amendment as soon as possible.  

 • Action 43: The Conference urges all States parties to implement the principles 

of the revised IAEA Code of Conduct on the Safety and Security of 

Radioactive Sources, as well as the Guidance on the Import and Export of 

Radioactive Sources approved by the IAEA Board of Governors in 2004.  
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 • Action 44: The Conference calls upon all States parties to improve their 

national capabilities to detect, deter and disrupt illicit trafficking  in nuclear 

materials throughout their territories, in accordance with their relevant 

international legal obligations, and calls upon those States parties in a position 

to do so to work to enhance international partnerships and capacity-building in 

this regard. The Conference also calls upon States parties to establish and 

enforce effective domestic controls to prevent the proliferation of nuclear 

weapons in accordance with their relevant international legal obligations.  

 • Action 45: The Conference encourages all States parties that have not yet done 

so to become party to the International Convention for the Suppression of Acts 

of Nuclear Terrorism as soon as possible.  

 • Action 46: The Conference encourages IAEA to continue to assist the States 

parties in strengthening their national regulatory controls of nuclear material, 

including the establishment and maintenance of the State systems of 

accounting for and control of nuclear material, as well as systems on regional 

level. The Conference calls upon IAEA Member States to broaden their 

support for the relevant IAEA programmes.  

 

 

 III. Peaceful uses of nuclear energy 
 

 

 The Conference reaffirms that the Treaty fosters the development of the 

peaceful uses of nuclear energy by providing a framework of confidence and 

cooperation within which those uses can take place. The Conference calls upon 

States parties to act in conformity with all the provisions of the Treaty and to:  

 • Action 47: Respect each country’s choices and decisions in the field of 

peaceful uses of nuclear energy without jeopardizing its policies or 

international cooperation agreements and arrangements for peaceful uses  of 

nuclear energy and its fuel cycle policies. 

 • Action 48: Undertake to facilitate, and reaffirm the right of States parties to  

participate in, the fullest possible exchange of equipment, materials and 

scientific and technological information for the peaceful uses of nuclear energy.  

 • Action 49: Cooperate with other States parties or international organizations in 

the further development of nuclear energy for peaceful purposes, with due 

consideration for the needs of the developing areas of the world.  

 • Action 50: Give preferential treatment to the non-nuclear-weapon States 

parties to the Treaty, taking the needs of developing countries, in particular, 

into account. 

 • Action 51: Facilitate transfers of nuclear technology and international 

cooperation among States parties in conformity with articles I, II, III, and IV 

of the Treaty, and eliminate in this regard any undue constraints inconsistent 

with the Treaty. 

 • Action 52: Continue efforts, within IAEA, to enhance the effectiveness and 

efficiency of its technical cooperation programme.  

 • Action 53: Strengthen the IAEA technical cooperation programme in assisting 

developing States parties in the peaceful uses of nuclear energy.  
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 • Action 54: Make every effort and to take practical steps to ensure that IAEA 

resources for technical cooperation activities are sufficient, assured and 

predictable. 

 • Action 55: Encourage all States in a position to do so to make additional 

contributions to the initiative designed to raise 100 million dollars over the 

next five years as extrabudgetary contributions to IAEA activities, while 

welcoming the contributions already pledged by countries and groups of 

countries in support of IAEA activities.  

 • Action 56: Encourage national, bilateral and international efforts to train the 

necessary skilled workforce needed to develop peaceful uses of nuclear energy.  

 • Action 57: Ensure that, when developing nuclear energy, including nuclear 

power, the use of nuclear energy must be accompanied by commitments to and 

ongoing implementation of safeguards as well as appropriate and effective 

levels of safety and security, consistent with States’ national legislation and 

respective international obligations. 

 • Action 58: Continue to discuss further, in a non-discriminatory and transparent 

manner under the auspices of IAEA or regional forums, the development of 

multilateral approaches to the nuclear fuel cycle, including the possibilities of 

creating mechanisms for assurance of nuclear fuel supply, as well as possible 

schemes dealing with the back-end of the fuel cycle without affecting rights 

under the Treaty and without prejudice to national fuel cycle policies, while 

tackling the technical, legal and economic complexities surrounding these 

issues, including, in this regard, the requirement of IAEA full scope safeguards.  

 • Action 59: Consider becoming party, if they have not yet done so, to the 

Convention on Nuclear Safety, the Convention on Early Notification of a 

Nuclear Accident, the Convention on Assistance in the Case of a Nuclear 

Accident or Radiological Emergency, the Joint Convention on the Safety of 

Spent Fuel Management and on the Safety of Radioactive Waste Management, 

the International Convention for the Suppression of Acts of Nuclear Terrorism, 

the Convention on the Physical Protection of Nuclear Material, and to ratify its 

amendment so that it may enter into force at an early date.  

 • Action 60: Promote the sharing of best practices in the area of nuclear safety 

and security, including through dialogue with the nuclear industry and the 

private sector, as appropriate. 

 • Action 61: Encourage States concerned, on a voluntary basis, to further 

minimize highly enriched uranium in civilian stocks and use, where 

technically and economically feasible. 

 • Action 62: Transport radioactive materials consistent with relevant 

international standards of safety, security and environmental protection, and to 

continue communication between shipping and coastal States for the purpose 

of confidence-building and addressing concerns regarding transport safety, 

security and emergency preparedness. 

 • Action 63: Put in force a civil nuclear liability regime by becoming party to 

relevant international instruments or adopting suitable national legislation, 

based upon the principles established by the main pertinent international 

instruments. 
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 • Action 64: The Conference calls upon all States to abide by the decision 

adopted by consensus at the IAEA General Conference on 18 September 2009 

on prohibition of armed attack or threat of attack against nuclear installations, 

during operation or under construction. 

 

 

 IV. The Middle East, particularly implementation of the 1995 
Resolution on the Middle East  
 

 

1. The Conference reaffirms the importance of the Resolution on the Middle East 

adopted by the 1995 Review and Extension Conference and recalls the affirmation 

of its goals and objectives by the 2000 Review Conference of the Parties to  the 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. The Conference stresses that 

the resolution remains valid until the goals and objectives are achieved. The 

resolution, which was co-sponsored by the depositary States of the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons (the Russian Federation, the United Kingdom 

of Great Britain and Northern Ireland and the United States of America), is an 

essential element of the outcome of the 1995 Conference and of the basis on which 

the Treaty was indefinitely extended without a vote in 1995. States parties renew 

their resolve to undertake, individually and collectively, all necessary measures 

aimed at its prompt implementation. 

2. The Conference reaffirms its endorsement of the aims and objectives of the 

Middle East peace process, and recognizes that efforts in this regard, as well as 

other efforts, contribute to, inter alia, a Middle East zone free of nuclear weapons as 

well as other weapons of mass destruction. 

3. The Conference takes note of the reaffirmation at the 2010 Review Conference 

by the five nuclear-weapon States of their commitment to a full implementation of 

the 1995 Resolution on the Middle East.  

4. The Conference regrets that little progress has been achieved towards the 

implementation of the 1995 Resolution on the Middle East. 

5. The Conference recalls the reaffirmation by the 2000 Review Conference of 

the importance of Israel’s accession to the Treaty and the placement of all its nuclear 

facilities under comprehensive IAEA safeguards. The Conference reaffirms the 

urgency and importance of achieving universality of the Treaty. The Conference 

calls on all States in the Middle East that have not yet done so to accede to the 

Treaty as non-nuclear-weapon States so as to achieve its universality at an early date.  

6. The Conference stresses the necessity of strict adherence by all States parties 

to their obligations and commitments under the Treaty. The Conference urges all 

States in the region to take relevant steps and confidence-building measures to 

contribute to the realization of the objectives of the 1995 Resolution on the Middle 

East and calls upon all States to refrain from undertaking any measures that 

preclude the achievement of this objective.  

7. The Conference emphasizes the importance of a process leading to full 

implementation of the 1995 Resolution on the Middle East. To that end, the 

Conference endorses the following practical steps:  

 (a) The Secretary-General of the United Nations and the co-sponsors of the 

1995 Resolution, in consultation with the States of the region, will convene a 
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conference in 2012, to be attended by all States of the Middle East, on the 

establishment of a Middle East zone free of nuclear weapons and all other weapons 

of mass destruction, on the basis of arrangements freely arrived at by the States of 

the region, and with the full support and engagement of the nuclear-weapon States. 

The 2012 Conference shall take as its terms of reference the 1995 Resolution;  

 (b) Appointment by the Secretary-General of the United Nations and the 

co-sponsors of the 1995 Resolution, in consultation with the States of the region, of 

a facilitator, with a mandate to support implementation of the 1995 Resolution by 

conducting consultations with the States of the region in that regard and  undertaking 

preparations for the convening of the 2012 Conference. The facilitator will also 

assist in implementation of follow-on steps agreed by the participating regional 

States at the 2012 Conference. The facilitator will report to the 2015 Review 

Conference and its Preparatory Committee meetings;  

 (c) Designation by the Secretary-General of the United Nations and the 

co-sponsors of the 1995 Resolution, in consultation with the States of the region, of 

a host Government for the 2012 Conference; 

 (d) Additional steps aimed at supporting the implementation of the 1995 

Resolution, including that IAEA, the Organisation for the Prohibition of Chemical 

Weapons and other relevant international organizations be requested to prepare 

background documentation for the 2012 Conference regarding modalities for a zone 

free of nuclear weapons and other weapons of mass destruction and their delivery 

systems, taking into account work previously undertaken and experience gained;  

 (e) Consideration of all offers aimed at supporting the implementation of the 

1995 Resolution, including the offer of the European Union to host a follow-on 

seminar to that organized in June 2008. 

8. The Conference emphasizes the requirement of maintaining parallel progress, 

in substance and timing, in the process leading to achieving total and complete 

elimination of all weapons of mass destruction in the region, nuclear, chemical and 

biological.  

9. The Conference reaffirms that all States parties to the Treaty, particularly the 

nuclear-weapon States and the States in the region, should continue to report on 

steps taken to implement the 1995 Resolution, through the United Nations 

Secretariat, to the President of the 2015 Review Conference, as well as to the 

Chairperson of the Preparatory Committee meetings to be held in advance of that 

Conference. 

10. The Conference further recognizes the important role played by civil society in 

contributing to the implementation of the 1995 Resolution and encourages all efforts 

in this regard. 

 

  Other regional issue 
 

1. The Conference strongly urges the Democratic People’s Republic of Korea to 

fulfil the commitments under the Six-Party Talks, including the complete and 

verifiable abandonment of all nuclear weapons and existing nuclear programmes in 

accordance with the September 2005 joint statement, and urges the Democratic 

People’s Republic of Korea to return, at an early date, to the Treaty and to its 

adherence with its IAEA safeguards agreement. The Conference also calls on the 
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Democratic People’s Republic of Korea and all States parties to fully implement all 

relevant nuclear non-proliferation and disarmament obligations. The Conference 

reaffirms its firm support for the Six-Party Talks and remains determined to achieve 

the satisfactory and comprehensive resolution to the issues involved through 

diplomatic means. 
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Nuclear Weapons 

Volume I 

Part I 

 

Article VI and eighth to twelfth preambular paragraphs 
15. The Conference agrees on the following practical steps for the systematic and progressive efforts to 

implement article VI of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and paragraphs 3 and 4 (c) of 

the 1995 Decision on “Principles and Objectives for Nuclear Non-Proliferation and Disarmament”:  

1. The importance and urgency of signatures and ratifications, without delay and without conditions and in 

accordance with constitutional processes, to achieve the early entry into force of the Comprehensive 

Nuclear-Test-Ban Treaty.  

2. A moratorium on nuclear-weapon-test explosions or any other nuclear explosions pending entry into force 

of that Treaty.  

3. The necessity of negotiations in the Conference on Disarmament on a non-discriminatory, multilateral and 

internationally and effectively verifiable treaty banning the production of fissile material for nuclear weapons 

or other nuclear explosive devices in accordance with the statement of the Special Coordinator in 1995 and the 

mandate contained therein, taking into consideration both nuclear disarmament and nuclear non-proliferation 

objectives. The Conference on Disarmament is urged to agree on a programme of work which includes the 

immediate commencement of negotiations on such a treaty with a view to their conclusion within five years.  

4. The necessity of establishing in the Conference on Disarmament an appropriate subsidiary body with a 

mandate to deal with nuclear disarmament. The Conference on Disarmament is urged to agree on a 

programme of work which includes the immediate establishment of such a body.  

5. The principle of irreversibility to apply to nuclear disarmament, nuclear and other relatedarms control and 

reduction measures.  

6. An unequivocal undertaking by the nuclear-weapon States to accomplish the total elimination of their 

nuclear arsenals leading to nuclear disarmament, to which all States parties are committed under article VI.  

7. The early entry into force and full implementation of START II and the conclusion of STARTIII as soon as 

possible while preserving and strengthening the Treaty on the Limitation of Anti-Ballistic Missile Systems as 

a cornerstone of strategic stability and as a basis for further reductions of strategic offensive weapons, in 

accordance with its provisions.  

8. The completion and implementation of the Trilateral Initiative between the United States of America, the 

Russian Federation and the International Atomic Energy Agency.  

9. Steps by all the nuclear-weapon States leading to nuclear disarmament in a way that promotes international 

stability, and based on the principle of undiminished security for all: – Further efforts by the nuclear-weapon 

States to reduce their nuclear arsenals unilaterally; – Increased transparency by the nuclear-weapon States 

with regard to the nuclear weapons capabilities and the implementation of agreements pursuant to article VI 

and as a voluntary confidence- building measure to support further progress on nuclear disarmament; – The 

further reduction of non-strategic nuclear weapons, based on unilateral initiatives and as an integral part of the 

nuclear arms reduction and disarmament process; – Concrete agreed measures to further reduce the 

operational status of nuclear weapons systems; – A diminishing role for nuclear weapons in security policies 

to minimize the risk that these weapons will ever be used and to facilitate the process of their total 

elimination; – The engagement as soon as appropriate of all the nuclear-weapon States in the process leading 

to the total elimination of their nuclear weapons.  
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10. Arrangements by all nuclear-weapon States to place, as soon as practicable, fissile material designated by 

each of them as no longer required for military purposes under IAEA or other relevant international 

verification and arrangements for the disposition of such material for peaceful purposes, to ensure that such 

material remains permanently outside military programmes.  

11. Reaffirmation that the ultimate objective of the efforts of States in the disarmament process is general and 

complete disarmament under effective international control.  

12. Regular reports, within the framework of the strengthened review process for the Non-Proliferation Treaty, 

by all States parties on the implementation of article VI and paragraph 4 (c) of the 1995 Decision on 

“Principles and Objectives for Nuclear Non-Proliferation and Disarmament”, and recalling the advisory 

opinion of the International Court of Justice of 8 July 1996.  

13. The further development of the verification capabilities that will be required to provide assurance of 

compliance with nuclear disarmament agreements for the achievement and maintenance of a 

nuclear-weapon-free world. 
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Decision 1 

 

STRENGTHENING THE REVIEW PROCESS FOR THE TREATY 

 

 
1.  The Conference of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons examined the 

implementation of article VIII, paragraph 3, of the Treaty and agreed to strengthen the review process for the 

operation of the Treaty with a view to assuring that the purposes of the Preamble and the provisions of the 

Treaty are being realized. 

2.  The States party to the Treaty participating in the Conference decided, in accordance with article VIII, 

paragraph 3, that Review Conferences should continue to be held every five years and that, accordingly, the 

next Review Conference should be held in the year 2000. 

3.  The Conference decided that, beginning in 1997, the Preparatory Committee should hold, normally for a 

duration of 10 working days, a meeting in each of the three years prior to the Review Conference. If necessary, 

a fourth preparatory meeting may be held in the year of the Conference. 

4.  The purpose of the Preparatory Committee meetings would be to consider principles, objectives and 

ways in order to promote the full implementation of the Treaty, as well as its universality, and to make 

recommendations thereon to the Review Conference. These include those identified in the decision on 

principles and objectives for nuclear non-proliferation and disarmament, adopted on 11 May 1995. These 

meetings should also make the procedural preparations for the next Review Conference. 

5.  The Conference also concluded that the present structure of three Main Committees should continue and 

the question of an overlap of issues being discussed in more than one Committee should be resolved in the 

General Committee, which would coordinate the work of the Committees so that the substantive responsibility 

for the preparation of the report with respect to each specific issue is undertaken in only one Committee. 

 6.  It was also agreed that subsidiary bodies could be established within the respective Main Committees 

for specific issues relevant to the Treaty, so as to provide for a focused consideration of such issues. The 

establishment of such subsidiary bodies would be recommended by the Preparatory Committee for each 

Review Conference in relation to the specific objectives of the Review Conference. 

7.  The Conference further agreed that Review Conferences should look forward as well as back. They 

should evaluate the results of the period they are reviewing, including the implementation of undertakings of 

the States parties under the Treaty, and identify the areas in which, and the means through which, further 

progress should be sought in the future. Review Conferences should also address specifically what might be 

done to strengthen the implementation of the Treaty and to achieve its universality. 

----- 
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Decision 2 

 

PRINCIPLES AND OBJECTIVES FOR NUCLEAR 

NON-PROLIFERATION AND DISARMAMENT 

 
The Conference of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Reaffirming the preamble and articles of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Welcoming the end of the cold war, the ensuing easing of international tension and the strengthening of trust 

between States, 

Desiring a set of principles and objectives in accordance with which nuclear non-proliferation, nuclear 

disarmament and international cooperation in the peaceful uses of nuclear energy should be vigorously 

pursued and progress, achievements and shortcomings evaluated periodically within the review process 

provided for in article VIII, paragraph 3, of the Treaty, the enhancement and strengthening of which is 

welcomed,  

Reiterating the ultimate goals of the complete elimination of nuclear weapons and a treaty on general and 

complete disarmament under strict and effective international control, 

The Conference affirms the need to continue to move with determination towards the full realization and 

effective implementation of the provisions of the Treaty, and accordingly adopts the following principles and 

objectives: 

Universality 

1.  Universal adherence to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons is an urgent 

priority. All States not yet party to the Treaty are called upon to accede to the Treaty at the earliest 

date, particularly those States that operate unsafeguarded nuclear facilities. Every effort should be 

made by all States parties to achieve this objective. 

Non-proliferation 

2.  The proliferation of nuclear weapons would seriously increase the danger of nuclear war. The 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons has a vital role to play in preventing the 

proliferation of nuclear weapons. Every effort should be made to implement the Treaty in all its 

aspects to prevent the proliferation of nuclear weapons and other nuclear explosive devices, without 

hampering the peaceful uses of nuclear energy by States parties to the Treaty. 

Nuclear disarmament 

3.  Nuclear disarmament is substantially facilitated by the easing of international tension and the 

strengthening of trust between States which have prevailed following the end of the cold war. The 

undertakings with regard to nuclear disarmament as set out in the Treaty on the Non-Proliferation of 

Nuclear Weapons should thus be fulfilled with determination. In this regard, the nuclear-weapon 
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States reaffirm their commitment, as stated in article VI, to pursue in good faith negotiations on 

effective measures relating to nuclear disarmament. 

4.  The achievement of the following measures is important in the full realization and effective 

implementation of article VI, including the programme of action as reflected below: 

(a)  The completion by the Conference on Disarmament of the negotiations on a universal and 

internationally and effectively verifiable Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty no later than 1996. 

Pending the entry into force of a Comprehensive Test-Ban Treaty, the nuclear-weapon States should 

exercise utmost restraint; 

(b)  The immediate commencement and early conclusion of negotiations on a nondiscriminatory 

and universally applicable convention banning the production of fissile material for nuclear weapons 

or other nuclear explosive devices, in accordance with the statement of the Special Coordinator of 

the Conference on Disarmament and the mandate contained therein; 

(c)  The determined pursuit by the nuclear-weapon States of systematic and progressive efforts to 

reduce nuclear weapons globally, with the ultimate goals of eliminating those weapons, and by all 

States of general and complete disarmament under strict and effective international control. 

Nuclear-weapon-free zones 

5.  The conviction that the establishment of internationally recognized nuclear-weapon-free zones, 

on the basis of arrangements freely arrived at among the States of the region concerned, enhances 

global and regional peace and security is reaffirmed. 

6.  The development of nuclear-weapon-free zones, especially in regions of tension, such as in the 

Middle East, as well as the establishment of zones free of all weapons of mass destruction, should be 

encouraged as a matter of priority, taking into account the specific characteristics of each region. The 

establishment of additional nuclear-weapon-free zones by the time of the Review Conference in the 

year 2000 would be welcome. 

7.  The cooperation of all the nuclear-weapon States and their respect and support for the relevant 

protocols is necessary for the maximum effectiveness of such nuclear-weapon-free zones and the 

relevant protocols. 

Security assurances 

8.  Noting United Nations Security Council resolution 984 (1995), which was adopted 

unanimously on 11 April 1995, as well as the declarations of the nuclear-weapon States concerning 

both negative and positive security assurances, further steps should be considered to assure 

non-nuclear-weapon States party to the Treaty against the use or threat of use of nuclear weapons. 

These steps could take the form of an internationally legally binding instrument. 

Safeguards 

9.  The International Atomic Energy Agency is the competent authority responsible to verify and 

assure, in accordance with the statute of the Agency and the Agency's safeguards system, 

compliance with its safeguards agreements with States parties undertaken in fulfilment of their 
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obligations under article III, paragraph 1, of the Treaty, with a view to preventing diversion of 

nuclear energy from peaceful uses to nuclear weapons or other nuclear explosive devices. Nothing 

should be done to undermine the authority of the International Atomic Energy Agency in this regard. 

States parties that have concerns regarding non-compliance with the safeguards agreements of the 

Treaty by the States parties should direct such concerns, along with supporting evidence and 

information, to the Agency to consider, investigate, draw conclusions and decide on necessary 

actions in accordance with its mandate. 

10.  All States parties required by article III of the Treaty to sign and bring into force 

comprehensive safeguards agreements and which have not yet done so should do so without delay. 

11.  International Atomic Energy Agency safeguards should be regularly assessed and evaluated. 

Decisions adopted by its Board of Governors aimed at further strengthening the effectiveness of 

Agency safeguards should be supported and implemented and the Agency's capability to detect 

undeclared nuclear activities should be increased. Also, States not party to the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons should be urged to enter into comprehensive safeguards 

agreements with the Agency. 

12.  New supply arrangements for the transfer of source or special fissionable material or 

equipment or material especially designed or prepared for the processing, use or production of 

special fissionable material to non-nuclear-weapon States should require, as a necessary 

precondition, acceptance of the Agency's full-scope safeguards and internationally legally binding 

commitments not to acquire nuclear weapons or other nuclear explosive devices. 

13.  Nuclear fissile material transferred from military use to peaceful nuclear activities should, as 

soon as practicable, be placed under Agency safeguards in the framework of the voluntary 

safeguards agreements in place with the nuclear-weapon States. Safeguards should be universally 

applied once the complete elimination of nuclear weapons has been achieved. 

Peaceful uses of nuclear energy 

14.  Particular importance should be attached to ensuring the exercise of the inalienable right of 

all the parties to the Treaty to develop research, production and use of nuclear energy for peaceful 

purposes without discrimination and in conformity with articles I, II as well as III of the Treaty. 

15. Undertakings to facilitate participation in the fullest possible exchange of equipment, materials 

and scientific and technological information for the peaceful uses of nuclear energy should be fully 

implemented. 

16.  In all activities designed to promote the peaceful uses of nuclear energy, preferential 

treatment should be given to the non-nuclear-weapon States party to the Treaty, taking the needs of 

developing countries particularly into account. 

17.  Transparency in nuclear-related export controls should be promoted within the framework of 

dialogue and cooperation among all interested States party to the Treaty. 

18.  All States should, through rigorous national measures and international cooperation, maintain 

the highest practicable levels of nuclear safety, including in waste management, and observe 

standards and guidelines in nuclear materials accounting, physical protection and transport of 
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nuclear materials. 

19.  Every effort should be made to ensure that the International Atomic Energy Agency has the 

financial and human resources necessary to meet effectively its responsibilities in the areas of 

technical cooperation, safeguards and nuclear safety. The Agency should also be encouraged to 

intensify its efforts aimed at finding ways and means for funding technical assistance through 

predictable and assured resources. 

20.  Attacks or threats of attack on nuclear facilities devoted to peaceful purposes jeopardize 

nuclear safety and raise serious concerns regarding the application of international law on the use of 

force in such cases, which could warrant appropriate action in accordance with the provisions of the 

Charter of the United Nations. 

The Conference requests that the President of the Conference bring the present decision, the decision on 

strengthening the review process for the Treaty and the decision on the extension of the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons, to the attention of the heads of State or Government of all States and 

seek their full cooperation on these documents and in the furtherance of the goals of the Treaty. 

----- 
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Decision 3 

 

EXTENSION OF THE TREATY ON THE NON-PROLIFERATION OF 

NUCLEAR WEAPONS 

 
The Conference of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Having convened in New York from 17 April to 12 May 1995, in accordance with article VIII, paragraph 3, 

and article X, paragraph 2, of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Having reviewed the operation of the Treaty and affirming that there is a need for full compliance with the 

Treaty, its extension and its universal adherence, which are essential to international peace and security and 

the attainment of the ultimate goals of the complete elimination of nuclear weapons and a treaty on general 

and complete disarmament under strict and effective international control, 

Having reaffirmed article VIII, paragraph 3, of the Treaty and the need for its continued implementation in a 

strengthened manner and, to this end, emphasizing the decision on strengthening the review process for the 

Treaty and the decision on principles and objectives for nuclear non-proliferation and disarmament, also 

adopted by the Conference, 

Having established that the Conference is quorate in accordance with article X, paragraph 2, of the Treaty, 

Decides that, as a majority exists among States party to the Treaty for its indefinite extension, in accordance 

with article X, paragraph 2, the Treaty shall continue in force indefinitely. 

 

 

----- 
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Resolution on the Middle East 

 
The Conference of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Reaffirming the purpose and provisions of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 

Recognizing that, pursuant to article VII of the Treaty, the establishment of nuclear-weapon-free zones 

contributes to strengthening the international non-proliferation regime, 

Recalling that the Security Council, in its statement of 31 January 1992, 
a
/ affirmed that the proliferation of 

nuclear and all other weapons of mass destruction constituted a threat to international peace and security, 

Recalling also General Assembly resolutions adopted by consensus supporting the establishment of a 

nuclear-weapon-free zone in the Middle East, the latest of which is resolution 49/71 of 15 December 1994, 

Recalling further the relevant resolutions adopted by the General Conference of the International Atomic 

Energy Agency concerning the application of Agency safeguards in the Middle East, the latest of which is 

GC(XXXVIII)/RES/21 of 23 September 1994, and noting the danger of nuclear proliferation, especially in 

areas of tension, 

Bearing in mind Security Council resolution 687 (1991) and in particular paragraph 14 thereof,  

Noting Security Council resolution 984 (1995) and paragraph 8 of the decision on principles and objectives 

for nuclear non-proliferation and disarmament adopted by the Conference on 11 May 1995, 

Bearing in mind the other decisions adopted by the Conference on 11 May 1995, 

1.  Endorses the aims and objectives of the Middle East peace process and recognizes that efforts in this 

regard, as well as other efforts, contribute to, inter alia, a Middle East zone free of nuclear weapons as well as 

other weapons of mass destruction; 

2.  Notes with satisfaction that, in its report (NPT/CONF.1995/MC.III/1), Main Committee III of the 

Conference recommended that the Conference "call on those remaining States not parties to the Treaty to 

accede to it, thereby accepting an international legally binding commitment not to acquire nuclear weapons or 

nuclear explosive devices and to accept International Atomic Energy Agency safeguards on all their nuclear 

activities"; 

3.  Notes with concern the continued existence in the Middle East of unsafeguarded nuclear facilities, and 

reaffirms in this connection the recommendation contained in section VI, paragraph 3, of the report of Main 

Committee III urging those non-parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons that 

operate unsafeguarded nuclear facilities to accept full- scope International Atomic Energy Agency safeguards; 

4.  Reaffirms the importance of the early realization of universal adherence to the Treaty, and calls upon all 

States of the Middle East that have not yet done so, without exception, to accede to the Treaty as soon as 

possible and to place their nuclear facilities under full-scope International Atomic Energy Agency safeguards; 
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5.  Calls upon all States in the Middle East to take practical steps in appropriate forums aimed at making 

progress towards, inter alia, the establishment of an effectively verifiable Middle East zone free of weapons of 

mass destruction, nuclear, chemical and biological, and their delivery systems, and to refrain from taking any 

measures that preclude the achievement of this objective; 

6.  Calls upon all States party to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, and in particular 

the nuclear-weapon States, to extend their cooperation and to exert their utmost efforts with a view to ensuring 

the early establishment by regional parties of a Middle East zone free of nuclear and all other weapons of 

mass destruction and their delivery systems. 

- 

- 

________________________ 

a/   S/23500. 

 

 

----- 
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*1615200*  
 

Seventy-first session 

Item 99 (kk) of the provisional agenda* 

General and complete disarmament: taking forward 

multilateral nuclear disarmament negotiations  
 

 

 

  Taking forward multilateral nuclear disarmament negotiations 
 

 

  Note by the Secretary-General 
 

 

 The Secretary-General has the honour to transmit herewith the report of the 

Open-ended Working Group taking forward multilateral nuclear disarmament 

negotiations established by the General Assembly in its resolution 70/33 to 

substantively address concrete effective legal measures, legal provisions and norms 

that will need to be concluded to attain and maintain a world without nuclear 

weapons and also to substantively address recommendations on other measures tha t 

could contribute to taking forward multilateral nuclear disarmament negotiations, 

including but not limited to: (a) transparency measures related to the risks 

associated with existing nuclear weapons; (b) measures to reduce and eliminate the 

risk of accidental, mistaken, unauthorized or intentional nuclear weapon 

detonations; and (c) additional measures to increase awareness and understanding of 

the complexity of and interrelationship between the wide range of humanitarian 

consequences that would result from any nuclear detonation. 

  

 * A/71/150. 
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Annex I 
 

  Measures proposed under the progressive approach* 
 
 

1. Effective measures proposed under the progressive approach included:  

 (a) Achieving the early entry into force of the Comprehensive Nuclear-Test-

Ban Treaty;  

 (b) Negotiating a verifiable and non-discriminatory treaty banning the 

production of fissile material for nuclear weapons or other nuclear explosive 

devices;  

 (c) Commencing negotiations on a post-New Strategic Arms Reduction 

Treaty (START) between the United States of America and the Russian Federation;  

 (d) Achieving universal adherence to the International Convention for the 

Suppression of Acts of Nuclear Terrorism;  

 (e) Promoting full implementation of the 2005 amendment to the Convention 

on the Physical Protection of Nuclear Material;  

 (f) Providing support for the practical implementation of Security Council 

resolution 1540 (2004);  

 (g) Strengthening nuclear-weapon-free zones and creating new nuclear-

weapon-free zones and weapons-of-mass-destruction-free zones;  

 (h) Supporting and strengthening the International Atomic Energy Agency 

(IAEA) safeguards system;  

 (i) Promoting the implementation of the Hague Code of Conduct and 

contributing to its universal adoption;  

 (j) Helping to create conditions that would facilitate further major 

reductions in nuclear arsenals, including confidence-building measures and efforts 

to reduce levels of hostility and tension between States — particularly among those 

possessing nuclear weapons. 

2. States possessing nuclear weapons, while taking into account relevant security 

considerations, should also take the following practical concrete measures:  

 (a) Increasing transparency measures in relation to their nuclear arsenals and 

fissile material holdings;  

 (b) Dismantling or converting for peaceful uses facilities for the production 

of fissile material for use in nuclear weapons or other nuclear explosive devices;  

 (c) Pending negotiations and the entry into force of a treaty banning the 

production of fissile material for nuclear weapons or other nuclear explosive nuclear 

devices, maintaining and declaring moratoriums on the production of fissile material 

for nuclear weapons purposes;  

 (d) Designating fissile material no longer required for military purposes and 

the development of legally binding verification arrangements, within the context of 

IAEA, to ensure the irreversible removal of such fissile material;  

 * No agreement was reached on annex I. 
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 (e) Reducing the risk of accidental or unauthorized use of nuclear weapons 

through further practical measures to reduce the operational status of nuclear 

weapons systems in ways that promote international stability and security;  

 (f) Reducing the number of deployed strategic nuclear weapons;  

 (g) Reducing the number of non-strategic and non-deployed nuclear 

weapons;  

 (h) Reducing, or at least freezing, the number of nuclear weapons in holding 

pending the commencement and conclusion of plurilateral negotiations on nuclear 

weapons reductions;  

 (i) Continuing to respect fully their commitments with regard to security 

assurances or to extend such assurances if they have not yet done so;  

 (j) Pending the entry into force of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban 

Treaty, maintaining and declaring moratoriums on nuclear weapons tests, as well as 

restraining from the use of new nuclear weapons technologies and from any action 

that would defeat the object and purpose of that Treaty.  

3. States should further commit to the following additional measures:  

 (a) Reducing the role of nuclear weapons in security doctrines;  

 (b) Promoting disarmament and non-proliferation education and awareness-

raising, including on the humanitarian consequences of the use of nuclear weapons, 

as appropriate;  

 (c) Continuing work on developing verification capabilities, including 

through the International Partnership for Nuclear Disarmament Verification;  

 (d) An immediate return to substantive work in the Conference on 

Disarmament. 
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Annex II 
 

  Suggested elements for effective legal measures that could be 
included in an international legal instrument* 
 

 

Element Details 

   1. General obligations and 

prohibitions 

Prohibitions on the development, testing, including subcritical 

experiments and supercomputer simulations, production, acquisition, 

possession, stockpiling, transfer, use and threat of use of nuclear 

weapons, as well as on the production of weapons-usable fissile material 

2. Definition of nuclear weapons The definition of a nuclear weapon is any device which is capable of 

releasing nuclear energy in an uncontrolled manner and which has a 

group of characteristics that is appropriate for use for warlike purposes: 

an instrument that may be used for the transport or propulsion of the 

device is not included in this definition if it is separable from the device 

and not an indivisible part thereof 

3. Prohibitions relating to the use or 

threat of use of nuclear weapons 

Prohibitions on participating in any use or threat of use of 

nuclear weapons 

  Prohibition on participating in nuclear war planning 

  Prohibition on participating in the targeting of nuclear weapons  

  Prohibition on training personnel to take control of and use another 

State’s nuclear weapons 

4. Prohibition on development and 

production  

Adoption of measures to prevent the use of new technologies for 

upgrading existing nuclear-weapon systems, including the prohibition of 

nuclear-weapon research and development 

  Cessation by the nuclear-weapon States of the development and 

qualitative improvement of nuclear weapons and their means of delivery 

and related infrastructure 

  Prohibition on the development of nuclear weapons and delivery 

systems could preclude nuclear research and research on the testing of 

nuclear weapons, including subcritical and other means of testing  

  Prohibition from participating financially or otherwise in the production 

of nuclear weapons 

  Addressing issues related to dual-use technology, without prejudice to 

the inalienable rights of all States to the peaceful use of nuclear energy  

5. Deployment Prohibitions on accepting any stationing, installation or deployment of 

nuclear weapons 

 * No agreement was reached on annex II. 
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Element Details 

   6. Visitation, transit, overflight, 

stationing and deployment 

Prohibitions on permitting nuclear weapons in national territory, 

including on permitting vessels with nuclear weapons in ports and 

territorial seas, permitting aircraft with nuclear weapons from entering 

national airspace, permitting nuclear weapons from being transited 

through national territory and permitting nuclear weapons from being 

stationed or deployed on national territory 

7. Nuclear material Prohibition of the production of any fissionable material which can be 

used directly to make a nuclear weapon, including separated plutonium 

and highly enriched uranium: low enriched uranium would be permitted 

for peaceful purposes 

  Placement of all existing fissile material under international safeguards 

  Dismantlement or conversion for peaceful use of facilities for the 

production of fissile material for use in nuclear weapons or other nuclear 

explosive devices 

  Designation of fissile material which is no longer required for military 

purposes  

  Development of legally binding verification arrangements, within the 

context of IAEA 

8. Financing and supply of fissile 

materials 

Prohibitions on financing nuclear weapon activities, including any 

support to private entities involved in nuclear weapon activities, except 

those activities necessary for the implementation of the treaty and in 

meeting stockpile elimination obligations or on providing special 

fissionable material to any States that do not apply IAEA comprehensive 

safeguards  

9. Assistance, encouragement and 

inducement in prohibited acts 

Prohibitions on assisting, encouraging or inducing, directly or indirectly, 

any activity prohibited by the treaty 

10. Victims and the environment Recognition of the rights of victims of the use and testing of nuclear 

weapons and a commitment to provide assistance to victims and to 

environmental remediation 

11. Declarations Declarations of the existence in their arsenals and stockpiles of all 

nuclear weapons, nuclear material, nuclear facilities and nuclear weapon 

delivery vehicles they possess or control and their locations  

12. Phases for elimination A specific sequence of phases for the elimination of nuclear weapons 

were identified: (a) taking nuclear weapons off alert; (b)  removing 

weapons from deployment; (c) removing nuclear warheads from their 

delivery vehicles; (d) removing and disfiguring the “pits”; and  

(e) placing the fissile material under international control  

  Obligations to eliminate nuclear arsenals within an agreed time frame 

and in a specified manner could be included 
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Element Details 

   13. Verification Verification arrangements, including routine and challenge inspections, 

as well as measures for the use of on-site sensors, satellite photography, 

radionuclide sampling and other remote sensors, information sharing 

with other organizations and citizen reporting  

  Establishment of an international monitoring system and making 

information available through a registry  

14. Rights and obligations of 

individuals 

Rights and obligations for individuals, including national legislation to 

criminalize support for activities proscribed under the convention and 

protections for individuals reporting such activities, including the right 

of asylum 

15. Compliance and secretariat Establishment of an international agency responsible for verification and 

ensuring compliance, comprising a conference of States parties, an 

executive council and a technical secretariat, or giving IAEA an active 

role in verifying nuclear disarmament 

  The secretariat shall be responsible for the holding of periodic or 

extraordinary consultations among Member States on matters relating to 

the purposes, measures and procedures set out in the instrument  

16. Dispute settlement Dispute settlement, including provisions for consultation, cooperation, 

fact-finding and other measures to clarify and resolve implementation 

issues, including the possibility of referring a dispute to the International 

Court of Justice and, if required, referring a situation to the Security 

Council  

  Provision of a series of graduated responses for non-compliance and, if 

required, sanctions or recourse to the General Assembly and the Security 

Council for action 

17. National implementation 

measures 

Requirement for States parties to adopt necessary legislative measures to 

implement their obligations under the convention and to establish a 

national authority responsible for national implementation  

18. Optional protocol concerning 

energy assistance 

Nothing should affect the inalienable right of all the parties to any 

instrument to develop research, production and use of nuclear energy for 

peaceful purposes without discrimination and in conformity with their 

relevant international obligations: an optional protocol establishing a 

programme of energy assistance could be included 

19. Cooperation and assistance to 

meet the obligations of the treaty  

Provision of a framework for international cooperation and technical 

assistance to work towards meeting obligations 

20. Relation with other international 

agreements 

Possibility of adding functions and activities of existing nuclear  

non-proliferation and disarmament regimes and verification and 

compliance arrangements, as well as establishing additional 

complementary arrangements 

21. Military cooperation Requirement not to participate in any act prohibited and in doctrines 

based on nuclear deterrence, and ensuring that participation in an 

alliance with a nuclear-armed State is compatible with the commitments 

and policies under the instruments  
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The General Conference,
1
 

(a) Recognizing the importance of the non-proliferation of nuclear weapons — both globally 

and regionally — in enhancing international peace and security, 

(b) Mindful of the usefulness of the Agency's safeguards system as a reliable means of 

verification of the peaceful uses of nuclear energy, 

(c) Concerned by the grave consequences, endangering peace and security, of the presence in 

the Middle East region of nuclear activities not wholly devoted to peaceful purposes, 

(d) Welcoming the initiatives regarding the establishment of a zone free of all weapons of 

mass destruction, including nuclear weapons, in the Middle East and earlier initiatives regarding 

arms control in the region, 

(e) Recognizing that full realization of these objectives would be promoted by the 

participation of all States of the region, 

(f) Commending the efforts of the Agency concerning the application of safeguards in the 

Middle East and the positive response of most States in concluding a full-scope safeguards 

agreement, and 

(g) Recalling its resolution GC(59)/RES/15, 

1. Takes note of the Director General's report in document GC(60)/14; 

__________________________________________________________________________________ 

1 The resolution was adopted with 122 in favour, 0 against and 6 abstentions (roll-call vote). 
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2. Calls upon all States in the region to accede to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear 

Weapons (NPT);
2
  

3. Calls upon all States in the region, to accede to and implement, all relevant nuclear disarmament 

and non-proliferation conventions, to fulfil in good faith international obligations and commitments 

relating to safeguards, and to cooperate fully with the IAEA within the framework of their respective 

obligations; 

4. Affirms the urgent need for all States in the Middle East to forthwith accept the application of 

full-scope Agency safeguards to all their nuclear activities as an important confidence-building 

measure among all States in the region and as a step in enhancing peace and security in the context of 

the establishment of a NWFZ; 

5. Calls upon all parties directly concerned to consider seriously taking the practical and 

appropriate steps required for the implementation of the proposal to establish a mutually and 

effectively verifiable NWFZ in the region, and invites the countries concerned which have not yet 

done so to adhere to international non-proliferation regimes, including the Treaty on the Non-

Proliferation of Nuclear Weapons, as a means of complementing participation in a zone free of all 

weapons of mass destruction in the Middle East and of strengthening peace and security in the region; 

6. Further calls upon all States of the region, pending the establishment of the zone, not to pursue 

actions that would undermine the goal of establishing the zone, including developing, producing, 

testing or otherwise acquiring nuclear weapons; 

7. Further calls upon all States in the region to take measures, including confidence-building and 

verification measures, aimed at establishing a NWFZ in the Middle East; 

8. Urges all States to render assistance in the establishment of the zone and at the same time to 

refrain from any action that would hinder efforts aiming at its establishment; 

9. Mindful of the importance of establishing the Middle East as a nuclear weapons free zone, and 

in this context, emphasizing the importance of establishing peace therein; 

10. Requests the Director General to pursue further consultations with the States of the Middle East 

to facilitate the early application of full-scope Agency safeguards to all nuclear activities in the region 

as relevant to the preparation of model agreements, as a necessary step towards the establishment of a 

NWFZ in the region, referred to in resolution GC(XXXVII)/RES/627; 

11. Calls upon all States in the region to extend their fullest cooperation to the Director General in 

the fulfilment of the tasks entrusted to him in the preceding paragraph; 

12. Calls upon all other States, especially those with a special responsibility for the maintenance of 

international peace and security, to render all assistance to the Director General by facilitating the 

implementation of this resolution; and 

13. Requests the Director General to submit to the Board of Governors and the General Conference 

at its sixty-first (2017) regular session a report on the implementation of this resolution and to include 

in the provisional agenda for that session an item entitled “Application of IAEA safeguards in the 

Middle East”. 

__________________________________________________________________________________ 

2 Operative paragraph 2 was voted on separately and was approved with 119 in favour, 1 against and 5 abstentions (roll-call 
vote). 
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2015 Review Conference of the Parties to the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons 

Joint working paper submitted by the members of the Non-Proliferation 

and Disarmament Initiative (Australia, Canada, Chile, Germany, Japan, 

Mexico, Nigeria, Netherlands, Philippines, Poland, Turkey and United 

Arab Emirates) 

1. As expressed in our ministerial statement made at Hiroshima on 12 April 2014, the Non-

Proliferation and Disarmament Initiative (NPDI) is committed to actively contributing to

the 2015 Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons (NPT) Review Conference

(RevCon), and provides the following recommendations for consideration in an outcomes

document.

2. These recommendations reflect the common commitment of the NPDI’s diverse cross-

regional membership to the NPT as the essential foundation for the achievement of

nuclear disarmament, as the cornerstone of the global nuclear non-proliferation regime

and as the basis for the development of the peaceful uses of nuclear technology.  They

reflect the priorities of the NPDI, as detailed in the working papers submitted to the three

Preparatory Committee meetings for the 2015 NPT RevCon on specific issues within the

Action Plan agreed at the 2010 NPT RevCon.  The recommendations are aimed at

contributing to a balanced, consensus outcome document for the 2015 NPT RevCon.

3. The members of the NPDI re-iterate that nuclear disarmament and non-proliferation are

mutually reinforcing processes.  We remain deeply concerned, as expressed in the 2010

NPT RevCon Final Document, at the catastrophic humanitarian consequences of any use

of nuclear weapons, and consider this to fundamentally underpin all work to pursue a

world free of nuclear weapons, particularly through the NPT.  The NPDI further reaffirms

the need for all States at all times to comply with applicable international law, including

international humanitarian law.

Pillar 1 - Disarmament 

The NPDI recalls that Action 3 of the Action Plan adopted by the 2010 NPT RevCon states: 

“In implementing the unequivocal undertaking by the nuclear-weapon States to accomplish 

the total elimination of their nuclear arsenals, the nuclear-weapon States commit to undertake 

further efforts to reduce and ultimately eliminate all types of nuclear weapons, deployed and 

non-deployed, including through unilateral, bilateral, regional and multilateral measures.” 

The NPDI recommends that, 

4. The Conference stresses the need for a systematic and continued reduction of all types of

nuclear weapons, including non-strategic and non-deployed nuclear weapons, by all

States possessing nuclear weapons aimed at their total elimination.

5. The Conference welcomes the ongoing implementation of New START and urges the

Russian Federation and the United States to engage in a new round of negotiations and

advance further steps in line with the principles of irreversibility, verifiability and

transparency.
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6. The Conference reiterates that the obligation to pursue nuclear disarmament concerns not

only the two States with the largest arsenals and that, in due time, the other nuclear-

weapon States should also take part in nuclear disarmament negotiations, bearing in mind

that all States parties are called upon to engage in multilateral disarmament negotiations

under the provisions of Article VI of the NPT.

7. Pending the start of multilateral nuclear disarmament negotiations, the Conference urges

nuclear-weapon States to undertake to not increase their nuclear holdings. A further

build-up of nuclear arsenals runs counter to the obligations under the 2010 Action Plan

and Article VI of the NPT.

8. The Conference calls upon all nuclear-weapon States and other States possessing nuclear

weapons to take further steps to reduce their arsenals, regardless of their size, type or

location, and to declare a moratorium on developing new warheads and new types of

nuclear weapons, and on upgrading existing nuclear weapons or developing new missions

for nuclear weapons.

9. The Conference calls upon nuclear-weapon States to commit to refrain from developing

new nuclear warheads.

Non-Strategic Nuclear Weapons 

The NPDI recommends that, 

10. The Conference urges the inclusion of non-strategic nuclear weapons in any future

nuclear disarmament processes, with a view to their elimination, and a cessation of the

development and production of new non-strategic nuclear weapons.

11. The Conference calls upon all nuclear-weapon States and other States possessing nuclear

weapons to review promptly their deployment posture of non-strategic nuclear weapons

in the context of their declaratory policies and in a manner compatible with the Treaty

and the objective of achieving a world free of nuclear weapons.

12. The Conference calls for, as a first step on the way to the elimination of non-strategic

nuclear weapons, transparency with respect to the current status of the implementation of

the 1991 and 1992 Presidential Nuclear Initiatives between the Russian Federation and

the United States and possible verification of such implementation.

Reduced Role of Nuclear Weapons 

The NPDI recommends that, 

13. The Conference agrees that quantitative reductions of arsenals should be accompanied by

a reduction in the role and significance of nuclear weapons in security strategies and

defence doctrines. This would represent an important contribution towards the goal of

complete nuclear disarmament and will be mutually reinforcing with further quantitative

reductions.

14. The Conference calls upon all nuclear-weapon States to reiterate that they will not use or

threaten to use nuclear weapons against non-nuclear-weapon States that are parties to the

NPT and in compliance with their nuclear non-proliferation obligations (what are termed

"negative security assurances").

15. The Conference calls upon States parties to actively promote disarmament and non-

proliferation education, and to contribute to raising awareness, in particular among

younger generations, of the tragic consequences of the use of nuclear weapons.
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De-alerting Nuclear Weapons 

The NPDI recommends that, 

16. The Conference, recognizing that de-alerting is important not only as a step towards a

world free of nuclear weapons but also to avoid and reduce the risk of the catastrophic

humanitarian consequences from any unauthorised or accidental launch of a nuclear

weapon, urges all nuclear-weapon States to take concrete and meaningful steps, whether

unilaterally, bilaterally or regionally, to further reduce the operational status of nuclear

weapons.  Practical steps to that end would promote international stability and security,

and reduce the risk of accidental use of nuclear weapons.

17. The Conference highlights the importance of other States which possess nuclear weapons

also taking steps towards de-alerting their nuclear forces.

Transparency of Information Relating to Nuclear Weapons 

The NPDI recommends that, 

18. The Conference reiterates the importance of the realization of nuclear disarmament

measures under strict observance of the principles of transparency, verification and

irreversibility while also recognizing that the principle of transparency underpins the

principles of verification and irreversibility.

19. The Conference underscores the rightful need for and expectation of more detailed

information relating to nuclear weapons to be provided by all nuclear-weapon States.

This holds especially true with regard to non-strategic nuclear weapons.

20. The Conference calls upon the nuclear-weapon States to commit to utilizing a standard

reporting form to make annual reports on their nuclear disarmament activities during the

2020 NPT review cycle.

21. The Conference calls upon the nuclear-weapon States to commit to continuously

improving the transparency of information related to nuclear weapons in their standard

reporting form. The standard reporting form should include, without prejudice to the

national security of the nuclear-weapon States, information on:

(a) the number, type (strategic or non-strategic) and status (deployed or non-deployed)

of nuclear warheads;

(b) the number and, if possible, types of delivery vehicles;

(c) the number and types of weapons and delivery systems dismantled and reduced as

part of nuclear disarmament efforts;

(d) the amount of fissile material produced for military purposes; and

(e) the measures taken to diminish the role and significance of nuclear weapons in

military and security concepts, doctrines and policies.

22. The Conference encourages the nuclear-weapon States to continue discussions on

definitions and terminology related to nuclear weapons.

23. The Conference calls upon all States parties, both nuclear-weapon States and non-

nuclear-weapon States, to submit regular reports on their fulfilment of obligations and

commitments under the provisions of the NPT.

Nuclear Weapon Free Zones and Negative Security Assurances 

The NPDI recommends that, 
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24. The Conference reiterates that, while the total elimination of nuclear weapons is the only

absolute guarantee against the use or threat of use of nuclear weapons, interim measures

contributing to this goal should be considered in earnest and existing interim measures

strengthened.

25. The Conference urges all nuclear-weapon States to recognise the value of nuclear

weapon-free zones by taking all necessary measures to bring into force the pending

protocols to the nuclear-weapon-free zone treaties.

26. The Conference calls upon all nuclear-weapon States to withdraw any reservations or

interpretative declarations made to the nuclear-weapon-free zone treaties and their

protocols contrary to the object and purpose of such treaties.

27. The Conference urges all nuclear-weapon States to respect fully their existing

commitments with regard to security assurances.

28. The Conference calls upon all nuclear-weapon States to reiterate that they will not use or

threaten to use nuclear weapons against non-nuclear-weapon States that are parties to the

NPT and in compliance with their nuclear non-proliferation obligations (what are termed

"negative security assurances").

29. The Conference urges all States parties to continue discussion of effective international

arrangements to assure non-nuclear-weapon States against the use or threat of use of

nuclear weapons.

Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty (CTBT) 

The NPDI recommends that, 

30. The Conference urges all States that have yet to ratify the CTBT to do so without delay,

in particular the remaining eight Annex 2 States.  Annex 2 States should not wait for

other States to ratify the Treaty.

31. The Conference reiterates that nuclear-weapon States have a particular responsibility, as

agreed in action 10 of the 2010 Action Plan, to encourage ratification of the CTBT and

calls upon them to take the initiative in this regard.  Ratification by nuclear-weapon

States that have not yet done so would provide further impetus towards entry into force of

the Treaty.

32. Pending the Treaty’s entry into force, the Conference calls upon all States to uphold and

maintain a moratorium on nuclear-weapon test explosions and any other nuclear

explosions.

33. The Conference encourages all States parties to the NPT to assist the Preparatory

Commission of the CTBT Organization in its work in anticipation of and preparing for

the entry into force of the Treaty.  This includes the early completion and provisional

operation of the International Monitoring System, which serves as an effective, reliable,

participatory and non-discriminatory element of the verification system globally and

helps to provide assurance of compliance with the CTBT.

Fissile Material Cut-off Treaty 

The NPDI recommends that, 

34. The Conference urges negotiations on a treaty banning the production of fissile material

for use in nuclear weapons or other nuclear explosive devices to begin immediately,

preferably in the Conference on Disarmament, on the basis of the Shannon Mandate and

within the context of an agreed, comprehensive and balanced programme of work.
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35. The Conference agrees that national and security concerns hindering commencement of

negotiations within the Conference on Disarmament on a treaty banning the production of

fissile material for use in nuclear weapons or other nuclear explosive devices can and

should be effectively addressed in the course of negotiations.  All concerned States are

encouraged to intensify bilateral, subregional and regional dialogue to address said

concerns.

36. Pending the entry into force of a treaty banning the production of fissile material for use

in nuclear weapons or other nuclear explosive devices, the Conference calls upon all

nuclear-weapon States and other States which possess nuclear weapons to maintain or

declare moratoriums on the production of fissile material for nuclear weapons or other

nuclear explosive devices.

Disarmament and Non-Proliferation Education 

The NPDI recommends that, 

37. In implementing the recommendations contained in the report of the Secretary-General of

the United Nations regarding the United Nations study on disarmament and non-

proliferation education, in order to advance the goals of the NPT in support of achieving

a world free of nuclear weapons, the Conference invites all States parties to take into

account the following three points:

(a) as achieving a world free of nuclear weapons requires long-term continuous efforts,

educating young people, especially teenagers, is most crucial.  The amassed

knowledge and experience of older generations should be passed on to younger

generations, including in the educational process, so that they can actively engage in

disarmament and non-proliferation issues;

(b) disarmament and non-proliferation education should be undertaken in a collaborative

way. Various actors such as governments, both national and local, international

organizations, non-governmental organizations, media, academics and the private

sector should closely cooperate with and learn from one another through interaction.

Governments can serve as the hub of a network among actors as well as a provider of

resources to facilitate interaction; and

(c) the 2002 report on disarmament and non-proliferation education recommended using

new information and communications technologies, in particular the Internet, and a

full range of pedagogical methods including literature, theatre and other artistic

activities. It would be more effective to utilise new tools that have become available

since the report was published in 2002, including YouTube and social network

services such as Twitter and Facebook.

Pillar 2: Non-Proliferation 

Safeguards in Nuclear Weapon States 

The NPDI recommends that, 

38. The Conference encourages each nuclear-weapon State to explore ways to further widen

the scope of the application of safeguards to peaceful nuclear facilities to the maximum

extent possible, inter alia, by:

(a) reviewing the operation of the voluntary-offer safeguards agreement and/or revisiting

the voluntary-offer safeguards agreement so that the safeguards will be applicable to
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all nuclear material designated by each nuclear-weapon State as no longer required 

for military purposes and relevant facilities where it is located, in a manner neither to 

exclude such material from the scope of the safeguards application nor to reverse 

such material to military uses; and 

(b) reviewing the existing scope of the Additional Protocol to add measures, if necessary,

such as complementary access stipulated in the IAEA Model Additional Protocol.

39. The Conference encourages those nuclear-weapon States that have not done so, to

consider, when identifying certain specified nuclear material as “excess” for military uses,

placing such “excess” under IAEA verification as soon as practicable, in a manner to

make it irreversible, either under the voluntary-offer safeguards agreement or separate

arrangements for permitting the IAEA to verify that the “excess” is neither withdrawn

from the declared facilities nor reversed for use for nuclear weapon purposes.

40. The Conference encourages the nuclear-weapon States to explore ways and means for

financing safeguards in the nuclear-weapon States so that necessary access and other

safeguards activities as referred to in paragraphs 38 and 39 above can be conducted by

the IAEA without impeding other critical safeguards implementation priorities.

41. The Conference encourages each nuclear-weapon State to explore ways and means for

financing the wider application of safeguards in nuclear-weapon States, including extra-

budgetary funding by the nuclear-weapon States to the IAEA, and that they report on the

matter in the standard form as per action 21 of the 2010 Action Plan.

IAEA Additional Protocol 

The NPDI recommends that, 

42. The Conference urges all States parties that have not yet concluded an Additional

Protocol, as contained in INFCIRC/540, with IAEA to do so as soon as possible, and to

implement its provisions pending ratification.  The Conference strongly encourages

further work towards achieving universalization of the Additional Protocol.

43. The provision of assistance to States to adhere to the Additional Protocol can be best

facilitated with IAEA support.  The Conference encourages the IAEA and its member

States to continue to assist other States in concluding, bringing into force and

implementing Additional Protocols.

44. The Conference encourages the IAEA and member States to pursue coordinated activities

and provide, where possible, the technical and financial support required for such

activities.

Export Controls 

The NPDI recommends that, 

45. The Conference encourages States parties to share best practices and lessons learned

regarding building, implementing and reinforcing effective domestic export control

systems and practices, including through the implementation of UN Security Council

Resolution 1540 as well as the effective use of catch-all controls.

46. The Conference urges all nuclear suppliers to require full compliance by States with their

IAEA safeguards obligations as a condition of nuclear equipment, material and

technology supply by States parties.

47. The Conference reaffirms the principle that States parties should require the conclusion

and implementation of a Safeguards Agreement (INFCIRC/153) as well as an Additional
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Protocol (INFCIRC/540) with the IAEA as a condition for new supply arrangements with 

non-nuclear-weapon States. 

48. The Conference calls on States parties to adhere to the multilaterally negotiated and

agreed guidelines and understandings of the Nuclear Suppliers Group and Zangger

Committee in developing their domestic export control systems.

Pillar 3 – Peaceful Uses of Nuclear Energy 

The NPDI recommends that, 

49. The Conference recognises the inalienable right of every State party to the NPT to the

peaceful use of nuclear energy and, considering the increasing demand for nuclear power

as a means of addressing climate change and energy security concerns and the importance

of increased accessibility and broader application of nuclear technology in fields such as

human health, agriculture, water management and industrial applications, we emphasise

that cooperation to accelerate and to enlarge the contribution of the peaceful uses of

nuclear energy to peace, health and prosperity throughout the world is a core objective of

the IAEA Statute.

50. The Conference reaffirms that the use of nuclear energy must be accompanied by

commitments to, and on-going implementation of, safeguards as well as appropriate and

effective levels of safety and security, consistent with States' national legislation and

respective international obligations.

51. The Conference underlines the central role of the IAEA in the field of peaceful uses of

nuclear energy and is determined to ensure that the IAEA continues to have the expertise,

authority and resources needed to fulfil its statutory functions in facilitating technical

cooperation and in coordinating international efforts to strengthen global nuclear safety

and security.

Nuclear Security 

The NPDI recommends that, 

52. The Conference recommends that all States:

(a) subscribe to the fundamental principles set forth in IAEA Nuclear Security Series

document No. 20 and meet the intent of the recommendations contained in Nos. 13,

14 and 15, including through the implementation and enhancement of national

regulations and other government measures and arrangements;

(b) develop, in conjunction with IAEA, as necessary, Integrated Nuclear Security

Support Plans to consolidate and prioritise nuclear security needs;

(c) continue to improve the effectiveness of their nuclear security regimes and operators’

systems by conducting self-assessments, periodically hosting IPPAS missions and

acting upon the recommendations identified during these reviews; and

(d) ensure that management and personnel with accountability for nuclear security are

demonstrably competent.

53. The Conference recommends that, in order to promote confidence in the effectiveness of

security for non-civilian nuclear materials, the nuclear-weapon States and other States

which possess nuclear weapons:

(a) affirm that nuclear materials in the military realm are at least as well protected, or

that nuclear security is at least as effective for non-civilian nuclear materials as for

civilian materials and, in this regard, declare that internationally agreed guidelines
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for physical protection (notably IAEA Nuclear Security Series document No. 13) 

will be taken into account to enhance the effectiveness of protecting non-civilian 

nuclear materials; and 

(b) publish the legal and regulatory framework related to the security of non-civilian

nuclear materials on the understanding that no confidential information will be

disclosed or confidentiality arrangements violated.

54. The Conference recommends that all States become party to the International Convention

for the Suppression of Acts of Nuclear Terrorism (ICSANT) and the Convention on the

Physical Protection of Nuclear Material (CPPNM), and ratify the 2005 Amendment of the

CPPNM.

55. The Conference reaffirms the commitment of all NPT States parties to work together to

strengthen nuclear security, including by fully implementing relevant international

requirements such as UNSCR 1540 (2004).

Other Issues Related to the NPT 

North Korea 

The NPDI recommends that, 

56. The Conference strongly condemns North Korea’s nuclear and ballistic missile programs

which undermine the NPT and the global non-proliferation regime as well as pose a great

threat to regional and global peace and stability.  The Conference condemns and

expresses grave concern at a series of ballistic missile launches conducted by North

Korea, which are clear violations of relevant UN Security Council resolutions.  The

Conference strongly urges North Korea to comply with its commitments under the 2005

Six-Party Talks Joint Statement and obligations under all the relevant UN Security

Council resolutions, to abandon all nuclear weapons and existing nuclear programs, and

to return to compliance with its IAEA safeguards agreement and the NPT. Furthermore,

the Conference urges North Korea to refrain from further provocative actions including,

among others, ballistic missile launches, nuclear tests or threat of the use of nuclear

weapons.  The Conference also deplores the announcement and the efforts by North

Korea to readjust and restart the nuclear facilities at Yongbyon, and urges North Korea to

cease immediately all nuclear activities.

Iran 

The NPDI recommends that, 

57. The Conference encourages the ongoing negotiations between the E3+3 and Iran over

Iran’s nuclear issue and hopes that the negotiations will lead to the final and

comprehensive resolution of the issue.  In particular, the Conference urges Iran to swiftly

and steadily implement measures, such as the ratification and implementation of the

Additional Protocol, to remove international concerns regarding Iran’s nuclear activities.

In addition, the Conference urges Iran to fulfil the requirements of the relevant UN

Security Council resolutions and decisions by the IAEA Board of Governors.  In this

context, the Conference welcomes the Framework for Cooperation  and the steps

implemented to date and fully supports the efforts by the E3+3 and the IAEA.  In

particular, while respecting Iran’s right to the use of nuclear energy for peaceful purposes

in conformity with the NPT and other relevant obligations, the Conference supports the
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IAEA’s efforts to resolve international concerns and all outstanding issues regarding 

Iranian nuclear activities, including Possible Military Dimensions, and calls upon Iran to 

fully cooperate with the IAEA in this respect. 

Middle East Zone Free of Weapons of Mass Destruction and Their Means of Delivery 

The NPDI recommends that, 

58. All States Parties agree to pay special attention to the ultimate goal of establishing the

Middle East as a zone free from all weapons of mass destruction (WMD).

59. The Conference encourages countries of the Middle East region to work together to reach

an agreement on the arrangements for an International Conference on WMD-Free Zone

in the Middle East.

60. The Conference encourages countries of the region to continue to work constructively

with the Facilitator, Ambassador Laajava, and his team.

61. The Conference encourages the Conveners and the Facilitator to continue their efforts in

a constructive, flexible and forward-looking manner so as to ensure that the conference is

convened at the earliest convenience.

62. The Conference encourages all interested States parties to constructively assist the

process to convene a conference, and calls on the countries of the region to work to

strengthen mutual understanding and cooperation.

Humanitarian Impact of Nuclear Weapons 

The NPDI recommends that, 

63. The Conference reiterates its deep concern at the catastrophic humanitarian consequences

of any use of nuclear weapons.  In view of such consequences, the Conference affirms it

is in the interest of all nations that the nearly 70 year record of non-use of nuclear

weapons be extended forever. The Conference affirms that the catastrophic humanitarian

impact of nuclear weapons fundamentally underpins all work to succeed in our non-

proliferation efforts and to achieve nuclear disarmament in pursuit of a more secure world,

particularly through the NPT, and that the discussion on this issue should be inclusive and

universal as well as a catalyst for united global action towards the goal of a world free of

nuclear weapons.

64. The Conference stresses the significance of spreading awareness of the humanitarian

impact of nuclear weapons across borders and generations through such efforts as

disarmament and non-proliferation education and translation of atomic bomb survivors’

(Hibakushas’) testimonies into multiple languages. The Conference also reaffirms the

importance of further deepening our understanding of the humanitarian consequences of

nuclear weapons based on fact-based scientific studies.

65. The Conference invites the world’s political leaders to visit Hiroshima and Nagasaki to

witness the humanitarian consequences with their own eyes.
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Withdrawal from the NPT 

66. A holistic approach should be taken to encourage States parties to remain within, and to

discourage them to withdraw from, the Treaty and to re-emphasise the importance of the

integrity and universality of the Treaty.

The NPDI recommends that, 

67. The Conference agrees that the exercise of the right of withdrawal under Article X of the

NPT be governed by the following principles:

(a) withdrawal is a right for States parties under Article X of the NPT.  Article X

subjects this right to conditions and a timeframe.  Accordingly, the right of

withdrawal can be exercised only in the face of extraordinary events related to the

subject matter of the Treaty and the withdrawing State party must give notice of such

withdrawal to all other parties to the Treaty and to the Security Council three months

in advance.  Such notice must include a statement of the extraordinary events the

withdrawing State regards as having jeopardised its supreme interests;

(b) the right of withdrawal is governed by the provisions of the NPT and other relevant

international law such as the Vienna Convention on the Law of Treaties.  Under

international law, a withdrawing party is still liable for violations of the Treaty

perpetrated prior to the notification of withdrawal.  Furthermore, withdrawal should

not affect any right, obligation or legal situation between the withdrawing State and

each of the other States parties created through the implementation of the Treaty

prior to withdrawal, including those related to IAEA safeguards;

(c) recalling the NPT’s standing as a cornerstone of international security, depositories

and States parties should undertake consultations and conduct every diplomatic effort

to persuade the withdrawing State to reconsider its decision.  In doing so, States

parties should also address the extraordinary events relating to the subject matter of

the Treaty that has jeopardised the supreme interests of the withdrawing party.

Diplomatic initiatives at the regional level should be encouraged and supported;

(d) nuclear materials, equipment and technology acquired by a State under Article IV

prior to withdrawal must remain under IAEA safeguards or fall-back safeguards even

after withdrawal; and

(e) nuclear supplying States parties are encouraged to exercise their sovereign right —in

accordance with international law and their national legislation —to incorporate

dismantling and/or return clauses or fall-back safeguards in the event of withdrawal,

as appropriate, in contracts or any other arrangement concluded with other States

parties. Nuclear supplying States parties are invited to adopt standard clauses for the

dismantling and/or return of materials, equipment and other relevant goods from a

withdrawing party.
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1. The Final Document of the 2010 Review Conference of the Parties to the

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons reaffirms the “unequivocal

undertaking of the nuclear-weapon States to accomplish the total elimination of their

nuclear arsenals leading to nuclear disarmament, to which all States parties are

committed under article VI”.

2. Action 5 of the action plan spells out that the nuclear-weapon States “commit

to accelerate concrete progress on the steps leading to nuclear disarmament,

contained in the Final Document of the 2000 Review Conference”.

3. The present paper will focus on the fulfilment of action 4 of the 2010 action

plan, which calls upon the Russian Federation and the United States of America to

seek the early entry into force and full implementation of the Treaty on Measures for

the Further Reduction and Limitation of Strategic Offensive Arms (New START

Treaty). This call needs to be framed within the broader objectives set by action 3,

which stipulates the commitment of nuclear-weapon States to undertake further efforts

to reduce and ultimately eliminate all types of nuclear weapons, deployed and

non-deployed, including through unilateral, bilateral regional and multilateral

measures. Other issues on nuclear disarmament have been dealt with in various

working papers by the Non-Proliferation and Disarmament Initiative, such as a fissile

material cut-off treaty (NPT/CONF.2015/PC.I/WP.10), the transparency of Nuclear

Weapons (NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12), disarmament and non-proliferation education

(NPT/CONF.2015/PC.I/WP.14), the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty

(NPT/CONF.2015/PC.II/WP.1), non-strategic nuclear weapons (NPT/CONF.2015/

PC.II/WP.3) and the reduced role of nuclear weapons (NPT/CONF.2015/PC.II/WP.4).

4. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative welcomes the unilateral

measures undertaken in the past few years. We would welcome more activities in

this regard. We note that, so far, the onus has been on bilateral dealings between the

Russian Federation and the United States of America to work on bilateral nuclear
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disarmament efforts. According to the Final Document of the Review Conference of 

2010, a special responsibility lies with the States possessing the largest arsenals.  

5. The Final Document also encourages the Russian Federation and the United

States of America to “continue discussions on follow-on measures in order to

achieve deeper reductions in their nuclear arsenals.” This emphasizes the

fundamental conviction underpinning the action plan that nuclear disarmament is an

ongoing endeavour which demands continuous progress. The 1995 decision on

disarmament and non-proliferation states that with the end of the cold war and the

ensuing easing of tensions, cooperation based on trust replaced the former

antagonism.

6. The United States of America and the Russian Federation significantly reduce d

their nuclear arsenals after the end of the cold war. The successful completion of the

Agreement between the Russian Federation and the United States of America

concerning the Disposition of Highly Enriched Uranium Extracted from Nuclear

Weapons, in December 2013, is also a very welcome development. 500 tons of

Russian highly enriched uranium stockpiles (enough to fuel 20,000 nuclear

weapons) have been converted into low-enriched uranium suitable for use as power

reactor fuel. Efforts made first under the Strategic Arms Reduction Treaty

(START I), and subsequently under the Strategic Offensive Reductions Treaty

(SORT), are now being taken forward under the more comprehensive New START

Treaty. With the full implementation of New START by 2018, the nuclear a rsenals

of the United States of America and the Russian Federation will return to the levels

in existence before the Cuban missile crisis in 1962.

7. In the light of this assessment, the obligations and commitments made at the

Review Conferences since 1995, and in the spirit of the action plan, the

Non-Proliferation and Disarmament Initiative welcomes the offer made by the

President of the United States of America, Barack Obama, on 19 June 2013 in Berlin

to seek negotiated cuts with the Russian Federation and to further reduce deployed

strategic nuclear weapons by up to one third. The Non-Proliferation and

Disarmament Initiative expects that this offer provides a much needed perspective

for the next round of nuclear weapons reductions in line with article VI of the

Non-Proliferation Treaty. We hope that it will lead to progress in bilateral

negotiations between the Russian Federation and the United States of America on a

comprehensive reduction of nuclear weapons including non-strategic and

non-deployed nuclear weapons, as the action plan of 2010 requires action with

respect to all types of nuclear weapons.

8. While recognizing the positive impact of this trend in bilateral reductions, the

Non-Proliferation and Disarmament Initiative recalls that this does not replace

multilateral negotiations towards the ultimate elimination of all types of nuclear

weapons regardless of their size and location, in accordance with article VI.

Action 3 also recommends regional or multilateral measures, which have so far not

materialized. In this context, the Non-Proliferation and Disarmament Initiative

expects that the ongoing dialogue among the nuclear-weapon States will lead to

concrete and tangible results at the third session of the Preparatory Committee. The

Non-Proliferation and Disarmament Initiative looks forward to an intensification of

this process, which must be a departure point or platform for future multilateral

disarmament negotiations, particularly after the next bilateral United States -Russian

disarmament round has been achieved.
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9. The action plan stipulates that all nuclear-weapon States, not only the two 

States with the largest arsenals, should reduce all types of nuclear weapons in their 

stockpiles, deployed and non-deployed. Any build-up of nuclear arsenals runs 

counter to the obligations of nuclear weapon-States. The Non-Proliferation and 

Disarmament Initiative remains deeply concerned about the reported build -up of 

nuclear arsenals by some States, against the clear intent of the international 

community to achieve the goal of a world free of nuclear weapons. In this context, 

we urge all nuclear-weapon States to continue, and in some cases, to start reducing 

their arsenals, with the objective of their total elimination.  

10. Apart from this obligation, the action plan commits all nuclear-weapon States 

to refrain from developing or qualitatively improving nuclear weapons. They are 

called upon to end the development of advanced new types of nuclear weapons.  

 

  On this basis, the 2015 Review Conference should:  
 

11. Welcome the ongoing implementation of New START and urge the United 

States of America and the Russian Federation to engage in a new round of 

negotiations and advance further steps in line with the principles of irreversibility, 

verifiability and transparency.  

12. Reiterate that the obligation to pursue nuclear disarmament concerns not only 

the two States with the largest arsenals and that, in due time, the other nuclear -

weapon States should also take part in nuclear disarmament negotiations, bearing i n 

mind that all States parties are called upon to engage in multilateral disarmament 

negotiations under the provisions of article VI. Pending such negotiations, nuclear -

weapon States must undertake not to increase their nuclear holdings.  

13. Call upon all nuclear-weapon States and other States possessing nuclear 

weapons to take further steps to reduce their arsenals, regardless of their size, type 

or location, and to declare a moratorium on developing new warheads and new types 

of nuclear weapons, and on upgrading existing nuclear weapons or developing new 

missions for nuclear weapons. A further build-up of nuclear arsenals runs counter to 

the obligations under the action plan and article VI.  
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1. As recognized in the 13 practical steps for systematic and progressive efforts
to implement article VI of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons,
agreed upon at the 2000 Review Conference of the Parties to the Treaty on the
Non-Proliferation of Nuclear Weapons, as well as in the action plan agreed upon at
the 2010 Review Conference, increased transparency is an important precondition
for further progress in nuclear disarmament.

2. As a part of its efforts to promote the implementation of the 2010 action plan,
the Non-Proliferation and Disarmament Initiative submitted to the 2012 Preparatory
Committee for the 2015 Review Conference a working paper entitled “Transparency
of Nuclear Weapons: the Non-Proliferation and Disarmament Initiative”. The
working paper contained a draft standard nuclear disarmament reporting form with
specific items on which the nuclear-weapon States could provide information,
including the quantity, types and status of nuclear warheads and their delivery
systems, the quantity of fissile material produced for military purposes in the past as
well as presently, and the measures taken to diminish the role and significance of
nuclear weapons in military and security concepts, doctrines and policies. The aim
of this proposal was to provide the nuclear-weapon States with a template with
which to implement action 21.

3. Noting the call in action 5 for the nuclear-weapon States to report on their
nuclear disarmament undertakings at the 2014 Preparatory Committee meetings, the
Non-Proliferation and Disarmament Initiative is submitting the present working
paper to make four specific recommendations on this important subject.

Three principles of nuclear disarmament 

4. Action 2 of the 2010 action plan acknowledged the three principles of nuclear
disarmament, namely, irreversibility, verifiability and transparency. The principle of
transparency underpins the other two principles. Without transparency, nuclear
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disarmament cannot be verified, nor would States parties to the Non-Proliferation 
Treaty have complete confidence that nuclear disarmament measures have been 
accomplished in an irreversible manner.  

Reporting and transparency 

5. Reporting is a practical and effective tool to achieve greater transparency.
Reporting has been a method for strengthening accountability since the Preparatory
Committee for the 1985 Review Conference first invited the nuclear-weapon States
to “provide information relevant to the implementation of various articles of the
Treaty, including especially article VI”, as mentioned in the Final Document of the
1985 Review Conference (NPT/CONF.III/64/I). A number of transparency efforts
exist in other forums, for example, the 1998 IAEA Guidelines for the Management
of Plutonium (INFCIRC/549).

6. “Information” provided by the nuclear-weapon States at the 1995 Review and
Extension Conference, where the issue of the extension of the Treaty was discussed
and agreed upon, was quite significant in terms of its scope and contents. However,
after the 1995 Conference, even though “regular reporting” on the implementation
of article VI was included as one of the 13 practical steps at the 2000 Review
Conference, the actual reporting by the nuclear-weapon States has been sporadic and
informal. Against this backdrop, the 2010 Review Conference agreed upon the need
for a standard reporting form.

7. The 2010 action plan refers to reporting on three occasions. However, the
relationship between the three references requires further clarification.

Strengthening the review process and transparency 

8. Strengthening the review process was first agreed upon at the 1995 Review
and Extension Conference as an integral part of the indefinite extension of the
Treaty. The essential significance of this issue was that it ensured, among other
things, accountability, in particular of nuclear-weapon States, in exchange for
indefinitely extending the Treaty.

9. Reporting is an effective instrument both for providing greater transparency on
nuclear disarmament activities and for greater accountability as a part of the
strengthened review process. Indeed, “regular reports” were agreed upon at the 2000
and 2010 Review Conferences “within the framework of the strengthened review
process”, which demonstrates the relationship between reporting and strengthening
the review process.

10. Action 20 calls for “regular reports” not just by the nuclear-weapon States, but
by all States parties to the Non-Proliferation Treaty, and not just on nuclear
disarmament, but on all three pillars of the Treaty. However, the Non-Proliferation
and Disarmament Initiative re-emphasizes the special responsibility of the nuclear-
weapon States to report on their nuclear disarmament activities and the fulfilment of
their obligations and commitments under the Treaty.

11. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative recommends that the 2015
Review Conference:

(a) In relation to three principles of nuclear disarmament, reiterate the
importance of the realization of nuclear disarmament measures under strict 
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observance of the principles of transparency, verification and irreversibility. The 
2015 Review Conference should also recognize that the principle of transparency 
underpins the principles of verification and irreversibility; 

(b) In relation to reporting, call on the nuclear-weapon States to agree on a
standard reporting form, as recommended under action 21 of the action plan of 
2010, and to utilize the form in implementing action 20 (regular reports) and action 5 
(reporting on nuclear disarmament efforts at the 2014 Preparatory Committee); 

(c) In relation to strengthening the review process, highlight the relationship
between increased transparency through regular reporting utilizing a standard 
reporting form and the objective of accountability that is at the core of strengthening 
the Non-Proliferation Treaty review process. In this context of a strengthened 
review process, the 2015 Review Conference should urge the nuclear-weapon States 
to make regular reports, as an important confidence-building measure, for instance, 
annually, on their nuclear disarmament activities, utilizing a standard reporting 
form, and to continuously work to improve the quantity and quality of information 
provided in the agreed standard form during the 2020 review cycle; 

(d) Call upon all States parties, both nuclear-weapon States and non-nuclear-
weapon States, to submit regular reports on their fulfilment of their obligations and 
commitments under the provisions of the Non-Proliferation Treaty. 
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Importance of strengthening nuclear security implementation 

1. In the Final Document of the 2010 Review Conference of the Parties to the

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, the Conference stresses the

importance of nuclear security and formulates several action points related to the

non-proliferation and peaceful uses of nuclear energy in the action plan. States are

encouraged to maintain the highest possible standards of security and physical

protection of nuclear materials and facilities (action 40) and to apply, as appropriate,

the recommendations of the International Atomic Energy Agency (IAEA) on the

physical protection of nuclear material and nuclear facilities and other relevant

international instruments at the earliest possible date (action 41).

2. The actual application of nuclear security and physical protection measures

remains a fundamental responsibility of States, as has been established, inter alia, in

the 2005 amendment to the Convention on the Physical Protection of Nuclear Material

and referred to in Nuclear Security Fundamentals: Objective and Essential Elements

of a State’s Nuclear Security Regime (IAEA Nuclear Security Series document

No. 20). This includes taking appropriate measures for preventing non-State actors

from obtaining nuclear materials that can be used in nuclear weapons. It is incumbent

upon each State to establish the appropriate legal framework, a robust governance

structure and other measures it sees fit to advance nuclear security.

3. The members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative support the

use of best practices gathered from the expert community, and recognize IAEA as a

key player in collecting these best practices, developing them into nuclear security

guidance and providing specific assistance to States. In this context, IAEA offers a

number of services including the International Physical Protection Advisory Service

(IPPAS) and the Integrated Nuclear Security Support Plans to assist States in

consolidating their nuclear security needs into comprehensive plans. The IAEA

Nuclear Security Series publications contain objectives and essential elements of a
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State’s nuclear security regime, along with recommendations and additional 

implementing guidance. Nuclear Security Series document No. 20, on the objective 

and essential elements of a State’s nuclear security regime, is endorsed by the IAEA 

Board of Governors and reflects broad international consensus. The IAEA 

recommendation document No. 13 on physical protection of nuclear material and 

nuclear facilities (also published as INFCIRC/225/Revision 5), document No. 14 on 

radioactive material and associated facilities, and document No. 15 on nuclear and 

other radioactive material out of regulatory control were prepared by nuclear 

security experts from more than 40 member States. In addition, the IAEA Code of 

Conduct on the Safety and Security of Radioactive Sources provides non-binding 

international guidance for the lifecycle control of high-risk radioactive sources, and 

120 States to date have made a political commitment to follow its guidance.  

4. It would be a considerable step forward if States were to actively apply and

implement the IAEA recommendations nationally and declare such intent publicly.

This would significantly strengthen nuclear security worldwide and bolster

confidence at national and international level. It would by no means alter the

character of IAEA guidance into a legally binding instrument. States remain fully

responsible for the ways and means of the implementation. This is the reason why

the so-called implementing guides and technical guidance publications of the IAEA

Nuclear Security Series should remain at the disposal of States, but would not be

part of the recommended national implementation since their applicability remains

dependent upon the legal and regulatory system of a State.

Securing nuclear materials for military purposes 

5. An estimated 85 per cent of the global inventory of fissile material — the

larger part of all highly enriched uranium and about half of the plutonium — has

been produced for military purposes and remains outside of civilian programmes.

The nuclear-weapon States have an additional responsibility to secure their stocks of

nuclear materials for military purposes, including nuclear weapons and associated

military facilities. It is of paramount importance that these stocks and facilities are

protected at least as well as civilian nuclear materials and their associated facilities,

and that the States involved affirm this.

6. In this context, the 2015 Review Conference should recommend that States:

• Subscribe to the fundamental principles set forth in IAEA Nuclear Security

Series document No. 20 and meet the intent of the recommendations contained

in Nos. 13, 14 and 15, including through the implementation and enhancement

of national regulations and other government measures and arrangements

• Develop, in conjunction with IAEA, as necessary, Integrated Nuclear Security

Support Plans to consolidate and prioritize nuclear security needs

• Continue to improve the effectiveness of their nuclear security regimes and

operators’ systems by conducting self-assessments, periodically hosting IPPAS

missions and acting upon the recommendations identified during these reviews

• Ensure that management and personnel with accountability for nuclear security

are demonstrably competent

7. Additionally, the 2015 Review Conference should recommend that, in order to

promote confidence in the effectiveness of security for non-civilian nuclear
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materials, the nuclear-weapon States and non-States parties to the Treaty on the 

Non-Proliferation of Nuclear Weapons: 

 • Affirm that nuclear materials in the military realm are at least as well 

protected, or that nuclear security is at least as effective for non-civilian 

nuclear materials as for civilian materials and, in this regard, declare that 

internationally agreed guidelines for physical protection (notably IAEA 

Nuclear Security Series document No. 13) will be taken into account to 

enhance the effectiveness of protecting non-civilian nuclear materials 

 • Publish the legal and regulatory framework related to the security of non-

civilian nuclear materials on the understanding that no confidential 

information will be disclosed or confidentiality arrangements violated 

 

230



NPT/CONF.2015/PC.III/WP.13

Preparatory Committee for the 2015 Review 
Conference of the Parties to the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons 

25 March 2014 

Original: English 

14-27640 (E)    010414

*1427640*

Third session 

New York, 28 April-9 May 2014 

Exercise of the right of withdrawal contained in article X 

Working paper submitted by the members of the Non-Proliferation 

and Disarmament Initiative (Australia, Canada, Chile, Germany, 

Japan, Mexico, Nigeria, the Netherlands, the Philippines, Poland, 

Turkey and the United Arab Emirates) 

1. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative states at the outset that

seeking consensus regarding recommendations concerning the exercise of the right

of withdrawal, which article X confers on States parties to the Treaty on the

Non-Proliferation of Nuclear Weapons, is eminently political in nature, not to

underestimate its legal dimension.

2. As regards the legal dimension, the Non-Proliferation and Disarmament

Initiative reaffirms that article X cannot be considered in isolation from the

remaining provisions of the Non-Proliferation Treaty. The Treaty is a normative

corpus with a crucial purpose: to contribute to the maintenance of international

peace and security and thus satisfy the security interests of all its States parties.

Furthermore, the Non-Proliferation and Disarmament Initiative underlines that the

Treaty is widely recognized as a cornerstone of international security.

3. Therefore, the integrity and universality of the Non-Proliferation Treaty must

be maintained. To this end, it is important to take a holistic approach, both to

encourage parties to remain in the Treaty and to discourage them from withdrawing.

In order to encourage parties to remain and, for that matter, to discourage them to

withdraw from the Treaty, the importance of the integrity and universality of the

Treaty should be re-emphasized. Furthermore, in this context, tangible progress

needs to be made in the implementation of the past commitments made within the

framework of the Treaty, in particular the 2010 action plan, including nuclear

disarmament, the negative security assurances, the peaceful uses of nuclear energy

and a Middle East zone free of weapons of mass destruction and their delivery

vehicles.

4. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative notes that article X provides

States parties with the right to withdraw from the Treaty. It also gives them the

possibility of deciding that extraordinary events related to the subject matter of the
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Treaty have jeopardized the supreme interests of the State party which sees a need to 

withdraw. 

5. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative underlines that the process 

to exercise the right of withdrawal is described in the Treaty. Article X provides that 

the withdrawing State shall give notice to all other parties to the Treaty and to the 

Security Council three months in advance. In addition, this notice must provide a 

description of reasons for withdrawal, which shall include a  statement of the 

extraordinary events the withdrawing State regards as having jeopardized its 

supreme interests of security.  

6. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative believes that the discussion 

on strengthening the process to exercise article X should increase emphasis on the 

legitimate security interests of all the other States parties in the Non-Proliferation 

Treaty. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative believes that the withdrawal 

of any State party becomes an extremely significant event for all the States parties 

remaining in the Treaty: universal adherence to the Treaty enhances its value as an 

instrument of collective security; lack of universal adherence diminishes that value. 

And since withdrawal from the Treaty is an extremely significant political event, it 

must also be given extremely significant attention and care by the States parties 

remaining in the Treaty. 

7. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative recognizes that withdrawal 

is a right consistent with the law of treaties. The motivation underpinning the effort 

to strengthen the process to exercise this right is not to abolish it, but to safeguard 

the interests of the parties that stay in the Non-Proliferation Treaty: their interests 

are no less supreme than those of the withdrawing State. Rights, whether individual 

or collective, are meaningful only through interaction with the rights of others. If 

the Treaty is really a cornerstone of international security, we should regard any 

withdrawal from it as a serious political action which, in addition to diminishing the 

security of the other States parties, may have a potentially disastrous impact on the 

security of all. States parties are entitled to withdraw, but all States parties are 

entitled to undiminished security. 

8. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative underlines further the role 

given to the Security Council by the Treaty itself: article X requires the withdrawing 

party to give notice to the Council because such withdrawal constitutes an 

extraordinary event relevant to international security. Pursuant to Article 24 of the 

Charter of the United Nations, in order to ensure prompt and effective action by the 

United Nations, its Members confer on the Council primary responsibility for the 

maintenance of international peace and security. The Council should not remain 

silent after a withdrawal from the Non-Proliferation Treaty: under the Charter, it 

will be primarily responsible for determining whether that withdrawal constitutes a 

threat to international peace and security. 

9. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative recalls that, in the 

discussions on the basic principles on the regulation of the Non-Proliferation 

Treaty’s withdrawal provisions at the 2005 Review Conference of the Parties to the  

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, one principle was derived 

from article 71 of the Vienna Convention on the Law of Treaties: under international 

customary law a State continues to be responsible for any violation of its legal 

obligations committed prior to its withdrawal from a treaty.  
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10. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative firmly believes that the 

formulation of principles regarding the exercise of the right of withdrawal by a State 

and to protect the legitimate interests of all the other States parties does not 

constitute an amendment of the Treaty. Nevertheless, the Review Conference has 

authority to address specifically what might be done to strengthen the 

implementation of the provisions of the Non-Proliferation Treaty using the mandate 

to look forward decided upon at the 1995 Review and Extension Conference.  The 

Initiative proposes to achieve such regulation within the framework of the Treaty 

and under the authority of the Review Conference.  

11. The proposal below aims to preserve the integrity of the non-proliferation 

regime, the effectiveness of safeguards and the rights of the States parties remaining 

in the Non-Proliferation Treaty. Those States — bilaterally or through membership 

in international organizations such as the International Atomic Energy Agency 

(IAEA) — may have engaged in cooperation under articles III and IV of the Treaty 

and may also, in good faith, have transferred materials, equipment and technology 

to a withdrawing State. It is vital that mechanisms remain in place on such items to 

ensure that they are not diverted to weapons programmes.  

 

  Principles regarding the exercise of the right of withdrawal 
 

 Mindful that withdrawal pursuant to article X of the Non-Proliferation Treaty 

may pose threats to international peace and security, and  

 Acknowledging that such threats are to be assessed — and eventually remedied — 

by the Security Council in accordance with the Charter of the United Nations,  

 The exercise of the right of withdrawal under article X of the Non-Proliferation 

Treaty should be governed by the following principles:  

A. Withdrawal is a right for States parties under article X of the Non-Proliferation 

Treaty. Article X subjects this right to conditions and a time framework. Accordingly, 

the right to withdrawal can be exercised only in the face of extraordinary events 

related to subject matter of the Treaty and the withdrawing State party must give 

notice of such withdrawal to all other parties in the Treaty and to the Security 

Council three months in advance. Such notice must include a statement of the 

extraordinary events the withdrawing State regards as having jeopardized its 

supreme interests. 

B. The right of withdrawal is governed by the provisions of the Non-Proliferation 

Treaty and other relevant international law such as the Vienna Convention on the 

Law of Treaties. Under international law, a withdrawing party is still liable for 

violations of the Treaty perpetrated prior to the notification of withdrawal. Furthermore , 

withdrawal should not affect any right, obligation or legal situation between the 

withdrawing State and each of the other States parties created through the 

implementation of the Treaty prior to withdrawal, including those related to IAEA 

safeguards.  

C. Recalling the Non-Proliferation Treaty’s standing as a cornerstone of international  

security, depositories and States parties should undertake consultations and conduct 

every diplomatic effort to persuade the withdrawing State to reconsider its decision. 

In doing so, States parties should also address the legitimate security needs of the 

withdrawing party. Diplomatic initiatives at the regional level should be encouraged 

and supported. 
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D. Nuclear materials, equipment and technology acquired by a State under article IV 

prior to withdrawal must remain under IAEA safeguards or fall -back safeguards 

even after withdrawal.  

E. Nuclear supplying States parties are encouraged to exercise their sovereign 

right — in accordance with international law and their national legislation — to 

incorporate dismantling and/or return clauses or fall -back safeguards in the event of 

withdrawal, as appropriate, in contracts or any other arrangement concluded with 

other States parties. Nuclear supplying States parties are invited to adopt standard 

clauses for the dismantling and/or return of materials, equipment and other relevant 

goods from a withdrawing party.  
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1. The political situation in the Middle East is one of the most volatile in the 

world. The existence of ossified problems and the lack of confidence among the 

countries of the region have brought about constant tensions throughout the decades.  

2. There is a build-up of weapons of mass destruction in the region. Some States 

of the region are still not party to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear 

Weapons, the Biological and Toxin Weapons Convention or the Chemical Weapons 

Convention. Also, some States of the region have yet to agree to place their nuclear 

activities under full scope safeguards by the International Atomic Energy Agency. 

Questions remain about the nuclear capabilities of some States. There is a 

considerable stockpile of chemical weapons, and some States may be engaged in 

biological warfare-related activities. 

3. To make matters worse, chemical weapons have, in fact, been used in the 

region, in the cases of Iraq and recently Syria, which led to humanitarian tragedies. 

Although the decisions of the Organization for the Prohibition of Chemical Weapons 

(OPCW) and Security Council resolution 2118 (2013) were adopted in September 

2013, and Syria became a party to the Chemical Weapons Convention, the 

commitments by the Syrian authorities with regard to the elimination of the 

chemical weapons stockpile and production facilities are yet to be implemented 

despite a strict timetable set by the decision of the Executive Council of OPCW.  

4. Weapons-of-mass-destruction-free zones should be established on the basis of 

arrangements freely arrived at among the States of the region concerned. T hey 

constitute an important intermediate step towards the ultimate goal, namely, 

complete disarmament. Given the seriousness and urgency of the situation, we are of 

the view that the Middle East is a priority region for the establishment of such a 

zone. 
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5. Few words can better explain the way forward than those of Queen Rania of 

Jordan, who said that “to achieve a lasting peace in the Middle East takes guts, not 

guns”. Unfortunately, we note that, 40 years after the adoption of the first General 

Assembly resolution calling for the establishment of a nuclear-weapon-free zone in 

the Middle East (resolution 3263 (XXIX)), the issue remains unresolved.  

6. A number of other resolutions that have the same purpose as resolution 3263 

(XXIX) have been adopted by consensus by the General Assembly since 1980. A 

number of Security Council resolutions have also endorsed the idea. Since 1991, 

International Atomic Energy Agency General Conferences have also annually 

adopted a resolution calling for the application of full -scope safeguards on all 

nuclear activities in the region as a necessary step for the establishment of such a 

zone. 

7. At the 1995 Review and Extension Conference of the Parties to the Treaty on 

the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, States parties agreed on a resolution on 

the Middle East. The resolution states that a future weapons-of-mass-destruction-free 

zone would commit parties not to possess, acquire, test, manufacture or use any 

nuclear, chemical and biological weapons as well as their delivery systems. The 

decision, adopted without a vote, to indefinitely extend the Non-Proliferation Treaty 

in 1995 was made possible through a negotiated package of texts that included the 

resolution on the Middle East as well as the decisions entitled “Strengthening the 

review process for the Treaty” and “Principles and objectives for nuclear 

non-proliferation and disarmament”. The Final Document of the 2000 Review 

Conference (NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II)) recalled and reaffirmed the 1995 

resolution. 

8. At the 2010 Review Conference, States parties agreed on a decision to make 

progress on this issue. The United States of America, the Russian Federation and the 

United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland committed to work together 

with the Secretary-General to convene a regional conference to discuss the issue in 

2012. Subsequently, Finnish Ambassador Jaakko Laajava was appointed as 

Facilitator. Regrettably, however, an international conference on a weapons-of-

mass-destruction-free zone in the Middle East that would have been attended by all 

countries of the region on the basis of arrangements freely arrived at was not 

convened in 2012. 

9. All States of the Middle East should unite around the idea of render ing the 

region free of all weapons of mass destruction. Transforming the Middle East into a 

weapons-of-mass-destruction-free zone will be instrumental in reducing tensions 

and building confidence. 

10. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative firmly believes that the 

challenges that must be overcome to create a weapons-of-mass-destruction-free 

zone in the Middle East are difficult, but not insurmountable. If all countries of the 

region display the required political will and work in a spirit of cooperation, 

progress can be made. 

11. We note the recent developments in the region that may improve the prospects 

for a weapons-of-mass-destruction-free zone conference. The Non-Proliferation and 

Disarmament Initiative hopes that this positive momentum can be maintained. 
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12. Patience is an important virtue when it comes to the Middle East. 

Nevertheless, we also need to be mindful that the challenge at hand is pressing and 

requires a prompt solution. 

13. We welcome the discussions on a weapons-of-mass-destruction-free zone 

conference that took place in Glion, Switzerland, which we supported and closely 

followed. We believe that these meetings are significant occasions for the countries 

of the region to come together and discuss the prospect of a conference on a 

weapons-of-mass-destruction-free zone in the Middle East. The Non-Proliferation 

and Disarmament Initiative hopes that the consultation process will produce 

substantial outcomes that will facilitate the convening of the conference.  

14. The members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative see the 

decision to postpone the conference as a missed opportunity, not a lost one. 

However, we are concerned that further delay or lack of tangible progress to 

convene a conference could have negative repercussions for the prospects for a 

successful 2015 Review Conference.  

15. To this end, we, as the Non-Proliferation and Disarmament Initiative, 

recommend that:  

 • The international community continue to pay special attention to the ultimate 

goal of establishing the Middle East as a zone free from all weapons of mass 

destruction; 

 • Countries of the region work together to reach an agreement on the 

arrangements for the conference;  

 • The Conveners and the Facilitator continue their efforts in a constructive, 

flexible and forward-looking manner so as to ensure that the conference is 

convened at the earliest convenience; 

 • The Conveners, in consultation with the countries of the region, announce a 

new date for the postponed conference;  

 • Countries of the region continue to work constructively with the Facilitator, 

Ambassador Laajava, and his team; 

 • All interested States parties to the Non-Proliferation Treaty constructively 

assist the process to convene a conference;  

 • Countries of the region work to strengthen mutual understanding and 

cooperation. 

16. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative will continue to follow this 

issue and stands ready to provide any support that the Conveners and the Facilitator 

may require. 
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1. The 2000 Review Conference of the Parties to the Treaty on the  

Non-Proliferation of Nuclear Weapons, in its consensus final document, included in 

its 13 practical steps towards nuclear disarmament the need for “concrete agreed 

measures to further reduce the operational status of nuclear weapons systems”.  

2. Action 5 of the action plan adopted at the 2010 Review Conference of the 

Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons further 

highlighted the importance of de-alerting nuclear weapons. It called for nuclear-

weapon States to “commit to accelerate concrete progress” on the 13 practical steps 

agreed at the 2000 Review Conference. It specifically called upon nuclear-weapon 

States to “consider the legitimate interest of non-nuclear-weapon States in further 

reducing the operational status of nuclear weapons systems in ways that promote 

international stability and security” (action 5 (e)) and to “reduce the risk of 

accidental use of nuclear weapons” (action 5 (f)). 

3. The issue of de-alerting is also closely related to the other aims found in the 

action plan. For example, de-alerting may provide a much-needed boost to 

disarmament efforts (action 5 (a)) and help to de-emphasize the role of nuclear 

weapons (action 5 (c)). 

4. As expressed in our ministerial statement of 26 September 2013, the members 

of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative urged all nuclear-weapon States 

and those States outside of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons 

to take steps towards de-alerting their nuclear forces to help lower the risk of 

inadvertent use.  

5. A lowered operational readiness for nuclear weapons systems would 

demonstrate a commitment to reducing the role of nuclear weapons in security and 

defence doctrines. It would also be a valuable confidence-building measure and an 

important step towards nuclear disarmament.  
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6. While we acknowledge steps taken by the United States of America and the 

Russian Federation to mitigate the risk of avoidable nuclear war, including through 

the operation of nuclear risk reduction centres, we are concerned by the lack of 

declared or assumed reductions in operational status since the 2010 Review 

Conference. 

7. The high alert nuclear force posture is based on a security environment that 

existed during the Cold War, but there has been no correspondingly significant 

change to reflect the major reduction in levels of tension since the end of the Cold 

War. 

8. We therefore recommend that the 2015 Review Conference of the Parties to 

the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons: 

 (a) Urge all nuclear-weapon States to take concrete and meaningful steps, 

whether unilaterally, bilaterally or regionally, to implement actions 5 (e) and 5 (f) in 

the action plan adopted at the 2010 Review Conference; 

 (b) Call on all nuclear-weapon States to provide an update to States Parties 

to the Treaty on efforts they have undertaken to implement actions 5 (e) and 5 (f);  

 (c) Highlight the importance of nuclear armed States outside the Treaty also 

taking steps towards de-alerting their nuclear forces. 
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 The members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative — Australia, 

Canada, Chile, Germany, Japan, Mexico, the Netherlands, Nigeria , the Philippines, 

Poland, Turkey and the United Arab Emirates — have the honour to submit the joint 

ministerial statement adopted at the eighth Ministerial Meeting of the 

Non-Proliferation and Disarmament Initiative held in Hiroshima, Japan, on 11 and 

12 April 2014. 

 

  Eighth Ministerial Meeting of the  

Non-Proliferation and Disarmament Initiative: joint ministerial statement  

Hiroshima, Japan 

(12 April 2014) 
 

1. We, the Ministers for Foreign Affairs of the Non-Proliferation and 

Disarmament Initiative countries — Australia, Canada, Chile, Germany, Japan, 

Mexico, the Netherlands, Nigeria, the Philippines, Poland, Turkey and the United 

Arab Emirates — are gathered here in Hiroshima, where an atomic bomb was dropped 

for the first time in human history and which witnessed first-hand the catastrophic 

humanitarian consequences of an atomic bombing that last even to the present day. We 

were very deeply touched by the testimonies of atomic bomb survivors (hibakushas) 

and reinforce our commitment to achieving the goal of a world free of nuclear 

weapons. With this in mind, we invite the world’s political leaders to visit Hiroshima 

and Nagasaki, Japan, to witness the consequences with their own eyes. 

2. We are committed to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons 

as the essential foundation for the achievement of nuclear disarmament, as the 

cornerstone of the global nuclear non-proliferation regime and as the basis for the 

development of the peaceful uses of nuclear technology. We stress the importance of 
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universal adherence to the Treaty and call upon all States not parties to the Treaty to 

accede to it immediately as non-nuclear-weapon States. 

3. We reaffirm our commitment and shared purpose as declared in our first 

ministerial statement in September 2010, which is to take forward the consensus 

outcome of the 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the  

Non-Proliferation of Nuclear Weapons and to jointly advance the nuclear disarmament 

and non-proliferation agendas as mutually reinforcing processes. We reaffirm our 

commitment to contributing actively to the 2015 Review Conference, including the 

upcoming third session of the Preparatory Committee, by submitting working papers 

to promote discussion and understanding on the following subjects: nuclear 

disarmament in the era following the signing of the Treaty between the United 

States of America and the Russian Federation on Measures for the Further 

Reduction and Limitation of Strategic Offensive Arms (New START Treaty), 

increased transparency in nuclear disarmament, de-alerting, nuclear security, a 

Middle East zone free of weapons of mass destruction and withdrawal from the 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. 

4. With the 2015 Review Conference fast approaching, we urge all States parties 

to comply fully with the obligations and commitments, particularly the full and 

prompt implementation of all the actions in the 2010 action plan. For its part, the 

Non-Proliferation and Disarmament Initiative has been devoting, and will continue to 

devote, attention to elements for consideration in a consensus outcome document for 

the 2015 Review Conference. In our view, the 2015 Review Conference should review 

the implementation of the 2010 action plan and, with an eye towards the next 2020 

review cycle, seek to strengthen all three pillars of the Treaty — nuclear disarmament, 

nuclear non-proliferation and the peaceful uses of nuclear energy. As a diverse cross-

regional group of non-nuclear-weapon States, we can play a constructive and 

proactive role in bridging diverse positions to help craft a successful outcome at the 

2015 Review Conference, with progress across all the pillars of the Treaty.  

5. We reaffirm that the only absolute guarantee against the use or threat of use of 

nuclear weapons is their total elimination. In this regard, we stress the need for a 

systematic and continued reduction of all types of nuclear weapons, including  

non-strategic and non-deployed nuclear weapons, by all States possessing nuclear 

weapons, in a pragmatic and step-by-step approach, with a view to their total 

elimination. 

6. We recall that the nuclear-weapon States made an unequivocal undertaking at 

the 2000 Review Conference to accomplish the total elimination of their nuclear 

arsenals, thereby generating a process that would lead to their elimination. At the 

2010 Review Conference, the nuclear-weapon States reaffirmed their commitment 

to unequivocally accomplishing the total elimination of their nuclear arsenals, 

leading to nuclear disarmament in accordance with article VI of the Treaty, and 

committed themselves to accelerating progress on the steps leading to nuclear 

disarmament. 

7. In this regard, we welcome bilateral disarmament measures by the Russian 

Federation and the United States of America, such as those contained in their New 

START Treaty, and encourage them to continue discussions on follow-on measures 

to the New START Treaty to achieve even deeper reductions in their nuclear 

arsenals, towards achieving the goal of a world free of nuclear weapons. We were 

encouraged by the proposals of the President of the United States, Barack Obama, in 
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his speech in Berlin in June 2013, in which he stated the intention of the United 

States to seek additional negotiated cuts with the Russian Federation and move 

beyond cold war nuclear postures. We expect the proposals to lead to progress in 

negotiations on comprehensive reductions of all types of nuclear weapons.  

8. While recognizing the positive impact of unilateral and bilateral reductions, 

we believe that they do not replace multilateral negotiations towards the ultimate 

elimination of all types of nuclear weapons.  

9. We are deeply concerned about the reported build-up of nuclear arsenals, 

against the clear intent of the international community to achieve the goal of a world 

free of nuclear weapons. We urge those not yet engaged in nuclear disarmament 

efforts to reduce their arsenals with the objective of their total elimination.  

10. Increasing the transparency of information about nuclear forces has also been 

an issue of great importance to the Non-Proliferation and Disarmament Initiative. 

Without transparency, nuclear disarmament cannot be verified nor would States 

parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons have complete 

confidence that nuclear disarmament measures have been accomplished in an 

irreversible manner. We urge the nuclear-weapon States to use an agreed standard 

reporting form to meet their obligations to report their disarmament undertakings to 

the upcoming third session of the Preparatory Committee. We urge them to build 

upon this effort by submitting further substantive, timely and meaningful reports at 

future Treaty meetings on their nuclear disarmament undertakings to fulfil their 

commitments under article VI of the Treaty. 

11. Quantitative reductions should be accompanied by steps towards reducing the 

role and significance of nuclear weapons in security strategies and military 

doctrines. These steps are important contributions towards the goal of complete 

nuclear disarmament and will be mutually reinforcing with further quantitative 

reductions. While we acknowledge the steps that have been taken in this regard, we 

urge nuclear-weapon States to reduce further the role of nuclear weapons and urge 

others who have not done so to start reducing the role of nuclear weapons in their 

security strategies and military doctrines.  

12. De-alerting nuclear forces is also important, not only as a step towards a world 

free of nuclear weapons but also to avoid and reduce the risk of catastrophic 

humanitarian consequences from any unauthorized or accidental launch of nuclear 

weapons. We urge all nuclear-weapon States to take concrete and meaningful steps, 

whether unilaterally, bilaterally or regionally, to implement actions 5(e) and 5(f) of 

the 2010 action plan, which, inter alia, call for reducing the risk of accidental use of 

nuclear weapons. 

13. We are deeply concerned and frustrated with the continued stalemate in the 

Conference on Disarmament. We regret that the Conference has failed to fulfil its 

mandate as the single multilateral disarmament negotiation forum of the 

international community for more than 18 years. It is time for the Conference’s 

member States to take bold steps towards fulfilling the Conference’s mandate and 

resume negotiations. 

14. As an essential step towards a world free of nuclear weapons, the immediate 

commencement of negotiations on a non-discriminatory, multilateral and universally 

and effectively verifiable treaty to ban the production of fissile material for nuclear 

weapons or other nuclear explosive devices (fissile material cut -off treaty) that 
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serves both disarmament and non-proliferation purposes remains a priority. We 

welcome and look forward to the work of the Group of Governmental Experts on 

this issue, which ended its first session on 11 April 2014 in Geneva. We urge the 

Conference to launch negotiations on a fissile material cut-off treaty as soon as 

possible. Pending the conclusion of such negotiations, all nuclear-weapon States and 

other States in possession of nuclear weapons should declare and maintain a 

moratorium on the production of fissile material for use in nuclear weapons.  

15. The Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty is also an essential component 

for achieving nuclear disarmament. We welcome the recent ratification of the Treaty 

by Brunei Darussalam, Chad, Guinea-Bissau, Iraq and Niue, bringing the total 

number of ratifications to 162. Although the Treaty, 18 years after opening up for  

signatories, has yet to come into force, we believe that the prohibition of nuclear 

tests as envisioned by the Treaty has become a de facto international norm. 

However, without the legally-binding effect of the entry into force of the Treaty, 

such a norm remains fragile. We therefore urge those remaining States whose 

signatures and ratifications are necessary for the entry into force of the Treaty to 

sign and ratify it without delay. 

16. We are committed to strengthening the effectiveness and efficiency of  the 

Safeguards System of the International Atomic Energy Agency (IAEA). We consider 

the IAEA Comprehensive Safeguards Agreement, in combination with an Additional 

Protocol, to be the international verification standard and call upon all States that 

have not yet done so to conclude and implement an Additional Protocol without 

delay. We stand ready to share our experiences and best practices, as well as legal 

and practical assistance, in cooperation with IAEA. 

17. Furthermore, we underscore the crucial role of export controls to support the 

fulfilment of nuclear non-proliferation obligations under paragraph 2 of article III of 

the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. We encourage all States to 

establish, develop and maintain appropriate and effective national export controls 

for nuclear and nuclear-related dual-use goods, equipment and technology. We stand 

ready to share our individual experiences in the field of export control with 

other States. 

18. Recognizing the serious threat of nuclear terrorism, we reaffirm our 

commitment to working together to strengthen nuclear security, including by fully 

implementing relevant international requirements. We welcome The Hague 

Communiqué adopted at the third Nuclear Security Summit, which was held in the 

Netherlands on 24 and 25 March 2014. The members of the Non-Proliferation and 

Disarmament Imitative fully support the objectives of the Nuclear Security Summit, 

which are to strengthen nuclear security and reduce the threat of nuclear terrorism. 

We also reaffirm the essential responsibility and the central role of IAEA in the 

international nuclear security architecture.  

19. We strongly condemn the nuclear and ballistic missile programmes of the 

Democratic People’s Republic of Korea, which undermine the Trea ty and the global 

non-proliferation regime, as well as pose a great threat to regional and global peace 

and stability. We condemn and express grave concern at the ballistic missile 

launches conducted by the Democratic People’s Republic of Korea on 26 March  

2014 (local time), following the launches on 3 March 2014. These launches are clear 

violations of the relevant Security Council resolutions. We strongly urge the 

Democratic People’s Republic of Korea to comply with its commitments under the 
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2005 Six-Party Talks joint statement and with its obligations under all the relevant 

Security Council resolutions, to abandon all nuclear weapons and existing nuclear 

programmes and to return to compliance with its IAEA Safeguards Agreement and 

the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. Furthermore, we urge the 

Democratic People’s Republic of Korea to refrain from further provocative actions, 

including ballistic missile launches, nuclear tests or the threat of the use of nuclear 

weapons. We also deplore the announcement and the efforts by the Democratic 

People’s Republic of Korea to readjust and restart the nuclear facilities at Yongbyon 

and urge the country to cease all nuclear activities immediately.  

20. We welcome the start of the implementation of the first steps of the joint plan 

of action agreed with the Islamic Republic of Iran and hope that the ongoing 

negotiations of the Governments of France, Germany, the People’s Republic of 

China, the Russian Federation, the United Kingdom of Great Britain and Northern 

Ireland and the United States of America (E3+3) with the Islamic Republic of Iran 

will lead to the final and comprehensive resolution of the Islamic Republic of Iran’s 

nuclear issue. In particular, we urge the Islamic Republic of Iran to swiftly and 

steadily implement measures such as the ratification and implementation of its 

Additional Protocol, with a view to removing international concerns regarding its 

nuclear activities. In addition, we urge the Islamic Republic of Iran to fulfil the 

requirements of the relevant Security Council resolutions and the decisions of the 

IAEA Board of Governors. In this context, we welcome the Framework for 

Cooperation and the steps implemented to date, and fully support the efforts of the 

E3+3 Governments and IAEA. In particular, while respecting the right of the 

Islamic Republic of Iran to use nuclear energy for peaceful purposes in conformity 

with the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and other relevant 

obligations, we support the efforts of IAEA to resolve international concerns and all 

outstanding issues regarding Iranian nuclear activities, including possible military 

dimensions, and we call on the Islamic Republic of Iran to cooperate fully with 

IAEA in this respect. 

21. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative, as a group of  

non-nuclear-weapon States committed to promoting nuclear disarmament and  

non-proliferation, is following with grave concern the situation in Ukraine, which 

has been the subject of intensive discussions among ourselves  as well as at the 

General Assembly. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative expects 

international obligations and commitments to be respected, including the 1994 

Memorandum on Security Assurances in Connection with Ukraine’s accession to the 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons (Budapest Memorandum).  

22. We emphasize that the establishment of nuclear-weapon-free zones, on the 

basis of arrangements freely arrived at among States of the region concerned, is an 

important measure in strengthening the nuclear non-proliferation and disarmament 

process. We therefore call on all nuclear-weapon States to recognize the value of 

nuclear-weapon-free zones, such as those established by the Treaties of Pelindaba, 

Rarotonga, Semipalatinsk and Bangkok, by securing ratifications of relevant 

protocols without reservations contrary to the object and purpose of those Treaties.  

23. We regret that the conference on the establishment of a Middle East zone free 

of nuclear weapons and all other weapons of mass destruction, which is an essential 

and integral part of the final outcomes of the 1995, 2000 and 2010 review 

conferences, has still not been held. We welcome the ongoing consultations among 
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the relevant parties to address outstanding issues and call for the earliest possible 

convening of a successful conference with the participation of all the States of the 

region on the basis of arrangements freely arrived at. We support the facilitator in 

his efforts to realize this outcome and call upon the States in the region to engage in 

a spirit of constructive cooperation that will lead to an inclusive, substantive and 

goal-oriented conference and follow-up steps. 

24. The testimonies of hibakushas serve as a reminder to us all of why a nuclear 

war should never be fought. The devastating impact of nuclear weapons  

has motivated humanity’s aspirations to achieve and sustain the goal of a  

nuclear-weapon-free world, which is reflected in the first resolution passed by the 

General Assembly in 1946. The humanitarian consequences of nuclear weapons 

have been reflected in numerous multilaterally negotiated instruments, including the 

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons and the Tlatelolco Treaty, as 

well as in the final document of the first special session of the General Assembly 

devoted to disarmament. 

25. We urge all States to reiterate their deep concern at the catastrophic 

humanitarian consequences of any use of nuclear weapons, as expressed in the Final 

Document of the 2010 Review Conference. In view of such consequences, it is in 

the interest of all nations that the nearly 69-year record of the non-use of nuclear 

weapons be extended forever. 

26. The catastrophic humanitarian impact of nuclear weapons fundamentally 

underpins all work aimed at succeeding in our non-proliferation efforts and at 

achieving nuclear disarmament in pursuit of a more secure world, particularly 

through the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. The ongoing 

discussion on the humanitarian impact of nuclear weapons should be inclusive and 

universal as well as a catalyst for united global action towards the goal of a world 

free of nuclear weapons. For this purpose, we encourage all States to contribute 

actively and constructively in all forums to pursue practical and effective measures 

that will strengthen the international nuclear disarmament and non-proliferation 

regime based on the Treaty, while dealing with diverse nuclear risks.  

27. In order to foster further momentum for achieving a world free of nuclear 

weapons, we stress the significance of spreading awareness of the humanitarian 

impact of nuclear weapons across borders and generations. Through disarmament, 

non-proliferation education and the translation of the testimonies of hibakushas into 

multiple languages, messages have been sent to the world about the consequences of 

nuclear weapons. Such endeavours should continue. Efforts to deepen our 

understanding further of the humanitarian consequences of nuclear weapons based 

on facts-based scientific studies are important. We welcome all such recent efforts, 

including the conferences on the humanitarian impact of nuclear weapons held in 

Oslo in March 2013 and in Nayarit, Mexico, in February 2014. In this regard, we 

take note of the offer of the Government of Austria and are looking forward to 

further discussions on the Government’s plans for the next conference on this issue, 

which is to be held in Vienna later in 2014. 

28. We recognize the significant role of civil society, and accordingly, the 

importance of disarmament and non-proliferation education. On the margins of the 

Ministerial Meeting held in Hiroshima, we had a welcome opportunity to engage 

with civil society, including non-governmental organizations, students from  

Non-Proliferation and Disarmament Initiative member States, academics and the 
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media. We will continue our engagement with civil society in pursuit of our 

common objectives. 

29. We call upon all States parties to the Treaty on the Non-Proliferation of 

Nuclear Weapons to take part in the third Preparatory Committee in a spirit of 

cooperation and good faith, which would maintain the constructive atmosphere 

created at the previous sessions of the Preparatory Committees, and to carry that 

spirit forward to the 2015 Review Conference. It is the responsibility of  all States 

parties to fulfil their commitments and obligations under the Treaty regime and to 

work to uphold and strengthen that regime, including by achieving a successful 

outcome at the 2015 Review Conference. 
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Arab Emirates) 
 
 

1. The 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the  
Non-Proliferation of Nuclear Weapons emphasized in its action plan the urgency of 
the entry into force of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty (see 
NPT/CONF.2010/50 (Vol. I), actions 10-14). This principle was stressed also at the 
2000 Review Conference (see NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II)), the Final 
Declaration of the 2011 Conference on Facilitating the Entry into Force of the 
Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty, the 2012 Joint Ministerial Statement of the 
Friends of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty and General Assembly 
resolution 67/76. 
 

  Importance of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty and its  
verification regime 
 

2. The Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty is intrinsically linked to the 
goals and objectives of the Non-Proliferation Treaty and in this regard is an 
invaluable component of the nuclear disarmament and non-proliferation regime. 
Conclusion of negotiations on the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty was an 
integral part of the indefinite extension of the Non-Proliferation Treaty in 1995. The 
early entry into force of the Treaty was identified as the first of 13 practical steps for 
the systematic and progressive efforts to implement article VI of the Non-Proliferation 
Treaty and paragraphs 3 and 4 (c) of the 1995 Decision on “Principles and 
Objectives for Nuclear Non-Proliferation and Disarmament”, agreed by the Review 
Conference in 2000. Additionally, the basic obligations under article I of the 
Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty represent the contemporary standard by 
which the provisions of article V of the Non-Proliferation Treaty on peaceful 
applications of any nuclear explosions will now be interpreted. 

3. The obligations under the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty contribute 
to the limitation of the vertical and horizontal proliferation of nuclear weapons. The 
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Treaty helps to constrain those States intent on developing a nuclear capability and 
inhibit the development of more advanced forms of nuclear weapons by the nuclear-
weapon States and other States possessing nuclear weapons.  

4. The widespread condemnation that has followed nuclear tests since the 
negotiation of the Treaty, demonstrated most recently by the response to the test 
conducted by the Democratic People’s Republic of Korea on 12 February 2013, is 
testament to the normative strength of the Treaty’s provisions. Together with the 
existing voluntary moratoriums on nuclear test explosions, the Comprehensive 
Nuclear-Test-Ban Treaty has proved to be beneficial to nuclear disarmament and 
non-proliferation by stigmatizing nuclear test explosions. However, this is not a 
substitute for a permanent and legally binding commitment to end nuclear weapon 
testing and all other nuclear explosions, which can only be achieved by the entry 
into force of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty.  

5. Continuing with the development of the Treaty’s verification regime is vital to 
the effectiveness of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty. This includes the 
International Monitoring System (IMS) and preparedness by the Comprehensive 
Nuclear-Test-Ban Treaty Organization to conduct on-site inspections, as well as the 
development of verification-related technical capacity in States. The International 
Monitoring System, which is at the core of the verification regime, is capable of 
accurately detecting and identifying explosions larger than 1 kiloton worldwide, in 
the atmosphere, under water or under ground, and has already proved its 
effectiveness. Additionally, data from IMS has important civil and scientific 
benefits, especially in the context of natural disasters and other emergency 
situations, such as tsunami alerts. IMS stations were able to detect signatures from 
the damage to the Fukushima nuclear power plant following the devastating 
earthquake and tsunami on 11 March 2011. 

6. Confidence in the ability of the verification regime to meet the requirements of 
the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty is fundamental to the success of the 
Treaty as it gives States the assurance of adherence to the test ban. In this regard, 
further international cooperation in the development of the regime should be 
encouraged. 
 

  Status of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty 
 

7. We welcome the recent ratifications by Brunei Darussalam, Chad, Ghana, 
Guinea, Guatemala and Indonesia, as well as the signature by Niue. We particularly 
commend the leadership demonstrated by Indonesia’s ratification of the Treaty on 
6 February 2012, the first Annex 2 State to ratify the Treaty since 2008; this reduces 
the number of Annex 2 States yet to ratify the Treaty to eight. The Comprehensive 
Nuclear-Test-Ban Treaty has now been signed by 183 States, of which 159 States 
have ratified the Treaty. 

8. Ratification by the eight remaining Annex 2 States — China, the Democratic 
People’s Republic of Korea, Egypt, India, Iran (Islamic Republic of), Israel, 
Pakistan and the United States of America — is required for the Comprehensive 
Nuclear-Test-Ban Treaty to enter into force. There is also a small number of  
non-Annex 2 States that have yet to ratify the Treaty. 

248



 NPT/CONF.2015/PC.II/WP.1
 

3 13-25047 
 

9. The International Monitoring System, consisting of 321 monitoring stations 
and 16 laboratories built in 89 countries worldwide, is currently 85 per cent 
complete.  
 

  Promotion of the entry into force of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty 
 

  The review cycle of 2015 should:  
 

10. Urge all States that have yet to ratify the Comprehensive Nuclear-Test-Ban 
Treaty to do so without delay, in particular the remaining eight Annex 2 States. 
Annex 2 States should not wait for other States to ratify the Treaty.  

11. Reiterate that nuclear-weapon States have a particular responsibility, as agreed 
in action 10 of the action plan, to encourage ratification of the Comprehensive 
Nuclear-Test-Ban Treaty and call upon them to take the initiative in this regard. 
Ratification by nuclear-weapon States that have not yet done so would provide 
further impetus towards entry into force of the Treaty.  

12. As stipulated in action 11 of the action plan, pending the Treaty’s entry into 
force, call upon all States to uphold and maintain a moratorium on nuclear-weapon 
test explosions and any other nuclear explosions. 

13. In accordance with action 14, encourage all States parties to the Non-Proliferation 
Treaty to assist the Preparatory Commission of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban 
Treaty Organization in its work in anticipation of and preparing for the entry into 
force of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty. This includes the early 
completion and provisional operation of the International Monitoring System, which 
serves as an effective, reliable, participatory and non-discriminatory element of the 
verification system globally and helps to provide assurance of compliance with the 
Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty. 
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1. The Final Document of the 2010 Review Conference of the Parties to the 
Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons states: “The Conference 
expresses its deep concern at the continued risk for humanity represented by the 
possibility that these [nuclear] weapons could be used and the catastrophic 
humanitarian consequences that would result from the use of nuclear weapons.” 
(para. 80) 

2. As the Final Document recalls, “the total elimination of nuclear weapons is the 
only absolute guarantee against the use or threat of use of nuclear weapons and the 
legitimate interest of non-nuclear-weapon States in receiving unequivocal and 
legally binding security assurances from nuclear-weapon States which could 
strengthen the nuclear non-proliferation regime.” (action plan, sect. I.C., para. i) 

3. The total elimination of nuclear weapons in a transparent and irreversible 
manner is a goal to which members of the Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative are firmly committed. In working towards this goal, one of the areas where 
progress is needed and feasible is the role of nuclear weapons in military doctrines. 
The role of nuclear weapons is defined by each nuclear-weapon State’s declaratory 
policy and subsequently translated into military doctrine and force posture. 

4. This is also addressed in action 5 of the Final Document, which states: “The 
nuclear-weapon States commit to accelerate concrete progress on the steps leading 
to nuclear disarmament, contained in the Final Document of the 2000 Review 
Conference, in a way that promotes international stability, peace and undiminished 
and increased security. To that end, they are called upon to promptly engage with a 
view to … (c) further diminish the role and significance of nuclear weapons in all 
military and security concepts, doctrines and policies ….”. 

5. Members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative want to draw 
attention to the importance of further reducing the role and significance of nuclear 
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weapons in declaratory policies. According to the general principles of the action 
plan laid down in actions 1 and 2, declaratory policies should reflect the 
commitment to achieving a world without nuclear weapons and be consistent with 
the principles of irreversibility, verifiability and transparency. 

On this basis, the 2015 Review Conference should reiterate the following: 

6. In view of the catastrophic humanitarian consequences of any use of nuclear 
weapons, it is imperative that the more than 65 year record of nuclear non-use be 
extended forever. Members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative 
thus see the need for determined steps by the nuclear-weapon States towards nuclear 
disarmament, with the final objective of a nuclear-weapon-free world. 

7. To ensure progress on this road and to prevent nuclear weapons from ever 
being used again, concrete efforts must be made so that the possible use of nuclear 
weapons becomes even more remote than it is now. 

8. Quantitative reductions should be accompanied by steps towards reducing the 
role and significance of nuclear weapons in security strategies and military 
doctrines. These steps are important contributions towards the goal of complete 
nuclear disarmament and will be mutually reinforcing with further quantitative 
reductions. 

9. All nuclear-weapon States should reiterate that they will not use or threaten to 
use nuclear weapons against non-nuclear-weapon States that are parties to the  
Non-Proliferation Treaty and in compliance with their nuclear non-proliferation 
obligations (what are termed “negative security assurances”). 

10. All nuclear-weapon States should make a political commitment to refrain from 
developing new nuclear warheads. 

11. The 2010 action plan calls upon the nuclear-weapon States to provide 
information, using a standard reporting form to be agreed under action 21, to the 
Preparatory Committee at its third session in 2014 on their efforts towards the 
reduction of the role of nuclear weapons. When developing such a form, the nuclear-
weapon States are encouraged to refer to the draft reporting form 
(NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12), which the Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative proposed at the first session of the Preparatory Committee for the 2015 
Review Conference held in 2012. 

12. In order to reduce the role of nuclear weapons, States parties are called upon to 
promote actively disarmament and non-proliferation education. We encourage all 
States parties to contribute to raising awareness, in particular among younger 
generations, of the tragic consequences of the use of nuclear weapons. 
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1. Action 3 of the action plan adopted by the 2010 Review Conference of the 
Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons states: “In 
implementing the unequivocal undertaking by the nuclear-weapon States to 
accomplish the total elimination of their nuclear arsenals, the nuclear-weapon States 
commit to undertake further efforts to reduce and ultimately eliminate all types of 
nuclear weapons, deployed and non-deployed, including through unilateral, 
bilateral, regional and multilateral measures.” 

2. To this end, strategic nuclear weapons have been the object of a phased 
reduction process (e.g. through the new START Treaty). Intermediate-range ground-
based nuclear weapons have been eliminated altogether from the arsenals of the 
United States and the Russian Federation by means of the Intermediate-Range 
Nuclear Forces Treaty. Unilateral commitments, such as the presidential nuclear 
initiatives made by the United States and the Soviet Union/Russian Federation in 
1991 and 1992, have led to the decommissioning and (partial) abolition of certain 
types of non-strategic nuclear weapons and a significant reduction of such weapons.  

3. However, there are nuclear weapons — especially those that can be considered 
non-strategic nuclear weapons — that have not been covered by any arms control 
agreements. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative is of the opinion that 
the further reduction of the numbers and types of non-strategic nuclear weapons 
should be placed higher on the international agenda if the overall reduction process 
of nuclear weapons is to continue towards the goal of a world free of nuclear 
weapons. Furthermore, the status of implementation of some commitments already 
made has not been subject to any accountability or verification. Although 
transparency is lacking, we know that important numbers of these weapons remain 
in arsenals. And the fact that these weapons are typically smaller and more easily 
transported poses the additional risk of nuclear terrorism if security precautions are 
insufficient. Thus, the need for strengthening nuclear security has also made 
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addressing non-strategic nuclear weapons an imperative for inclusion in the 
disarmament process. 

4. We call on the United States and the Russian Federation to continue their 
mutual efforts to enhance transparency, further reduce their numbers of strategic and 
non-strategic nuclear weapons and as such improve strategic stability, based on the 
principle of undiminished security for all.  

5. In this context, the Non-Proliferation and Disarmament Initiative takes note of 
the decision of NATO, agreed at its 2012 Chicago summit, that NATO allies aim to 
continue developing and exchanging transparency and confidence-building ideas 
with the Russian Federation with the goal of developing detailed proposals on and 
increasing mutual understanding of the non-strategic nuclear force postures in 
Europe of NATO and the Russian Federation. Members of the Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative also call upon the other nuclear-weapon States and States 
possessing nuclear weapons to start reducing or further reduce their strategic and 
non-strategic nuclear weapons, in a verifiable and irreversible manner, with a view 
to eliminating all nuclear weapons, including through unilateral, bilateral, regional 
and multilateral measures.  

6. Addressing non-strategic nuclear weapons may also highlight possible 
inconsistencies between declaratory policies and deployment postures, particularly 
with respect to negative security assurances. We therefore call for a fresh look at the 
deployment of non-strategic nuclear weapons. A lack of transparency further 
complicates this matter, which demonstrates the importance of the reporting form 
called for in actions 5 and 21 of the action plan.  

We therefore: 

7. Urge the inclusion of non-strategic nuclear weapons in any future nuclear 
disarmament processes, with a view to their elimination, and a cessation of the 
development and production of new nuclear weapons. 

8. Call upon all nuclear-weapon States and other States possessing nuclear 
weapons to review promptly their deployment posture of non-strategic nuclear 
weapons in the context of their declaratory policies. 

9. Call upon nuclear-weapon States to provide information as agreed at the 2010 
Review Conference, using a standard reporting form to be agreed under action 21 of 
the action plan.  

10. Call for, as a first step on the way to the elimination of non-strategic nuclear 
weapons, transparency with respect to the current status of the implementation of 
the 1991 and 1992 presidential nuclear initiatives and possible verification of such 
implementation.  

11. Welcome progress in the dialogue on non-strategic nuclear weapons proposed 
by NATO at its Chicago summit, as a contribution towards including non-strategic 
nuclear weapons in post-new-START reduction processes.  
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1. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative is committed to engaging in 
the fullest possible exchange of equipment, materials and scientific and technical 
information for the peaceful uses of nuclear energy. In the view of the Initiative, 
multilateral export control regimes allow for such an exchange by aiming to ensure 
that nuclear trade for peaceful purposes does not contribute to the proliferation of 
nuclear weapons or other nuclear explosive devices, while also ensuring that such 
trade is not unnecessarily constrained. Export controls are a legitimate and 
important method of implementing a State party’s non-proliferation obligations 
under the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons. The requirement for 
all States to establish and enforce effective domestic export controls has been 
expressed in Security Council resolutions 1540 (2004), 1673 (2006), 1810 (2008), 
1887 (2009) and 1977 (2011).  

2. In their June 2012 Istanbul statement, Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative Foreign Ministers stated that export controls play a crucial role in 
implementing nuclear non-proliferation obligations under the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons article III, paragraph 2. The Foreign 
Ministers urged all States to establish, develop, review and maintain appropriate 
effective national export controls over both nuclear and nuclear-related dual-use 
items and technology, including as required by paragraph 3 (d) of Security Council 
resolution 1540 (2004), and stated the commitment of Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative members to share national experiences and information in 
the field of export controls with all interested States parties to the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons.  

3. The Action Plan agreed in the Final Document of the 2010 Review Conference 
lists a number of ways for States parties to strengthen domestic export control 
systems:  
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 (a) Action 35 urges all States parties to ensure that their nuclear-related 
exports do not directly or indirectly assist the development of nuclear weapons or 
other nuclear explosive devices;  

 (b) Action 36 encourages States parties to make use of multilaterally 
negotiated and agreed guidelines and understandings in developing their own 
national export controls;  

 (c) Action 37 encourages States parties to consider whether a recipient State 
has brought into force International Atomic Energy Agency (IAEA) safeguards 
obligations in making nuclear export decisions;  

 (d) Action 43, in its second part, urges States parties to implement the IAEA 
Guidance on the Import and Export of Radioactive Sources approved by the Board 
of Governors in 2004;  

 (e) Action 44, in its second part, calls upon States parties to establish and 
enforce effective domestic controls to prevent the proliferation of nuclear weapons 
in accordance with their relevant international legal obligations.  

4. The NPDI supports building upon these steps during the 2015 Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons review cycle in the following practical ways:  

 (a) Encouraging States parties to share best practices and lessons learned 
regarding building, implementing and reinforcing effective domestic export control 
systems and practices, including the effective use of catch-all controls;  

 (b) Requiring ongoing compliance by States with their IAEA safeguards 
obligations as a condition of nuclear equipment, material and technology supply by 
States parties;  

 (c) Reaffirming the principle that States parties should require the 
conclusion and implementation of a Safeguards Agreement (INFCIRC/153 
(Corrected)) as well as an Additional Protocol (INFCIRC/540 (Corrected)) with 
IAEA as a condition for new supply arrangements with non-nuclear-weapon States;  

 (d) Calling on States parties to adhere to the multilaterally negotiated and 
agreed guidelines and understandings of the Nuclear Suppliers Group and Zangger 
Committee in developing their domestic export control systems.  
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 Reaffirming that efforts by both the nuclear-weapon States and the 
non-nuclear-weapon States are important in order to realize the outcome on the 
entirety of the action plan of the 2010 Review Conference of the Parties to the 
Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons (NPT), and 

 Recalling that the action plan has called for the wider application of 
safeguards to peaceful nuclear facilities in the nuclear-weapon States, under the 
relevant voluntary-offer safeguards agreements, as a nuclear non-proliferation 
measure on the part of the nuclear-weapon States, 
 

  Purpose of the working paper 
 

1. The Non-Proliferation and Disarmament Initiative proposes to: 

 (a) Review the relevant agreed actions of the 2010 Review Conference 
regarding the wider application of International Atomic Energy Agency (IAEA) 
safeguards in the nuclear-weapon States, and highlight key issues to be addressed; and 

 (b) Contribute to promoting efforts by the nuclear-weapon States to realize 
the wider application of IAEA safeguards in the nuclear-weapon States by 
encouraging them to explore the practical steps mentioned in paragraph 9 below and 
consider the suggestions set out in paragraph 12 below.  
 

  Background 
 

  Agreed action for the wider application of safeguards in the nuclear-weapon States 
 

2. The 2010 Review Conference agreed on action 30, in which “the Conference 
calls for the wider application of safeguards to peaceful nuclear facilities in the 
nuclear-weapon States, under the relevant voluntary-offer safeguards agreements, in 
the most economic and practical way possible, taking into account the availability of 
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IAEA resources, and stresses that comprehensive safeguards and additional 
protocols should be universally applied once the complete elimination of nuclear 
weapons has been achieved”.1 
 

  Irreversibility 
 

3. The 2010 Review Conference agreed on actions 16 and 17 in which the Review 
Conference encouraged all the nuclear-weapon States “to commit to declare, as 
appropriate, to IAEA all fissile nuclear material designated by each [nuclear-weapon 
State] as no longer required for military purposes and to place such material as soon as 
practicable under IAEA or other relevant international verification and arrangements 
for the disposition of such material for peaceful purposes, to ensure that such material 
remains permanently outside military programmes” (action 16), and in this context, 
encouraged all States “to support the development of appropriate legally binding 
verification arrangements, within the context of IAEA, to ensure the irreversible 
removal of fissile material designated by each nuclear-weapon State as no longer 
required for military purposes” (action 17).2 
 

  Safeguards implementation under the voluntary-offer safeguards agreements 
 

4. Although the details of voluntary-offer safeguards agreements are different, 
they have a common feature: each nuclear-weapon State undertakes to permit IAEA 
to apply safeguards to nuclear material, so long as such material remains in the 
facilities listed by the nuclear-weapon State and those facilities are not removed by 
the nuclear-weapon State from the facility list provided to IAEA. The safeguards 
under the voluntary-offer safeguards agreement are, however, actually applied only 
to the extent that IAEA selects facilities from the list provided, with the scope of the 
selection being made within the context of the limited resources available to IAEA. 

5. Some voluntary-offer safeguards agreements allow nuclear-weapon States to 
withdraw nuclear material from activities in the declared facilities under IAEA 
safeguards and reverse it to military uses, and to remove facilities from the facility 
list if the nuclear-weapon States deem it necessary. This is inconsistent with the 
principle of irreversibility, as agreed and advocated in action 2 of the 2010 action 
plan. 
 

  Scope and role of the additional protocols 
 

6. In addition, there are variations among the additional protocols concluded by 
the nuclear-weapon States, such as the lack of provisions on complementary access 
by IAEA in some cases. In this regard, it is noted that the 2000 Review Conference 
invited all nuclear-weapon States to keep the scope of these additional protocols 
under review (see paragraph 26 of Final Document), and the same concept is 
incorporated into paragraph 18 of the IAEA General Conference resolution adopted 
in 2012 (GC(56)/RES/13). 

__________________ 

 1  This concept first appeared in paragraph 13 of the principles and objectives for nuclear 
non-proliferation and disarmament of the 1995 Review and Extension Conference and was 
expanded in its scope in paragraph 12 of the Final Document of the 2000 Review Conference 
(NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II)). 

 2  The importance of this concept is emphasized in paragraph 29 of the Final Document of the 
2000 Review Conference. 
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7. It is further noted that the additional protocols based on the IAEA Model 
Additional Protocol, whether brought into force by non-nuclear-weapon States or 
nuclear-weapon States, play a significant role in enabling IAEA to detect and 
respond to any sign of cross-border proliferation activities including the 
involvement non-State actors in third States, mainly through the provision of 
information on import/export records and nuclear operations as well as 
complementary access to the locations concerned. 
 

  Treatment of excess nuclear material 
 

8. In relation to certain specified nuclear material identified by nuclear-weapon 
States as “excess” to military uses, the United States of America and the Russian 
Federation are negotiating with IAEA on an agreement concerning the verification 
of their respective programme to dispose of at least 34 tons of excess weapon-grade 
plutonium in each country designated as no longer required for military purposes. 
The disposition is expected to transform such plutonium into spent fuel, effectively 
preventing its use in nuclear weapons. 
 

  Issues to be addressed 
 

9. Taking into account the above-mentioned significance of the pursuit of the 
wider application of safeguards in the nuclear-weapon States, the Non-Proliferation 
and Disarmament Initiative: 
 

  Wider application of safeguards under voluntary-offer safeguards agreements and 
additional protocols 
 

 (a) Encourages each nuclear-weapon State to explore ways to further widen 
the scope of the application of safeguards to peaceful nuclear facilities to the 
maximum extent possible, inter alia, by: 

 1. Reviewing the operation of the voluntary-offer safeguards agreement 
and/or revisiting the voluntary-offer safeguards agreement so that the 
safeguards will be applicable to all nuclear material designated by each 
nuclear-weapon State as no longer required for military purposes and relevant 
facilities where it is located, in a manner neither to exclude such material from 
the scope of the safeguards application nor to reverse such material to military 
uses; and 

 2. Reviewing the existing scope of the additional protocol to add measures, 
if necessary, such as complementary access stipulated in the IAEA Model 
Additional Protocol; 

 

  Safeguarding excess nuclear material 
 

 (b) Encourages those nuclear-weapon States that have not done so, to 
consider, when identifying certain specified nuclear material as “excess” for 
military uses, placing such “excess” under IAEA verification as soon as practicable, 
in a manner to make it irreversible, either under (i) the voluntary-offer safeguards 
agreement or (ii) separate arrangements for permitting IAEA to verify that the 
“excess” is neither withdrawn from the declared facilities nor reversed for use for 
nuclear weapon purposes; 
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 (c) Welcomes in this regard the move by the United States of America and 
the Russian Federation as mentioned in paragraph 8 above; and 
 

  Financing safeguards in the nuclear-weapon States  
 

 (d) Further encourages the nuclear-weapon States to explore ways and means 
for financing safeguards in the nuclear-weapon States so that necessary access and 
other safeguards activities as referred to in subparagraphs (a) and (b) above can be 
conducted by IAEA without impeding other critical safeguards implementation 
priorities. 
 

  Consequence conducive to the process of nuclear disarmament and 
non-proliferation 
 

10. To the extent that the wider application of safeguards in the nuclear-weapon 
States is undertaken in relation to “excess” nuclear material or material generated 
from the nuclear disarmament process, further efforts made or measures taken will 
also be conducive to promoting the application of the principles of irreversibility, 
verifiability and transparency in relation to the implementation of the NPT 
obligations of all State parties for nuclear disarmament, which were agreed in 
action 2 of the 2010 Review Conference action plan. 

11. Such efforts by the nuclear-weapon States would complement undertakings of 
further nuclear non-proliferation measures by non-nuclear-weapon States, in 
particular, the conclusion of additional protocols, thus contributing further to the 
promotion of nuclear non-proliferation. 
 

  Way forward to the 2015 Review Conference 
 

12. From the perspective of promoting the wider application of safeguards in the 
nuclear-weapon States: 

 (a) Each nuclear-weapon State, using a standard reporting form to be agreed 
under action 21 of the action plan of the 2010 Review Conference, will report to the 
third session of the Preparatory Committee for the 2015 Review Conference, to be 
held in 2014, on the status of its implementation of the action plan, including the 
actions mentioned in the present paper. When developing such a form, the nuclear-
weapon States are encouraged to refer to the draft reporting form (see 
NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12, annex), which the Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative proposed at the first session of the Preparatory Committee for the 2015 
Review Conference, held in 2012; 

 (b) The Non-Proliferation and Disarmament Initiative suggests that each 
nuclear-weapon State explore ways and means for financing the wider application of 
safeguards in nuclear-weapon States, including extrabudgetary funding by the 
nuclear-weapon States to IAEA, and that they report on the matter in the standard 
form under action 21. 
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  Nuclear-weapon-free zones and negative security assurances  
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Non-Proliferation and Disarmament Initiative (Australia,  
Canada, Chile, Germany, Japan, Mexico, the Netherlands,  
Poland, Turkey and the United Arab Emirates)  
 
 

1. Nuclear-weapon-free zones are not an end in themselves but rather a means for 
enhancing global and regional peace and security pending the total elimination of 
nuclear weapons. In accordance with the 1999 Guidelines of the United Nations 
Disarmament Commission as contained in document A/54/42, the establishment of 
internationally recognized nuclear-weapon-free zones on the basis of arrangements 
freely arrived at among the States of the region concerned, contributes to the 
implementation of the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, as 
nuclear-weapon-free zones strengthen and increase the nuclear non-proliferation 
obligations of non-nuclear-weapon States to refrain from acquiring nuclear 
weapons, and to develop and use nuclear energy solely for peaceful purposes and in 
accordance with the safeguards established by the International Atomic Energy 
Agency (IAEA). 

2. The nuclear-weapon-free zones created by the Treaty for the Prohibition of 
Nuclear Weapons in Latin America and the Caribbean (Treaty of Tlatelolco), the 
South Pacific Nuclear Free Zone Treaty (Treaty of Rarotonga), the Treaty on the 
South-East Asia Nuclear-Weapon-Free Zone (Treaty of Bangkok), the African 
Nuclear-Weapon-Free Zone Treaty (Treaty of Pelindaba) and the Treaty on a 
Nuclear-Weapon-Free Zone in Central Asia (Treaty of Semipalatinsk) gather 113 
States parties to the Non-Proliferation Treaty, which have freely chosen to form 
these zones. Additionally, Mongolia has declared its nuclear-weapon-free status.  

3. In the advisory opinion of the International Court of Justice on the Legality of 
the Threat or Use of Nuclear Weapons, of 1996, the Court decided unanimously, 
inter alia, that “there is in neither customary nor conventional international law any 
specific authorization of the threat or use of nuclear weapons”, and that “a threat or 
use of force by means of nuclear weapons that is contrary to Article 2, paragraph 4, 
of the United Nations Charter and that fails to meet all the requirements of 
Article 51, is unlawful”.  

4. In this regard, while the only absolute guarantee against the use or threat of 
use of nuclear weapons is their total elimination, non-nuclear-weapon States have a 
legitimate interest in receiving unequivocal and legally binding security assurances 
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from nuclear-weapon States not to use or threaten to use nuclear weapons against 
them.  

5. The action plan adopted at the 2010 Review Conference of the Parties to the 
Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons stated that “the Conference on 
Disarmament should, within the context of an agreed, comprehensive and balanced 
programme of work, immediately begin discussion of effective international 
arrangements to assure non-nuclear-weapon States against the use or threat of use of 
nuclear weapons, to discuss substantively, without limitation, with a view to 
elaborating recommendations dealing with all aspects of this issue, not excluding an 
internationally legally binding instrument” (action 7).  

6. Additionally, action 8 contained the commitment of all nuclear-weapon States 
“to fully respect their existing commitments with regard to security assurances”, and 
that “[t]hose nuclear-weapon States that have not yet done so are encouraged to 
extend security assurances to non-nuclear-weapon States parties to the Treaty”.  

7. Action 9 encouraged “[t]he establishment of further nuclear-weapon-free 
zones, where appropriate, on the basis of arrangements freely arrived at among 
States of the region concerned, and in accordance with the 1999 Guidelines of the 
United Nations Disarmament Commission”. Further, “[a]ll concerned States are 
encouraged to ratify the nuclear-weapon-free zone treaties and their relevant 
protocols, and to constructively consult and cooperate to bring about the entry into 
force of the relevant legally binding protocols of all such nuclear-weapon free zones 
treaties, which include negative security assurances”, and to “review any related 
reservations”. 

8. Even though the nuclear-weapon States have indicated they support the 
granting of negative security assurances to parties to treaties forming nuclear-
weapon-free zones, to date, the respective protocols of the treaties of Rarotonga, 
Pelindaba, Bangkok and Semipalatinsk have not been signed or ratified by one or 
more nuclear-weapon States; while the protocols of the Treaty of Tlatelolco have 
been signed and ratified but with reservations and interpretative declarations by 
nuclear-weapon States. 

9. In view of these issues, the Non-Proliferation and Disarmament Initiative 
considers that the 2015 Review Conference should: 

 (a) Reiterate that, while the total elimination of nuclear weapons is the only 
absolute guarantee against the use or threat of use of nuclear weapons, interim 
measures should be considered;  

 (b) Urge all nuclear-weapon States to recognize the value of nuclear-
weapon-free zones by taking all necessary measures to bring into force the pending 
protocols to the nuclear-weapon-free zone treaties; 

 (c) Call upon all nuclear-weapon States to withdraw any reservations or 
interpretative declarations made to the nuclear-weapon-free zone treaties and their 
protocols contrary to the object and purpose of such treaties; 

 (d) Urge all nuclear-weapon States to respect fully their existing 
commitments with regard to security assurances; 

 (e) Encourage those nuclear-weapon States that have not yet done so to 
extend security assurances to non-nuclear-weapon States parties to the Treaty; and  

 (f) Continue the discussion of effective international arrangements to assure 
non-nuclear-weapon States against the use or threat of use of nuclear weapons. 

261



    NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12*

Preparatory Committee for the 2015 Review 
Conference of the Parties to the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons 

 
 
20 April 2012 
 
Original: English 

 

12-30401* (E)    070512 
*1230401*  
 

First session 
Vienna, 30 April-11 May 2012 

 
 
 

  Transparency of nuclear weapons: the Non-Proliferation 
and Disarmament Initiative 
 
 

  Working paper submitted by Australia, Canada, Chile, Germany, 
Japan, Mexico, the Netherlands, Poland, Turkey and the 
United Arab Emirates 
 
 

1. Increased transparency of information related to nuclear weapons is an 
important precondition for further progress in nuclear disarmament and verification. 
This notion was reflected in the 13 practical steps for the systematic and progressive 
efforts to achieve complete disarmament adopted by the 2000 Review Conference of 
the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons (see 
NPT/CONF.2000/28 (Parts I and II)). In step 9 (b), the Review Conference called 
for increased transparency by the nuclear-weapon States with regard to the nuclear 
weapons capabilities and the implementation of agreements pursuant to article VI 
and as a voluntary confidence-building measure to support further progress on 
nuclear disarmament, and, in step 12, the States parties committed themselves to 
reporting regularly on the implementation of article VI of the Treaty.  

2. In its Final Document (see NPT/CONF.2010/50 (Vol. I)), the 2010 Review 
Conference recognized that nuclear disarmament and achieving the peace and 
security of a world without nuclear weapons would require openness and 
cooperation, and affirmed the importance of enhanced confidence through increased 
transparency and effective verification. Action 5 (g) of the action plan adopted by 
consensus by the Conference called upon the nuclear-weapon States to further 
enhance transparency and increase mutual confidence, and action 21 encouraged 
them to agree as soon as possible on a standard reporting form and to determine 
appropriate reporting intervals for the purpose of voluntarily providing standard 
information without prejudice to national security. 

3. The Review Conference noted the increased transparency of some nuclear-
weapon States with regard to the number of nuclear weapons in their national 
inventories. Their contributions, and the entry into force of the Treaty between the 
United States of America and the Russian Federation on Measures for the Further 
Reduction and Limitation of Strategic Offensive Arms, on 5 February 2011, must be 

 
 

 * Reissued for technical reasons on 7 May 2012. 
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welcomed. There is, however, a greater need for and expectation of more detailed 
information related to nuclear weapons by all nuclear-weapon States. This holds 
especially true with regard to non-strategic nuclear weapons, which to date have not 
formed part of arms control and disarmament processes. Additional information 
would be seen not only as an important security and confidence-building measure, 
but would also facilitate further progress in nuclear disarmament. 

4. The Review Conference called upon the nuclear-weapon States to report on 
their nuclear disarmament undertakings to the Preparatory Committee in 2014. 
Action 21 provides a framework in that regard by introducing the idea of a standard 
reporting form. In this context, efforts by the nuclear-weapon States to coordinate 
the implementation of their commitments under the action plan are welcomed. In 
support of that process, the members of the Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative, which are non-nuclear-weapon States, proposed a draft standard nuclear 
disarmament reporting form, which was shared with the nuclear-weapon States in 
June 2011. The draft form is set out in the annex to the present working paper.  

5. For the purpose of the 2015 review cycle, we would like to restate our 
expectations with regard to greater transparency of information related to nuclear 
weapons, which might be taken into consideration by the nuclear-weapon States. 
First, the standard reporting form might include, without prejudice to the national 
security of the nuclear-weapon States, information on: 

 (a) The number, types (strategic or non-strategic) and status (deployed or 
non-deployed) of nuclear warheads; 

 (b) The number and, if possible, types of delivery vehicles; 

 (c) The number and types of weapons and delivery systems dismantled and 
reduced as part of nuclear disarmament efforts; 

 (d) The amount of fissile material produced for military purposes; 

 (e) The measures taken to diminish the role and significance of nuclear 
weapons in military and security concepts, doctrines and policies. 

6. The elements suggested above are included in the draft reporting form. The 
draft form is, however, indicative and thus neither exhaustive nor definitive. For 
example, in the final form agreed upon by the nuclear-weapon States, standardized 
reporting might also include national budgets and other resources devoted to the 
maintenance of nuclear arsenals. Other States parties, nuclear-weapon States and 
non-nuclear-weapon States alike, may well have additional views on the elements of 
the form. 

7. Second, although action 5 of the action plan calls upon the nuclear-weapon 
States to report on nuclear disarmament undertakings to the Preparatory Committee 
in 2014, we encourage them to consider voluntarily presenting preliminary reports, 
subject to future updates, at each session of the Preparatory Committee.  

8. Third, to facilitate transparency and information exchange, we encourage the 
nuclear-weapon States to continue discussions on definitions and terminology 
related to nuclear weapons.  

9. Lastly, we encourage all States parties, including non-nuclear-weapon States, 
to submit regular reports on the implementation of the 2010 action plan and other 
relevant documents, in accordance with action 20.  

263



 NPT/CONF.2015/PC.I/WP.12
 

3 12-30401 
 

Annex 
 

  Draft standard nuclear disarmament reporting form: [name 
of country], 20xx 
 
 

 At the 2010 Review Conference, the States parties adopted an unprecedented 
set of actions pertaining to the three pillars of the Treaty. Of particular significance 
was action 21, in which, as a confidence-building measure, all the nuclear-weapon 
States were encouraged to agree as soon as possible on a standard reporting form 
and to determine appropriate reporting intervals for the purpose of voluntarily 
providing standard information without prejudice to national security. The present 
draft reporting form seeks to provide exploratory input into the process of 
specifying and developing a standard reporting form for the meeting of the five 
permanent members of the Security Council in Paris. This exercise seeks to provide 
a possible standard form for reporting on some of the most critical information, so 
as to enhance transparency regarding the efforts of the nuclear-weapon States in 
relation to nuclear disarmament, as mentioned, in particular, in actions 3 and 5 (a) of 
the action plan. In that action plan, the nuclear-weapon States also committed 
themselves to a wide range of other disarmament measures, and their efforts in 
relation to those measures should also be reported. The present draft form contains 
possible elements in that regard. Under this proposal, the nuclear-weapon States are 
expected to report on their efforts at each session of the Preparatory Committee. 
Although action 5 calls upon them to report those undertakings to the Preparatory 
Committee in 2014, nothing prevents them from presenting such a report, albeit in a 
preliminary form, at each session of the Preparatory Committee held before 2014.  
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  Fissile material cut-off treaty: practical steps to implement 
action 15 of the action plan of the 2010 Review Conference 
of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation of 
Nuclear Weapons 
 
 

  Joint Working Paper submitted by the Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative 
 
 

1. Negotiation of a treaty banning the production of fissile material for use in 
nuclear weapons or other explosive devices remains a shared non-proliferation and 
disarmament priority of the international community. For example: 

 • Action 15 of the action plan of the 2010 Review Conference of the Parties to 
the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons states that “[…] the 
Conference on Disarmament should, within the context of an agreed, 
comprehensive and balanced programme of work, immediately begin 
negotiations of a treaty banning the production of fissile material for use in 
nuclear weapons or other explosive devices in accordance with the report of the 
Special Coordinator of 1995 (CD/1299) and the mandate contained therein”. 

 • The General Assembly, in its resolution 66/44, which was submitted by 
Canada, resolved “to consider options for the negotiation of a treaty banning 
the production of fissile material for nuclear weapons or other nuclear 
explosive devices at its sixty-seventh session should the Conference on 
Disarmament fail to agree on and implement a comprehensive Programme of 
Work by the end of its 2012 session”. 

 • The General Assembly, in its resolution 66/44, further “encourages interested 
Member States (…) to continue efforts, including within and on the margins of 
the Conference on Disarmament, in support of the commencement of 
negotiations, including through meetings involving scientific experts on 
various technical aspects of the treaty, drawing on available expertise from the 
IAEA and other relevant bodies, as appropriate”. 

2. Perceiving the fissile material cut-off treaty as an indispensable step on the 
way towards a nuclear-weapon free world and, more concretely, as the next logical 
step on the negotiating agenda of the multilateral disarmament machinery, we 
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consider the start of such negotiations to be an urgent task. Preferably, this task 
should be fulfilled by the Conference on Disarmament. We recall that the 
Conference on Disarmament already achieved consensus on a programme of work 
that included such negotiations in May 2009 (decision CD/1864).  

3. Negotiations within the Conference on Disarmament on a fissile material cut-
off treaty on the basis of its decision CD/1864 or similar arrangements are currently 
being hindered by national and regional security concerns voiced by at least one 
State member of the Conference on Disarmament. We continue to hold the view that 
these concerns may be effectively addressed in the course of negotiations, and 
should therefore not prevent their commencement. Additionally, we encourage 
intensified bilateral, regional and subregional dialogue to address said concerns.  

4. Other issues of concern to some States members of the Conference on 
Disarmament may also be addressed in the course of negotiations. This applies in 
particular to the question whether and how a fissile material cut-off treaty would 
encompass existing stocks of fissile material for use in nuclear weapons or other 
explosive devices. We reaffirm our view that nothing in the negotiating mandate as 
described in document CD/1299 of 24 March 1995, which formed part of decision 
CD/1864, prevents States members of the Conference on Disarmament from raising 
this issue in the negotiation process. 

5. An important objective in getting the Conference on Disarmament to start 
fissile material cut-off treaty negotiations remains the involvement of States 
members of the Conference on Disarmament that are not parties to the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons. We will continue our efforts through those 
States, and urge relevant actors to use their influence in this respect.  

6. To support the commencement of fissile material cut-off treaty negotiations, 
Non-Proliferation and Disarmament Initiative members Australia and Japan initiated 
a series of technical side events on the margins of the Conference on Disarmament 
in 2011. In the first quarter of 2011, such meetings were further endorsed by a large 
majority of United Nations Member States in General Assembly resolution 66/44. 
Non-Proliferation and Disarmament Initiative members Germany and the Netherlands 
therefore decided to organize two further scientific experts’ meetings on a fissile 
material cut-off treaty in 2012. These meetings are intended to continue feeding ideas 
related to a fissile material cut-off treaty back into the Conference on Disarmament, 
thus serving, inter alia, as a confidence-building measure. All Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative members support the initiative taken by Germany and the 
Netherlands and encourage the Conference on Disarmament and the States parties to 
the Non-Proliferation Treaty to participate in these meetings. 

7. Recalling further General Assembly resolution 66/44 and in the light of the 
inability of the Conference of Disarmament to agree, at the first part of its 2012 
annual session, on a programme of work that includes fissile material cut-off treaty 
negotiations, we are currently consulting on options for such negotiations, taking 
into account the venues of past treaties.  

8. Pending the entry into force of a fissile material cut-off treaty, we reiterate the 
repeated international call that all nuclear-weapon States and the non-States parties 
to the Non-Proliferation Treaty should maintain or declare moratoriums on the 
production of fissile material for nuclear weapons or other nuclear explosive 
devices. As negotiations on a fissile material cut-off treaty have been unable to start 
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for so many years, there is a need to create, on an urgent basis, a de facto fissile 
material cut-off treaty world, which would then facilitate negotiations on, and the 
conclusion of, a fissile material cut-off treaty. The effectiveness and the significance 
of moratoriums in accelerating actual treaty negotiations have already been proven 
by the case of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty negotiations and 
preceding moratoriums on nuclear testing. 
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  Additional protocol 
 
 

  Working paper submitted by the members of the Non-Proliferation 
and Disarmament Initiative (Australia, Canada, Chile, Germany, 
Japan, Mexico, the Netherlands, Poland, Turkey and the 
United Arab Emirates) 
 
 

1. The 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons emphasized in its action plan the importance 
of the additional protocol (see actions 28-30). In action 28, the Conference 
encouraged all States parties that had not yet done so to conclude and to bring into 
force additional protocols as soon as possible and to implement them provisionally 
pending their entry into force. 

2. On this basis, and taking into account the risk of the proliferation of nuclear 
weapons and the concomitant serious challenge to global security, in addition to the 
importance of the Treaty in preventing such proliferation, the Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative is taking specific actions to support and strengthen the 
Treaty framework and to facilitate the implementation of the action plan agreed 
upon at the 2010 Review Conference, including promoting the signing of additional 
protocols. 
 

  Importance of the additional protocol 
 

3. Document INFCIRC/540 (Corrected) sets out a model additional protocol 
agreement between a State and the International Atomic Energy Agency (IAEA) for 
the application of safeguards in connection with the Treaty. An integral part of the 
IAEA safeguards system, it is regarded as a credible means of ensuring the absence 
of undeclared nuclear material or activities in a State. It is important to make the 
effectiveness of IAEA safeguards certain through the maintenance of additional 
protocols by all States parties to the Treaty. This will give IAEA the strengthened 
authority that it requires to verify both the correctness and the completeness of State 
reports. 

4. Article III, paragraph 1, of the Treaty requires States parties to accept 
safeguards. The minimum standard should be a comprehensive safeguards 
agreement and an additional protocol. 
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5. The added assurance provided by safeguards reinforced by an additional 
protocol will facilitate the international community’s full support for and confidence 
in States wishing to pursue the development of peaceful nuclear energy 
programmes. 
 

  Status of entry into force of additional protocols 
 

6. The Initiative welcomes both the increase in the number of States that have 
implemented an additional protocol and the efforts by IAEA to promote the 
conclusion of such protocols. Currently, 115 States and the European Atomic Energy 
Community have additional protocols in force, an increase of 14 States since the end 
of the 2010 Review Conference.  

7. A number of States, however, have not signed or brought into force an 
additional protocol, for various reasons. Some have pointed to the political process 
required for implementation, others the lack of expertise and/or resources for 
effective implementation, and others legal challenges. Consequently, the 
international community’s strategy to facilitate the universalization should be wide-
ranging, holistic and take into account the factors specific to each country and 
region. 
 

Signature and implementation of additional protocols 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

8. In relation to the lack of capacity (e.g. legal or technical) for the effective 
implementation of an additional protocol, the Initiative is of the view that assistance 
is needed to provide guidance and education to develop processes and build the 
required national infrastructure. It is necessary and expedient to assist States lacking 
such capacity if they are to adhere to the requirements set out in their additional 
protocols. 

9. Efforts should be stepped up through IAEA and bilateral and regional means to 
address the political challenges to bringing an additional protocol into force.  
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  Promotion of universalization and the role of the International Atomic 
Energy Agency 
 

10. The Initiative urges all States parties that have not yet concluded an additional 
protocol with IAEA to do so as soon as possible, and to implement its provisions 
pending ratification. The Initiative strongly encourages further work to achieve 
universalization. 

11. The provision of assistance to States to adhere to an additional protocol can be 
best facilitated with IAEA support. The Initiative emphasizes that it is important for 
IAEA and its member States to assist other States in concluding, bringing into force 
and implementing additional protocols. IAEA support includes SSAC Advisory 
Service missions,1 technical cooperation projects, workshops and integrated nuclear 
infrastructure review missions. 
 

  The Initiative’s commitment to universalization 
 

12. Universalization can be achieved through the combined efforts of States 
parties and IAEA, and through regional initiatives to increase national capacity and 
knowledge. Training conducted by IAEA is important and should be supplemented 
by efforts by States with expertise in this field. 

13. In November 2011, the members of the Initiative followed up on actions 28 
and 29 of the action plan by writing jointly to the Director General of IAEA to offer 
to share the Initiative’s collective experience in concluding and implementing 
additional protocols with States that did not yet have them in force. Individually, 
several Initiative members are currently working out modalities with IAEA to put 
these commitments into practice. The Initiative will continue to engage with IAEA 
on this issue.  

14. The Initiative is committed to promoting additional protocols at all levels, 
including by briefing Government officials to provide them with the necessary 
knowledge to advocate the signing of an additional protocol by their Governments. 
All these activities should be consistent with the concept of additional protocol 
universality, without double standards and while ensuring the right to the peaceful 
use of nuclear technology. 

15. In addition to IAEA efforts, the Initiative is proposing seminars or outreach 
activities tailored to specific regions to provide relevant technical assistance. The 
Initiative deems it crucial to draw up a list of activities to assist all States without an 
additional protocol in force, laying emphasis on the importance of bilateral and 
regional assistance in this regard. The Initiative also stresses the importance of 
providing assistance in establishing and maintaining State systems of accounting for 
and controlling nuclear material, as a key to enhancing the effectiveness and 
efficiency of IAEA safeguards.  

16. The Initiative encourages IAEA and member States to pursue coordinated 
activities and provide, where possible, the technical and financial support required 
for such activities. 

 
__________________ 

 1  The Advisory Service provides requesting national authorities with recommendations and 
suggestions for improvements to their State systems for accountancy and control (SSACs) of 
nuclear material. 
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  Joint working paper submitted by the Non-Proliferation and 
Disarmament Initiative 
 
 

1. The 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the  
Non-Proliferation of Nuclear Weapons, for the first time in the history of the Treaty, 
underscored the importance of disarmament and non-proliferation education as a 
useful and effective means to advance the goals of the Treaty in support of 
achieving a world without nuclear weapons. Indeed, in action 22 of the action plan 
adopted at the Conference, all States are encouraged to implement the 
recommendations contained in the report of the Secretary-General on the United 
Nations study on disarmament and non-proliferation education (A/57/124). 

2. As expressed in our ministerial statement released in September 2011, the 
members of the Non-Proliferation and Disarmament Initiative are committed to 
actively promoting disarmament and non-proliferation education to achieve a world 
free of nuclear weapons, recognizing the particular importance of passing on to 
younger generations the first-hand experiences of survivors (hibakushas) with 
regard to the tragic consequences of the use of nuclear weapons, so as to ensure that 
those memories do not fade away. We will actively promote this issue in this 2015 
Treaty review process and are committed to the implementation of the above-
mentioned recommendations. 

3. According to the report of the Secretary-General, the overall objective of 
disarmament and non-proliferation education is to impart knowledge and skills to 
individuals to empower them to make their contribution, as national and world 
citizens, to the achievement of concrete disarmament and non-proliferation 
measures. Disarmament and non-proliferation education should thus not be intended 
to indoctrinate in terms of specific ways of thinking, but rather to nurture critical 
thinking. In this way, people will be empowered to obtain a thorough grasp of the 
international situation, make sound judgements and take appropriate actions. 
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4. In implementing action 22, States parties are invited to take into account the 
following three points: 

 (a) As achieving a world without nuclear weapons requires long-term 
continuous efforts, educating young people, especially teenagers, is most crucial. 
The amassed knowledge and experience of older generations should be passed on to 
younger generations, including in the educational process, so that they can actively 
engage in disarmament and non-proliferation issues; 

 (b) Disarmament and non-proliferation education should be undertaken in a 
collaborative way. Various actors such as governments, both national and local, 
international organizations, non-governmental organizations, media, academics and 
the private sector should closely cooperate with and learn from one another through 
interaction. Governments can serve as the hub of a network among actors as well as 
a provider of resources to facilitate interaction; 

 (c) The 2002 report on disarmament and non-proliferation education 
recommended using new information and communications technologies, in 
particular the Internet, and a full range of pedagogical methods including literature, 
theatre and other artistic activities. It would be more effective to utilize new tools 
that have become available since the report was published in 2002, including 
YouTube and social network services such as Twitter and Facebook.  

5. The following are examples of good practices by members of the Initiative: 

 (a) Since 2003, Canada, through the Department of Foreign Affairs and 
International Trade International Security Research and Outreach Programme, has 
collaborated with the Simons Foundation, a Canadian disarmament non-governmental 
organization, on an annual graduate research awards competition. The programme is 
aimed at engaging postgraduate students at Canadian universities with respect to 
particular issues on the international security agenda, particularly nuclear 
non-proliferation, arms control and disarmament. In 2011, the programme was 
expanded to include a presentation and debate on research papers by award 
recipients at an event attended by Canadian officials and the Canadian expert 
community; 

 (b) In the latter part of 2011, Japan and the Office for Disarmament Affairs 
co-organized a social media Poetry for Peace Contest, along with a side event 
involving the testimony of atomic bomb survivors, held on 26 October during 
Disarmament Week. A Facebook page was set up for the contest, which was linked 
to the websites of the Office and the Ministry of Foreign Affairs of Japan and 
contained uploaded video and written testimonies of atomic bomb survivors, 
translated into several languages. People around the world were invited to watch 
and read their living testimonies and, if inspired, to create and submit poems. In the 
end, 741 poems were submitted. The contest evolved into a dialogue among those 
visiting the site and sharing the common goal of international peace; 

 (c) Since 2010, the Ministry of Foreign Affairs of the Netherlands has 
provided grants to three doctoral students pursuing research on the subject of  
non-proliferation. By funding these researchers, the Netherlands is seeking to 
contribute to the education of a new generation of non-proliferation experts. 
Investing in young academics is especially important, as academic knowledge 
contributes to progress on non-proliferation, arms control and disarmament. 
Furthermore, the Security Policy Department of the Ministry of Foreign Affairs has 
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opened a Facebook page aimed at students to call attention to security-related 
issues, such as the proliferation of weapons of mass destruction. On the page, 
students can find interesting facts and participate in discussions; 

 (d) In December 2011, the Permanent Mission of the Republic of Poland to 
the United Nations and International Organizations in Vienna, in cooperation with 
the Vienna Centre for Disarmament and Non-Proliferation, conducted a seminar 
entitled “In search of a new framework for nuclear disarmament: 20 years after the 
new beginning”. The event sparked a results-oriented discussion among 
representatives of academia, independent experts and non-governmental 
organizations on arms control and disarmament issues. Students and teachers from 
the Diplomatic Academy of Vienna took active part in the event. 

 

278



Toward a World without Nuclear Weapons  

George P. Shultz William J. Perry Henry A. Kissinger Sam Nunn 

The groundbreaking Wall Street Journal op-ed series 

A World Free of Nuclear Weapons 

January 4, 2007 

Nuclear weapons today present tremendous dangers, but also an historic opportunity. U.S. leadership will be 
required to take the world to the next stage – to a solid consensus for reversing reliance on nuclear weapons 
globally as a vital contribution to preventing their proliferation into potentially dangerous hands, and 
ultimately ending them as a threat to the world. 

Nuclear weapons were essential to maintaining international security during the Cold War because they were 
a means of deterrence. The end of the Cold War made the doctrine of mutual Soviet-American deterrence 
obsolete. Deterrence continues to be a relevant consideration for many states with regard to threats from other 
states. But reliance on nuclear weapons for this purpose is becoming increasingly hazardous and decreasingly 
effective. 

North Korea's recent nuclear test and Iran's refusal to stop its program to enrich uranium – potentially to 
weapons grade – highlight the fact that the world is now on the precipice of a new and dangerous nuclear era. 
Most alarmingly, the likelihood that non-state terrorists will get their hands on nuclear weaponry is increasing. 
In today's war waged on world order by terrorists, nuclear weapons are the ultimate means of mass 
devastation. And non-state terrorist groups with nuclear weapons are conceptually outside the bounds of a 
deterrent strategy and present difficult new security challenges. 

Apart from the terrorist threat, unless urgent new actions are taken, the U.S. soon will be compelled to enter a 
new nuclear era that will be more precarious, psychologically disorienting, and economically even more 
costly than was Cold War deterrence. It is far from certain that we can successfully replicate the old 
Soviet-American "mutually assured destruction" with an increasing number of potential nuclear enemies 
world-wide without dramatically increasing the risk that nuclear weapons will be used. New nuclear states do 
not have the benefit of years of step-by-step safeguards put in effect during the Cold War to prevent nuclear 
accidents, misjudgments or unauthorized launches. The United States and the Soviet Union learned from 
mistakes that were less than fatal. Both countries were diligent to ensure that no nuclear weapon was used 
during the Cold War by design or by accident. Will new nuclear nations and the world be as fortunate in the 
next 50 years as we were during the Cold War? 

* * * 

Leaders addressed this issue in earlier times. In his "Atoms for Peace" address to the United Nations in 1953, 
Dwight D. Eisenhower pledged America's "determination to help solve the fearful atomic dilemma – to devote 
its entire heart and mind to find the way by which the miraculous inventiveness of man shall not be dedicated 
to his death, but consecrated to his life."  John F. Kennedy, seeking to peak the logjam on nuclear 
disarmament, said, "The world was not meant to be a prison in which man awaits his execution." 

Rajiv Gandhi, addressing the U.N. General Assembly on June 9, 1988, appealed, "Nuclear war will not mean 
the death of a hundred million people. Or even a thousand million. It will mean the extinction of four thousand 
million: the end of life as we know it on our planet earth. We come to the United Nations to seek your support. 
We seek your support to put a stop to this madness." 

Ronald Reagan called for the abolishment of "all nuclear weapons," which he considered to be "totally 
irrational, totally inhumane, good for nothing but killing, possibly destructive of life on earth and civilization." 
Mikhail Gorbachev shared this vision, which had also been expressed by previous American presidents. 

Although Reagan and Mr. Gorbachev failed at Reykjavik to achieve the goal of an agreement to get rid of all 
nuclear weapons, they did succeed in turning the arms race on its head. They initiated steps leading to 
significant reductions in deployed long-and intermediate-range nuclear forces, including the elimination of an 
entire class of threatening missiles. 

279



What will it take to rekindle the vision shared by Reagan and Mr. Gorbachev? Can a world-wide consensus be 
forged that defines a series of practical steps leading to major reductions in the nuclear danger? There is an 
urgent need to address the challenge posed by these two questions. 

The Non-Proliferation Treaty (NPT) envisioned the end of all nuclear weapons. It provides (a) that states that 
did not possess nuclear weapons as of 1967 agree not to obtain them, and (b) that states that do possess them 
agree to divest themselves of these weapons over time. Every president of both parties since Richard Nixon 
has reaffirmed these treaty obligations, but non-nuclear weapon states have grown increasingly skeptical of 
the sincerity of the nuclear powers. 

Strong non-proliferation efforts are under way. The Cooperative Threat Reduction program, the Global Threat 
Reduction Initiative, the Proliferation Security Initiative and the Additional Protocols are innovative 
approaches that provide powerful new tools for detecting activities that violate the NPT and endanger world 
security. They deserve full implementation. The negotiations on proliferation of nuclear weapons by North 
Korea and Iran, involving all the permanent members of the Security Council plus Germany and Japan, are 
crucially important. They must be energetically pursued. 

But by themselves, none of these steps are adequate to the danger. Reagan and General Secretary Gorbachev 
aspired to accomplish more at their meeting in Reykjavik 20 years ago – the elimination of nuclear weapons 
altogether. Their vision shocked experts in the doctrine of nuclear deterrence, but galvanized the hopes of 
people around the world. The leaders of the two countries with the largest arsenals of nuclear weapons 
discussed the abolition of their most powerful weapons. 

What should be done? Can the promise of the NPT and the possibilities envisioned at Reykjavik be brought to 
fruition? We believe that a major effort should be launched by the United States to produce a positive answer 
through concrete stages. 

* * * 

First and foremost is intensive work with leaders of the countries in possession of nuclear weapons to turn the 
goal of a world without nuclear weapons into a joint enterprise. Such a joint enterprise, by involving changes 
in the disposition of the states possessing nuclear weapons, would lend additional weight to efforts already 
under way to avoid the emergence of a nuclear-armed North Korea and Iran. 

The program on which agreements should be sought would constitute a series of agreed and urgent steps that 
would lay the groundwork for a world free of the nuclear threat. Steps would include: 

 Changing the Cold War posture of deployed nuclear weapons to increase warning time and thereby 
reduce the danger of an accidental or unauthorized use of a nuclear weapon. 

 Continuing to reduce substantially the size of nuclear forces in all states that possess them. 

 Eliminating short-range nuclear weapons designed to be forward-deployed. 

 Initiating a bipartisan process with the Senate, including understandings to increase confidence and 
provide for periodic review, to achieve ratification of the Comprehensive Test Ban Treaty, taking 
advantage of recent technical advances, and working to secure ratification by other key states. 

 Providing the highest possible standards of security for all stocks of weapons, weapons-usable plutonium, 
and highly enriched uranium everywhere in the world. 

 Getting control of the uranium enrichment process, combined with the guarantee that uranium for nuclear 
power reactors could be obtained at a reasonable price, first from the Nuclear Suppliers Group and then 
from the International Atomic Energy Agency (IAEA) or other controlled international reserves. It will 
also be necessary to deal with proliferation issues presented by spent fuel from reactors producing 
electricity. 

 Halting the production of fissile material for weapons globally; phasing out the use of highly enriched 
uranium in civil commerce and removing weapons-usable uranium from research facilities around the 
world and rendering the materials safe. 
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 Redoubling our efforts to resolve regional confrontations and conflicts that give rise to new nuclear 
powers. 

Achieving the goal of a world free of nuclear weapons will also require effective measures to impede or 
counter any nuclear-related conduct that is potentially threatening to the security of any state or peoples. 

Reassertion of the vision of a world free of nuclear weapons and practical measures toward achieving that 
goal would be, and would be perceived as, a bold initiative consistent with America's moral heritage. The 
effort could have a profoundly positive impact on the security of future generations. Without the bold vision, 
the actions will not be perceived as fair or urgent. Without the actions, the vision will not be perceived as 
realistic or possible. 

We endorse setting the goal of a world free of nuclear weapons and working energetically on the actions 
required to achieve that goal, beginning with the measures outlined above. 

Mr. Shultz, a distinguished fellow at the Hoover Institution at Stanford, was secretary of state from 1982 to 
1989. Mr. Perry was secretary of defense from 1994 to 1997. Mr. Kissinger, chairman of Kissinger 
Associates, was secretary of state from 1973 to 1977. Mr. Nunn is former chairman of the Senate Armed 
Services Committee. 

A conference organized by Mr. Shultz and Sidney D. Drell was held at Hoover to reconsider the vision that 
Reagan and Mr. Gorbachev brought to Reykjavik. In addition to Messrs. Shultz and Drell, the following 
participants also endorse the view in this statement: Martin Anderson, Steve Andreasen, Michael Armacost, 
William Crowe, James Goodby, Thomas Graham Jr., Thomas Henriksen, David Holloway, Max 
Kampelman, Jack Matlock, John McLaughlin, Don Oberdorfer, Rozanne Ridgway, Henry Rowen, Roald 
Sagdeev and Abraham Sofaer. 

 

 

Toward a Nuclear-Free World 

January 15, 2008 

The accelerating spread of nuclear weapons, nuclear know-how and nuclear material has brought us to a 
nuclear tipping point. We face a very real possibility that the deadliest weapons ever invented could fall into 
dangerous hands. 

The steps we are taking now to address these threats are not adequate to the danger. With nuclear weapons 
more widely available, deterrence is decreasingly effective and increasingly hazardous. 

One year ago, in an essay in this paper, we called for a global effort to reduce reliance on nuclear weapons, to 
prevent their spread into potentially dangerous hands, and ultimately to end them as a threat to the world. The 
interest, momentum and growing political space that has been created to address these issues over the past 
year has been extraordinary, with strong positive responses from people all over the world. 

Mikhail Gorbachev wrote in January 2007 that, as someone who signed the first treaties on real reductions in 
nuclear weapons, he thought it his duty to support our call for urgent action: "It is becoming clearer that 
nuclear weapons are no longer a means of achieving security; in fact, with every passing year they make our 
security more precarious." 

In June, the United Kingdom's foreign secretary, Margaret Beckett, signaled her government's support, 
stating: "What we need is both a vision -- a scenario for a world free of nuclear weapons -- and action -- 
progressive steps to reduce warhead numbers and to limit the role of nuclear weapons in security policy. 
These two strands are separate but they are mutually reinforcing. Both are necessary, but at the moment too 
weak." 

We have also been encouraged by additional indications of general support for this project from other former 
U.S. officials with extensive experience as secretaries of state and defense and national security advisors. 
These include: Madeleine Albright, Richard V. Allen, James A. Baker III, Samuel R. Berger, Zbigniew 
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Brzezinski, Frank Carlucci, Warren Christopher, William Cohen, Lawrence Eagleburger, Melvin Laird, 
Anthony Lake, Robert McFarlane, Robert McNamara and Colin Powell. 

Inspired by this reaction, in October 2007, we convened veterans of the past six administrations, along with a 
number of other experts on nuclear issues, for a conference at Stanford University's Hoover Institution. There 
was general agreement about the importance of the vision of a world free of nuclear weapons as a guide to our 
thinking about nuclear policies, and about the importance of a series of steps that will pull us back from the 
nuclear precipice. 

The U.S. and Russia, which possess close to 95% of the world's nuclear warheads, have a special 
responsibility, obligation and experience to demonstrate leadership, but other nations must join. 

Some steps are already in progress, such as the ongoing reductions in the number of nuclear warheads 
deployed on long-range, or strategic, bombers and missiles. Other near-term steps that the U.S. and Russia 
could take, beginning in 2008, can in and of themselves dramatically reduce nuclear dangers. They include: 

 Extend key provisions of the Strategic Arms Reduction Treaty of 1991. Much has been learned about the 
vital task of verification from the application of these provisions. The treaty is scheduled to expire on 
Dec. 5, 2009. The key provisions of this treaty, including their essential monitoring and verification 
requirements, should be extended, and the further reductions agreed upon in the 2002 Moscow Treaty on 
Strategic Offensive Reductions should be completed as soon as possible. 

 Take steps to increase the warning and decision times for the launch of all nuclear-armed ballistic 
missiles, thereby reducing risks of accidental or unauthorized attacks. Reliance on launch procedures that 
deny command authorities sufficient time to make careful and prudent decisions is unnecessary and 
dangerous in today's environment. Furthermore, developments in cyber-warfare pose new threats that 
could have disastrous consequences if the command-and-control systems of any nuclear-weapons state 
were compromised by mischievous or hostile hackers. Further steps could be implemented in time, as 
trust grows in the U.S.-Russian relationship, by introducing mutually agreed and verified physical 
barriers in the command-and-control sequence. 

 Discard any existing operational plans for massive attacks that still remain from the Cold War days. 
Interpreting deterrence as requiring mutual assured destruction (MAD) is an obsolete policy in today's 
world, with the U.S. and Russia formally having declared that they are allied against terrorism and no 
longer perceive each other as enemies. 

 Undertake negotiations toward developing cooperative multilateral ballistic-missile defense and early 
warning systems, as proposed by Presidents Bush and Putin at their 2002 Moscow summit meeting. This 
should include agreement on plans for countering missile threats to Europe, Russia and the U.S. from the 
Middle East, along with completion of work to establish the Joint Data Exchange Center in Moscow. 
Reducing tensions over missile defense will enhance the possibility of progress on the broader range of 
nuclear issues so essential to our security. Failure to do so will make broader nuclear cooperation much 
more difficult. 

 Dramatically accelerate work to provide the highest possible standards of security for nuclear weapons, 
as well as for nuclear materials everywhere in the world, to prevent terrorists from acquiring a nuclear 
bomb. There are nuclear weapons materials in more than 40 countries around the world, and there are 
recent reports of alleged attempts to smuggle nuclear material in Eastern Europe and the Caucasus. The 
U.S., Russia and other nations that have worked with the Nunn-Lugar programs, in cooperation with the 
International Atomic Energy Agency (IAEA), should play a key role in helping to implement United 
Nations Security Council Resolution 1540 relating to improving nuclear security -- by offering teams to 
assist jointly any nation in meeting its obligations under this resolution to provide for appropriate, 
effective security of these materials. 

As Gov. Arnold Schwarzenegger put it in his address at our October conference, "Mistakes are made in every 
other human endeavor. Why should nuclear weapons be exempt?" To underline the governor's point, on Aug. 
29-30, 2007, six cruise missiles armed with nuclear warheads were loaded on a U.S. Air Force plane, flown 
across the country and unloaded. For 36 hours, no one knew where the warheads were, or even that they were 
missing. 
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 Start a dialogue, including within NATO and with Russia, on consolidating the nuclear weapons 
designed for forward deployment to enhance their security, and as a first step toward careful accounting 
for them and their eventual elimination. These smaller and more portable nuclear weapons are, given 
their characteristics, inviting acquisition targets for terrorist groups. 

 Strengthen the means of monitoring compliance with the nuclear Non-Proliferation Treaty (NPT) as a 
counter to the global spread of advanced technologies. More progress in this direction is urgent, and 
could be achieved through requiring the application of monitoring provisions (Additional Protocols) 
designed by the IAEA to all signatories of the NPT. 

 Adopt a process for bringing the Comprehensive Test Ban Treaty (CTBT) into effect, which would 
strengthen the NPT and aid international monitoring of nuclear activities. This calls for a bipartisan 
review, first, to examine improvements over the past decade of the international monitoring system to 
identify and locate explosive underground nuclear tests in violation of the CTBT; and, second, to assess 
the technical progress made over the past decade in maintaining high confidence in the reliability, safety 
and effectiveness of the nation's nuclear arsenal under a test ban. The Comprehensive Test Ban Treaty 
Organization is putting in place new monitoring stations to detect nuclear tests -- an effort the U.S should 
urgently support even prior to ratification. 

In parallel with these steps by the U.S. and Russia, the dialogue must broaden on an international scale, 
including non-nuclear as well as nuclear nations. 

Key subjects include turning the goal of a world without nuclear weapons into a practical enterprise among 
nations, by applying the necessary political will to build an international consensus on priorities. The 
government of Norway will sponsor a conference in February that will contribute to this process. 

Another subject: Developing an international system to manage the risks of the nuclear fuel cycle. With the 
growing global interest in developing nuclear energy and the potential proliferation of nuclear enrichment 
capabilities, an international program should be created by advanced nuclear countries and a strengthened 
IAEA. The purpose should be to provide for reliable supplies of nuclear fuel, reserves of enriched uranium, 
infrastructure assistance, financing, and spent fuel management -- to ensure that the means to make nuclear 
weapons materials isn't spread around the globe. 

There should also be an agreement to undertake further substantial reductions in U.S. and Russian nuclear 
forces beyond those recorded in the U.S.-Russia Strategic Offensive Reductions Treaty. As the reductions 
proceed, other nuclear nations would become involved. 

President Reagan's maxim of "trust but verify" should be reaffirmed. Completing a verifiable treaty to prevent 
nations from producing nuclear materials for weapons would contribute to a more rigorous system of 
accounting and security for nuclear materials. 

We should also build an international consensus on ways to deter or, when required, to respond to, secret 
attempts by countries to break out of agreements. 

Progress must be facilitated by a clear statement of our ultimate goal. Indeed, this is the only way to build the 
kind of international trust and broad cooperation that will be required to effectively address today's threats. 
Without the vision of moving toward zero, we will not find the essential cooperation required to stop our 
downward spiral. 

In some respects, the goal of a world free of nuclear weapons is like the top of a very tall mountain. From the 
vantage point of our troubled world today, we can't even see the top of the mountain, and it is tempting and 
easy to say we can't get there from here. But the risks from continuing to go down the mountain or standing 
pat are too real to ignore. We must chart a course to higher ground where the mountaintop becomes more 
visible. 

Mr. Shultz was secretary of state from 1982 to 1989. Mr. Perry was secretary of defense from 1994 to 1997. 
Mr. Kissinger was secretary of state from 1973 to 1977. Mr. Nunn is former chairman of the Senate Armed 
Services Committee. 

The following participants in the Hoover-NTI conference also endorse the view in this statement: General 
John Abizaid, Graham Allison, Brooke Anderson, Martin Anderson, Steve Andreasen, Mike Armacost, 
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Bruce Blair, Matt Bunn, Ashton Carter, Sidney Drell, General Vladimir Dvorkin, Bob Einhorn, Mark 
Fitzpatrick, James Goodby, Rose Gottemoeller, Tom Graham, David Hamburg, Siegfried Hecker, Tom 
Henriksen, David Holloway, Raymond Jeanloz, Ray Juzaitis, Max Kampelman, Jack Matlock, Michael 
McFaul, John McLaughlin, Don Oberdorfer, Pavel Podvig, William Potter, Richard Rhodes, Joan 
Rohlfing, Harry Rowen, Scott Sagan, Roald Sagdeev, Abe Sofaer, Richard Solomon, and Philip Zelikow. 

 

 

How to Protect Our Nuclear Deterrent 

January 19, 2010 

The four of us have come together, now joined by many others, to support a global effort to reduce reliance on 
nuclear weapons, to prevent their spread into potentially dangerous hands, and ultimately to end them as a 
threat to the world. We do so in recognition of a clear and threatening development. 

The accelerating spread of nuclear weapons, nuclear know-how, and nuclear material has brought us to a 
tipping point. We face a very real possibility that the deadliest weapons ever invented could fall into 
dangerous hands. 

But as we work to reduce nuclear weaponry and to realize the vision of a world without nuclear weapons, we 
recognize the necessity to maintain the safety, security and reliability of our own weapons. They need to be 
safe so they do not detonate unintentionally; secure so they cannot be used by an unauthorized party; and 
reliable so they can continue to provide the deterrent we need so long as other countries have these weapons. 
This is a solemn responsibility, given the extreme consequences of potential failure on any one of these 
counts. 

For the past 15 years these tasks have been successfully performed by the engineers and scientists at the 
nation's nuclear-weapons production plants and at the three national laboratories (Lawrence Livermore in 
California, Los Alamos in New Mexico, and Sandia in New Mexico and California). Teams of gifted people, 
using increasingly powerful and sophisticated equipment, have produced methods of certifying that the 
stockpile meets the required high standards. The work of these scientists has enabled the secretary of defense 
and the secretary of energy to certify the safety, security and the reliability of the U.S. nuclear stockpile every 
year since the certification program was initiated in 1995. 

The three labs in particular should be applauded for the success they have achieved in extending the life of 
existing weapons. Their work has led to important advances in the scientific understanding of nuclear 
explosions and obviated the need for underground nuclear explosive tests. 

Yet there are potential problems ahead, as identified by the Strategic Posture Commission led by former 
Defense Secretaries Perry and James R. Schlesinger. This commission, which submitted its report to Congress 
last year, calls for significant investments in a repaired and modernized nuclear weapons infrastructure and 
added resources for the three national laboratories. 

These investments are urgently needed to undo the adverse consequences of deep reductions over the past five 
years in the laboratories' budgets for the science, technology and engineering programs that support and 
underwrite the nation's nuclear deterrent. The United States must continue to attract, develop and retain the 
outstanding scientists, engineers, designers and technicians we will need to maintain our nuclear arsenal, 
whatever its size, for as long as the nation's security requires it. 

This scientific capability is equally important to the long-term goal of achieving and maintaining a world free 
of nuclear weapons—with all the attendant expertise on verification, detection, prevention and enforcement 
that is required. 

Our recommendations for maintaining a safe, secure and reliable nuclear arsenal are consistent with the 
findings of a recently completed technical study commissioned by the National Nuclear Security 
Administration in the Department of Energy. This study was performed by JASON, an independent defense 
advisory group of senior scientists who had full access to the pertinent classified information. 
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The JASON study found that the "[l]ifetimes of today's nuclear warheads could be extended for decades, with 
no anticipated loss in confidence, by using approaches similar to those employed in Life Extension Programs 
to date." But the JASON scientists also expressed concern that "[a]ll options for extending the life of the 
nuclear weapons stockpile rely on the continuing maintenance and renewal of expertise and capabilities in 
science, technology, engineering, and production unique to the nuclear weapons program." The study team 
said it was "concerned that this expertise is threatened by lack of program stability, perceived lack of mission 
importance, and degradation of the work environment." 

These concerns can and must be addressed by providing adequate and stable funding for the program. 
Maintaining high confidence in our nuclear arsenal is critical as the number of these weapons goes down. It is 
also consistent with and necessary for U.S. leadership in nonproliferation, risk reduction, and arms reduction 
goals. 

By providing for the long-term investments required, we also strengthen trust and confidence in our technical 
capabilities to take the essential steps needed to reduce nuclear dangers throughout the globe. These steps 
include preventing proliferation and preventing nuclear weapons or weapons-usable material from getting into 
dangerous hands. 

If we are to succeed in avoiding these dangers, increased international cooperation is vital. As we work to 
build this cooperation, our friends and allies, as well as our adversaries, will take note of our own actions in 
the nuclear arena. Providing for this nation's defense will always take precedence over all other priorities. 

Departures from our existing stewardship strategies should be taken when they are essential to maintain a safe, 
secure and effective deterrent. But as our colleague Bill Perry noted in his preface to America's Strategic 
Posture report, we must "move in two parallel paths—one path which reduces nuclear dangers by maintaining 
our deterrence, and the other which reduces nuclear dangers through arms control and international programs 
to prevent proliferation." Given today's threats of nuclear proliferation and nuclear terrorism, these are not 
mutually exclusive imperatives. To protect our nation's security, we must succeed in both. 

Beyond our concern about our own stockpile, we have a deep security interest in ensuring that all nuclear 
weapons everywhere are resistant to accidental detonation and to detonation by terrorists or other 
unauthorized users. We should seek a dialogue with other states that possess nuclear weapons and share our 
safety and security concepts and technologies consistent with our own national security. 

Mr. Shultz was secretary of state from 1982 to 1989. Mr. Perry was secretary of defense from 1994 to 1997. 
Mr. Kissinger was secretary of state from 1973 to 1977. Mr. Nunn is former chairman of the Senate Armed 
Services Committee. 
  

 

Deterrence in the Age of Nuclear Proliferation 

March 7, 2011 

As long as there has been war, there have been efforts to deter actions a nation considers threatening. Until 
fairly recently, this meant building a military establishment capable of intimidating the adversary, defeating 
him or making his victory more costly than the projected gains. This, with conventional weapons, took time. 
Deterrence and war strategy were identical. 

The advent of the nuclear weapon introduced entirely new factors. It was possible, for the first time, to inflict 
at the beginning of a war the maximum casualties. The doctrine of mutual assured destruction represented this 
reality. Deterrence based on nuclear weapons, therefore, has three elements: 

 It is importantly psychological, depending on calculations for which there is no historical experience. It 
is therefore precarious. 

 It is devastating. An unrestrained nuclear exchange between superpowers could destroy civilized life as 
we know it in days. 

 Mutual assured destruction raises enormous inhibitions against employing the weapons. 
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Since the first use of nuclear weapons against Japan, neither of the superpowers, nor any other country, has 
used nuclear weapons in a war. A gap opened between the psychological element of deterrence and the risks 
most leaders were willing to incur. U.S. defense leaders made serious efforts to give the president more 
flexible options for nuclear use short of global annihilation. They never solved the problem, and it was always 
recognized that Washington and Moscow both held the keys to unpredictable and potentially catastrophic 
escalations. 

As a result, nuclear deterrence was useful in preventing only the most catastrophic scenarios that would have 
threatened our survival. But even with the deployment of thousands of nuclear weapons on both sides of the 
Iron Curtain, the Soviet moves into Hungary in 1956 and Czechoslovakia in 1968 were not deterred. Nor were 
the numerous crises involving Berlin, including the building of the Wall in 1961, or major wars in Korea and 
Vietnam, or the Soviet invasion of Afghanistan in 1979. In the case of the Soviet Union, nuclear weapons did 
not prevent collapse or regime change. 

Today, the Cold War is almost 20 years behind us, but many leaders and publics cannot conceive of 
deterrence without a strategy of mutual assured destruction. We have written previously that reliance on this 
strategy is becoming increasingly hazardous. With the spread of nuclear weapons, technology, materials and 
know‐how, there is an increasing risk that nuclear weapons will be used. 

It is not possible to replicate the high‐risk stability that prevailed between the two nuclear superpowers 
during the Cold War in such an environment. The growing number of nations with nuclear arms and differing 
motives, aims and ambitions poses very high and unpredictable risks and increased instability. 

From 1945 to 1991, America and the Soviet Union were diligent, professional, but also lucky that nuclear 
weapons were never used. Does the world want to continue to bet its survival on continued good fortune with 
a growing number of nuclear nations and adversaries globally? 
Can we devise and successfully implement with other nations, including other nuclear powers, careful, 
cooperative concepts to safely dismount the nuclear tiger while strengthening the capacity to assure our 
security and that of allies and other countries considered essential to our national security? 

Recently, the four of us met at the Hoover Institution with a group of policy experts to discuss the possibilities 
for establishing a safer and more comprehensive form of deterrence and prevention in a world where the roles 
and risks of nuclear weapons are reduced and ultimately eliminated. Our broad conclusion is that nations 
should move forward together with a series of conceptual and practical steps toward deterrence that do not 
rely primarily on nuclear weapons or nuclear threats to maintain international peace and security. 

The first step is to recognize that there is a daunting new spectrum of global security threats. 

These threats include chemical, biological and radiological weapons, catastrophic terrorism and cyber warfare, 
as well as natural disasters resulting from climate change or other environmental problems, and health‐
related crises. For the United States and many other nations, existential threats relating to the very survival of 
the state have diminished, largely because of the end of the Cold War and the increasing realization that our 
common interests greatly exceed our differences. However, an accident or mistake involving nuclear weapons, 
or nuclear terrorism fueled by the spread of nuclear weapons, nuclear materials, and nuclear know‐how, is 
still a very real risk. An effective strategy to deal with these dangers must be developed. 

The second step is the realization that continued reliance on nuclear weapons as the principal element for 
deterrence is encouraging, or at least excusing, the spread of these weapons, and will inevitably erode the 
essential cooperation necessary to avoid proliferation, protect nuclear materials and deal effectively with new 
threats. 

Third, the U.S. and Russia have no basis for maintaining a structure of deterrence involving nuclear weapons 
deployed in ways that increase the danger of an accidental or unauthorized use of a nuclear weapon, or even a 
deliberate nuclear exchange based on a false warning. 

Reducing the number of operationally deployed strategic nuclear warheads and delivery vehicles with 
verification to the levels set by the New Start Treaty is an important step in reducing nuclear risks. Deeper 
nuclear reductions and changes in nuclear force posture involving the two nations should remain a priority. 
Further steps must include short‐range tactical nuclear weapons. 
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Fourth, as long as nuclear weapons exist, America must retain a safe, secure and reliable nuclear stockpile 
primarily to deter a nuclear attack and to reassure our allies through extended deterrence. There is an inherent 
limit to U.S. and Russian nuclear reductions if other nuclear weapon states build up their inventories or if new 
nuclear powers emerge. 

It is clear, however, that the U.S. and Russia—having led the nuclear buildup for decades—must continue to 
lead the build‐down. The U.S. and its NATO allies, together with Russia, must begin moving away from 
threatening force postures and deployments including the retention of thousands of short‐range battlefield 
nuclear weapons. All conventional deployments should be reviewed from the aspect of provocation. This will 
make America, Russia and Europe more secure. It will also set an example for the world. 

Fifth, we recognize that for some nations, nuclear weapons may continue to appear relevant to their immediate 
security. There are certain undeniable dynamics in play—for example, the emergence of a nuclear‐armed 
neighbor, or the perception of inferiority in conventional forces—that if not addressed could lead to the further 
proliferation of nuclear weapons and an increased risk they will be used. Thus, while the four of us believe 
that reliance on nuclear weapons for deterrence is becoming increasingly hazardous and decreasingly effective, 
some nations will hesitate to draw or act on the same conclusion unless regional confrontations and conflicts 
are addressed. We must therefore redouble our efforts to resolve these issues. 

Achieving deterrence with assured security will require work by leaders and citizens on a range of issues, 
beginning with a clearer understanding of existing and emerging security threats. The role of non‐ nuclear 
means of deterrence to effectively prevent conflict and increase stability in troubled regions is a vital issue. 
Changes to extended deterrence must be developed over time by the U.S. and allies working closely together. 
Reconciling national perspectives on nuclear deterrence is a challenging problem, and comprehensive 
solutions must be developed. A world without nuclear weapons will not simply be todayʹs world minus 
nuclear weapons. 

Nations can, however, begin moving now together toward a safer and more stable form of deterrence. 
Progress must be made through a joint enterprise among nations, recognizing the need for greater cooperation, 
transparency and verification to create the global political environment for stability and enhanced mutual 
security. Ensuring that nuclear materials are protected globally in order to limit any countryʹs ability to 
reconstitute nuclear weapons, and to prevent terrorists from acquiring the material to build a crude nuclear 
bomb, is a top priority. 

Moving from mutual assured destruction toward a new and more stable form of deterrence with decreasing 
nuclear risks and an increasing measure of assured security for all nations could prevent our worst nightmare 
from becoming a reality, and it could have a profoundly positive impact on the security of future generations. 

Mr. Shultz was secretary of state from 1982 to 1989. Mr. Perry was secretary of defense from 1994 to 1997. 
Mr. Kissinger was secretary of state from 1973 to 1977. Mr. Nunn is former chairman of the Senate Armed 
Services Committee. 
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Executive Summary
Clark Murdock  
Center for Strategic and International Studies

Project Atom took a competitive strategies approach to its zero-based, “blue-sky” review 
of U.S. nuclear strategy and force posture. Three independent think tank teams—the 

Stimson Center, the Center for a New American Security (CNAS), and the National Institute 
for Public Policy (NIPP)—addressed the fundamental issues:

• What should U.S. nuclear strategy be for the new era, defined as 2025–2050?

• What U.S. nuclear posture is needed to support that strategy?

Their analysis (which can be found in the appendices of this report) was uncon-
strained by current strategy (e.g., reducing the role of nuclear weapons in U.S. strategy) 
and current policy (e.g., the prohibition against new nuclear weapons or new nuclear 
capabilities), but was conducted within a common framework of assumptions about the 
future security environment, likely technological trends, and resource constraints. After 
leading the development of the common analytic framework and participating in the 
debate among the think tank teams, I drafted a recommended nuclear strategy and 
posture for 2025–2050, defended it at a half-day Project Atom working group meeting, 
consulted with additional experts, and drafted the study report. The competitive strate-
gies approach, including the use of external (to the think tank teams) experts, was ex-
tremely helpful as I developed and refined my recommended nuclear strategy and 
posture. Although many authors contributed to the Project Atom study effort (their work 
is included in the appendices), I am solely responsible for the views expressed in the 
main text of this final report.

2025–2050: Recommended U.S. Nuclear Strategy
The recommendations made here are based on two related propositions about what would 
occur in the absence of an effective U.S. nuclear strategy to counteract these trends:

• The dynamics of the 2025–2050 security environment will cause further nuclear
proliferation—perhaps not to the 18 nuclear powers envisioned in an alternative
future, but higher than the 9 to 11 nuclear powers of the 2030 and beyond (2030+)
“Likely Future” assumed by the think tank teams.
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• The credibility of U.S. extended deterrence, as well as the assurance that U.S. allies
and friends derive from it, will decline significantly in 2025–2050, in part because of
the failure to prevent further nuclear proliferation.

A major stimulus for a faster rate of nuclear proliferation is U.S. conventional military 
superiority. This causes nonnuclear nation-states (such as North Korea, Iran, Iraq, Syria, 
and Libya) to pursue nuclear weapons as a counter or offset to U.S. military prowess. It also 
leads nuclear-armed states with interests in opposition to the United States (Russia, for 
sure, but perhaps China) to increase their reliance on nuclear weapons, much in the way 
that the United States did during the Cold War. Although the margin of U.S. conventional 
superiority has never been as great as often proclaimed and is declining relative to other 
major powers, the prospect of a conventional-only war with the United States is a losing 
proposition for any state. The value of nuclear weapons as a “trump card” for negating U.S. 
conventional power was enhanced by the U.S. invasion of Iraq in 2003 to prevent Saddam 
Hussein from acquiring a nuclear weapon. If the United States apparently believes that it 
can be deterred by an adversary’s nuclear weapons, why wouldn’t a nonnuclear “regional 
rogue” want one?

More nuclear-armed regional adversaries (to the United States and its allies) and in-
creased reliance on nuclear weapons by major powers in competition with the United 
States will lead U.S. nonnuclear allies to rely more on U.S. extended nuclear deterrence. 
However, the credibility of U.S. extended deterrence will have been weakened by the 
failure of U.S.-led efforts to prevent the nuclear proliferation that led to the increased 
demand from its allies for help in deterring nuclear-armed adversaries. This vicious 
cycle is likely to continue unless the United States moves forcefully to counter it, which, in 
my judgment, requires a U.S. nuclear strategy designed for twenty-first century realities. 
Adoption of the recommended strategy could limit projected nuclear proliferation to  
the greater Middle East and prevent it from spreading to Northeast Asia, Europe, and 
elsewhere.

Discriminate Nuclear Options

The scenarios for nuclear employment have changed greatly since the “balance of ter-
ror” between the two global superpowers. In “the second nuclear age,” potential U.S. 
adversaries are thinking through how they might actually employ a nuclear weapon, 
both early in a conflict and in a discriminate manner, to get the United States to “back 
off” in a conflict. U.S. nuclear forces were designed for a global conflict involving the 
exchange of thousands of high-yield weapons, not limited exchanges of low-yield weap-
ons. Since most U.S. nuclear response options are large, “dirty,” and inflict significant 
collateral damage, the United States might be “self-deterred” and not respond “in kind” 
to discriminate nuclear attacks. U.S. conventional superiority establishes escalation 
control for the United States at the conventional level and causes its adversaries to 
think about breaking the nuclear threshold. The United States needs discriminate nuclear 
options at all rungs of the nuclear escalation ladder to make that option unattractive 
as well.
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Forward-Deployed U.S. Nuclear Weapons

“Coupling” U.S. security to the security of its allies was always a huge challenge during the 
Cold War. Although U.S. nuclear strategy and employment policy changed from massive 
retaliation to flexible response, it was the presence of 7,000 U.S. nuclear weapons in Europe 
that ensured that any major conflict in the European region would escalate rapidly to 
nuclear war. And the United States deployed hundreds of nuclear weapons in South Korea 
(and about 3,000 nonstrategic nuclear weapons in the Pacific region) to underscore its 
extended deterrence commitments there. This encirclement by forward-based U.S. nuclear 
weapons worked during the Cold War and was largely dismantled after the Cold War 
ended.

When security anxieties are acute, “reassurance” or “assurance” is most reliably 
provided by credible extended deterrence—if the adversaries of American allies are 
deterred, the allies will be assured. Deterring regional adversaries from “going nuclear” 
requires credible nuclear responses to their nuclear attack options. Forward deploying a 
robust set of discriminate nuclear response options conveys the message that the United 
States will “respond in kind” and proportionately to nuclear attacks on its allies. The 
credibility of that message is reinforced because the U.S. homeland would not be en-
gaged in the U.S. response to a nuclear attack on a regional ally, which leaves the burden 
on the regional aggressor to escalate to the level of “homeland exchanges.” The price, 
however, for this more credible U.S. “nuclear umbrella,” is likely to be the ally’s willing-
ness to host U.S. nuclear weapons. This is what will constitute “nuclear burden sharing” in 
2025–2050.

The nuclear strategy being recommended here is called “Measured Response.” This is 
not a new strategy; it is grounded in the U.S. strategy of escalation control that evolved as 
the United States turned away from the “massive retaliation” strategy of the 1950s and 
adopted “flexible response.” It’s about ensuring that there are no gaps in U.S. nuclear 
response options that would prevent it from retaliating proportionately to any employment 
of a nuclear weapon against the United States and its allies. U.S. conventional superiority 
lowers the nuclear threshold because it tempts conventionally weaker adversaries to early 
(rather than as a last resort) employment of a nuclear weapon in order to avoid adverse 
results at the conventional level. By having a robust set of proportionate nuclear responses, 
the United States raises the nuclear threshold because it reduces the attractiveness of 
nuclear escalation. This may seem paradoxical, to be sure, but paradoxes seem to be en-
demic to any nuclear age.

2025–2050: Recommended Nuclear Posture
As it shapes its nuclear forces for coping with 2025–2050 realities, the United States needs to 
address its inferiority (with Russia) in nonstrategic nuclear forces (NSNF, but also known as 
“tactical nuclear weapons” or TNWs) by developing a robust set of discriminate nuclear 
options and forward-deployable nuclear weapons. While I do not believe that the United 
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States needs to match Russia quantitatively, I do believe that Russia’s qualitative superior-
ity in NSNF does undercut the proposed Measured Response strategy.

The two primary missions for U.S. nuclear weapons are deterrence and extended 
deterrence, and the future force should be structured accordingly. In order to execute its 
Measured Response strategy, the nuclear forces for both deterrence and extended deter-
rence should have low-yield, accurate, special-effects options that can respond proportion-
ately at the lower end of the nuclear continuum.

• Strategic deterrent force (SDF), consisting of Ohio-replacement class submarines,
Minuteman III ICBMs (or a follow-on ground-based strategic deterrent [GBSD]) and
B-52s and B-2s (and a new nuclear-capable bomber at some point), is the highly
survivable, assured destruction force that is the foundation on which U.S. nuclear
deterrence resides. This is the “strategic triad” that deterred the Soviet Union during
the Cold War and it provides the United States its “nuclear shadow.”

• Discriminate employment options, delivered both by gravity bombs and a new
cruise missile, would be provided by the same suite of air-delivered discriminate
warheads used for extended deterrence.

• Extended deterrent force (EDF), consisting of forward-based and rapidly deployable
dual-capable aircraft would enable both permanent and temporary “coupling” of
the U.S. nuclear deterrent to host-nation security.

• Dual-capable F-35As (based on land) and F-35Cs (based on carriers) would
provide visible manifestations of U.S. extended deterrence and allied burden
sharing.

• Discriminate employment options would be provided by a suite of low-yield,
special-effects warheads (low collateral, enhanced radiation, earth penetration,
electromagnetic pulse, and others as technology advances), including possibly a
smaller, shorter-range cruise missile that could be delivered by F-35s.

In this recommended 2025–2050 nuclear posture, bombers serve as an all-purpose 
hedge force that can enable, complement, and hedge for the other three “legs” (submarine-
launched ballistic missiles [SLBMs], intercontinental ballistic missiles [ICBMs], and dual-
capable F-35s). They provide extended-deterrence presence and discriminate nuclear 
options in regions where there are no forward-based or deployed F-35s. They can also 
provide weapons and mobility to deploying F-35As. As the traditional complement to 
SLBMs and ICBMs in the SDF, bombers are the most flexible leg of the strategic triad and 
can be used for signaling.

The time frame 2025–2050 is too far into the future to project specific numbers. How-
ever, the following are offered as guidelines for sizing the future U.S. nuclear force:

• Maintain rough parity with Russia.

• Maintain nuclear superiority over China.
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• Maintain sufficient capability to cope simultaneously with nuclear-armed “regional
rogues.”

• Maintain a smaller stockpile, which is enabled by a responsive infrastructure.

The capabilities envisioned for this recommended nuclear posture include weapons 
intended to deter discriminate nuclear attacks at the lower end of the nuclear continuum; 
forward-based and forward-deployable delivery systems intended for extended deterrence, 
and assured destruction weapons that have intercontinental range, larger payloads, and 
are deployed in numbers sufficient to ensure stability and survivability. These are the 
right capabilities for nuclear deterrence in the twenty-first century because they counter 
the “nuclear offset” that U.S. adversaries might adopt for coping with U.S. conventional 
superiority.
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